
活動概要 活動実績値 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値

　１　自然環境の保全・再生・適正利用

1
野生生物の保全・保護事
業
（環境部）

環境の保全に関する指針」や「レッ
ドデータおきなわ」を改訂し、沖縄
県の自然の現状を正確に把握するこ
とで、野生生物の保護や生息地の保
全に活かしていく。

順調
レッドデータおきなわの改訂委
託業務において、現地調査及び
文献調査を実施した。

希少野生動植物指定
数：0種（H24)
「0件（離島分）」

レッドデータおきなわの改訂委
託業務において、現地調査及び
文献調査を実施した。

希少野生動植物指定
数：０種

7,408
レッドデータおきなわの改訂委
託業務において、現地調査及び
文献調査を実施した。

希少野生動植物指定
数：0種（H24)
「１件（離島分）」

82,653

・鳥獣保護区内の鳥獣生息状況調査を実施
した。
・レッドデータおきなわの改定を実施し
た。

希少野生動植物指定数：0種
（H24)

20 順調 1-1-ア-1
野生生物の保
全・保護事業

環境部
自然保護

課

2
生物多様性プラザ事業
（環境部）

生物多様性を社会に浸透させるた
め、県民、団体、観光客等に情報を
整備して発信する機能、活動及び人
材育成を支援する機能、ネットワー
クを構築する機能を有した生物多様
性プラザの設置。

順調 離島における活動なし
沖縄本島において自然
体験活動の実施：3回

・生物多様性の情報を集積した
容易にアクセスできるプラット
フォームの構築
・本県小学生４，５，６学年を
対象にした「生き物いっせい調
査」を実施。
・生物多様性に関する取組みを
実施した。（県内図書館におけ
る生物多様性パネル展の実施、
生物多様性関連イベントの実
施）
・「生物多様性おきなわ戦略推
進会議」の実施

・生物多様性の情報を
集積した容易にアクセ
スできるプラット
フォームを構築した。
・本県離島において、
小学校のある地域につ
いては、小学校4,5,6学
年を対象にした「生き
物いっせい調査」を実
施した。

11,260
生物多様性の情報を集積した容
易にアクセスできるプラット
フォームを構築した。

・生物多様性の情報プ
ラットフォームを構築
した。
・本県小学生４，５，
６学年を対象に「生き
物いっせい調査」を実
施した。

5,321

・生物多様性の普及啓発
・生物多様性の情報を集積した容易にアク
セスできるプラットフォームの構築
・本県小学生４，５，６学年を対象にした
「生き物いっせい調査」を実施。

H24～H26
ラジオ等を活用した生物多様
性の普及・啓発
H27～28
・生物多様性の情報を集積し
た容易にアクセスできるプ
ラットフォームの構築
・本県小学生４，５，６学年
を対象にした「生き物いっせ
い調査」を実施。

20 順調 1-1-ア-1
生物多様性プ
ラザ事業

環境部
自然保護

課

3
生物多様性おきなわ戦略
の推進
（環境部）

沖縄県における生物多様性に関する
課題を踏まえ、生物多様性を保全、
維持、再生して次世代へ繋げ、自然
との「繋がり」と自然からの「恵
み」を持続的に享受できる自然環境
共生型社会を実現していくための基
本計画である「生物多様性おきなわ
戦略（仮称）」の推進を図る。

順調

・生物多様性庁内推進会議の実
施
・生物多様性の周知を図る取組
みとして、経済同友会の協力の
下、生物多様性パネル展を銀行
等で初めて実施した。

・生物多様性庁内推進
会議を２回（７月、９
月）実施した。
・経済同友会の協力の
下、生物多様性パネル
展を銀行等で初めて実
施した。
・生物多様性自治体
ネットワークに参加
し、各県の状況につい
て情報収集した。「０
件（離島分）」

・生物多様性の情報を集積した
容易にアクセスできるプラット
フォームの構築
・本県小学生４，５，６学年を
対象にした「生き物いっせい調
査」を実施。
・生物多様性に関する取組みを
実施した。（県内図書館におけ
る生物多様性パネル展の実施、
生物多様性関連イベントの実
施）
・「生物多様性おきなわ戦略推
進会議」の実施

・生物多様性の情報を
集積した容易にアクセ
スできるプラット
フォームを構築した。
・本県離島において、
小学校のある地域につ
いては、小学校4,5,6学
年を対象にした「生き
物いっせい調査」を実
施した。

11,260
生物多様性の情報を集積した容
易にアクセスできるプラット
フォームを構築した。

・生物多様性の情報プ
ラットフォームを構築
した。
・本県小学生４，５，
６学年を対象に「生き
物いっせい調査」を実
施した。

5,321

・生物多様性の普及啓発
・生物多様性の情報を集積した容易にアク
セスできるプラットフォームの構築
・本県小学生４，５，６学年を対象にした
「生き物いっせい調査」を実施。

H24～H26
ラジオ等を活用した生物多様
性の普及・啓発
H27～28
・生物多様性の情報を集積し
た容易にアクセスできるプ
ラットフォームの構築
・本県小学生４，５，６学年
を対象にした「生き物いっせ
い調査」を実施。

20 順調 1-1-ア-1
生物多様性地
域戦略の普及
啓発

環境部
自然保護

課

3-2
生物多様性おきなわブラ
ンド発信事業（環境部）

本県の生物多様性を保全し、及び適
切な利用を促進することにより、持
続可能な「生物多様性おきなわブラ
ンド」の構築を図るため、野生動植
物の分布情報等を調査するととも
に、文化・歴史的背景を含めた生物
多様性の現状を把握・評価し、地域
の生物多様性（自然環境）の魅力を
県内外に発信する。

離島実
施無し

－ － － － －

沖縄本島７地域を対象に、生物
情報を収集するための現地調査
を実施するとともに、生物多様
性の解析手法や普及啓発に向け
たホームページ開設について検
討を行った。

・沖縄本島７地域の調
査を完了した。
・生物多様性の普及を
目的とした専用ＨＰ
「オキナワイキモノラ
ボ」を開設した。

65,106

・沖縄本島７地域を対象に、生物情報を収
集するための現地調査を実施するととも
に、生物多様性の解析手法や普及啓発に向
けたホームページ開設について検討を行っ
た。

・沖縄本島７地域の調査を完
了した。
・生物多様性の普及を目的と
した専用ＨＰ「オキナワイキ
モノラボ」を開設した。

H28新規 － 1-1-ア-1
生物多様性地
域戦略の普及
啓発

環境部
自然保護

課

4
外来種対策事業
（環境部）

沖縄における外来種の侵入、定着状
況等について調査を行い、優先度に
応じて捕獲等の対策を行う。また、
侵入のおそれのある外来種について
情報提供・普及啓発を図り、侵入防
止及び早期発見に努める。

順調
平成26年度：離島における活動
なし

離島における外来種調
査の実施地域：0地域
（H26)
「0件（離島分）」

・外来種対策指針の策定に向け
た外来種侵入状況調査の実施
・既に本県に定着しているグ
リーンアノール、タイワンスジ
オ、インドクジャクについて、
捕獲手法の検討を行った。

・外来種対策指針の策
定に向けた外来種侵入
状況調査の実施
・既に本県に定着して
いる石垣島周辺離島の
インドクジャクについ
て、捕獲手法の検討を
行った。

11,260

・外来種対策指針の策定に向け
た外来種侵入状況調査の実施
・既に本県に定着しているグ
リーンアノール、タイワンスジ
オ、インドクジャクについて、
捕獲手法の検討を行った。

・外来種対策指針の策
定に向けた外来種侵入
状況調査の実施
・既に本県に定着して
いるグリーンアノー
ル、タイワンスジオ、
インドクジャクについ
て、捕獲手法の検討を
行った。

126,632
沖縄における外来種の侵入、定着状況等に
ついて調査を行い、優先度に応じて捕獲等
の対策を行った。

H24～H26
離島における外来種調査の実
施地域：0地域
H27
石垣島及び周辺離島における
インドクジャクの生息調査を
実施
H28・外来種対策指針の策定に
向けた外来種侵入状況調査の
実施
・既に本県に定着しているグ
リーンアノール、タイワンス
ジオ、インドクジャクについ
て、捕獲手法の検討を行っ
た。

21 順調 1-1-ア-2
外来種対策事
業

環境部
自然保護

課

5
サンゴ礁保全再生事業
（環境部）

生物多様性に配慮したサンゴ植え付
けや遺伝子解析などの調査研究を行
うとともに、地域団体等が実施して
いるサンゴ礁保全活動へ支援するこ
とにより、サンゴ礁生態系の保全・
再生を図る。

順調

・恩納・読谷・慶良間海域にて
サンゴの植付け実証試験を行っ
た。
・地域の団体等が実施するサン
ゴ礁のモニタリング、オニヒト
デの駆除などを支援した。

・計74,565本のサンゴ
の植付けを実施
・宮古３団体、八重山
４団体、慶良間２団体
に補助金を交付した。

・恩納・読谷・慶良間海域にて
サンゴの植付け実証試験を行っ
た。
・地域の団体等が実施するサン
ゴ礁のモニタリング、普及啓発
活動などを支援した。

・35,676本のサンゴの
植付けを実施
・宮古2団体、八重山3
団体、慶良間1団体に補
助金を交付した。

233,672

・恩納・読谷・慶良間海域にて
サンゴの植付け実証試験を行っ
た。
・地域の団体等が実施するサン
ゴ礁のモニタリング、普及啓発
活動などを支援した。

・計151,314本のサンゴ
の植付けを実施
・宮古1団体、八重山4
団体、慶良間1団体に補
助金を交付した。

232,805

・恩納・読谷・慶良間海域にてサンゴの植
付け実証試験を行った。
・地域の団体等が実施するサンゴ礁のモニ
タリング、普及啓発活動などを支援した。

・計151,314本のサンゴ種苗の
植付けを実施
・宮古、八重山、慶良間等の
４１団体に補助金を交付し
た。

21 順調 1-1-ア-3
サンゴ礁保全
再生事業

環境部
自然保護

課

6
オニヒトデ総合対策事業
（環境部）

オニヒトデの大量発生の予察と大量
発生のメカニズムを解明する調査研
究及び重要なサンゴ礁をオニヒトデ
被害から守りきるための効果的・効
率的な防除対策の検討を行う。

順調

慶良間近海、他実証海域（1海
域）においてオニヒトデ大量発
生の予察実証及び大量発生メカ
ニズムの解明に向けた調査研究
を実施した。

実証海域数：２海域
（H26)
（１海域　離島分）

慶良間近海、他実証海域（1海
域）においてオニヒトデ大量発
生の予察実証及び大量発生メカ
ニズムの解明に向けた調査研究
を実施する。

実証海域数：２海域
（H27)
（１海域　離島分）

64,324
恩納村海域及び慶良間海域にお
いて、オニヒトデ大量発生の予
察実証試験を実施した。

実証海域数：累計10海
域（H28)
（累計5海域　離島分）

64,084

慶良間近海、他実証海域（1海域）において
オニヒトデ大量発生の予察実証及び大量発
生メカニズムの解明に向けた調査研究を実
施した。

H24～H28
実証海域数：10海域（累計）

21 順調 1-1-ア-3
オニヒトデ総
合対策事業

環境部
自然保護

課

7
沿岸生態系の保存
（環境部）

今後策定する「総合沿岸域管理計画
（仮称）」に基づき、県が実施する
サンゴ礁の実態調査や陸域からの影
響調査や民間や地域が主体的・継続
的に実施するモニタリング活動に対
する支援を行う。

順調

・恩納・読谷・慶良間海域にて
サンゴの植付け実証試験を行っ
た。
・地域の団体等が実施するサン
ゴ礁のモニタリング、オニヒト
デの駆除などを支援した。

・計74,565本のサンゴ
の植付けを実施
・宮古３団体、八重山
４団体、慶良間２団体
に補助金を交付した。

・2海域（沖縄本島周辺離島海
域、沖縄本島海域）でモニタリ
ングを実施した。
・地域の団体等が実施するサン
ゴ礁のモニタリング活動を支援
した。

・2海域のモニタリング
を実施
・宮古2団体、八重山3
団体、慶良間1団体に補
助金を交付した。

233,672

・3海域（沖縄本島周辺離島海
域、沖縄本島海域）でモニタリ
ングを実施した。
・地域の団体等が実施するサン
ゴ礁のモニタリング活動を支援
した。

・累計11海域のモニタ
リングを実施
・宮古1団体、八重山4
団体、慶良間1団体に補
助金を交付した。

232,805

・沖縄本島周辺離島海域、沖縄本島海域で
モニタリングを実施した。
・地域の団体等が実施するサンゴ礁のモニ
タリング活動を支援した。

・累計11海域のモニタリング
を実施
・宮古、八重山、慶良間の35
団体に補助金を交付した。

21 順調 1-1-ア-3
沿岸生態系の
保全

環境部
自然保護

課

(様式２)住みよく魅力ある島づくり計画　「施策」総括表（第１節）

第１節　離島における定住条件の整備

実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28
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実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

8
海洋保護特別区設定事業
（環境部）

自然公園（自然公園法）、鳥獣保護
区（鳥獣保護法）、自然環境保全地
域（自然環境保全法）などの海洋の
生物多様性保全に関わる法的な保護
区を組み合わせ、設定することによ
り、サンゴ礁生態系の保全を図る。

離島実
施無し

離島における活動なし － 離島における活動なし － － 離島における活動無し － － 離島における活動なし － 21
やや遅

れ
1-1-ア-3

海洋保護区設
定事業

環境部
自然保護

課

8-2
うちなーロードセーフ
ティ事業
（土木建築部）

やんばる地域及び八重山地域の西表
島等において、生物にふさわしい環
境で生息するための道路環境の改善
を行い、ロードキル防止、道路利用
者の走行に対する安心感を確保する
ための対策を行う。

－ － － － － － － － － － － H26新規 順調 1-1-ア-1
うちなーロー
ドセーフ
ティー事業

土木建築
部

道路管理
課

9
自然環境保全地域指定事
業
（環境部）

優れた状態を維持している森林・海
岸、特異な地形・地質、野生動植物
の自生地・生息地など、自然的、社
会的条件からみて特に保全が必要な
地区を沖縄県自然環境保全条例に基
づき指定する。

大幅遅
れ

既存の自然環境保全地域の管理
業務を行った。

指定数：12地域（H25)
「0件（離島分）」

既存の自然環境保全地域の管理
業務を行った。

指定数
12地域（H27）

510
既存の自然環境保全地域の管理
業務を行った。

既存の自然環境保全地
域12地域の内、
10地域（離島分）

552
既存の自然環境保全地域の管理業務を行っ
た。

指定数
12地域（H24)
12地域（H25)
12地域（H26)
12地域（H27）
12地域（H28）

22
大幅遅

れ
1-1-イ-1

自然環境保全
地域指定事業

環境部
自然保護

課

9-2
自然公園の施設整備（環
境部）

自然公園の利用の増進を図るため、
園地、休憩所、公衆トイレ、探勝歩
道、駐車場、標識等の施設整備を行
う。

離島実
施無し

－ － － － － － － － － － H28新規
やや遅

れ
1-1-イ-1

自然環境保全
地域指定事業

環境部
自然保護

課

10
鳥獣保護区設定事業
（環境部）

生物多様性を支える地域を保全する
ため、鳥獣の保護を図るための鳥獣
保護区を指定し、管理する。

順調
既存の鳥獣保護区の管理業務
（主に看板の維持管理）を行っ
た。

鳥獣保護区数：27地区
（H25)
0件（離島分）

既存の鳥獣保護区の管理業務
（主に看板の維持管理）を行っ
た。

鳥獣保護区数：27地区 587
鳥獣保護区の新規指定に向けた
調査の実施及び看板の維持管理
を行った。

鳥獣保護区数：27地区
（H25)
0件（離島分）

587
鳥獣保護区の新規指定に向けた調査の実施
及び看板の維持管理を行った。

鳥獣保護区数：27地区（H25)
0件（離島分）

22 順調 1-1-イ-1
鳥獣保護区設
定事業

環境部
自然保護

課

10-2
世界自然遺産登録推進事
業
（環境部）

奄美・琉球の世界自然遺産登録を推
進する。

順調

世界自然遺産登録候補地におけ
る自然環境の利用と保全の現況
調査及び登録後を見据えた利用
予測と管理方策の検討調査を
行った。

調査(H26)
「1件（離島分）」

世界自然遺産登録候補地（国頭
村、東村、大宜味村、西表島）
における利用予測と自然環境保
全の対策の検討調査を行うとと
もに、イリオモテヤマネコの交
通事項防止検討調査を行う。

・検討会議の実施（２
回）(竹富町）
・イリオモテヤマネコ
交通事故防止対策基本
計画(案）策定

23,060

世界自然遺産登録候補地（国頭
村、東村、大宜味村、西表島）にお
ける利用予測と自然環境保全の対
策の検討調査を行うとともに、イリ
オモテヤマネコの交通事項防止検
討調査を行う。

・検討会議の実施（２回）
(竹富町）
・イリオモテヤマネコ交通
事故防止対策基本計画
(案）策定

131,024

・推薦書作成に必要なデータ収集（調査
等）及び世界自然遺産候補地における自然
環境の利用と保全の現状と将来の需要予
測、対策の検討及び実施
・イリオモテヤマネコ交通事故防止対策基
本計画(案）の策定

データ収集（H25)
各種調査（H26)
基本計画(案）策定(H27)
検討会議の実施（２回）
イリオモテヤマネコ交通事故
防止対策基本計画(案）策定
(H28)

H26新規 順調 1-1-イ-1
世界自然遺産
登録推進事業

環境部
自然保護

課

11
赤土等流出防止対策
（環境部）

赤土等流出防止条例および沖縄県赤
土等流出防止基本計画の効果を検証
するとともに、陸域の赤土等流出防
止対策を効果的に推進するため、本
島１４海域のほか、久米島２海域、
石垣島９海域、西表島３海域の計１
４海域において、赤土等堆積状況及
び生物生息状況を経年的に把握す
る。

順調

久米島２海域、石垣島９海域、
西表島３海域において、赤土等
堆積状況調査を年３回、生物生
息状況調査を年１回実施した。
また、これら海域に隣接する全
ての流域において陸域調査を年
２回実施した。

調査海域数：14海域

久米島２海域、石垣島９海域、
西表島３海域において、赤土等
堆積状況調査を年３回、生物生
息状況調査を年１回実施した。
また、これら海域に隣接する全
ての流域において陸域調査を年
２回実施した。

調査海域数：14海域 8,203

久米島、石垣島、西表島、慶良
間諸島、宮古島、伊是名島、伊
平屋島の調査海域において、赤
土等堆積状況調査を年３回、生
物生息状況調査を年１回実施し
た。また、これら海域に隣接す
る全ての流域において陸域調査
を年２回実施した。

調査海域数：29海域
（細海域41海域）
（久米島、石垣島、西
表島、慶良間諸島、宮
古島、伊是名島、伊平
屋島）

44,640

久米島２海域、石垣島９海域、西表島３海
域において、赤土等堆積状況調査を年３
回、生物生息状況調査を年１回実施した。
また、これら海域に隣接する全ての流域に
おいて陸域調査を年２回実施した。

H26
調査海域数：14海域
H27
調査海域数：14海域
H28
調査海域数：29海域（細海域
41海域）

22 順調 1-1-イ-2
赤土等流出防
止海域モニタ
リング事業

環境部
環境保全

課

12
水質保全対策事業（耕土
流出防止型）
（農林水産部）

農用地及びその周辺の土壌の流出を
防止するため、農地の勾配修正、グ
リーンベルト、畑面植生等の発生源
対策と、承排水路、沈砂地、浸透池
等の流出水対策を実施する。

順調
排水路及び沈砂池等の赤土流出
防止対策を実施

赤土流出防止施設整備
整備地区数 14地区
(石垣市10地区,竹富町2
地区,伊是名村1地区,宮
古島市1地区）

勾配抑制、排水路及び沈砂池等
の赤土流出防止対策を実施

赤土流出防止施設整備
整備地区数 13地区
(石垣市8地区,竹富町2
地区,久米島町2地区,伊
是名村1地区）

924,614
(472,869)

勾配抑制、排水路及び沈砂池等
の赤土流出防止対策を実施

赤土流出防止施設整備
整備地区数 14地区
(石垣市8地区,竹富町2
地区,久米島町3地区,伊
是名村1地区）

698,577
(130,410)

勾配抑制、排水路及び沈砂池等の赤土流出
防止対策を実施

赤土流出防止施設整備
整備地区数 18地区 22 順調 1-1-イ-2

水質保全対策
事業（耕土流
出防止型）

農林水産
部

農地農村
整備課

13

沖縄の自然環境保全に配
慮した農業活性化支援事
業
（農林水産部）

赤土等流出防止対策を持続的に推進
するための人材・組織の育成を図
り、地域に応じた支援組織の確立に
向けた事業を実施する。

順調

・赤土等耕土流出防止対策の普
及啓発等を業務とする農業環境
コーディネーターを、離島２地
区（久米島、石垣）にそれぞれ
設置した。
・民間委託により、農業環境
コーディネーターの育成に係る
業務マニュアル等を作成した。

農業環境コーディネー
ター業務マニュアル及
びコーディネート組織
運営マニュアルの暫定
版の作成

農業環境コーディネーターを離
島２地区（久米島、石垣島）に
設置し、赤土等耕土流出防止対
策の普及啓発等を推進した。
委託業務により、平成26年度に
作成した農業環境コーディネー
ター育成プログラム及びコー
ディネート組織運営マニュアル
の精度向上を図った。

農業環境コーディネー
ター育成プログラム及
びコーディネート組織
運営マニュアルの精度
向上

88,788

農業環境コーディネーターを離
島３地区（久米島、石垣島、西
表島）に設置し、赤土等流出防
止対策の普及啓発等を推進し
た。
平成26年度に作成した農業環境
コーディネーター育成プログラ
ム及びコーディネート組織運営
マニュアルを３組織で試行さ
せ、マニュアルの改善点等の抽
出、整理を実施した。

・組織の育成（地域協
議会の活動支援）　３
組織

・農業環境コーディ
ネーター育成プログラ
ム及びコーディネート
組織運営マニュアルの
精度向上

99,256

平成24～28年度まで、離島３地区（久米
島、石垣島、西表島）に農業環境コーディ
ネーターを設置し、赤土等耕土流出防止対
策の普及啓発等を推進している。
平成24～26年度で農業環境コーディネー
ターの育成に係る業務マニュアル暫定版等
を作成した。平成27,28年度は当該マニュア
ル等を現場で活用し、改善点の抽出、整理
による精度向上を図った。

・組織の育成（地域協議会の
活動支援）　３組織

・農業環境コーディネーター
育成プログラム及びコーディ
ネート組織運営マニュアルの
作成と精度向上

22 順調 1-1-ｲ-2

沖縄の自然環
境保全に配慮
した農業活性
化支援事業

農林水産
部

営農支援
課

14
大気汚染対策
（環境部）

大陸からの越境汚染の状況にも注目
しつつ、大気環境の常時監視や発生
源となる工場などの監視・指導等に
取り組む。

順調

平成26年度の宮古・八重山管内
で大気汚染防止法及び沖縄県生
活環境保全条例に基づくばい煙
発生施設等の届出が19件あり、
届出の受理・審査を行った。

宮古管内届出件数：13
件
八重山管内届出件数：6
件

平成27年度の宮古・八重山管内
で大気汚染防止法及び沖縄県生
活環境保全条例に基づくばい煙
発生施設等の届出が17件あり、
届出の受理・審査を行った。

宮古管内届出件数：3件
八重山管内届出件数：
14件

11,096

平成28年度の宮古・八重山管内
で大気汚染防止法及び沖縄県生
活環境保全条例に基づくばい煙
発生施設等の届出が25件あり、
届出の受理・審査を行った。

宮古管内届出件数：16
件
八重山管内届出件数：9
件

16,884

宮古・八重山管内で大気汚染防止法及び沖
縄県生活環境保全条例に基づくばい煙発生
施設等の届出が108件あり、届出の受理・審
査を行った。

宮古管内届出件数：62件
八重山管内届出件数：46件

22 順調 1-1-イ-3
大気汚染物質
常時測定調査
費

環境部
環境保全

課

15
水質汚濁対策
（環境部）

河川・海域等の公共用水域及び地下
水における水質汚濁の未然防止を目
的に、
毎年度定める「公共用水域及び地下
水の水質測定計画」に基づき、県内
の河川、海域、地下水の水質を測定
し、異常がないか監視する。

順調

平成26年度は、宮古地域の２海
域、八重山地域の２河川２海域
で、水質の汚濁状況の常時監視
を行った。また、宮古島市、石
垣市、南大東村、北大東村で地
下水の水質調査を行った。

河川調査：6地点（宮良
川、名蔵川）、海域調
査：15地点（平良港、
与那覇湾、石垣港、川
平湾）、地下水調査：4
地点（石垣市、宮古島
市、南大東村、北大東
村）

平成27年度は、宮古地域の２海
域、八重山地域の２河川２海域
で、水質の汚濁状況の常時監視
を行った。また、久米島町、伊
江村、宮古島市、石垣市で地下
水の水質調査を行った。

河川調査：６地点（宮
良川、名蔵川）、海域
調査：15地点（平良
港、与那覇湾、石垣
港、川平湾）、地下水
調査：4地点（久米島
町、伊江村、宮古島
市、石垣市）

18,206

平成28年度は、宮古地域の２海
域、八重山地域の２河川２海域
で、水質の汚濁状況の常時監視
を行った。また、伊平屋村、伊
是名村、宮古島市、石垣市で地
下水の水質調査を行った。

河川調査：６地点
海域調査：15地点
地下水調査：4地点

20,772

・宮古地域の２海域、八重山地域の２河川
２海域で、水質の汚濁状況の常時監視を
行った。

・また、宮古島市、石垣市、南大東村、北
大東村等で地下水の水質調査を行った。

河川調査：6地点
（宮良川、名蔵川）、

海域調査：15地点
（平良港、与那覇湾、石垣
港、川平湾）、

地下水調査：12地点
（伊江村、久米島町、渡嘉敷
村、座間味村、渡名喜村、南
大東村、北大東村、宮古島
市、多良間村、石垣市、竹富
町、与那国町）

22 順調 1-1-イ-3
水質保全対策
事業

環境部
環境保全

課

16
土壌汚染対策
（環境部）

土壌汚染に関する情報を一元化した
「土壌汚染情報管理システム」及び
土壌汚染対策法に基づく届出等の管
理台帳の整備するとともに、事業者
等への監視指導を行う。

順調
宮古・八重山管内で土壌汚染対
策法に基づく届出件数が100件あ
り、管理台帳に登録した。

宮古管内届出件数：66
件
八重山管内届出件数：
34件

宮古・八重山管内で、土壌汚染
対策法に基づく届出件数が72件
あり、管理台帳へ登録した。

宮古保健所管内届出件
数：38件
八重山保健所管内届出
件数：34件

290
宮古・八重山管内で、土壌汚染
対策法に基づく届出件数が58件
あり、管理台帳へ登録した。

宮古保健所管内届出件
数：28件
八重山保健所管内届出
件数：30件

290
宮古・八重山管内で土壌汚染対策法に基づ
く届出件数が510件あり、管理台帳に登録し
た。

宮古管内届出件数：336件
八重山管内届出件数：174件

22
やや遅

れ
1-1-イ-3

土壌汚染対策
推進事業

環境部
環境保全

課
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17
騒音・振動・悪臭対策
（環境部）

離島の市町村と連携を図りながら、
騒音・振動・悪臭に係る規制地域の
指定及び自動車交通騒音に係る面的
評価の実施に努める。

離島実
施無し

平成26年度は離島における騒
音、振動及び悪臭の規制地域を
新たに指定することはなかっ
た。現在は宮古島市、石垣市の
一部で指定されている。

離島における騒音振動
及び悪臭の規制地域：
宮古島市、石垣市

平成27年度は離島における騒
音、振動及び悪臭の規制地域を
新たに指定することはなかっ
た。現在は宮古島市、石垣市の
一部で指定されている。

離島における騒音振動
及び悪臭の規制地域：
宮古島市、石垣市

6,852

騒音・振動・悪臭に係る規制基
準の設定並びに都市計画法等に
基づく規制地域の指定及び見直
し

騒音・振動：10町村
悪臭：12町村
（いずれも離島の実績
はなし）

7,950

離島における騒音、振動及び悪臭の規制地
域を新たに指定することはなかった。現在
は宮古島市、石垣市の一部で指定されてい
る。

離島における騒音振動及び悪
臭の規制地域：宮古島市、石
垣市

23 順調 1-1-イ-3

騒音振動対策
事業
悪臭防止対策
事業

環境部
環境保全

課

18
浄化槽管理対策事業
（環境部）

浄化槽設置者講習会の実施や、法定
検査未受検者への受検指導など浄化
槽の適正な維持管理について普及啓
発を行う。

順調
浄化槽設置者講習会を各保健所に
て毎月１回開催

200人
（H26）

浄化槽設置者講習会を各保健所
にて毎月１回開催

235人
（H27）

3,370
浄化槽設置者講習会を各保健所
にて毎月１回開催

218人
（H28年）

4,009
浄化槽設置者講習会を各保健所にて毎月１回
開催

1,079人 23 順調 1-1-イ-3
浄化槽管理対
策事業

環境部
環境整備

課

19
農業集落排水事業
（農林水産部）

都市部に比べ遅れている農村部の汚
水処理施設の整備や発生汚泥を農地
に還元する施設を整備する。

順調

３市町村（３地区）において汚
水処理施設の整備及び施設の機
能強化整備、適切な事業執行･管
理に向けた会議等を行った。

整備地区　３地区
・石垣市 石垣東部地区
・宮古島市 比嘉地区
・伊平屋村 田名地区

２市町村（３地区）において汚
水処理施設の整備及び施設の機
能強化整備、適切な事業執行･管
理に向けた会議等を行った。

　整備地区　３地区
・宮古島市 比嘉地区
・伊平屋村 田名地区
・伊平屋村 島尻地区

229,576

離島3市町村（4地区）において
汚水処理施設の整備に対する補
助及び適切な事業執行･管理に向
けた会議等を行った。

整備地区4地区
田名地区、島尻地区、伊
是名西部地区、比嘉地区

501,054
(93,716

５市町村（６地区）において汚水処理施設の整備
及び施設の機能強化整備、適切な事業執行･管
理に向けた会議等を行った。

　整備地区　６地区
　・石垣市 石垣東部地区
　・渡名喜村 渡名喜地区
  ・与那国町 比川地区
　・宮古島市 比嘉地区
　・伊平屋村 田名地区
　・伊平屋村 島尻地区

23 順調 3-11-イ-1
農業集落排水
事業

農林水産
部

農地農村
整備課

20
公共下水道事業（離島）
（土木建築部）

他の汚水処理事業と連携し、地域性
を考慮した効果的な下水道整備を推
進する。

順調

下水道未整備地区の汚水管渠の
整備等を行う下水道事業実施市
町村に対し、国からの交付金を
配分した。

下水道処理人口増加
数：838人/年
(石垣市847人、宮古島
市46人、
渡嘉敷村0人、座間味村
9人、
久米島町-75人、竹富町
11人)

下水道未整備地区の汚水管渠の
整備等を行う下水道事業実施市
町村に対し、国からの交付金を
配分した。

下水道処理人口増加
数：720人/年
(石垣市466人、宮古島
市255人、渡嘉敷村9
人、座間味村-10人、
久米島町0人、竹富町0
人)

1,029,276
(282,276)

下水道未整備地区の汚水管渠の
整備等を行う下水道事業実施市
町村に対し、国からの交付金を
配分した。

下水道処理人口増加
数：453人/年
(石垣市+249人、宮古島
市+172人、
渡嘉敷村-8人、座間味
村+47人、久米島町-11
人、
竹富町+4人)

713,656
(180,056)

下水道未整備地区の汚水管渠の整備等を行
う下水道事業実施市町村に対し、国からの
交付金を配分した。

下水道処理人口増加数
：3,278人

23 順調 3-11-イ-1 下水道事業
土木建築

部
下水道課

21
自然環境の保全・再生・
防災機能戦略的構築事業
（環境部）

・自然環境を戦略的に再生するため
の自然環境再生指針（仮称）（以下
「再生指針」という。）を策定する
とともに、自然環境再生（モデル）
事業を実施する。
・また、自然環境の保全や再生型の
公共事業を実施するための環境経済
評価を取り入れた費用便益計測手法
（以下「環境配慮型B/C」とい
う。）を確立し、当該手法の考え方
を再生指針に反映する。

順調

シンポジウムの開催やパブリッ
クコメントの実施及び関係者へ
の意見照会を積極的に行いなが
ら、沖縄県自然環境再生指針を
策定した。

沖縄県自然環境再生指
針の策定

平成27年3月に策定した沖縄県自
然環境再生指針に基づき、自然
環境再生を展開していく上での
課題整理等を行うため、東村の
慶佐次川において、自然環境再
生モデル事業に取り組んだ。

全体構想の策定 30,808

慶佐次川自然環境再生事業全体
構想に基づく水流シミュレー
ションの実施、生物生息域の再
生

生物生息域の再生 139,512
自然環境を戦略的に再生するための自然環
境再生指針を策定するとともに、指針に基
づき自然環境再生モデル事業を実施した。

沖縄県自然環境再生指針の策
定
指針に基づくモデル事業の実
施
全体構想の策定

23 順調 1-1-ウ-1

自然環境の保
全・再生・防
災機能戦略的
構築事業

環境部
環境再生

課

22
自然環境に配慮した河川
の整備
（土木建築部）

河川改修に際しては、自然環境等に
配慮した多自然川づくりを行う。

順調
環境・景観に配慮した多自然川
づくりにむけた用地補償及び護
岸工事等を行った。

整備延長：0.3km

石垣新川川にて、環境・景観に
配慮した多自然川づくりにむけ
た用地補償及び護岸工事等を
行った。【一括交付金（ハー
ド）】

整備延長：210m
148,311
(53,311)

石垣新川川にて、環境・景観に
配慮した多自然川づくりにむけ
た用地補償及び護岸工事等を
行った。

整備延長：240ｍ
108,668
(42,515)

環境・景観に配慮した多自然川づくりにむ
けた用地補償及び護岸工事等を行った。

整備延長：0.78km 23 順調 1-1-ウ-1
自然環境に配
慮した河川の
整備

土木建築
部

河川課

23
環境影響評価支援システ
ム推進事業
（環境部）

事業者が行う環境影響評価制度にお
ける環境保全措置の質的向上を支援
するため、県内で環境影響評価手続
を経た大規模な事業において実施さ
れた、貴重種の移植等の環境保全措
置の事例を取りまとめ、その効果の
分析・検証を実施し、結果及び得ら
れた知見を適切に公開する。

順調

・陸域植物に係る環境保全措置
の効果の検証調査を実施し、当
該調査結果を公開用書式にとり
まとめた。
・また、当該情報について学識
経験者等へ意見聴取を行った。

効果検証調査実施分
野：１分野
効果検証調査実施事
業：10事業

・陸域動物に係る環境保全措置
の効果の検証調査を実施し、当
該調査結果を公開用書式にとり
まとめた。
・また、当該情報について学識
経験者等へ意見聴取を行った。

効果検証調査実施分
野：１分野
効果検証調査実施事
業：２事業

1,986

これまで環境影響評価手続きを
実施した事業者に著作権の許諾
を求め、許諾を得られた事業で
環境影響評価図書等を電子化を
行い、取組を順調に推進した。

実施分野：全分野
実施事業：55事業

5,788

平成25年度に海域動植物、平成26年度に陸
域植物、平成27年度に陸域動物に係る環境
保全措置についての検証調査を実施したと
ころであり、今後は公開予定の情報を精査
し、平成28年度に許諾を得られた事業で環
境影響評価図書等を電子化

【海域動植物（H25）】
効果検証調査実施分野：２分野
　   〃     実施事業：６事業

【陸域植物（H26）】
効果検証調査実施分野：１分野
　   〃     実施事業：10事業

【陸域植物（H27）】
効果検証調査実施分野：１分野
　   〃     実施事業：２事業
【陸域植物（H28）】
効果検証調査実施分野：全分野
　   〃     実施事業：55事業

24 順調 1-1-エ-1
環境影響評価
支援システム
推進事業

環境部
環境政策

課

24

事業者間による保全利用
協定締結の促進（環境保
全型自然体験活動推進事
業）
（環境部）

自然資源の過剰な利用による自然環
境の劣化を防ぐため、保全利用協定
制度を活用し、自然環境の持続可能
な利用を図る。

順調

・保全利用協定モデル地域６地
域を支援を行った。
・光情報誌などで保全利用協定
のブランド化を行った。
・シンポジウムを実施し、普及
啓発を図った。

・保全利用協定認定数
新規３地域増加「離島
分0件」
・保全利用協定のブラ
ンド化
・シンポジウムの開催
（１回）「離島分0件」

保全利用協定について、パンフ
レットや手引きなどを活用し普
及啓発を図るとともに、同協定
にかかる申請などに関して適切
な支援（助言など）を行った。

保全利用協定認定数が
新規２地域増加。うち
１件は離島（石垣島白
保）。

-
協定締結を目指す事業者に対し
て、適切な助言を行った。

保全利用協定認定数が
新規１地域増加。うち
１件は離島（石垣島吹
通川）。

－

・Ｈ24～Ｈ26の事業において、保全利用協
定のモデル地域６地域を選定し、各モデル
地域を支援し、保全利用協定の認定増加を
図った。また、各モデル地域等において懇
談会・勉強会・シンポジウムを開催して保
全利用協定制度の周知を図り、観光情報誌
などで保全利用協定のブランド化を行っ
た。
・Ｈ27以降は、パンフレットや手引きなど
を活用し普及啓発を図るとともに、同協定
にかかる申請などに関して適切な支援（助
言など）を行った。

保全利用協定認定数の増加
２地域（H24)→８地域（H28)
（離島においては１地域
（H24）→３地域（H28））

24 順調 1-1-エ-2

事業者間によ
る保全利用協
定締結の促進
（環境保全型
自然体験活動
推進事業）

環境部
自然保護

課

25
第２次沖縄県環境基本計
画の推進
（環境部）

県民、事業者、関係団体等の意見を
集約しつつ、沖縄２１世紀ビジョン
において目標に掲げられている環境
像の実現に向けた道筋を明らかにす
るため、「第２次沖縄県環境基本計
画（仮称）」の推進を図る。

順調

・第2次沖縄県環境基本計画につ
いて、ホームページ等を活用し
た周知活動を行った。
・また、PDCAサイクルによる進
捗管理を行うとともに、環境基
本計画推進会議及び幹事会を開
催し、平成25年度の実施報告を
行った。

会議及び幹事会におけ
る実績報告
ホームページによる実
績公表

・本計画の進捗管理をPDCAによ
り実施し、環境基本計画推進会
議及び幹事会において、平成26
年度の実績報告を行った。
・また、実績については公表す
るとともに、県民意見募集を実
施した。

本計画の進捗管理の実
施
環境基本計画推進会議
及び幹事会での、平成
26年度の実績報告
実績の公表及び県民意
見募集の実施

449

本計画の進捗管理の実施
環境基本計画推進会議及び幹事
会での、平成27年度の実績報告
実績の公表及び県民意見募集の
実施

本計画の進捗管理の実
施
環境基本計画推進会議
及び幹事会での、平成
27年度の実績報告
実績の公表及び県民意
見募集の実施

410

・「第2次沖縄県環境基本計画」を策定及び
当計画の周知を行った。また、制定後は、
進捗管理をPDCAにより実施し、実績につい
ては会議等で報告した。
・報告後はホームページで公表し、県民意
見募集を実施した。

計画の制定
計画の普及啓発
計画の進捗管理（実績報告及
び実績公表）
実績の公表及び県民意見募集
の実施

24 順調 1-1-オ-1
環境基本計画
等推進事業

環境部
環境政策

課

26
環境保全啓発事業
（環境部）

環境保全の重要性など環境問題に対
する県民の意識向上を図るため、沖
縄県地域環境センターを活用した環
境情報の発信や環境セミナー、出前
講座等の開催を通して、家庭や地域
における環境保全に係る取組を推進
する。

順調

・「沖縄県地域環境センター」
において、環境問題に関する情
報の収集整理を行うとともに、
県民等に情報の提供、また、web
サイトを随時更新し、地域に密
着した最新の環境情報の発信を
行った。
　・島地域において環境教育プ
ログラム等を活用した環境保全
に関するセミナーや野外観察
会、出前講座を7回開催した。
（参加者数356人）

・離島地域における出
前講座等の開催
開催7回、参加者356人
・環境教育プログラム
の普及・活用等
通年実施
・環境情報の発信
通年実施

・「沖縄県地域環境センター」
において、環境問題に関する情
報の収集整理を行うとともに、
県民等に情報の提供、また、web
サイトを随時更新し、地域に密
着した最新の環境情報の発信を
行った。
・離島地域において環境教育プ
ログラム等を活用した環境保全
に関するセミナーや野外観察
会、出前講座を7回開催した。
（参加者数217人）

・離島地域における出
前講座等の開催
開催7回、参加者217人
・環境教育プログラム
の普及・活用等
通年実施
・環境情報の発信
通年実施

1,197
離島地域における出前講座等の
開催

開催5回、参加者365人 815

・「沖縄県地域環境センター」において、
環境問題に関する情報の収集整理を行うと
ともに、県民等に情報の提供、また、webサ
イトを随時更新し、地域に密着した最新の
環境情報の発信を行った。
・離島地域において環境教育プログラム等
を活用した環境保全に関するセミナーや野
外観察会、出前講座を36回開催した。（参
加者数1,455人）

・離島地域における出前講座
等の開催
H24年度～H28年度
開催36回、参加者1,455人
・境教育プログラムの普及・
活用等通年実施
・環境情報の発信
通年実施

24 順調 1-1-オ-1
環境保全啓発
事業

環境部
環境再生

課
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興計画
記載頁

Ｈ28

27
ごみ減量化推進事業
（環境部）

循環型社会の構築に向けて、ごみ減量
リサイクル推進普及啓発事業、レジ袋
有料化事業の継続実施等、県民と一体
となった各種啓発事業を推進する。

順調
ごみ減量推進週間、環境月間、環
境フェア等において、パネル展や
キャンペーンを開催。

３回
（H26年度）

ごみ減量推進週間、環境月間、
環境フェア等において、パネル
展やキャンペーンを開催。

３回
（H27年度）

3,940
ごみ減量推進週間、環境月間、
環境フェア等において、パネル
展やキャンペーンを開催。

３回
（H28年度）

3,481
ごみ減量推進週間、環境月間、環境フェア等に
おいて、パネル展やキャンペーンを開催した。

15回 28 順調 1-1-ア-1
ごみ減量化推進
事業

環境部
環境整備

課

27-2
資源化物リサイクル促進支
援事業（環境部）

リサイクル率の向上を図るため、プラス
チック製容器包装のリサイクル構築モ
デル事業を実施する市町村に対して、
補助を行う。

順調 － － － － －

座間味村において、プラスチック製
容器包装を分別収集するモデル地
域の構築について検討した。当該
事業では、分別実施計画の作成、
受入先の調査、モデル事業実施に
係る説明会の開催、試行試験の実
施、分別収集した場合の費用対効
果の分析・検討を行い、分別収集
体制を構築した。

－ 7,733

座間味村において、プラスチック製容器包装を
分別収集するモデル地域の構築について検討し
た。当該事業では、分別実施計画の作成、受入
先の調査、モデル事業実施に係る説明会の開
催、試行試験の実施、分別収集した場合の費用
対効果の分析・検討を行い、分別収集体制を構
築した。

－ H28新規
大幅遅

れ
1-2-ア-1

資源化物リサイ
クル促進支援事
業

環境部
環境整備

課

28

建設リサイクル資材認定
制度（ゆいくる）活用事
業
（土木建築部）

県が認定する建設リサイクル資材の
拡大及び公共工事等における利用推
進に取り組む。

順調

建設リサイクル資材製造業者か
らの申請を受け、各種法令・基
準等に基づき書類審査、工場審
査を実施、「リサイクル資材評
価委員会」を行い、新たに６資
材（内離島分1資材）の認定を
行った。その他、536資材（内離
島分35資材）の工場等での品質
確認を行い、行政関係者対象の
研修や県民環境フェアでのパネ
ル展示等の広報活動を行うな
ど、同制度の普及を図った。

35資材

建設リサイクル資材製造業者か
らの申請を受け、各種法令・基
準等に基づき書類審査、工場審
査を実施、「リサイクル資材評
価委員会」を行い、新たに49資
材（内離島分4資材）の認定を
行った。その他、582資材（内離
島分39資材）の工場等での品質
確認を行い、行政関係者対象の
研修や県民環境フェアでのパネ
ル展示等の広報活動を行うな
ど、同制度の普及を図った。

39資材 13,470

建設リサイクル資材製造業者か
らの申請を受け、各種法令・基
準等に基づき書類審査、工場審
査を実施、「リサイクル資材評
価委員会」を行い、新たに5資材
（内離島分0資材）の認定を行っ
た。その他、564資材（内離島分
36資材）の工場等での品質確認
を行い、行政関係者対象の研修
や県民環境フェアでのパネル展
示等の広報活動を行うなど、同
制度の普及を図った。

36資材 12,350

建設リサイクル資材製造業者からの申請を
受け、各種法令・基準等に基づき書類審
査、工場審査を実施、「リサイクル資材評
価委員会」を行い、平成２４年度は８４資
材（内離島分34資材）、平成２５年度は１
４資材（内離島分４資材）、平成２６年度
は６資材（内離島分1資材）、平成２７年度
は４９資材（内離島分４資材）、平成２８
年度は５資材（内離島分0資材）の新たな認
定を行った。その他、564資材（内離島分36
資材）の工場等での品質確認を行い、行政
関係者対象の研修や県民環境フェアでのパ
ネル展示等の広報活動を行うなど、同制度
の普及を図った

174資材 28 順調 1-2-ア-1

建設リサイク
ル資材認定制
度（ゆいく
る）活用事業

土木建築
部

技術・建
設業 理課

29
下水汚泥有効利用
（土木建築部）

下水の処理過程で発生する汚泥をコ
ンポスト化し緑農地に利用する。

順調
下水道施設から発生する下水道
汚泥を全量コンポスト化し有効
利用している。

有効利用率：１００％
下水道施設から発生する下水道
汚泥を全量コンポスト化し、有
効利用している。

有効利用率：１００％ -

下水道施設から発生する下水道
汚泥をコンポスト化による肥料
として緑農地へ還元するなど、
有効利用した。

有効利用率：100％ －
下水道施設から発生する下水道汚泥をコン
ポスト化による肥料として緑農地へ還元す
るなど、有効利用した。

有効利用率：100％ 28 順調 1-2-ア-2
下水汚泥有効
利用

土木建築
部

下水道課

30

廃棄物処理施設の効率化及
び離島の廃棄物処理サービ
ス広域化支援
（環境部）

ごみ処理の広域化を図るためには、連
携する市町村間の合意形成が必要とな
ることから、県で具体的な方法及び費
用対効果を調査し、離島市町村に提案
する。

順調

離島3地域（座間味村・渡嘉敷村
地域、粟国村地域、久米島町・
渡名喜村地域）を対象に、ごみ
処理状況調査を行い、その調査
に基づき、検討委員会にて効率
的なごみ処理体制の検討を行っ
た。

－

離島2地域（宮古地域・八重山地
域）を対象に、ごみ処理状況調
査を行い、その調査に基づき、
検討委員会にて効率的なごみ処
理体制の検討を行った。

－ 10,659

平成27年度に実施した調査結果
について、関係市町村（宮古地
区、八重山地区）を訪問し、検
討委員会からの提言をもとに費
用対効果を主とした具体的方策
の提案、効率的なごみ処理体制
の構築に向け、助成金等を活用
した各種事業の情報提供並びに
意見交換を行った。また、事業
効果の検証資料となる一般廃棄
物処理実態調査の調査手法につ
いて、関係市町村のデータを解
析し、データの算出方法、計上
方法等を確認した。

－ 3,500

離島市町村の一般廃棄物処理状況の調査を
行い、検討委員会からの提言をもとに費用
対効果を主とした具体的方策の提案、効率
的なごみ処理体制の構築に向け、助成金等
を活用した各種事業の情報提供並びに意見
交換を行った。また、事業効果の検証資料
となる一般廃棄物処理実態調査の調査手法
について、関係市町村のデータを解析し、
データの算出方法、計上方法等を確認し
た。

－ 29 順調 3-11-イ-1

廃棄物処理施
設の効率化及
び離島の廃棄
物処理サービ
ス広域化支援

環境部
環境整備

課

31

バイオマス資源活用コージェ
ネレーションシステム構築事
業
（環境部）

・建設廃棄物の木くずを発電のための
バイオマス燃料として活用することで、
廃棄物の適正処理の確保及び二酸化
炭素削減ができるとともに、売電による
資金を調達することで、民間が本事業
のスキームを持続的に実施していける
循環資源システムを構築する。
・また、従来の補助燃料(重油等)につい
て、廃棄物による代替率を検討するほ
か、発電によって生じた排熱等の活用
策も検証する。（対象離島：石垣島）

完了 － － － － － － － －

平成24年度は本体設備(発電設備）を設置、平
成25年度は付帯設備（自動供給装置、粒径選別
機、風力選別機、ペレット製造設備ほか）を設置
し、実証試験を実施した。

－ 29
大幅遅

れ
1-3-イ-1

バイオマス資源
活用コージェネ
レーションシステ
ム構築事業

環境部
環境整備

課

32
廃棄物不法投棄対策事業
（環境部）

不法投棄等の不適正処理に対応する
ため、警察官OBを廃棄物監視指導員、
不法投棄監視員として保健所へ配置す
るとともに、市町村職員に産業廃棄物
処理施設への立入権限を付与する併
任制度を設けるなど、監視体制の強化
を図る。

順調

廃棄物の不法投棄等を未然に防止
するため、保健所に廃棄物監視指
導員及び不法投棄監視員を設置し
た。また、不法投棄物廃棄物の撤
去事業を行う公益法人等に対する
支援事業を行った。

・監視パトロール件数：
7,239件
(2,539件：宮古・八重山保
健所分)
・不法投棄監視員の配
置：3人
・廃棄物監視指導員：6人

廃棄物の不法投棄等を未然に防
止するため、保健所に廃棄物監
視指導員及び不法投棄監視員を
設置した。また、不法投棄物廃
棄物の撤去事業を行う公益法人
等に対する支援事業を行った。

・監視パトロール件
数：7,591件
(3,181件：宮古・八重
山保健所分)
・不法投棄監視員の配
置：3人
・廃棄物監視指導員：6
人

16,568

廃棄物の不法投棄等を未然に防
止するため、保健所に廃棄物監
視指導員及び不法投棄監視員を
設置した。また、不法投棄物廃
棄物の撤去事業を行う公益法人
等に対する支援事業を行った。

・監視パトロール件
数：8,812件
(3,123件：宮古・八重
山保健所分)
・不法投棄監視員の配
置：3人
・廃棄物監視指導員：6
人

16,440

・廃棄物の不法投棄等を未然に防止するため、
保健所に廃棄物監視指導員及び不法投棄監視
員を設置した。
・また、不法投棄物廃棄物の撤去事業を行う公
益法人等に対する支援事業を行った。

・監視パトロール件数：31,664件
（全県）
・不法投棄監視員の配置：1人
（H24)、3人(H25)、3人(H26)、3人
(H27)、3人(H28)
・廃棄物監視指導員：2人（H24
）、6人（H25)、6人(H26)、6人
(H27)、6人(H28)

29 順調 1-2-イ-2

廃棄物不法投
棄対策（廃棄物
不法投棄対策
事業、産業廃棄
物対策費）

環境部
環境整備

課

33
ちゅら島環境美化促進事業
（環境部）

各市町村や各種団体と連携した全県一
斉清掃を実施する。また、環境美化促
進促進モデル地区を指定し、同地区で
行われる環境美化活動に対して支援を
行う。

順調

県内各地の道路、公園、観光地、
海岸等を対象として、夏季の行楽
シーズン、12月の年末大清掃の時
期に合わせて、県民、事業者、団体
等の参加を得て環境美化活動を実
施した。

5,616人

県内各地の道路、公園、観光
地、海岸等を対象として、夏季
の行楽シーズン、12月の年末大
清掃の時期に合わせて、県民、
事業者、団体等の参加を得て環
境美化活動を実施した。

7,320人 2,218

県内各地の道路、公園、観光
地、海岸等を対象として、夏季
の行楽シーズン、12月の年末大
清掃の時期に合わせて、県民、
事業者、団体等の参加を得て環
境美化活動を実施した。

8,726人 2,218

県内各地の道路、公園、観光地、海岸等を対象
として、夏季の行楽シーズン、12月の年末大清
掃の お時期に合わせて、県民、事業者、団体等
の参加を得て環境美化活動を実施した。

35,831人 29 順調 1-2-イ-2
ちゅら島環境美
化促進事業

環境部
環境整備

課

34

海岸漂着物の適正処理及び
国内外の発生源対策の推進
（環境部、農林水産部、土木
建築部）

市町村や地域住民と連携して、海岸清
掃や適正処理を推進するとともに、発
生源対策に取り組む。

順調

・まるごと沖縄クリーンビーチ（県下
一斉海岸清掃）の取組を実施した。
また、国の基金を活用した事業によ
り、海岸漂着物を回収・処理した。

・各土木事務所が市町村と委託契
約を締結し、海浜地の清掃等に要
する経費や海浜を自由に使用する
ための条例の運用に伴う経費とし
て使用している。市町村は民間会
社、地域の団体に委託している。

・まるごと沖縄クリーン
ビーチの参加人数（離
島）：2,500人

・11市町村と委託契約を
締結、実施

・まるごと沖縄クリーンビーチ
（県下一斉海岸清掃）の取組を
実施した。また、国の補助金を
活用した事業により、海岸漂着
物を回収・処理した。（予算：
247,455千円）

・各土木事務所が市町村と委託
契約を締結し、海浜地の清掃等
に要する経費や海浜を自由に使
用するための条例の運用に伴う
経費として使用している。市町
村は民間会社、地域の団体に委
託している。（予算：7,970千
円）

まるごと沖縄クリーン
ビーチの参加人数（離
島）：2,254人

各離島１件ずつ（伊江
村、伊平屋村、伊是名
村、渡名喜村、粟国
村、座間味村、多良間
村、宮古島市、石垣
市、与那国町、竹富
町）

255,425

まるごと沖縄クリーンビーチ
（県下一斉海岸清掃）の取組を
実施した。また、国の補助金を
活用した事業により、海岸漂着
物を回収・処理した。（予算：
245,094千円）

まるごと沖縄クリーン
ビーチの参加人数（離
島）：2,181人

245,094

・まるごと沖縄クリーンビーチ（県下一斉海岸清
掃）の取組を実施した。また、国の補助金を活用
した事業により、海岸漂着物を回収・処理した。

・各土木事務所が市町村と委託契約を締結し、
海浜地の清掃等に要する経費や海浜を自由に
使用するための条例の運用に伴う経費として使
用している。市町村は民間会社、地域の団体に
委託している。

まるごと沖縄クリーンビーチの参
加人数（離島）：11,560人
回収量
H24：約689トン、H25：約373トン、
H26：約494トン、H27：約189トン、
H28：約103トン

各離島１件ずつ（伊江村、伊平屋
村、伊是名村、渡名喜村、粟国
村、座間味村、多良間村、宮古島
市、石垣市、与那国町、竹富町）

29 順調 3-11-イ-1

海岸漂着物の
適正処理及び
国内外の発生
源対策の推進
（海岸漂着物対
策支援事業）

環境部
土木建築

部

環境整備
課

海岸防災
課

35
海岸保全管理費
（農林水産部）

海岸における良好な景観及び環境の
保全を図るため、市町村やボラン
ティア団体が行う漂着ごみ対策への
支援を行う。

順調
石垣市の海岸において、ボラン
ティア、市職員、県職員での海
岸清掃活動の実施

清掃実施箇所　1海岸
（石垣島）
参加人数　　　141人
回収ごみ量　　約0.8ｔ

石垣市の海岸において、ボラン
ティア、市職員、県職員での海
岸清掃活動の実施

清掃実施箇所　1海岸
（石垣島）
参加人数　　　116人
回収ごみ量　　約0.4ｔ

6,531
石垣市の海岸において、ボラン
ティア、市職員、県職員での海
岸清掃活動の実施

清掃実施箇所　１海岸
参加人数　110人
回収ごみ量　約0.6ｔ

4,211
ボランティア、市町村職員、県職員での海
岸清掃活動の実施

清掃実施箇所　6海岸
参加人数　　　810人
回収ごみ量　　約11.1ｔ

29 － 該当なし 該当なし
農林水産

部
農地農村
整備課
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36
地球温暖化防止対策（省
エネ改修支援）
（環境部）

設備機器の省エネ改修に対して補助
を行う。

やや遅
れ

ホテル等15施設に対して、省エ
ネ設備等の導入支援を行った。
（うち離島分1施設）

ホテル等15施設
（うち離島分1施設）

ホテル等11施設に対して、省エ
ネ設備等の導入支援を行った。
（うち離島分1施設）

ホテル等11施設
（うち離島分1施設）

143,017

観光施設（旅館・ホテル等）に
対し、省エネルギー設備等の導
入に係る補助金を交付した。15
件の計画に対し、実績は19件と
なった。

補助件数　19件 169,017
ホテル等59施設に対して、省エネ設備等の
導入支援を行った。（うち離島分4施設）

ホテル等59施設
（うち離島分4施設）

30
やや遅

れ
1-3-ア-1

地球温暖化防
止対策（省エ
ネ改修支援）

環境部
環境再生

課

37
観光施設等の総合的エコ
化促進事業
（環境部）

自然環境の保全と持続的な観光振興
を図るため、観光関連事業者が行う
環境や観光産業への波及効果が高い
総合的・複合的な環境対策に対して
補助を行う。

やや遅
れ

ホテル等15施設に対して、省エ
ネ設備等の導入支援を行った。
（うち離島分1施設）

ホテル等15施設
（うち離島分1施設）

ホテル等11施設に対して、省エ
ネ設備等の導入支援を行った。
（うち離島分1施設）

ホテル等11施設
（うち離島分1施設）

143,017

観光施設（旅館・ホテル等）に
対し、省エネルギー設備等の導
入に係る補助金を交付した。15
件の計画に対し、実績は19件と
なった。

補助件数　19件 169,017
ホテル等59施設に対して、省エネ設備等の
導入支援を行った。（うち離島分4施設）

ホテル等59施設
（うち離島分4施設）

30
やや遅

れ
1-3-ア-1

観光施設等の
総合的エコ化
促進事業

環境部
環境再生

課

38
地球温暖化防止対策
（環境部）

住宅やオフィス、地域の施設等にお
ける環境対策（建物の遮熱化、省エ
ネ化、太陽光発電設備・太陽熱シス
テムの設置など）に対して補助を行
う。

やや遅
れ

ホテル等15施設に対して、省エ
ネ設備等の導入支援を行った。
（うち離島分1施設）

ホテル等15施設
（うち離島分1施設）

ホテル等11施設に対して、省エ
ネ設備等の導入支援を行った。
（うち離島分1施設）

ホテル等11施設
（うち離島分1施設）

143,017

観光施設（旅館・ホテル等）に
対し、省エネルギー設備等の導
入に係る補助金を交付した。15
件の計画に対し、実績は19件と
なった。

補助件数　19件 169,017
ホテル等59施設に対して、省エネ設備等の
導入支援を行った。（うち離島分4施設）

ホテル等59施設
（うち離島分4施設）

30
やや遅

れ
1-3-ア-1

地球温暖化防
止対策

環境部
環境再生

課

39
次世代自動車の普及促進
（環境部）

次世代自動車（電気自動車等）の導
入に対する補助や電気自動車の充電
設備導入等に対する支援を行う。

順調

電気自動車充電設備の設置場
所・設置数等がわかる「電気自
動車充電マップ」を制作し、県
ＨＰで公開している。(EVバス開
発・実証事業は平成25年度で終
了）

ＥＶバスの導入台数：
２台（Ｈ23年度～Ｈ24
年度実施）

電気自動車充電設備の設置場
所・設置数等がわかる「電気自
動車充電マップ」を制作し、県
ＨＰで公開している。公用車と
してリーフ(電気自動車）を購入
した。電気自動車の充電設備導
入に対する支援として経済産業
省補助に係る適合承認を行っ
た。

ＥＶバスの導入台数：
２台（Ｈ23年度～Ｈ24
年度実施）

－

超小型モビリティ（電気自動
車）公道走行のための認定制度
を活用し、沖縄県および琉球日
産自動車（株）に各１台導入
し、琉球日産自動車（株）と共
同の検証事業を開始。

電気自動車を沖縄県お
よび琉球日産自動車
（株）に各１台導入

－

・平成23年度及び平成24年度に改造電気バ
ス２台を製造し、平成25年度は当該バスを
活用し実証運行を行い、課題の抽出・分析
を行った。平成26年度は、ＥＶバスを久米
島町と座間味村に譲渡し、引き続き実証運
行を行っている。
・また、電気自動車充電設備の設置場所・
設置数等がわかる「電気自動車充電マッ
プ」を制作し、県ＨＰで公開している。

ＥＶバスの導入台数：２台
（Ｈ23年度～Ｈ24年度実施）

30 順調 1-3-ア-2
次世代自動車
の普及促進

環境部
環境再生

課

40
地球温暖化の影響・適応
策検討事業
（環境部）

気候変動による影響の把握・推定に
より適応の方向性や取り組むべき事
項を整理し、今後の地球温暖化対策
や産業振興に活用する。

離島実
施無し

県内における地球温暖化の適応
策に関する情報共有を沖縄気象
台と連携して実施した。沖縄気
象台主催の「沖縄県気候情報連
絡会」において県の取組を報告
した。

適応策検討会開催数：
１回

県内における地球温暖化の適応
策に関する情報共有を沖縄気象
台と連携して実施した。沖縄気
象台主催の「沖縄県気候情報連
絡会」において県の取組を報告
し、情報の共有を図った。

適応策検討会開催数：
２回

－
関係機関と県内における地球温
暖化の適応策に関する情報共有
を図る。

適応策検討会開催数：
２回

－

地球温暖化の適応策に関する研修会等に参
加し情報収集をおこなった。平成２６年度
から県内における適応策に関する情報共有
を沖縄気象台と連携して実施した。

適応策検討会開催数：５回 30 順調 1-3-ア-3

沖縄県におけ
る地球温暖化
の影響・適応
策検討事業

環境部
環境再生

課

40-2

県内の避難所や防災拠点
等に太陽光等の再生可能
エネルギー等の導入を支
援
（沖縄県再生可能エネル
ギ－等導入推進事業）
（環境部）

地震や台風等による大規模な災害に
備え、地域の避難所や防災拠点等に
再生可能エネルギー等の導入を支援
し、「災害に強く、低炭素な地域づ
くり」を展開する。

順調 － －
県内の避難所への太陽光・蓄電
池の導入に対する補助を実施し
た。

導入施設数：9箇所 1,132,189
県内の避難所への太陽光・蓄電
池の導入に対する補助を実施し
た。

導入施設数：22箇所 593,133
県内離島における避難所への太陽光・蓄電
池の導入に対する補助を実施した。

導入施設数：31箇所
H27新規 順調 1-3-ア-1

県内の避難所
や防災拠点等
に再生可能エ
ネルギー等の
導入を支援

環境部
環境再生

課

41
太陽エネルギー普及促進
事業
（商工労働部）

太陽エネルギーを活用したエネル
ギー設備の普及を促進することで、
化石燃料依存度の低減によるエネル
ギーの安定供給確保及び自給率の向
上を図り、低炭素社会の実現を目指
す。

完了
太陽光発電設備への補助は、平
成25年度で終了したため、関連
事業の立案を検討した。

補助件数0件
（内離島分0件）

－ － － － － －
住宅用太陽光発電設備導入への補助を実施
した。

離島分補助件数165件 31 －
1-3-ア-1
1-3-イ-1

太陽エネル
ギー活用設備
導入に対する
支援（太陽エ
ネルギ-普及促
進事業）

商工労働
部

産業政策
課

42

宮古島スマートコミュニ
ティー実証事業
（スマートエネルギーア
イランド基盤構築事業）
（商工労働部）

離島に適した新たなビジネスモデル
を創出し、他地域への展開を図るた
め、宮古島においてＩＴ技術を駆使
した島内の電力供給の最適化するた
めのシステムや来間島において使用
電力を全て再生可能エネルギーで賄
うことを目指すシステムの実証を行
う

順調

・宮古島にてエネルギーマネジ
メントシステム（ＥＭＳ）の実
証
・来間島にてＥＭＳおよび蓄電
池システムの実証
・小型ＥＶの開発・製作

・ＥＭＳ実証対象件
数：225件
・ＰＶ導入量：380kW
・小型ＥＶの製作：２
台

・宮古島にてエネルギーマネジ
メントシステム（ＥＭＳ）の実
証
・来間島にてＥＭＳおよび蓄電
池システムの実証
・ビジネスモデルの形成に向け
た実証

ビジネス化に向けた知
見の獲得

209,126

・宮古島にエネルギーマネジメ
ントシステム（ＥＭＳ）を構
築・実証
・来間島にＥＭＳおよび蓄電池
システムを構築・実証

実証による知見の集約 490,305

・宮古島にエネルギーマネジメントシステ
ム（ＥＭＳ）を構築し、実証を行った
・来間島にＥＭＳおよび蓄電池システムを
構築し、実証を行った
・小型ＥＶの開発・製作を行った
・ビジネスモデルの形成に向けた実証を
行った。

・ＥＭＳ実証対象件数：225件
・ＰＶ導入量：380kW
・小型ＥＶの製作：２台
・ビジネス化に向けた知見の
獲得

31 順調
1-3-イ-1
3-12-オ-2

宮古島スマ-ト
コミュニティ-
実証事業
（スマ-トエネ
ルギ-アイラン
ド基盤構築事
業）

商工労働
部

産業政策
課

43

天然ガス試掘事業
（未利用資源・エネル
ギー活用促進事業）
（商工労働部）

県内で十分に利活用されていない天
然ガスの有効活用を促進し、エネル
ギー供給源の多様化を図るため、宮
古島において天然ガスの試掘事業を
実施する。

完了

・天然ガス井（城辺ぱり鉱山
（宮古島市）)の試掘を終え生産
試験を実施した。
・有効利活用検討委員会によ
り、天然ガス有効利用の検討を
行った。

・産出ガス量・・・
５３０㎥／日

「天然ガス試掘井の活用に係る
検討委員会」により、天然ガス
有効利用の検討を行った。

－ 47,659 － － －

・天然ガス井の試掘場所を決定し、試掘を
実施した。
・試掘後は、生産試験を実施した。
・有効利活用検討委員会により、天然ガス
有効利用の検討を行った。
・「天然ガス試掘井の活用に係る検討委員
会」により、天然ガス有効利用の検討を
行った。

・2400mの試掘井の掘削（1カ
所）
・産出ガス量・・・５３０㎥
／日

31 － 1-3-イ-1

天然ガス試掘
事業
（未利用資源
エネルギ-活用
促進事業）

商工労働
部

産業政策
課

44

海洋温度差発電実証事業
（未利用資源・エネル
ギー活用促進事業）
（商工労働部）

沖縄において、十分に利活用されて
いない天然ガス等の地産の資源・エ
ネルギーの有効活用を促進し、エネ
ルギー自給率の向上、エネルギー供
給源の多様化を図るとともに、新た
な産業の創出による産業の振興を図
る。

順調

・都市計画マスタープランの策
定（改定）や具体的に住民参加
手法を検討している市町村と、
進捗状況の確認や意見交換を
行った。

－

都市計画マスタープランの策定
（改定）や具体的に住民参加手
法を検討している市町村と、進
捗状況の確認や意見交換を行っ
た。

－ － － － － 各市町村の都市計画マスタープランの策定状況等を整理し、進捗状況の確認や意見交換等を行った。－ 32
やや遅

れ
1-3-ウ-1

住民参加型都
市計画マスタ-
プラン（MP）
策定事業

商工労働
部

都市計
画・モノ
レール課

45
離島地域エネルギー自給
高度化支援事業
（商工労働部）

宮古島に設置されているバイオエタ
ノール燃料生産プラントを活用し、
バイオエタノール生産過程で産出さ
れる原料由来の有価物を高付加価値
化するための研究開発に対する支援
を行い、バイオ燃料製造に伴う複合
システムを確立し、離島地域でのエ
ネルギーの安定確保を図る。

完了

・蒸留残渣液の高付加価値化実
証研究
・残渣酵母の活用研究
・有価物活用可能性研究
・その他有用資源調査

成分（窒素、リン酸、
カリウム）量のそれぞ
れ異なる４件の肥料を
開発し、肥料登録を実
施。

－ － － － － －

・蒸留残渣液の高付加価値化実証研究
・残渣酵母の活用研究
・有価物活用可能性研究
・その他有用資源調査

成分（窒素、リン酸、カリウ
ム）量のそれぞれ異なる４件
の肥料を開発し、肥料登録を
実施。

31 － － －
商工労働

部
産業政策

課

46

住民参加型都市計画マス
タープラン（MP）策定事
業
（土木建築部）

市町村都市計画マスタープラン策定
における取り組みを支援。

順調

都市計画マスタープランの策定
（改定）や具体的に住民参加手
法を検討している市町村と、進
捗状況の確認や意見交換を行っ
た。

－

都市計画マスタープランの策定
（改定）や具体的に住民参加手
法を検討している市町村と、進
捗状況の確認や意見交換を行っ
た。

－ －

都市計画マスタープランの改定
を進めている宮古島市の改定内
容の確認及び調整を行った。
また、市町村向け説明会におい
て、地区計画制度の説明を行っ
た。

－ －
各市町村の都市計画マスタープランの策定
状況等を整理し、進捗状況の確認や意見交
換等を行った。

－ 32
やや遅

れ
1-3-ウ-1

住民参加型都
市計画マスタ-
プラン（MP）
策定事業

土木建築
部

都市計
画・モノ
レール課

47
自転車利用環境の整備
（土木建築部）

既存道路に自転車走行位置を明示す
ることにより、自転車の利用促進に
よる低炭素型社会の実現を推進す
る。

離島実
施無し

H27着手予定 － H28着手予定 － － － － － － － 32
大幅遅

れ
1-3-ウ-1
1-7-ウ-3

自転車利用環
境の整備

土木建築
部

道路管理
課

48
市町村緑化推進支援事業
（土木建築部）

市町村策定の「緑の基本計画」や
「風致地区」の指定について県が技
術的に支援。

大幅遅
れ

平成27年3月23日に宮古島市及び
石垣市と意見交換を行い、各市
町村の「緑の基本計画」策定及
び風致地区指定に向けた取り組
み状況を確認するとともに県外
の緑地保全制度の事例を紹介し
た。

意見交換回数　１回
（宮古島・石垣島）

「緑の基本計画」策定・更新に
向けた説明や取り組み状況の確
認等、宮古島市及び石垣市と意
見交換を行った。

意見交換回数　１回 －

「緑の基本計画」策定・更新に
向けた説明や取り組み状況の確
認等、宮古島市及び石垣市と意
見交換を行った。

意見交換回数　１回
（宮古島・石垣島）

－
「緑の基本計画」策定・更新に向けた説明
や取り組み状況の確認等、宮古島市及び石
垣市と意見交換を行った。

意見交換回数　４回 32
やや遅

れ
1-3-ウ-3

市町村緑化推
進支援事業

土木建築
部

都市計
画・モノ
レール課
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Ｈ28

49
県有施設におけるCASBEE
評価の実施
（土木建築部）

離島地域で整備を行う県有施設の設
計委託においてCASBEE評価を行い、
省エネを含めた環境対策に配慮した
設計を行う。

順調

県有建築物の設計を行う際に、
CASBEE（建築環境総合性能評価
システム）における性能評価を
実施した。（八重山商工高校寄
宿舎）

1件

県有建築物の設計を行う際に、
CASBEE（建築環境総合性能評価
システム）における性能評価を
実施した。（八重山農林高校寄
宿舎）

１件 －

県有建築物の設計を行う際に、
CASBEE（建築環境総合性能評価
システム）における性能評価を
実施した。（久米島高校校舎）

１件 43,033
県有建築物の設計を行う際に、CASBEE（建
築環境総合性能評価システム）における性
能評価を実施した。

４件 32 順調 1-3-ウ-2

県有施設にお
けるCASBEE
（建築環境総
合性能評価シ
ステム）の実
施

土木建築
部

施設建築
課

50
土地区画整理事業
（土木建築部）

道路、公園等の公共施設の整備改善
と良好な宅地の利用増進を図り、健
全な市街地形成を図る。

やや遅
れ

建物の移転補償及び道路築造
整備された宅地面積
０ha

建物の移転補償及び道路築造
整備された宅地面積
０ha

25,000 建物の移転補償及び道路築造
整備された宅地面積
０ha

25,000
建物の移転補償、道路築造及び宅地造成等
を促進させる。（竹原地区１地区）【一括
交付金（ハード）】

0ha 32
やや遅

れ
1-7-イ-1

土地区画整理
事業

土木建築
部

都市計
画・モノ
レール課

51
水道広域化推進事業
（保健医療部）

運営基盤の脆弱な小規模水道事業の
基盤の安定及び水道サービスの向上
を図るため、多様な形態の水道広域
化に取り組む。

やや遅
れ

水道広域化に関する理解の深化
を図るため、シンポジウムを１
回、説明会を２回開催した。ま
た、実証事業では４村におい
て、各調査等を実施した。

シンポジウム等の開
催：沖縄本島内
実証事業実施事業体：
４村（座間味村阿嘉島
及び慶留間島、粟国村
粟国島、伊平屋村伊平
屋島及び野甫島、伊是
名村伊是名島）

水道広域化の実施に必要な水道
施設等の整備に向け、施設整備
基本計画の策定、８村において
推進支援事業による調査設計、
３村において実証事業により各
調査等を実施した。

推進支援事業実施事業
体：８村（渡嘉敷村、
座間味村、粟国村、渡
名喜村、南大東村、北
大東村、伊平屋村、伊
是名村）
実証事業実施事業体：
３村（渡名喜村、南大
東村、北大東村）

121,570

水道広域化推進事業において、
圏域毎の事業統合に向け、１村
において、最適な運転管理及び
水処理方法等の確立を目的とし
た実証事業を実施した。

実証事業実施事業体：
１村（多良間村）

13,442

水道広域化のため、各市町村の現状把握、
推進方策等の検討及び今後の施設整備方策
の検討のための各調査を実施し、水道広域
化に関する理解の深化を図るためのシンポ
ジウム等を開催した。

離島水道事業等の運営状況の
把握：14町村
収益性などの将来動向の把
握：18市町村
シミュレーション調査：県内
全市町村
実証事業実施事業体：9村
シンポジウム等の開催：沖縄
本島内

33 順調 3-11-イ-1
水道広域化推
進事業

保健医療
部

衛生薬務
課

52
広域化関連施設整備事業
（保健医療部）

水道広域化に伴い必要となる施設、
設備等を整備を実施する。

やや遅
れ

水道広域化の実施に必要な水道
施設等の整備に向け、４村にお
いて実証事業による各調査等を
実施した。

実証事業実施事業体：
４村（座間味村阿嘉島
及び慶留間島、粟国村
粟国島、伊平屋村伊平
屋島及び野甫島、伊是
名村伊是名島）

水道広域化の実施に必要な水道
施設等の整備に向け、施設整備
基本計画の策定、８村において
推進支援事業による調査設計、
３村において実証事業により各
調査等を実施した。

推進支援事業実施事業
体：８村（渡嘉敷村、
座間味村、粟国村、渡
名喜村、南大東村、北
大東村、伊平屋村、伊
是名村）
実証事業実施事業体：
３村（渡名喜村、南大
東村、北大東村）

－

沖縄振興公共投資交付金事業に
おいて、水道広域化の実施に必
要な水道施設等の整備に向け、
水道用水供給を拡大する企業局
により、実施設計を行った。

実施設計実施事業体：
４村（粟国村、渡名喜
村、南大東村、北大東
村）

－

水道広域化のため、各市町村の現状把握、
推進方策等の検討及び今後の施設整備方策
の検討のための各調査を実施し、水道広域
化に関する理解の深化を図るためのシンポ
ジウム等を開催した。

離島水道事業等の運営状況の
把握：14町村
収益性などの将来動向の把
握：18市町村
シミュレーション調査：県内
全市町村
実証事業実施事業体：8村
実施設計実施事業体：4村

33
やや遅

れ
3-11-イ-1

広域化関連施
設整備事業

保健医療
部

衛生薬務
課

53
水道施設整備事業
（保健医療部）

安全な水道水を安定的に供給するた
め、水道施設の新設や老朽化施設の
更新、耐震化などの整備を推進す
る。

大幅遅
れ

【市町村】地震等の被災時にお
いても水道水を安定的に供給す
るため、老朽化した施設の更
新、耐震化等を実施した。
【県】市町村が実施する水道施
設整備に必要な事業費の確保等
について国と協議調整を実施し
た。

管路の更新・耐震化等
の整備：４市町村（宮
古島市宮古島及び伊良
部島、石垣市石垣島、
久米島町久米島、多良
間村多良間島）

・【市町村】今後の水需要や水
質の安全性を確保するための水
道施設の整備及び老朽化した施
設の更新、耐震化等を実施し
た。
・【県】市町村が実施する水道
施設整備に必要な事業費の確保
等について国と協議調整を実施
した。

管路の更新・耐震化等
の整備：４市町村（宮
古島市宮古島及び伊良
部島、石垣市石垣島、
多良間村多良間島、竹
富町西表島）

469,591

・【市町村】今後の水需要や水
質の安全性を確保するための水
道施設整備及び老朽化した施設
の更新、耐震化等を実施した。
・【県】市町村が実施する水道
施設整備に必要な事業費の確保
等について国と協議調整を実施
した。

管路の更新・耐震化等
の整備：４市町村（宮
古島市、石垣市、多良
間村、竹富町）

1,730,800

・【市町村】今後の水需要への対応するた
めの水道施設の整備、地震等の被災時にお
いても水道水を案的に供給するため、老朽
化した施設の更新、耐震化等を実施した。
・【県】市町村が実施する水道施設整備等
に対し指導・助言を行い、必要な事業費の
確保等について国と協議調整を実施した。

管路の更新・耐震化等の整
備：７市町村

33
やや遅

れ

2-4-イ-3
2-6-ア-2
3-11-イ-1

水道施設整備
事業

保健医療
部

衛生薬務
課

54
離島ダム（儀間ダム）の
建設
（土木建築部）

久米島町の水資源の安定確保及び儀
間川流域の洪水被害防止を図るた
め、儀間ダムを建設する。

順調
儀間ダムについて、本体建設工
事・周辺環境整備を行なった。

儀間ダムの建設：一式
儀間ダムの整備（試験湛水、周
辺環境整備）【県単等】

儀間ダムの建設：一式
172,995
(20,304)

供用を開始した － －
儀間ダムについて、本体建設工事・管理設
備工事・周辺環境整備等を行なった。

儀間ダムの建設：一式 33 順調 3-11-イ-1
水道用水の恒
久的な安定確
保

土木建築
部

河川課

55
離島ダムの機能維持（長
寿命化対策等）
（土木建築部）

離島の水がめである県管理ダムの恒
久的な機能維持とライフサイクルコ
スト削減を図るため、適切な時期に
ダム施設の更新等を行う。

順調

県単費（ダム管理運営費）に
て、離島３ダム(我喜屋、座間
味、真栄里）の維持・修繕等を
行った。また、ハード交付金に
て、座間味ダムの実施設計を
行った。

離島３(我喜屋、座間
味、真栄里）ダムの維
持・修繕及び座間味ダ
ムの維持・修繕に向け
た実施設計：一式

離島3ダムのうち座間味ダムにお
いて維持・修繕のため機器更新
を行った。

ダムの維持・修繕：一
式

166,500
離島3ダム(我喜屋、座間味、真
栄里）のうち座間味ダムの機器
更新

ダムの維持・修繕：一
式

196,821
(125,721)

離島３ダムについて、長寿命化計画を策定
し、座間味ダムの機器更新を行った。

長寿命化計画の策定：３ダム
座間味ダムの維持・修繕：一
式

33 順調 3-11-イ-1
水道用水の恒
久的な安定確
保

土木建築
部

河川課

56
浄化槽設置整備事業
（環境部）

生活排水対策として市町村が実施する
浄化槽整備事業に対して補助を行う。

完了 H25年度で事業終了 H25年度で事業終了 H25年度で事業終了 H25年度で事業終了 - H25年度で事業終了 H25年度で事業終了 - 合併処理浄化槽設置費用補助基数（離島） ３基 34 － 3-11-イ-1
浄化槽設置整
備事業

環境部
環境整備

課

57
農業集落排水事業
（農林水産部）

都市部に比べ遅れている農村部の汚
水処理施設の整備や発生汚泥を農地
に還元する施設を整備する。

順調

３市町村（３地区）において汚
水処理施設の整備及び施設の機
能強化整備、適切な事業執行･管
理に向けた会議等を行った。

整備地区　３地区
・石垣市 石垣東部地区
・宮古島市 比嘉地区
・伊平屋村 田名地区

２市町村（３地区）において汚
水処理施設の整備及び施設の機
能強化整備、適切な事業執行･管
理に向けた会議等を行った。

　整備地区　３地区
・宮古島市 比嘉地区
・伊平屋村 田名地区
・伊平屋村 島尻地区

229,576

離島3市町村（4地区）において
汚水処理施設の整備に対する補
助及び適切な事業執行･管理に向
けた会議等を行った。

整備地区4地区
田名地区、島尻地区、
伊是名西部地区、比嘉
地区

501,054
(93,716

６市町村（７地区）において汚水処理施設
の整備及び施設の機能強化整備、適切な事
業執行･管理に向けた会議等を行った。

　整備地区　７地区
・石垣市 石垣東部地区
・渡名喜村 渡名喜地区
・与那国町 比川地区
・宮古島市 比嘉地区
・伊平屋村 田名地区
・伊平屋村 島尻地区
・伊是名村　伊是名西部地区

23 順調 3-11-イ-1
農業集落排水
事業

農林水産
部

農地農村
整備課

58
公共下水道事業（離島）
（土木建築部）

他の汚水処理事業と連携し、地域性
を考慮した効果的な下水道整備を推
進する。

順調

下水道未整備地区の汚水管渠の
整備等を行う下水道事業実施市
町村に対し、国からの交付金を
配分した。

下水道処理人口増加
数：838人/年
(石垣市847人、宮古島
市46人、
渡嘉敷村0人、座間味村
9人、
久米島町-75人、竹富町
11人)

下水道未整備地区の汚水管渠の
整備等を行う下水道事業実施市
町村に対し、国からの交付金を
配分した。

下水道処理人口増加
数：720人/年
(石垣市466人、宮古島
市255人、渡嘉敷村9
人、座間味村-10人、
久米島町0人、竹富町0
人)

1,029,276
(282,276)

下水道未整備地区の汚水管渠の
整備等を行う下水道事業実施市
町村に対し、国からの交付金を
配分した。

下水道処理人口増加
数：453人/年
(石垣市+249人、宮古島
市+172人、
渡嘉敷村-8人、座間味
村+47人、久米島町-11
人、
竹富町+4人)

713,656
(180,056)

下水道未整備地区の汚水管渠の整備等を行
う下水道事業実施市町村に対し、国からの
交付金を配分した。

下水道処理人口増加数
：3,278人

34 順調 3-11-イ-1 下水道事業
土木建築

部
下水道課

59
離島地区情報通信基盤整
備推進事業
(企画部）

離島の情報通信基盤を高度化・安定
化するために、本島と離島間の中継
伝送路（海底光ケーブル）を整備
し、先島地区においては民放テレビ
放送の受信環境整備においても活用
する。

順調

中継伝送路整備に係る調査設計
業務（平成25年度より繰越）を
完了し、中継伝送路整備工事の
発注及び施工を行った。併せて
国、県及び市町村で構成する
「沖縄県情報通信基盤整備推進
連絡協議会」を開催した。

離島地区情報通信基盤
整備推進事業適正化委
員会の開催：２回

・本島から久米島地域及び先島
地域への海底光ケーブル敷設に
必要な工事を実施した。
・陸上部における光ファイバ網
整備の事業化に向け、関係市町
村と協議を実施した。

－
3,057,161
(596,648)

本島から久米島地域及び先島地
域への海底光ケーブル整備工事
を実施し、供用を開始した。
また、陸上部における光ファイ
バ網の整備に着手した。

海底ケーブル陸揚げ
10市町村
光ファイバ網の整備着
手
４町村（離島部分）

4,285,002

本島と離島間を結ぶ中継伝送路（海底光
ケーブル）整備を事業化し、調査設計及び
整備工事を実施し、供用を開始した。
また、陸上部における光ファイバ網整備を
事業化し、整備工事を実施した。

海底光ケーブル
　調査設計：完了
　整備工事：完了
　事業適正化委員会の開催：
８回
光ファイバ網
　整備工事：着手

35 順調 3-11-イ-1

離島地区情報
通信基盤整備
推進事業
(企画部）

企画部
総合情報
政策課

60
インターネット利活用推
進事業
(企画部）

電子申請システム等を活用した行政
手続きのオンライン化の拡充及び利
用の促進

順調

一般住民・法人向け181手続（前
年度からの継続75手続、平成26
年度新規106手続）をオンライン
化した。また、一般利用者及び
職員へシステム継続等について
アンケートを実施した。

－

一般住民・法人向け163手続（前
年度からの継続73手続、平成27
年度新規90手続)をオンライン化
した。また、契約終了に伴い、
電子申請システムを切り替え
た。

－ 9,768

一般住民・法人向け174手続（前
年度からの継続103手続、今年度
新規71手続）をオンライン化し
た。
平成28年度から新システムへの
切り替えにより、様々な種類の
ブラウザやスマートフォンに対
応している。

― 6,995

教員候補者選考試験申込みをはじめ、一般
住民及び法人対象手続について毎年200件前
後（継続含む）のオンライン化に取り組ん
だ。

－ 35 順調 3-11-イ-1

インターネッ
ト利活用推進
事業
(企画部）

企画部
総合情報
政策課

61

沖縄県総合行政情報通信
ネットワーク（防災行政
無線）高度化事業
(企画部）

防災情報無線のほか各種行政情報シ
ステムの伝送路等を高速大容量化す
る。

順調
無線装置等の機器製作に着手し
た。

－
本島周辺離島の無線中継局、町
村端末局の整備を一部実施し
た。

－
3,336,529
(814,020)

沖縄本島周辺離島、先島、南北
大東島の無線中継局（渡嘉敷、
伊良部、北大東等）、市町村端
末局（座間味村、石垣市、南大
東村等）の整備を実施した。

－
1,328,201
(872,153)

高度化計画や基本設計書を策定、実施設計
を完了した。
施設整備工事に着手し、　沖縄本島周辺離
島、先島、南北大東島の無線中継局、市町
村端末局の整備を実施した。

－ 35 順調 3-11-イ-1

沖縄県総合行
政情報通信
ネットワーク
（防災行政無
線）高度化事
業
(企画部）

企画部
総合情報
政策課
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実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

61-2
離島ＩＣＴ実証・促進事
業
（企画部）

　離島におけるＩＣＴの利活用促進
を図ることを通じて
　①離島住民が住み慣れた島に誇り
を持ち、地域活動への参画を促進す
る環境づくり
　②県内外の住民に対し、離島の重
要性、特殊性及び魅力への理解を深
めるよう啓発
　③離島地域の条件不利性に起因す
る様々な課題を解消するためのユニ
バーサルサービスの
     提供
　④離島地域の交流人口の増加によ
る産業の総合的振興
を促進する。

順調

・離島地域で各分野におけるＩ
ＣＴの利活用促進を図るための
調査を実施。併せて、医療・福
祉分野と教育分野において実証
事業を実施した。
・また、ＩＣＴ利活用促進によ
る離島振興施策に対する離島Ｉ
ＣＴ利活用促進検討委員会から
の意見聴取や、離島地域におけ
るＩＣＴの利活用促進を図るた
めのシンポジウムを開催した。

シンポジウム参加人数:
約170名

実証事業の対象離島町
村数:５町村（医療・福
祉）、３町村（教育）

・離島地域で医療・福祉分野と
教育分野の実証事業を実施し
た。
・また、ＩＣＴ利活用促進によ
る離島振興施策に対する離島Ｉ
ＣＴ利活用促進検討委員会から
の意見聴取や、離島地域におけ
るＩＣＴの利活用促進を図るた
めのシンポジウムを開催した。

シンポジウム参加人
数：石垣島56名、宮古
島80名

実証事業の対象離島町
村数：７町村（医療・
福祉）、３町村（教
育）

72,824

・離島地域でＩＣＴの利活用促
進を図るため、教育分野におけ
る実証事業を実施した。
・また、ＩＣＴ利活用促進によ
る離島振興施策に対する離島Ｉ
ＣＴ利活用促進検討委員会から
の意見聴取や、離島地域におけ
るＩＣＴの利活用促進を図るた
めのシンポジウムを石垣島及び
宮古島で開催した。

実証事業の実施市町村
数
【教育分野】３町村７
島

シンポジウム参加人数
石垣島84名、宮古島43
名

102,109

・離島におけるＩＣＴ利活用の実証実験と
して、「高齢者等見守り・健康管理実証事
業（医療・福祉）」及び「離島学力向上支
援実証事業（教育）」の２分野で実証事業
を実施した。
・また、離島におけるＩＣＴ利活用促進に
関する調査において、①離島における情報
通信関連のインフラ状況、②離島の既存産
業のＩＣＴ利活用の可能性、③国内におけ
るＩＣＴ利活用の状況等について調査し、
産官学の各分野の委員で構成する「離島Ｉ
ＣＴ利活用促進検討委員会」において、離
島におけるＩＣＴ利活用の方策の検討や実
証事業の効果等の評価を行った。
・さらに、ＩＣＴを利活用した離島振興策
の推進に対する県民理解度の向上を図るた
めのシンポジウムを開催し、離島地域にお
けるＩＣＴ利活用の促進を図った。

【H25年度】
（基礎調査）
離島でのICT利活用における現状と
今後の展開についてまとめた。シ
ンポジウム開催：
1回・約150 名参加
【H26年度】
シンポジウム参加人数:約170名
実証事業の対象離島町村数:５町村
（医療・福祉）、３町村（教育）
【H27年度】
シンポジウム参加人数：石垣島56
名、宮古島80名
実証事業の対象離島町村数：７町
村（医療・福祉）、３町村（教
育）
【H28年度】
シンポジウム参加人数：石垣島84
名、宮古島43名
実証事業の実施市町村数：３町村
７島（教育）

H26新規 順調 3-11-(イ)
離島ＩＣＴ実
証・促進事業

企画部
地域・離

島課

62
海底ケーブル新設・更新
事業
（商工労働部）

海底ケーブルの更新・新設を促進す
る。

順調

沖縄本島から渡嘉敷島間の電力
供給設備の整備として、22kV海
底ケーブル陸揚げに係る陸上側
メイン工事（管路・人孔工事）
を行う。

沖縄本島から渡嘉敷島
間の電力供給設備の整
備として、22kV海底
ケーブル陸揚げに係る
陸上側メイン工事（管
路・人孔工事）を実施

沖縄本島と渡嘉敷島間を結ぶ電
力供給設備の整備として、新た
に22kV海底ケーブルの敷設工事
として、海上側工事（海底ケー
ブル敷設工事）及び陸上側工事
（架空線工事、地中線工事、配
電塔ケーブル引出工事）を行
う。

沖縄本島と渡嘉敷島間
を結ぶ電力供給設備の
整備として、新たに
22kV海底ケーブルの敷
設工事を実施。

597,701
備瀬崎～伊江島間の海底ケーブ
ル設置

－ 0

・沖縄本島～渡嘉敷島間に海底ケーブルの
敷設工事の実施
・備瀬崎～伊江島間に海底ケーブルの敷設
工事を実施

離島への海底ケーブル敷設２
件

35 順調
2-6-ア-4
3-11-イ-1

海底ケ-ブル新
設・更新事業

商工労働
部

産業政策
課

63

太陽光・風力発電大量導
入による系統安定化対策
実証事業（スマートエネ
ルギーアイランド基盤構
築事業）
（商工労働部）

電力の供給側における再生可能エネ
ルギーの大量導入を図るため、大規
模な再生可能エネルギーを系統に連
系した場合における安定化技術を確
立する。

完了

・名護市に設置した1,000kWの太
陽光発電設備において、発電お
よび系統の安定化対策に関する
実証研究を行った。
・大宜味村に設置した2,000kWの
風力発電設備が２基にて、発電
及び系統安定化対策に関する実
証研究を行った。

・太陽光発電設備：
1,000kWによる実証研究
・ 風力発電設備：
2,000kW×2基による実
証研究

－ － － － － －

・名護市に1,000kWの太陽光発電設備を設置
し、発電および系統の安定化対策に関する
実証研究を行った。
・大宜味村に2,000kWの風力発電設備が２基
を設置し、発電及び系統安定化対策に関す
る実証研究を行った。

・太陽光発電設備：1,000kWに
よる実証研究
・風力発電設備：2,000kW×2
基による実証研究

35 － 1-3-イ-1

太陽光・風力
発電大量導入
による系統安
定化対策実証
事業（スマ-ト
エネルギ-アイ
ランド基盤構
築事業）

商工労働
部

産業政策
課

64
太陽エネルギー普及促進
事業（再掲）
（商工労働部）

太陽エネルギーを活用したエネル
ギー設備の普及を促進することで、
化石燃料依存度の低減によるエネル
ギーの安定供給確保及び自給率の向
上を図り、低炭素社会の実現を目指
す。

完了
太陽光発電設備への補助は、平
成25年度で終了したため、関連
事業の立案を検討した。

補助件数0件
（内離島分0件）

－ － － － － －
住宅用太陽光発電設備導入への補助を実施
した。

離島分補助件数165件 35 －
1-3-ア-1
1-3-イ-1

太陽エネル
ギー活用設備
導入に対する
支援（太陽エ
ネルギ-普及促
進事業）

商工労働
部

産業政策
課

65
公営住宅整備事業
（土木建築部）

離島・過疎地域における若年層の定
住促進や地域活性化を図る観点から
公営住宅の整備を促進する。

未着手
石垣市、座間味村、伊平屋村に
おいて公営住宅の整備を行っ
た。

19戸
宮古島市、竹富町、与那国町に
おいて公営住宅の整備を行っ
た。

38戸
752,441

(419,297)

離島市町村の公営住宅の整備を
促進するため、優先的に予算を
充当し、建替事業で与那国町４
戸を計画していたが、入札不調
により年度内の着工ができな
かった。

0戸
599,808

(343,902)

石垣市、宮古島市、竹富町、南大東村、北
大東村、座間味村、伊平屋村、与那国町に
おいて公営住宅の整備を行った。

85戸
（H24-H28累計）

36
大幅遅

れ
3-11-イ-1

公営住宅整備
事業（離島）

土木建築
部

住宅課

66
住宅リフォーム促進事業
（土木建築部）

子育てのための改修工事、バリアフ
リー改修工事等を含む住宅リフォー
ム工事を行う者に対し市町村が助成
金を交付する。

順調

県は助成事業を実施する市町村
に対する補助金事業を実施し、
離島では伊江村が当事業を活用
した。

1件
（伊江島）

県は助成事業を実施する市町村
に対する補助金事業を実施し、
離島では宮古島市及び伊江村が
当事業を活用した。

２件
（宮古島市、伊江村）

2,500

県は助成事業を実施する市町村
に対する補助金事業を実施し、
離島では宮古島市及び伊江村が
当事業を活用した。

１件 12,500
（平成２６～２８年度）
助成事業を実施する宮古島市及び伊江村に
対する補助金事業を実施した。

（H26年度）
住宅リフォーム助成件数
：15件（伊江村）
（H27年度）
住宅リフォーム助成件数
：39件（宮古島市、伊江村）
（H28年度）
住宅リフォーム助成件数
：23件（宮古島市、伊江村）

36 順調
1-7-ア-1
2-3-ア-3
2-6-ア-1

住宅リフォ-ム
促進事業

土木建築
部

住宅課

67
沖縄県居住支援協議会の
設立
（土木建築部）

地方公共団体や関係業者、居住支援
団体等が連携した沖縄県居住支援協
議会において、住宅確保要配慮者及
び民間賃貸住宅の賃貸人双方に対
し、住宅情報の提供等の支援を実施
する。

順調

居住支援協議会の周知活動、各
制度・支援事業の周知活動を行
うため、パンフレット等を作成
し説明会を実施した。

説明会参加人数：約168
名
（宮古島市 20名
石垣市 23名）

「沖縄県あんしん賃貸支援事
業」を７月から開始し、その周
知活動を行うため、パンフレッ
ト等を作成し市町村担当者及び
関係団体等に対し、説明会を実
施した。

説明会参加人数：約46
名

6,000

「沖縄県あんしん賃貸支援事
業」の周知活動を行うため、パ
ンフレット等を作成し市町村担
当者及び関係団体等に対し、説
明会を実施した。

説明会の開催数：４回 6,000

（平成24年度）
設立ワーキング会議の開催。設立準備会を開催。
平成２５年３月に沖縄県居住支援協議会を設立。
（平成25年度）
居住支援協議会ホームページ開設。宅地建物取引
業者、居住支援団体等に対し説明会を実施。
（平成26年度）
居住支援協議会の周知活動、各制度・支援事業の
周知活動を行うため、パンフレット等を作成し説
明会を実施。
（平成27年度）
「沖縄県あんしん賃貸支援事業」を７月から開始
し、その周知活動を行うため、パンフレット等を
作成し市町村担当者及び関係団体等に対し、説明
会を実施した。
（平成28年度）
「沖縄県あんしん賃貸支援事業」の周知活動を行
うため、パンフレット等を作成し市町村担当者及
び関係団体等に対し、説明会を実施した。

（H24年度）
沖縄県居住支援協議会設立
（H25年度）
説明参加人数：約140名
（H26年度）
説明会参加人数：約168名
（H27年度）
説明会参加人数：約46名
（H27-H28年度）
説明会の開催数：４回

36 順調
2-3-エ-3
2-6-ア-1

沖縄県居住支
援協議会の設
立

土木建築
部

住宅課

68-1
沖縄らしい風景づくり推
進事業
（土木建築部）

風景づくりに必要な人材の育成、沖
縄の風景に調和した景観素材及び技
術の研究開発の実施。

順調

人材育成について、景観行政
コーディネーター研修会に離島
から延べ19人（石垣市、竹富
町、久米島町、伊江村）の参加
があった。
沿道景観向上に係る技術研究開
発を実施した。

講習修了数　　19人
（石垣市５人、竹富町
４人、久米島町７人、
伊江村３人）

技術研究開発 １件
（石垣市：実証試験１
箇所実施）

人材育成について、景観行政
コーディネーター研修会に離島
から延べ16人（石垣市、竹富
町、宮古島市、久米島町、伊江
村、粟国村）の参加があった。
沿道景観向上に係る技術研究開
発を実施した。

講習修了数 16人
（石垣市３人、竹富町
６人、宮古島市１人、
久米島町３人、伊江村
２人、粟国村１人）

技術研究開発数 １件
（石垣市：実証試験１
箇所実施）

74,364

人材育成について、離島地域に
おける地域景観リーダー及び風
景づくりサポーターの育成は実
施できなかったが、景観行政
コーディネーター研修会には離
島からの参加があった。
技術研究開発について、「沖縄
県沿道景観向上技術ガイドライ
ン」を策定し、離島を含む県内
全市町村へ配布した。

講習修了数 10人
（宮古島市：３人、久
米島町：１人、竹富
町：５人、伊江村：１
人）

技術研究開発数 １件

58,970

【平成24年度】
風景づくりに係る人材育成計画及び景観向上に係
る建築技術等技術開発計画を策定した。
【平成25年度】
離島の人材育成及び技術研究開発に係る経費が計
上されなかったため、実施できなかった。
【平成26年度】
人材育成について、景観行政コーディネーター研
修会に離島から延べ19人（石垣市、竹富町、久米
島町、伊江村）の参加があった。また、沿道景観
向上に係る技術研究開発を実施した。
【平成27年度】
人材育成について、景観行政コーディネーター研
修会に離島から延べ16人（石垣市、竹富町、宮古
島市、久米島町、伊江村、粟国村）の参加があっ
た。また、沿道景観向上に係る技術研究開発を実
施した。
【平成28年度】
人材育成について、景観行政コーディネーター研
修会に離島から延べ10人（宮古島市、久米島町、
竹富町、伊江村）の参加があった。また、「沖縄
県沿道景観向上技術ガイドライン」を策定し、離
島を含む県内全市町村へ配布した。

【平成24年度】
計画策定数　２計画
【平成25年度】
講習修了数　０人
【平成26年度】
講習修了数　 　19人
技術研究開発数 １件
【平成27年度】
講習修了数　 　16人
技術研究開発数 １件
【平成28年度】
講習修了数　 　10人
技術研究開発数 １件

37 順調 1-6-ア-1
沖縄らしい風
景づくり推進
事業

土木建築
部

都市計
画・モノ
レール課



活動概要 活動実績値 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値

実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

68-2
沖縄らしい風景づくり推
進事業
（土木建築部）

公共工事の景観評価システムの構
築。

順調

離島において営繕２事業（県営
新川・真喜良・真喜良第二団地
建替事業、新八重山病院基本・
実施設計等事業）の試行運用を
実施した。

景観アセス数　２件
（石垣市：２件）

離島地域において港湾１事業
（粟国港調査測量設計業務）の
試行運用を実施した。

景観アセス数　１件
（粟国村：１件）

74,364

離島地域において河川１事業
（田原川水系河川整備基本方針
検討業務）及び港湾１事業（座
間味港離島利便施設整備検討業
務）の試行運用を実施した。

景観アセス数　２件
（与那国町：１件、座
間味村：１件）

58,970

【平成24年度】
景観アセスメントシステム案の策定及び道路・河
川・港湾事業の景観チェックシート案を平成25年3
月に策定した。
【平成25年度】
離島地域における景観アセスメントは実施しな
かった。
【平成26年度】
離島地域において営繕２事業（県営新川・真喜
良・真喜良第二団地建替事業、新八重山病院基
本・実施設計等事業）の試行運用を実施した。
【平成27年度】
離島地域において港湾１事業（粟国港調査測量設
計業務）の試行運用を実施した。
【平成28年度】
離島地域において河川１事業（田原川水系河川整
備基本方針検討業務）及び港湾１事業（座間味港
離島利便施設整備検討業務）の試行運用を実施し
た。

【平成24年度】
景観アセス構築進捗 ３３％
【平成25年度】
景観アセス数　０件
【平成26年度】
景観アセス数　２件
【平成27年度】
景観アセス数　３件（累計）
【平成28年度】
景観アセス数　５件（累計）

37 順調 1-6-ア-1
沖縄らしい風
景づくり推進
事業

土木建築
部

都市計
画・モノ
レール課

68-3
沖縄らしい風景づくり推
進事業
（土木建築部）

離島市町村の景観行政団体への移
行、景観計画や景観条例の策定。

順調
市町村の景観行政団体への移行
に向けての助言等を行った。

景観行政団体数　９団
体
（石垣市、宮古島市、
渡名喜村、久米島町、
伊平屋村、与那国町、
北大東村、竹富町、伊
是名村）

市町村の景観行政団体への移行
に向けての助言等を行った。

景観行政団体数　10団
体
（石垣市、宮古島市、
渡名喜村、久米島町、
伊平屋村、与那国町、
北大東村、竹富町、伊
是名村、伊江村）

15,734
市町村の景観行政団体への移行
に向けての助言等を行った。

景観行政団体数　10団
体
（石垣市、宮古島市、
渡名喜村、久米島町、
伊平屋村、与那国町、
北大東村、竹富町、伊
是名村、伊江村）

14,021

【平成24年度】
市町村の景観行政団体への移行促進及び景
観計画策定に向けての助言等を行った。
【平成25年度】
市町村の景観行政団体への移行促進に向け
て法に基づく手続きや良好な地域景観の形
成に係る助言等を行った。
【平成26年度】
市町村の景観行政団体への移行に向けての
助言等を行った。
【平成27年度】
市町村の景観行政団体への移行に向けての
助言等を行った。
【平成28年度】
市町村の景観行政団体への移行に向けての
助言等を行った。

【平成24年度】
景観行政団体数　８団体
（石垣市、宮古島市、渡名喜村、久米島
町、伊平屋村、与那国町、竹富町、伊是
名村）
【平成25年度】
景観行政団体数　９団体
（石垣市、宮古島市、渡名喜村、久米島
町、伊平屋村、与那国町、北大東村、竹
富町、伊是名村）
【平成26年度】
景観行政団体数　９団体
（石垣市、宮古島市、渡名喜村、久米島
町、伊平屋村、与那国町、北大東村、竹
富町、伊是名村）
【平成27年度】
景観行政団体数　10団体
（石垣市、宮古島市、渡名喜村、久米島
町、伊平屋村、与那国町、北大東村、竹
富町、伊是名村、伊江村）
【平成28年度】
景観行政団体数　10団体
（石垣市、宮古島市、渡名喜村、久米島
町、伊平屋村、与那国町、北大東村、竹
富町、伊是名村、伊江村）

37 順調 1-6-ア-1
沖縄らしい風
景づくり推進
事業

土木建築
部

都市計
画・モノ
レール課

69
無電柱化推進事業
（土木建築部）

良好な景観や歩行空間の形成、災害
時のライフラインの確保の目的で、
地中化等により主要な道路上から電
柱を無くす事業。

順調
国道390号（宮古島市）、国道
390号（石垣市）において電線類
地中化を推進した。

無電柱化整備延長
3.2km
（宮古島1.7km、石垣島
1.5km)

国道390号（宮古島市）、国道
390号（石垣市）、石垣空港線
（石垣市）において電線類地中
化を推進した。

無電柱化整備延長
1.8km
（宮古島0.82km、石垣
島0.98km)

1,071,192
(566,192)

国道390号（宮古島市）、国道
390号（石垣市）、石垣空港線
（石垣市）において電線類地中
化を推進した。

無電柱化整備延長2.9km
（宮古島0.6km、石垣島
2.3km)

1,716,120
(897,532)

国道390号（宮古島市）、国道390号（石垣
市）、石垣空港線（石垣市）等において電
線類地中化を推進した。

無電柱化整備延長　12.0km 37
やや遅

れ

1-6-ア-2
1-7-イ-1
2-4-イ-2

無電柱化推進
事業

土木建築
部

道路管理
課

70
自然環境、景観に配慮し
た河川の整備
（土木建築部）

河川改修に際しては、景観等に配慮
した多自然川づくりを行う。

順調
環境・景観に配慮した多自然川
づくりにむけた用地補償及び護
岸工事等を行った。

整備延長：0.3km
石垣新川川にて、環境・景観に
配慮した多自然川づくりにむけ
た護岸工事等を行った。

整備延長：0.2km
148,311
(53,311)

石垣新川川にて、環境・景観に
配慮した多自然川づくりにむけ
た用地補償及び護岸工事等を
行った。

整備延長：240ｍ
108,668
(42,515)

環境・景観に配慮した多自然川づくりにむ
けた用地補償及び護岸工事等を行った。

整備延長：0.73km 37 順調 1-6-ア-2
自然環境、景
観に配慮した
河川の整備

土木建築
部

河川課

71
古民家を生かした地域活
性化支援事業
（土木建築部）

古民家の保全に向けた技術者育成・
資材確保等の情報を広く一般に提供
し、古民家の再生・活用についての
普及・促進を図る。

離島実
施無し

沖縄の伝統木造住宅等文化財建
造物の保存修理や環境共生住宅
に関する取り組みを紹介するシ
ンポジウムを開催した。

受講者数：201人
（宮古島市 3人、
石垣市 1 人）

沖縄の伝統木造住宅等文化的 財
建造物の保存修理や環境共生住
宅に関する取り組みを紹介する
シンポジウムを１月に１回開催
した。

受講者数：194人
0人（離島分）

1,990

沖縄の伝統木造住宅等文化財建
造物の保存修理や環境共生住宅
に関する取り組みを紹介するシ
ンポジウムを２月に１回開催し
た。

受講者数：200人
0人（離島分）

1,990
沖縄の伝統木造住宅等文化的 財建造物の保
存修理や環境共生住宅に関する取り組みを
紹介するシンポジウムを開催した。

（H24年度）
聴講者数:143人
（H25年度）
聴講者数:172人
（H26年度）
聴講者数：201人
（H27年度）
聴講者数：194人
（H28年度）
聴講者数：200人

37 順調
1-5-ア-2
1-6-ア-2
3-12-ア-1

古民家を生か
した地域活性
化支援事業

土木建築
部

住宅課

72
村づくり交付金
（農林水産部）

農業生産基盤の整備と農村生活環境
の整備を総合的に実施することで、持
続的な農業の展開を図るとともに、地
域の想像力を生かした個性的で魅力あ
る村づくりを推進し、もって沖縄らしい風
景作りに寄与する。

離島実
施無し

伊江村、宮古島市において、農
道及び地域農業活動拠点施設等
の整備を行った。

整備地区数：3地区
伊江村、宮古島市（2地
区）

宮古島市２地区において、農業
生産基盤とともに自然環境・生
態系保全施設等の整備を行っ
た。

整備地区数：2地区
・宮古島市　久松地区
・宮古島市　仲原地区

154,243
（129,643）

平成28年度については事業実施地
区が無く、未実施となった。

－ －
伊江村、宮古島市、多良間村において、農道、
集落道路、自然環境・生態系保全施設、地域農
業活動拠点施設の整備を行った。

整備地区
・伊江村　　伊江地区
・宮古島市　吉田地区
・宮古島市　西東地区
・宮古島市　久松地区
・宮古島市　仲原地区
・多良間村　多良間地区

37 順調 2-7-イ-1 村づくり交付金
農林水産

部
農地農村
整備課

73
市町村緑化推進支援事業
（土木建築部）

市町村策定の「緑の基本計画」や
「風致地区」の指定について県が技
術的に支援。

大幅遅
れ

平成27年3月23日に宮古島市及び
石垣市と意見交換を行い、各市
町村の「緑の基本計画」策定及
び風致地区指定に向けた取り組
み状況を確認するとともに県外
の緑地保全制度の事例を紹介し
た。

意見交換回数　１回

都市計画マスタープランの策定
（改定）や具体的に住民参加手
法を検討している市町村と、進
捗状況の確認や意見交換を行っ
た。

－ －

「緑の基本計画」策定・更新に
向けた説明や取り組み状況の確
認等、宮古島市及び石垣市と意
見交換を行った。

意見交換回数　１回
（宮古島・石垣島）

－
「緑の基本計画」策定・更新に向けた説明
や取り組み状況の確認等、宮古島市及び石
垣市と意見交換を行った。

意見交換回数　４回 37
やや遅

れ
1-3-ウ-3

市町村緑化推
進支援事業

土木建築
部

都市計
画・モノ
レール課

74
都市公園における緑化等
の推進
（土木建築部）

宮古島市及び石垣市における都市公
園の整備

順調

環境緑化や自然の保全、緑とふ
れあう憩いの場所の空間創出に
向けて駐車場、園路広場等の整
備を行うための補助を行った。

駐車場、園路広場等の
整備
(石垣市2箇所、宮古島
市1箇所）

環境緑化や自然の保全、緑とふ
れあう憩いの場所の空間創出に
向けて駐車場、園路広場等の整
備を行うための補助を行った。

駐車場、園路広場等の
整備
(石垣市1箇所、宮古島
市1箇所）

498,780
(286,780)

環境緑化や自然の保全、緑とふ
れあう憩いの場所の空間創出に
向けて駐車場、園路広場等の整
備を行うための補助を行った。

駐車場、園路広場等の
整備
(石垣市1箇所、宮古島
市1箇所）

337,136
(61,136)

環境緑化や自然の保全、緑とふれあう憩い
の場所の空間創出に向けて駐車場、園路広
場等の整備を行うための補助を行った。

駐車場、園路広場等の整備
(石垣市2箇所、宮古島市1箇
所）

37
やや遅

れ
1-3-ウ-3

都市公園にお
ける緑化等の
推進

土木建築
部

都市計
画・モノ
レール課

75
観光地アクセス道路の重
点的緑化事業
（土木建築部）

花や緑あふれる魅力ある県土形成の
ため、観光地アクセス道路の重点緑
化を行い、沖縄らしい風景づくりを
推進する。

順調

国道390号、高野西里線等の空
港・港湾周辺や観光地アクセス
道路において、緑化（草花等）
を実施した。

4km（宮古島市）
4km（石垣市）

国道390号、高野西里線等の空
港・港湾周辺や観光地アクセス
道路において、緑化（草花等）
を実施した。

4km（宮古島市）
4km（石垣市）

148,992

国道390号、高野西里線等の空
港・港湾周辺や観光地アクセス
道路において、緑化（草花等）
を実施した。

4km（宮古島市）
4km（石垣市）

166,000
国道390号、高野西里線等の空港・港湾周辺
や観光地アクセス道路において、緑化（草
花等）を実施した。

道路緑化・重点管理延長　8km 38 順調

1-3-ア-3
1-3-ウ-3
1-6-イ-2
3-2-ウ-2

観光地アクセ
ス道路の重点
的緑化事業
沖縄フラワー
クリエーショ
ン事業

土木建築
部

道路管理
課

76
主要道路における沿道空
間の緑化事業
（土木建築部）

花や緑あふれる魅力ある県土形成の
ため、主要道路の沿道空間における
植樹等を強化し、沿道環境に配慮し
た道路空間を創出する。

順調
沿道空間における除草や街路樹
の剪定等を実施した。

道路緑化・育成管理延
長　40km

沿道空間における除草や街路樹
の剪定等を実施した。

道路緑化・育成管理延
長　40km

168,963
沿道空間における除草や街路樹
の剪定等を実施した。

道路緑化・育成管理延
長　40km

192,471
沿道空間における除草や街路樹の剪定等を
実施した。

道路緑化・育成管理延長
40km

38 順調

1-3-ア-3
1-3-ウ-3
1-6-イ-2
3-2-ウ-2

主要道路にお
ける沿道空間
の緑化事業

土木建築
部

道路管理
課

77
全島みどりと花いっぱい
運動事業
（環境部）

地域の独自性を活かした緑化活動の
展開に向けて、行政のみならず、地
域住民、企業等との協働による緑化
運動を推進する。

順調
全島みどりと花いっぱい運動件
数

久米島 　10件
宮古　　　5件
八重山　　9件

全島みどりと花いっぱい運動件
数

久米島　　10件
宮古　　　5件
八重山　　13件

7,139
全島緑・花・香いっぱい運動件
数

久米島　10件
宮古　4件
八重山　15件

5,812

・沖縄県全島緑化県民運動推進会議の開
催。
・企業との協働による花の名所づくりの実
施。
・花のゆりかご事業による地域・学校緑化
の苗生産・配布の実施。
・ＣＯ2吸収認証制度の運用及び活用方法の
検討を行った。

緑化活動件数
H24 22件
H25 74件
H26 24件
H27 28件
H28 29件

38 順調
1-3-ア-3
1-3-ウ-3
1-6-イ-1

全島みどりと
花いっぱい運
動事業

環境部
環境再生

課

78
沖縄グリーンプロモー
ション事業
（環境部）

住民参加型の緑化活動に必要な苗の
生産・供給を行うとともに、新たな
地域緑化活動の指導等を行う。

順調
地域住民による「花と緑の名所
づくり」支援

1団体（離島地域）

花と緑の名所づくりを推進する
ため、自立的・持続的に活動す
る緑化団体の構築手法確立に向
けた支援及び調査を実施した

支援団体：2 18,339
地域住民による「花と緑の名所
づくり」に必要な運営基盤強化
の支援

2団体（宮古島、石垣
島）

27,726 緑化活動を行う地域住民への支援
県民による緑化活動の支援
99件

38 順調 1-6-イ-1
沖縄グリーン
プロモーショ
ン事業

環境部
環境再生

課



活動概要 活動実績値 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値

実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

79
緑化推進費
（環境部）

緑化の普及啓発を図るため、県植樹
祭の開催、県学校緑化コンクール、
及び緑の少年団の育成・指導等を行
う。

順調 緑の少年団育成・指導
９団
（離島部少年団育成
数）

緑の少年団の育成・指導
12団
（離島部少年団育成
数）

12,662 緑の少年団の育成
８（離島部少年団育成
数）
宮古島5、石垣島3

15,300 緑の少年団育成・指導
H24～H28
緑の少年団育成・指導数　53
団

38 順調 1-6-イ-1 緑化推進費 環境部
環境再生

課

80
沖縄離島住民等交通コス
ト負担軽減事業
（企画部）

離島住民等を対象に、割高な船賃及
び航空賃を鉄道並み運賃へ低減化を
図る。

順調

航空路9路線、航路24路線で離島
住民等の利用実績に基づき負担
金を支出することで、割高な航
空賃及び船賃の低減を行った。

運賃水準
航空路　60％
航路　27～75％

離島住民の割高な船賃及び航空
運賃を低減するため、航路24路
線、航空路11路線において、航
路事業者及び航空事業者に対
し、負担金を交付した。

運賃水準
航路　27～75％
航空路　60％

1,874,482

離島住民の割高な船賃及び航空
運賃を低減するため、航路24路
線、航空路10路線において、航
路事業者及び航空事業者に対
し、負担金を交付した。

運賃水準
航路　27～75％
航空路　60％

2,111,668

航空路9～11路線、航路24路線で離島住民等
の利用実績に基づき負担金を支出すること
で、割高な航空賃及び船賃の低減を行っ
た。

運賃水準
航空路　60％
航路　27～75％

41 順調
3-11-ア-1
3-12-ア-2

沖縄離島住民
等交通コスト
負担軽減事業

企画部
交通政策

課

81
離島生活コスト低減実証
事業
（企画部）

沖縄本島から小規模離島を中心とす
る県内有人離島へ輸送される生活必
需品の輸送経費等への補助を実施す
る。

順調

座間味村（座間味島、阿嘉
島）、渡嘉敷村（渡嘉敷島）、
北大東村（北大東島）、南大東
村（南大東島）を対象に、平成
25年12月から開始した新しい制
度で引き続き実証事業を実施し
つつ、「離島生活コスト低減実
証事業検証委員会」において、
事業の有効性や、効果的かつ効
率的な実施方法等について検証
を行った。

対象離島市町村におけ
る登録事業者数は24店
舗となった。

座間味村(座間味島、阿嘉島)、
渡嘉敷村(渡嘉敷島)、北大東村
(北大東島)、南大東村(南大東
島)を対象に事業を実施した。ま
た、「離島生活コスト低減事業
在り方検討委員会」において、
事業の有効性等についての検証
や、対象離島の拡大などの事業
の在り方について検討を行っ
た。

対象離島市町村におけ
る登録事業者数は24店
舗となった。

89,916

平成28年度に４村５島から12市
町村18島に拡大して事業を実施
した。また、「離島食品・日用
品輸送費等補助事業検討委員
会」において、事業の効果等に
ついての検証や、今後の事業実
施について検討を行った。

12市町村における登録
事業者数は63店舗と
なった。

86,337

・平成24年度から座間味村など４村５島を対象に
実証事業等を実施した。平成28年度からは12市町
村18島に拡大して事業を実施した。
・平成25年度においては、平成24年度事業効果の
検証結果や、本事業への参加事業者及び対象離島
村の意向等を踏まえ、事業効果が一層高まるよう
事業スキームを見直した。
　平成26年度においては、引き続き実証事業を実
施しつつ、「離島生活コスト低減実証事業検証委
員会」において、事業の有効性や、効果的かつ効
率的な実施方法等について検証を行った。
・平成27年度においては、離島生活コスト低減事
業を実施しつつ、「離島生活コスト低減事業在り
方検討委員会」において、事業の有効性等につい
ての検証や、対象離島の拡大などの事業の在り方
について検討を行った。
・平成28年度においては、離島食品・日用品輸送
費等補助事業を実施しつつ、「離島食品・日用品
輸送費等補助事業検討委員会」において、事業の
効果等についての検証や、今後の事業実施につい
て検討を行った。

12市町村の63店舗を対象に事業を
実施した。その結果、平成28年12
月に実施した価格調査では、那覇
を100とした場合の対象離島の物価
指数が、継続離島５島（座間味
島、阿嘉島、渡嘉敷島、北大東
島、南大東島）においては事業開
始前(H23)の約143から約123まで改
善しており、事業開始後、継続し
て概ね20ポイント程度の価格差縮
小の効果が発現している。平成28
年７月から事業を開始した拡大離
島（伊平屋島など10島）について
は、事業に登録した小売店のある
10島の平均で事業開始前(H27)の約
135から約130に改善している。ま
た、外部有識者等で構成する検討
委員会において、今後の事業実施
について検討を行い、台風接近な
どにより航路便が一定の期間欠航
した場合に、沖縄本島から北大東
島及び南大東島への航空機での緊
急的な輸送について提言がなされ
た。

41 順調 3-11-ア-1
離島生活コス
ト低減実証事
業

企画部
地域・離

島課

82
石油製品輸送等補助事業
費
（企画部）

沖縄本島から県内離島へ輸送される
石油製品について、本島並の価格の
安定と円滑な供給を図り、地域住民
の生活の安定に資するため、石油製
品の販売事業者及び輸送業者等が負
担する輸送経費等に対し、補助を行
う。

順調

・沖縄本島から県内離島へ輸送
される石油製品について、石油
製品の販売事業者及び輸送業者
等が負担する輸送経費等に対
し、合計999,331千円の補助を
行った。
・また、平成25年度に実施した
陸送経費等における補助拡充の
効果を検証するため、各補助事
業者に対して定期的な石油製品
小売価格調査を実施するととも
に、当該調査の報告頻度をこれ
までの四半期毎から月毎にする
旨新たに規程を制定した。

平成26年度石油製品輸
送等補助金確定額
999,331千円

・沖縄本島から県内離島へ輸送
される石油製品について、石油
製品の販売事業者及び輸送業者
等が負担する輸送経費等に対
し、合計980,339千円の補助を
行った。
・また、依然として価格差が生
じていることから、平成28年１
月に離島で給油所を経営してい
る事業者を対象に小売価格差に
関するアンケート調査を実施し
た。

平成27年度石油製品輸
送等補助金
確定額　980,339千円

982,197

沖縄本島から県内離島へ輸送さ
れる石油製品について、石油製
品の販売事業者及び輸送業者等
が負担する輸送経費等に対し、
合計1,016,495千円の補助を行っ
た。
また、沖縄本島・離島間におけ
る石油製品の平均価格差は依然
として生じていることから、特
に宮古・石垣島における価格差
に注目し、通常の毎月の小売価
格調査とは別に、平成29年2月か
ら平成29年3月にかけて特売価格
調査を実施した。

平成28年度石油製品輸
送等補助金
確定額1,016,495千円

1,070,826

・沖縄本島から県内離島へ輸送される石油
製品について、石油製品の販売事業者及び
輸送業者等が負担する輸送経費等に対し、
補助を行った。
・平成24年度には、本島・離島間の価格差
の縮小を図る方策を検討する上で必要とさ
れる情報の収集、分析等を行うための委託
事業を実施した。
・平成25年度には、物流に要する経費等を
対象として、補助対象経費の拡充を検討す
るため、石油製品の物流等に関する具体的
な調査を実施し、それに基づいて平成25年
11月より補助対象経費の拡充を行った。

・平成27年度には、依然として価格差が生
じていることから、平成28年１月に離島で
給油所を経営している事業者を対象に小売
価格差に関するアンケート調査を実施し
た。

平成24～28年度石油製品輸送
等補助金確定額：
4,646,995千円

石油製品販売事業者経営実態
調査件数：59事業者(H24年度)

補助対象経費拡充事業者数：
34事業者(H25年度)、35事業者
（H26～H28）

41 順調 3-11-ア-1
石油製品輸送
等補助事業費

企画部
地域・離

島課

83
新石垣空港の整備
（土木建築部）

航空路の安定的な運航及びネット
ワークの充実を図るための空港整
備。

完了 － － － － － － － －
空港本体工事
ターミナルビル工事

1空港 44 － 3-11-ウ-1
新石垣空港の
整備

土木建築
部

空港課

84
伊平屋空港の整備
（土木建築部）

航空路の安定的な運航及びネット
ワークの充実を図るための空港整
備。

大幅遅
れ

就航会社の航空機材に併せた基
本設計を実施した。

1空港（伊平屋空港）
基本設計に基づき、環境影響評
価の補正を行った。

1空港 19,440
事業化に向けて、環境影響評価
補正の一部補正を行うととも
に、気象観測調査を行った。

１空港
27,517

(15,205)

事業化に向けて、基本設計を実施し、環境
影響評価補正の一部補正を行うとともに、
気象観測調査を行った。

1空港 44
大幅遅

れ
3-11-ウ-1

伊平屋空港の
整備

土木建築
部

空港課

85
粟国空港の整備
（土木建築部）

航空路の安定的な運航及びネット
ワークの充実を図るための滑走路の
整備。

順調
滑走路更新整備を行うととも
に、場周柵更新に必要な予算を
確保した。

1空港（粟国空港） 場周柵更新 1空港

182,300
(182,300)
12,752
(9,000)

エプロン改良整備に向けた検討
を行った。

１空港 0

基本設計
実施設計
舗装工事
場周柵更新工事

1空港 44 順調 3-11-ウ-1
粟国空港の整
備

土木建築
部

空港課

86
離島空港の更新整備
（土木建築部）

航空路の安定的な運航及びネット
ワークの充実を図るための施設の更
新整備。

順調 離島空港の更新整備を行った。
４空港（粟国、久米
島、南大東、宮古空
港）

離島空港の更新整備を行った
４空港（粟国、久米
島、南大東、宮古空
港）

817,571
(220,755)
680,000

(680,000)
20,000
(0)

離島空港の更新整備を行った。 ４空港 1,521,821
供用中の空港において、滑走路、着陸帯及
び場周柵等の補修を行った。

7空港 44 順調 3-11-ウ-1
離島空港の更
新整備

土木建築
部

空港課

86-2
離島空港交流拠点形成事
業
（土木建築部）

離島の観光振興及び定住化促進を図
るため、新たに19人乗り航空機の就
航する粟国空港と波照間空港におい
て、交流拠点となるターミナルビル
を整備する。

やや遅
れ

ターミナルビル実施設計 ２空港 波照間空港ターミナルビル整備 ２空港
254,597

(100,185)
波照間空港ターミナルビル整備 １空港

180,889
(92,621)

実施設計
波照間ターミナルビル整備工事

2空港 H26新規
やや遅

れ
3-11-ウ-1

土木建築
部

空港課

87
離島空港保安管理対策事業
（土木建築部）

保安施設設置、管理委託・保安検査等
に対する助成、車両突入及び不法侵入
防止対策等の実施。

順調

・保安施設を更新した。
・県管理空港の管理委託を行っ
た。
　・不法侵入防止対策を実施し
た。
・化学消防車を配備した。

7空港(新石垣、宮古、
久米島、与那国、南大
東、北大東、多良間空
港)
11空港（新石垣、宮
古、久米島、与那国、
南大東、北大東、多良
間、粟国、波照間、慶
良間、伊江島空港）
3空港(新石垣、宮古、
南大東空港)
3空港(久米島、粟国、
波照間空港)

保安施設を更新した。
県管理空港の管理委託を行っ
た。
化学消防車を配備した。

６空港
11空港
１空港

1,030,491
保安施設を更新した。
県管理空港の管理委託を行った。
化学消防車を配備した。

1空港
11空港
1空港

1,550,293
保安施設の更新
管理委託
化学消防車の配備

6空港
11空港
3空港

44 順調 3-11-ウ-1
離島空港保安
管理対策事業

土木建築
部

空港課

88
利用促進協議会の運営
（土木建築部）

航空路の安定的な運航及びネット
ワークの充実を図るための施設の更
新整備。

やや遅
れ

利用促進協議会設立・運営を行
う。

0件（離島分） 沖縄の空港展開催 1回 951 沖縄の空港展開催 1回（離島は０回） 287
利用促進協議会設立・運営
沖縄の空港展開催

1空港
1回

44
やや遅

れ
3-11-ウ-1

利用促進協議
会運営

土木建築
部

空港課

88-2

離島空港ちゅらゲート
ウェイ事業
（環境部）

キャンペーンの実施や広報宣伝活
動、活動に取り組む人材への支援、
空港施設の利便性向上等。

順調
空港ターミナルビル周辺に飾花活
動を行った。

3空港（新石垣、宮古、久
米島空港）

空港ターミナルビル周辺に飾花
活動を行った。

３空港（新石垣、宮
古、久米島空港）

11,000 飾花空港数 3空港 23,739 空港ターミナルビル周辺に飾花活動を行った。
3空港（新石垣、宮古、久米島空
港）

H26新規 順調 3-(2)-ウ-2
離島空港ちゅ
らゲートウェ
イ事業

環境部
環境再生

課
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89
離島航路補助事業
（企画部）

離島航路運営の欠損に対する助成 順調
離島航路の安定的な運航に向け
て、県内14離島航路に対し助成
した。

14航路

離島航路の安定的な運航に向け
て、県内８離島航路の運航によ
り生じた欠損額に対し、国・市
町村と協調して補助した。

８航路 221,056

離島航路の安定的な運航に向け
て、県内5離島航路の運航により
生じた欠損額に対し、国・市町
村と協調して補助した。

５航路 91,768
離島航路の安定的な運航に向けて、県内１
４離島航路運営で生じた欠損に対して、
国、市町村と協調して補助した。

14航路 45 順調 3-11-ウ-2
離島航路補助
事業

企画部
交通政策

課

90
離島航路運航安定化支援
事業
（企画部）

離島航路の船舶建造・購入に対する
助成

順調

伊是名航路の新規建造及び渡名
喜－久米航路の船舶購入に対し
助成した。

2航路

平成26年度から助成している伊
是名航路のほか、新たに座間味
航路及び水納航路の合計３航路
の船舶建造に対し助成した。

３航路 1,473,835
平成27年度から助成している座
間味航路及び水納航路の船舶建
造に対し補助した。

２航路 425,777

伊平屋、与那国、伊是名、座間味及び水納
航路の船舶建造、大東、渡嘉敷及び久米・
渡名喜航路の船舶購入に対し助成し、航路
運営の安定化が図られた。また、平成２４
年度から３３年度において、更新対象とな
る船舶を年次ごとに位置づけた「離島航路
船舶更新支援計画」を見直した。

8航路 45 順調 3-11-ウ-2
離島航路運航
安定化支援事
業

企画部
交通政策

課

91
漁港施設機能強化事業
（農林水産部）

港湾機能をもった離島漁港における
定期船バ-スの耐震化や定期船の就
航率の向上を図るための施設整備

順調
定期船が就航する久部良漁港に
おいて、岸壁の耐震化を図るた
めの工事を実施

２地区（与那国島、波
照間島）

定期船が就航する波照間漁港に
おいて、岸壁の耐震化を図るた
めの工事を実施

１地区（波照間島）
253,466

(113,910)

定期船が就航する波照間漁港に
おいて、岸壁の耐震化を図るた
めの工事を実施

1地区　（波照間漁港） 113,644
定期船が就航する久部良漁港及び波照間漁
港において、岸壁の耐震化を図るための工
事を実施

２地区 45 順調 3-11-ウ-2

交通基盤の整
備と交通ネッ
トワークの充
実強化（海上
交通）

農林水産
部

漁港漁場
課

92
平良港の整備
（土木建築部）

漲水地区再編事業及び静穏度確保の
ための防波堤整備

順調
国直轄による、耐震強化岸壁整
備、ふ頭用地、臨港道路、緑地
等の整備

整備中
国直轄による、耐震強化岸壁整
備、ふ頭用地、臨港道路、緑地
等の整備

整備中 -
国直轄による、耐震強化岸壁整
備、ふ頭用地、臨港道路、緑地
等の整備

整備中 -

平良港において、大規模な地震が発生した
場合の海上交通の安全性・安定性を確保す
るため、耐震強化岸壁の整備を推進し、港
湾機能の向上を図る。

整備中 45 順調 3-11-ウ-2
平良港湾改修
事業

土木建築
部

港湾課

93
石垣港の整備
（土木建築部）

八重山圏域の国際交流の拠点とし
て、５万トン級大型旅客船タ-ミナ
ル等の整備を促進し、引き続き、7
万トン級大型旅客船に対応した施設
への拡張及び国際貨物岸壁の整備を
進める。また、人工海浜や離島タ-
ミナルの整備を進める。

順調
国直轄により、岸壁・防波堤・
泊地浚渫等の整備を行った。

整備中
国直轄により、岸壁・防波堤・
泊地浚渫等の整備を行った。

整備中 -
国直轄により、岸壁・防波堤・
泊地浚渫等の整備を行った。

整備中 -
石垣港において、海上交通の安全性・安定
性を確保するため、岸壁・防波堤の整備を
行い、港湾機能の向上を図る。

整備中 45 順調 3-11-ウ-2
石垣港港湾改
修事業

土木建築
部

港湾課

94
伊江港整備事業
（土木建築部）

港湾機能の向上を図るため防波堤、
臨港交通施設、岸壁嵩上げ等の整備

完了 － － － － － － － －
伊江港において、港内の船舶航行、接岸時
における船舶の動揺を抑えるため防波堤の
整備を行い、港湾機能の向上を図った。

完了 45 － 3-11-ウ-2
伊江港整備事
業

土木建築
部

港湾課

95
前泊港整備事業
（土木建築部）

港湾機能の向上を図るため防波堤等
の整備

完了
防波堤本体ブロックの製作
（L=10m）を完了した。

全長Ｌ＝784ｍ 防波堤の整備を完了した。 全長L=794m
58,053
(0)

－ － －
前泊港において、港内の船舶航行、接岸時
おける船舶の動揺を抑えるため防波堤の整
備を行い、港湾機能の向上を図った。

完了 45 － 3-11-ウ-2
前泊港整備事
業

土木建築
部

港湾課

96
兼城港整備事業
（土木建築部）

港湾機能の向上を図るため岸壁、港
湾施設用地等の整備

やや遅
れ

兼城地区において岸壁の整備
（68m）を行った。また、花咲地
区は公有水面埋立免許を12月に
取得した。

68ｍ、公有水面埋め立
て免許取得

　兼城地区において岸壁の整備
（22m）を行った。また、花咲地
区は地盤地盤工事(30m)、岸壁工
事（8.5m）及びブロック製作工
事（20m）を行った。

岸壁整備（兼城地区）
L=22.0m
岸壁整備（花咲地区）
L=8.5m

422,015
(276,136)

兼城地区において岸壁の整備
（48m）を行った。また、花咲地
区は岸壁の整備（24m）を行っ
た。

岸壁整備（兼城地区）
L=48m
岸壁整備（花咲地区）
L=24m

385,010

兼城港の兼城地区及び花咲地区において、
安全な船舶の係留及び人や貨物の積み卸し
ができるよう、岸壁整備を行い港湾機能向
上を図る。

整備中 46
やや遅

れ
3-11-ウ-2

兼城港整備事
業

土木建築
部

港湾課

97
南大東港整備事業
（土木建築部）

港湾機能の向上を図るため岸壁、泊
地浚渫等の整備

やや遅
れ

亀池地区において泊地浚渫の整
備（820㎡）を行った。

浚渫面積820ｍ2

・亀池地区において岸壁の整備
（10ｍ）を行った。
・西地区において岸壁の調査測
量設計を行った。

亀池地区岸壁整備
（10m）
西地区実施設計

108,223
(50,111)

・亀池地区において岸壁の整備
（10ｍ）を行った。
・西地区において岸壁基礎工の
整備（20本）を行った。

岸壁整備L=10m
岸壁基礎工N=20本

409,612
南大東港において、安全な船舶の係留及び
人や貨物の積み卸しができるよう、岸壁整
備を行い港湾機能向上を図る。

整備中 46
やや遅

れ
3-11-ウ-2

南大東港整備
事業

土木建築
部

港湾課

98
北大東港整備事業
（土木建築部）

港湾機能の向上を図るため岸壁、泊
地浚渫等の整備

やや遅
れ

江崎地区において、岸壁の整備
（5ｍ）を行った。

岸壁の整備５ｍ
江崎地区において前年度に引き
続き岸壁の整備（10ｍ）を行
う。

江崎地区岸壁の整備
(15m)

111,875
(111,875)

江崎地区において泊地浚渫の整
備を行う予定であったが、入札
不調のため他事業へ予算を振り
替えることになった。

－ 110,000

北大東港は港湾施設用地が狭小であるた
め、荷役作業の効率が悪く危険であること
から港湾施設用地の拡張を行う。また、天
候の急変から、波が港湾施設用地へ溯上
し、貨物が流される恐れがあることから、
岸壁の嵩上げを行い、港湾機能の向上を図
る。

整備中 46
やや遅

れ
3-11-ウ-2

北大東港整備
事業

土木建築
部

港湾課

99
浮き桟橋整備事業
（土木建築部）

港湾機能の向上及びユニバ-サルデ
ザインの視点を取り入れた浮き桟橋
の整備

やや遅
れ

・前年度に引き続き、長山港、
多良間港の浮き桟橋の整備を行
い、完成した。
・渡嘉敷港の浮き桟橋工事にお
いて、不測の事態により年度内
に完成することができなかっ
た。

浮き桟橋の整備完了
２基
（長山港、多良間港）

渡嘉敷港の浮き桟橋の整備を行
い完成した。

浮き桟橋の整備完了
１基
（渡嘉敷港）

13,457
(13,457)

前泊港の浮き桟橋の設計を実施
した。

－ 21,600
離島港湾において、船舶への乗り降りや貨
物の積み卸しの安全性、利便性を確保する
ため浮桟橋の整備を行う。

整備中 46
やや遅

れ
3-11-ウ-2

浮桟橋整備事
業

土木建築
部

港湾課

100
仲田港整備事業
（土木建築部）

港湾機能の向上を図るための岸壁整
備

やや遅
れ

岸壁延伸工事の発注手続きを
行ったが、度重なる入札不調に
より工事契約を行うことができ
なかった。

岸壁延伸　一式
岸壁延伸工事実施に向けた調整
を行った。

－ －
岸壁延伸工事実施に向けた調整
を行った。

－ －
仲田港において、接岸時における船舶の動
揺を抑えるため岸壁の延伸を行い、港湾機
能の向上を図る。

整備中 46 － 3-11-ウ-2
仲田港整備事
業

土木建築
部

港湾課

101
野甫港整備事業
（土木建築部）

港湾機能の向上を図るための護岸、
航路浚渫等整備

完了
護岸の改良、航路・泊地浚渫を
行った。

完了 － － － － － -
野甫港において、護岸の整備や航路の浚渫
を行うことで、港湾機能の向上を図る。

完了 46 － 3-11-ウ-2
野甫港整備事
業

土木建築
部

港湾課

102
竹富南航路整備事業
（土木建築部）

海上交通の安全性の更なる向上を図
るための航路の整備

大幅遅
れ

小浜航路及び黒島航路の浚渫工
事(5,600㎥)を行った。

浚渫量5,600m2
前年度に引き続き小浜航路及び
黒島航路の浚渫工事（26,100
㎥）を行った。

浚渫量16,540㎥
518,958

(210,606)

前年度に引き続き小浜航路及び
黒島航路の浚渫工事（16,000
㎥）を行った。なお、年度別計
画については環境対策工法を検
討した結果、小浜航路が平成29
年度まで、黒島航路が平成28年
度まで延長となった。

航路浚渫V=16,000m3
456,558

(191,648)

現在の竹富南航路は、サンゴ礁海域に位置
し、航路幅が狭小であることから、近年、
大幅に増加する観光客および貨物の輸送、
船舶の大型化に対応するため航路浚渫を行
う。

整備中 46
大幅遅

れ
3-11-ウ-2

竹富南航路整
備事業

土木建築
部

港湾課
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103
港湾機能向上検討対策事
業
（土木建築部）

祖納港（与那国町）・粟国港（粟国
村）における静穏度向上検討、対応
策の策定及び対策実施。

順調

・粟国港における港内静穏度対
策として、消波護岸等の対策工
を決定した。
・伊江港において、港内静穏度
対策のための波浪観測等の調査
を行った。

粟国港完了
伊江港継続中

・伊江港における港内静穏度対
策として、対策工等の検討をお
こなった。
・仲田港において港内静穏度対
策のための波浪観測等の調査を
行った。

粟国港完了
伊江港継続中
仲田港継続中

32,608
(2,792)

伊江港における港内静穏度対策
として、対策工等の検討をおこ
なった。また、仲田港において
港内静穏度対策のための波浪観
測等の調査を行った。

粟国港完了
伊江港完了
仲田港継続中

39，515
(14，515)

本事業は、長周期波等を含む波浪特性から
港内の静穏度が十分に確保されていない粟
国港、祖納港の短期的、長期的な解決策を
提案し、港湾機能向上のための方策を検討
し、対策を実施する。

整備中 46 － 3-11-ウ-2
港湾機能向上
検討事業

土木建築
部

港湾課

104
那覇港泊ふ頭施設整備事
業（那覇港管理組合）
（土木建築部）

泊ふ頭における陸上電力供給施設・
利便性向上施設の整備

やや遅
れ

H27着手予定 － H28着手予定 － － 設計業務の実施
実施設計の完了
整備工事未着手

26,052 － － 46 － － －
土木建築

部
港湾課

104-2
多良間港の整備
（土木建築部）

多良間港において、船舶航行の安全
性を確保するため、航路浚渫を行
う。

順調
浚渫工事の実施に向けた調査測
量等業務を行った。

航路浚渫　一式 浚渫工事を行った。 航路浚渫　一式
63,523

(15,626)
浚渫工事を行った。 航路浚渫　一式

278,370
(28,370)

現在の多良間港においては航路幅が狭いこ
とから、船舶の安全性確保のため航路浚渫
を行い、港湾機能の向上を図る。

整備中 H26新規 順調 3-11-ウ-2
多良間港整備
事業

土木建築
部

港湾課

104-3
離島港湾振興事業
（土木建築部）

離島港湾において、小型船たまり、
補助的防波堤等の整備を行う。

やや遅
れ

－ －

船浦港（上原地区）では物揚場
45m、竹富東港では船揚場改良
50mと泊地浚渫730㎡の整備を
行った。他港においても各施設
完成に向けて事業推進を図っ
た。

船浦港：物揚場45m
竹富東港：船揚場改良
50m
泊地浚渫730㎡

1,239,208
(393,046)

小浜港では環境調査を実施し、
船浮港では物揚場10mの整備を
行った。また、中城湾港（津堅
地区）では防波堤50mの整備を
行った。他港においても各施設
完成に向けて事業推進を図っ
た。

船浮港：物揚場10m
津堅地区：防波堤50m

1,971,772
(463,146)

離島港湾における各種整備を通じて、港内
における船舶の安全な航行、船舶の安全な
係留及び保管能力の向上が図る。

整備中 H27新規
やや遅

れ
3-11-ウ-2 －

土木建築
部

港湾課

104-4
離島利便施設整備事業
（土木建築部）

離島港湾において、炎天下・雨天時
にも生活物資の貨物の一時保管、受
け渡しが効率的かつ快適に行えるよ
う、岸壁背後に屋根付き利便施設を
整備する。（土木建築部）

順調 － － － － －

平成28年度は座間味港、船浦港
（上原地区）、竹富東港にて実
施設計に着手した。他港におい
ても事業推進を図った。

－
17,000
(0)

離島においては、港湾は島民の生活用品な
どを取り扱うことから、生活に密着した社
会資本の一つであり、本事業においては、
悪天候時でも荷役が可能な屋根付荷捌き施
設を整備する。

整備中 H28新規 順調 3-11-ウ-2
土木建築

部
港湾課

105
バス路線補助事業
（企画部）

バス路線補助事業（運行費補助等）
による離島生活バス路線の確保・維
持

順調
離島５市町村２０路線の欠損に
対して、市町村と協調して補助
を実施した。

２０路線
離島５市町村１９路線の欠損に
対して、市町村と協調して補助
を実施した。

19路線 55,961
離島５市町村１９路線の欠損に
対して、市町村と協調して補助
を実施した。

19路線 63,212
離島市町村におけるバス路線の欠損に対し
て、市町村と協調して補助を実施した。

96路線 47 順調 3-11-ウ-3

バス路線補助
事業（生活バ
ス路線確保対
策）

企画部
交通政策

課

106
定住を支援する道路整備
（土木建築部）

生活利便性の向上を図るため、生活
に密着した道路の拡幅整備等を行
う。

やや遅
れ

平良下地島空港線（伊良部大
橋）(橋梁工事等)、マクラム通
り線(改良工事等)、石垣空港線
(改良工事等)等の整備を行い、
平成27年1月に伊良部大橋が開通
した。

完了区間数(累計)：7区
間

平良下地島空港線(橋梁工事
等)、マクラム通り線(改良工事
等)、石垣空港線(用地補償、改
良工事等)の整備を行った。

完了区間数(累計):9区
間

4,476
(4,028)

平良下地島空港線(橋梁工事等)、
マクラム通り線(改良工事等)、石垣
空港線(用地補償、改良工事等)の
整備を行った。

供用区間数(累計):11区
間

4,580,509
(1,754,572)

国道390号（保良工区）、久米島一周線（真
謝）、大浜富野線、伊良部大橋などがこれ
までに供用され、H28年度は白浜南風見線等
を供用した。

供用区間数(累計):11区間 47
やや遅

れ
3-11-ウ-3

定住を支援す
る
道路整備

土木建築
部

道路街路
課

107
生活に密着した道路整備
事業（市町村道）
（土木建築部）

地域の生活基盤の強化、地域活性化
及び良好な生活環境の確保のため、
最も基盤的な社会資本である市町村
道の整備を推進する。

順調

１１市町村（石垣市、宮古島
市、伊江村、渡嘉敷村、座間味
村、北大東村、伊平屋村、伊是
名村、久米島町、竹富町、与那
国町）の道路整備を促進してい
る。

市町村道整備：26路線
（11市町村）

１３市町村（石垣市、宮古島
市、伊江村、渡嘉敷村、座間味
村、粟国村、北大東村、伊平屋
村、伊是名村、久米島町、多良
間村、竹富町、与那国町）の道
路整備を促進している。

市町村道整備：３３路
線（１３市町村）

1,749,456
(536,186)

１４市町村（石垣市、宮古島市、伊
江村、渡嘉敷村、座間味村、粟国
村、北大東村、南大東村、伊平屋
村、伊是名村、久米島町、多良間
村、竹富町、与那国町）の道路整備
を促進している。

市町村道整備：31路線
（14市町村）

1,858,029
(432,033)

14市町村（石垣市、宮古島市、伊江村、渡
嘉敷村、座間味村、粟国村、北大東村、南
大東村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、
多良間村、竹富町、与那国町）の道路整備
を促進している。

市町村道４７路線の整備に着
手している。

47 順調 2-6-ア-5

生活に密着し
た道路整備事
業（市町村
道）

土木建築
部

道路管理
課

108
公共交通利用環境改善事
業
（企画部）

ノンステップバスの導入促進 完了 ノンステップバスの導入支援 4台（石垣島） － － － － － － ノンステップバスの導入支援 14台（石垣島） 47 －

1-3-ア-2
1-3-ウ-1
1-7-ア-1
1-7-ウ-2
3-1-ウ-2

公共交通利用
環境改善事業

企画部
道路街路

課

109

交通拠点間を連結する道
路整備及び交通拠点と中
心市街地、集落等を連結
する道路整備
（土木建築部）

交通拠点間を連結する道路及び交通
拠点と中心市街地、集落等を連結す
る道路の拡幅整備等を行う。

やや遅
れ

平良下地島空港線（伊良部大
橋）(橋梁工事等)、石垣空港線
(改良工事等)等の整備を行い、
平成27年1月に伊良部大橋が開通
した。

完了区間数(累計)：7区
間

平良下地島空港線(橋梁工事
等)、石垣空港線(用地補償、改
良工事等)の整備を行った。

完了区間数(累計):8区
間

3,821
(3,439)

平良下地島空港線(橋梁工事等)、
石垣空港線(用地補償、改良工事
等)の整備を行った。

供用区間数(累計):９区
間

4,197,953
(1,515,892)

国道390号（保良工区）、久米島一周線（真
謝）、大浜富野線、伊良部大橋などがこれ
までに供用され、H28年度は白浜南風見線等
を供用した。

供用区間数(累計):9区間 47
やや遅

れ
3-11-ウ-3

定住を支援す
る
道路整備

土木建築
部

道路街路
課

110
交通安全施設の整備
（土木建築部）

事故危険箇所等において、防護柵や
道路照明、視線誘導標等の交通安全
施設の整備を推進する。

順調
防護柵や滑り止め舗装等を施し
交通事故対策を図った。

石垣島等において防護
柵や滑り止め舗装等を
施し交通事故対策を
図った。

防護柵や滑り止め舗装等を施し
交通事故対策を図った。

石垣島等において防護
柵や滑り止め舗装等を
施し交通事故対策を
図った。

11,012
防護柵や滑り止め舗装等を施し交
通事故対策を図った。

石垣市等において防護
柵や滑り止め舗装等を
施し交通事故対策を
図った。

16,260
（0）

防護柵や滑り止め舗装等を施し交通事故対
策を図った。

防護柵や滑り止め舗装等を施
し交通事故対策を図った。

47 順調
1-7-イ-1
2-4-ア-3

交通安全施設
の整備

土木建築
部

道路管理
課

111
歩行空間の整備
（土木建築部）

歩道未整備箇所や狭隘道路、通学路
等の歩道を整備し、誰もが安全・安
心で快適な生活環境の確保、歩いて
楽しいまちづくりを推進する。

やや遅
れ

国道390号（宮古管内、八重山管
内）、長山港佐良浜港線等にお
いて、歩道を整備した。

歩道設置延長0.6ｋｍ
（宮古島；0.15km）
（石垣島；0.45km）

国道390号（宮古管内）、長山港
佐良浜港線等において、歩道を
整備した。

歩道設置延長0.4ｋｍ
（宮古島；0.4km）

122,772

国道390号（八重山管内）、石垣
港伊原間線、長山港佐良浜港
線、久米島空港真泊線におい
て、歩道を整備した。

歩道設置延長1.1ｋｍ
（宮古島：0.2km）
（石垣市：0.8km）
（久米島町：0.1km）

276,919
（31,411）

国道390号（宮古管内、八重山管内）、長山
港佐良浜港線等において、歩道を整備し
た。

歩道整備延長　3.4km 47 順調
1-7-イ-1
3-2-ウ-1

歩行空間の整
備

土木建築
部

道路管理
課

112
無電柱化推進事業
（土木建築部）

良好な景観や歩行空間の形成、災害
時のライフラインの確保の目的で、
地中化等により主要な道路上から電
柱を無くす事業。

順調
国道390号（宮古島市）、国道
390号（石垣市）において電線類
地中化を推進した。

無電柱化整備延長
3.2km
（宮古島1.7km、石垣島
1.5km)

国道390号（宮古島市）、国道
390号（石垣市）、石垣空港線
（石垣市）において電線類地中
化を推進した。

無電柱化整備延長
1.8km
（宮古島0.82km、石垣
島0.98km)

1,071,192
(566,192)

国道390号（宮古島市）、国道
390号（石垣市）、石垣空港線
（石垣市）において電線類地中
化を推進した。

無電柱化整備延長2.9km
（宮古島0.6km、石垣島
2.3km)

1,716,120
(897,532)

国道390号（宮古島市）、国道390号（石垣
市）、石垣空港線（石垣市）等において電
線類地中化を推進した。

無電柱化整備延長　12.0km 47
やや遅

れ

1-6-ア-2
1-7-イ-1
2-4-イ-2

無電柱化推進
事業

土木建築
部

道路管理
課

113
道路緑化による沖縄らし
い風景の創出
（土木建築部）

花や緑あふれる魅力ある県土形成の
ため、道路緑化を推進し沖縄らしい
風景づくりを推進する。

順調
沿道空間における除草や街路樹
の剪定等を実施した。

道路緑化・育成管理延
長　20km

沿道空間における除草や街路樹
の剪定等を実施した。

道路緑化・育成管理延
長　20km

168,963
沿道空間における除草や街路樹
の剪定等を実施した。

道路緑化・育成管理延
長　20km

192,471
沿道空間における除草や街路樹の剪定等を
実施した。

道路緑化・育成管理延長
20km

47 順調 1-7-イ-1
道路緑化によ
る沖縄らしい
風景の創出

土木建築
部

道路管理
課

114
街路樹の植栽・適正管理
（土木建築部）

誰もが安全かつ安心して快適に暮ら
せる質の高い生活環境を実現するた
め、街路樹の植栽及び適正管理を推
進する。

順調
ボランティアの活用も図りつ
つ、県管理道路の除草等の植栽
管理を実施した。

植栽管理頻度　2回／年
ボランティアの活用も図りつ
つ、県管理道路の除草等の植栽
管理を実施した。

植栽管理頻度　2.5回／
年

168,963
ボランティアの活用も図りつ
つ、県管理道路の除草等の植栽
管理を実施した。

植栽管理頻度　3.4回／
年

192,471
ボランティアの活用も図りつつ、県管理道
路の除草等の植栽管理を実施した。

植栽管理頻度　3.4回／年 47 順調 1-7-イ-1
街路樹の植
栽・適正管理

土木建築
部

道路管理
課

115
街路整備事業(離島)
（土木建築部）

安全で快適なゆとりある道路空間を
創出するため、歩道の設置や必要幅
員の確保に取り組む。

順調
マクラム通り線(改良工事等)等
の整備を行った。

完了区間数(累計)：0区
間

市場通り線（用地補償、改良工
事）及びマクラム通線（用地補
償、改良工事）の整備を行っ
た。

完了区間数(累計):1区
間

408
(367)

市場通り線（用地補償、改良工
事）及びマクラム通り線（用地
補償、改良工事）の整備を行っ
た。

供用区間数(累計):2区
間

382,556
(238,630)

H25年度に市場通り線(西里～仲宗根)、H28
年度に市場通り線(仲宗根工区)を供用し
た。

完了区間数(累計):2区間 47 順調 3-11-ウ-3
定住を支援す
る
道路整備

土木建築
部

道路街路
課
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Ｈ28

116
自転車利用環境の整備
（土木建築部）

既存道路に自転車走行位置を明示す
ることにより、自転車の利用促進に
よる低炭素型社会の実現を推進する

離島実
施無し

H27着手予定 － H28着手予定 － － － － － － － 48
大幅遅

れ
1-3-ウ-1
1-7-ウ-3

自転車利用環
境の整備

土木建築
部

道路管理
課

117
離島航路補助事業
（企画部）

離島航路運営の欠損に対する助成 順調
離島航路の安定的な運航に向けて、
県内14離島航路に対し助成した。

14航路

離島航路の安定的な運航に向け
て、県内８離島航路の運航によ
り生じた欠損額に対し、国・市
町村と協調して補助した。

８航路 221,056

離島航路の安定的な運航に向け
て、県内5離島航路の運航により
生じた欠損額に対し、国・市町
村と協調して補助した。

５航路 91,768
離島航路の安定的な運航に向けて、県内１
４離島航路運営で生じた欠損に対して、
国、市町村と協調して補助した。

14航路 48 順調 3-11-ウ-2
離島航路補助
事業

企画部
交通政策

課

118
離島航路運航安定化支援
事業
（企画部）

離島航路の船舶建造・購入に対する
助成

順調

伊是名航路の新規建造及び渡名喜－
久米航路の船舶購入に対し助成し
た。

2航路

平成26年度から助成している伊
是名航路のほか、新たに座間味
航路及び水納航路の合計３航路
の船舶建造に対し助成した。

３航路 1,473,835
平成27年度から助成している座
間味航路及び水納航路の船舶建
造に対し補助した。

２航路 425,377

伊平屋、与那国、伊是名、座間味及び水納
航路の船舶建造、大東、渡嘉敷及び久米・
渡名喜航路の船舶購入に対し助成し、航路
運営の安定化が図られた。また、平成２４
年度から３３年度において、更新対象とな
る船舶を年次ごとに位置づけた「離島航路
船舶更新支援計画」を見直した。

8航路 48 順調 3-11-ウ-2
離島航路運航
安定化支援事
業

企画部
交通政策

課

119
バス路線補助事業
（企画部）

バス路線補助事業（運行費補助等）
による離島生活バス路線の確保・維
持

順調
離島５市町村２０路線の欠損に
対して、市町村と協調して補助
を実施した。

２０路線
離島５市町村１９路線の欠損に
対して、市町村と協調して補助
を実施した。

１９路線 55,961
離島５市町村１９路線の欠損に
対して、市町村と協調して補助
を実施した。

１９路線 63,212
離島市町村におけるバス路線の欠損に対し
て、市町村と協調して補助を実施した。

96路線 47 順調 3-11-ウ-3

バス路線補助
事業（生活バ
ス路線確保対
策）

企画部
交通政策

課

120
離島航空路運航費補助
（企画部）

離島航空路線の運行費欠損に対する
補填を行い、路線の確保維持を図
る。

順調
路線収支に損失を計上した2路線
について補助金の交付を行っ
た。

補助路線数：2路線
（那覇－粟国、那覇－
与那国）

路線収支に損失を計上した2路線
について補助金の交付を行っ
た。

補助路線数：2路線
（那覇－粟国、那覇－
与那国）

108,568

離島航空路線の確保、維持を図
り、離島地域の振興及び離島住
民の生活の安定と向上を図るた
め、離島航空路の路線収支の 経
 常損失額に対する補助を行 うっ
た。

１路線
50,000

1,841,975
路線収支に損失を計上した1～2路線につい
て補助金の交付を行った。

補助路線数：1～2路線 48 順調 3-11-ウ-1

離島空路確保
対策事業費
（運航費補
助）

企画部
交通政策

課

121
航空機等購入費補助
（企画部）

離島路線に就航する航空機購入費の
補助

順調

那覇―粟国路線を就航する航空
機の老朽化に伴う新機材及び石
垣拠点の再開に必要な航空機を
確保するため、2機の航空機の購
入費用について、国と協調し、
補助した。

補助機材数：2機
（粟国1機、多良間及び
波照間1機）

RACが保有する航空機2機が老朽
化していることから、2機の航空
機の購入費用について、国と協
調し、補助金の交付を行った。

補助機材数：2機 1,767,430

離島航空路線の確保、維持を図
り、離島地域の振興及び離島住
民の生活の安定と向上を図るた
め、離島に就航させる航空機の
購入費用を補助 するした。

２機 1,789,078

那覇―粟国路線を就航する航空機の経年劣
化に伴う新機材及び石垣拠点の再開に必要
な航空機を確保するため、2機の航空機の購
入費用について、国と協調し、補助した。
県内離島路線の多くを運航するＲＡＣの航
空機の経年劣化に伴う新機材の購入費用に
ついて国と協調し、補助した。

補助機材数：6機 48 順調 3-11-ウ-1

離島空路確保
対策事業費
（航空機購入
費補助）

企画部
交通政策

課

122

地域公共交通確保維持事
業（地域内フィーダー系
統）
（企画部）

地域内の日常生活に必要不可欠な移
動手段の確保に向けて、市町村を主
体とした協議会が取り組み、国の補
助金を活用したバス路線（フィー
ダー系統）の運行を行う。

順調
座間味村、伊平屋村、石垣市、
粟国村が主体となって取り組む
協議回へ参加した。

協議会への参加
座間味村、伊平屋村、石垣市、
粟国村が主体となって取り組む
協議回へ参加した。

協議会への参加 －

県は市町村が主体となって設置
している市町村協議会の構成員
として会議に参加し、地域住民
の移動手段の確保・維持を支援
した。

協議会への参加 -
座間味村、伊平屋村、石垣市、粟国村が主
体となって取り組む協議回へ参加した。

協議会への参加 48 順調 3-11-ウ-3

地域公共交通
確保維持事業
（地域内
フィーダー系
統）

企画部
交通政策

課

123

離島児童・生徒支援セン
ター（仮称）の整備・運
営
（教育庁）

離島の子どもたちの進学に伴う様々
な負担の軽減を図るため、寮や教育
緒活動で交流できる機能など複合的
な機能を持った離島児童・生徒支援
センター（仮称）を整備、運営す
る。

順調
建築現場で確認された埋蔵文化
財の発掘調査及びその後の支援
センター建築工事を実施した。

建築工事の実施

平成27年12月15日に建築工事を
竣工し、備品等を整備し、平成
28年１月４日に開所した。平成
27年度は、高校１、２年生20名
が入寮し、また、28年度の新１
年生については、すべての対象
離島にて住民説明会を行い、施
設の周知を図った結果、満室に
達し、42名の入寮を内定した。

建築工事の実施
797,354

(743,354)

64人の生徒が入寮し、舎監によ
る生活指導、事務職員による施
設管理等を行った。

入寮者数　64名 45,998

・離島児童生徒支援センターの整備に向け
た委託調査を実施、それを基に設置方針を
策定した。
・また、関係離島町村等の意見・要望等を
踏まえ、設計業務をとりまとめ、同設計に
基づき建築工事に着手した。
・さらに、建築現場で確認された埋蔵文化
財の発掘調査及びその後の支援センター建
築工事を実施し、平成28年１月に開所し
た。

設置方針の策定（設置場所、
規模等）
基本実施設計
建築工事の実施
施設開所
入寮者数64名（H28年度）

53 順調
3-11-イ-2
5-2-ｱｰ1

離島児童・生
徒支援セン
ター（仮称）
の整備・運営

教育庁
教育支援

課

124
離島教育活動派遣支援事業
（教育庁）

教育諸活動に係る県内外への派遣支
援

順調

航空会社に対して、大会派遣等
に伴う航空運賃にＳＥ運賃（学
校研修割引運賃）を適用しても
らうよう要請した。

航空会社からは要請に
対し、７月から８月の
時期は全国共通である
ため沖縄だけの設定は
難しいこと。他の時期
については検討する余
地はある旨の回答を得
る。

中学校体育連盟に補助金を交付
し、県中学校総合体育大会にお
ける離島地区生徒の派遣費を補
助した。

県中学校総合体育大会
離島地区生徒参加者
1,019人(40校)※伊江村
27人、伊是名村26人、
伊平屋村14人、久米島
町16人、南大東村15
人、北大東村7人、粟国
村7人、渡嘉敷村8人、
宮古島市426人、多良間
村27人、石垣市397人、
竹富町36人、与那国町
13人

3626

中学校体育連盟に補助金を交付
し、県中学校総合体育大会にお
ける離島地区生徒の派遣費を補
助した。

県中学校総合体育大会
離島地区生徒参加者969
人(36校)      ※伊江
村37人、伊是名村14
人、伊平屋村24人、南
大東村6人、北大東村3
人、粟国村14人、渡嘉
敷村7人、座間味村6
人、宮古島市420人、多
良間村12人、石垣市398
人、竹富町28人

4,394

航空会社に対して、大会派遣等に伴う航空
運賃にＳＥ運賃（学校研修割引運賃）を適
用してもらうよう要請したが、全国共通の
制度であるため適用されなかった。そのた
め、中学校体育連盟への補助金を増額する
方向で検討した結果、派遣費補助が予算化
され、中学校体育連盟に補助金を交付し、
離島地区生徒の派遣費総額における保護者
の負担軽減を図った。

航空会社からは要請に対し、
７月から８月の時期は全国共
通であるため沖縄だけの設定
は難しいこと。市町村の派遣
費補助状況を鑑みながら、学
校体育関係団体への補助金増
額を検討した結果、その予算
化が図られ、4,394千円の補助
を行った。

53 順調
3-11-イ-2
5-2-ｱ-1

離島教育活動
派遣支援事業

教育庁
保健体育

課

125
複式学級教育環境改善事業
（教育庁）

個々の学年に応じたきめ細かな指導を
実現するため、離島等における８名以
上の複式学級を有する小学校へ学習
支援員としての非常勤講師を派遣し、
児童生徒の「確かな学力」の向上を図
る。

やや遅
れ

8名以上の複式学級を有する小学
校へ非常勤講師を派遣

離島における児童数８名以
上の複式学級を有する小学
校32学級へ非常勤講師31名
を派遣

（学級数内訳）
久米島　　３
北大東島　２
渡嘉敷島　２
座間味島　２（未派遣１）
粟国島　　２
宮古島　　５
石垣島　　５
竹富島　　１
小浜島　　２
波照間島　２
西表島　　３
与那国島　３

8名以上の複式学級を有する小学
校へ非常勤講師を派遣

離島における児童数８名以
上の複式学級を有する小学
校36学級へ非常勤講師39名
を派遣

（学級数内訳）
久米島　　３
北大東島　２
渡嘉敷島　１
座間味島　２（未派遣１）
粟国島　　２（未派遣１）
宮古島　　６
石垣島　１０
竹富島　　３（未派遣１）
小浜島　　２
波照間島　２
西表島　　３
与那国島　３

55280
8名以上の複式学級を有する小学
校へ非常勤講師を派遣

離島における児童数８名以
上の複式学級を有する小学
校26学級へ非常勤講師26名
を派遣

（学級数内訳）
野甫島　１
久米島　　３
北大東島　２
渡嘉敷島　３（未派遣３）
座間味島　２（未派遣１）
粟国島　　２（未派遣１）
宮古島　　４
石垣島　　７
小浜島　　２
波照間島　１
西表島　　２
与那国島　２

58,722
８名以上の複式学級を有する小学校へ非常
勤講師を派遣

派遣対象151学級へ、延べ150
名の非常勤講師を派遣

53 順調
3-11-イ-2
5-2-ア-1

複式学級教育
環境改善事業

教育庁
学校人事

課

126
離島・へき地における学
習支援事業
（教育庁）

市町村が実施する生徒の高校入試結
果改善の取組に対し支援を実施す
る。

順調

６市町村（国頭村、南城市〈久
高島〉、久米島町、南大東村、
多良間村、竹富町）の９カ所に
学習支援室を設置し、高校入試
へ向けた学習支援を行った。

６市町村（国頭村、南
城市〈久高島〉、久米
島町、南大東村、多良
間村、竹富町）９カ所
に支援室を設置

－ － －

離島、へき地にあたる１８市町
村のうち、１４市町村の学校へ
支援訪問を実施することができ
た。

６教育事務所管内の１
４市町村で実施

－

伊是名村、南大東村、久米島町、多良間
村、竹富町、南城市（久高島）の６市町村
25か所に学習支援員を配置し、中３生徒へ
高等学校入試へ向けた学習支援を実施し
た。（平成26年度事業終了）

６市町村25か所に支援室を設
置

53 －
3-11-イ-2
5-2-ア-1

離島・へき地
における学習
支援事業

教育庁
義務教育

課

127
離島読書活動支援事業
（教育庁）

移動図書館による児童生徒への読書
サービスの支援。

順調
移動図書館の開催に合わせて、
読み聞かせ、講演会等を行い読
書サービスの充実を図った。

移動図書館実施回数
（33回）
本島周辺離島（18回872
人5,965冊）
八重山地域（15回757人
5,040冊）

移動図書館の開催に合わせて、
読み聞かせ、講演会等を行い読
書サービスの充実を図った。

移動図書館実施回数
（33回）
本島周辺離島（18回871
人6,044冊）
八重山地域（15回817人
5,448冊）

14494
移動図書館の開催に合わせて、
読み聞かせ、講演会等を行い読
書サービスの充実を図った。

移動図書館実施回（37回）
本島周辺離島（21回1,014
人8,587冊）
八重山地（15回720人6,023
冊）宮古地域（１回54人
355冊）

14,493
移動図書館の開催に合わせて、読み聞か
せ、講演会等を行い読書サービスの充実を
図った。

移動図書館実施回数
H24 30回
H25 33回
H26 33回
H27 33回
H28 37回

53 順調
3-11-イ-2
5-2-ア-1

離島読書活動
支援事業

教育庁
生涯学習
振興課



活動概要 活動実績値 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値

実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

128
離島・へき地における情
報通信環境の整備
（教育庁）

離島・へき地に所在する学校の教育
用PC等の整備・通信回線の高速化。
（超高速インターネット接続率
H24：42.9％→H28：70.0％）

順調

離島過疎地域の県立学校におけ
る超高速インターネット接続率
は、計画値61.0％に対して、実
績値57.1％と、計画を若干下
回っているが、ほぼ計画通りで
ある。

離島へき地の県立学校
における超高速イン
ターネット接続率：
57.1％(26年)

本事業はインターネットを活用
した生徒の学力向上を図ること
などを目的に県立学校等におけ
る通信料等を負担している。平
成27年度は、超高速回線の水準
を維持しつつ、通信コストの削
減のため、一般競争入札を実施
し、契約を一本化した。

離島へき地の県立学校
における超高速イン
ターネット接続率
60.9％(27年3月)

18314

本事業はインターネットを活用
した生徒の学力向上を図ること
などを目的に県立学校等におけ
る通信料等を負担している。平
成28年度は、超高速回線の水準
を維持しつつ、回線事業者と超
高速回線への移行の協議を行っ
た。

離島へき地の県立学校
における超高速イン
ターネット接続率
62.3％(28年3月)

17,396

・県立学校及び病院内訪問学級の通信回線
を超高速回線へ移行した。
・離島過疎地域における超高速インター
ネット接続率は、計画値70.0％に対して、
実績値62.3％と、計画を若干下回っている
が、ほぼ計画通りである。
　※超高速回線とは30Mbps以上

超高速インターネット接続率
(離島へき地の県立学校におけ
る超高速回線接続校数/離島へ
き地の県立学校数)：
50.0%(24年)
53.8%(25年)
57.1％(26年)
60.9％(27年)
62.3％(28年)

53 順調
3-11-イ-2
5-2-ア-1

離島へき地に
おける情報通
信環境の整備

教育庁
教育支援

課

129
離島高校生修学支援事業
（教育庁）

高校未設置離島出身の生徒を対象
に、居住費、通学費の支援を行う。

順調

当事業では、年度別の活動指標
は設定していないが、少子化が
進む中、制度創設時(H24)の実績
値(552人)と比較して、平成26年
度の実績値は519人となり、創設
時の支援実績をおおむね維持(約
94％)していることから、順調で
あると判断できる。

支援対象者：519名(14
市町村)

高校未設置の離島出身の高校生
502人を対象に、居住や通学に要
する経費を支援した。

支援対象者：502人(15
市町村)

31800
高校未設置の離島出身の高校生
542人を対象に、居住や通学に要
する経費を支援した。

支援対象者：542人(15
市町村)

33,460

・高校未設置離島の高校生を対象に、通学
費や居住費等に要する経費を支援した。
・支援生徒数は年度によって変動はあるも
のの、支援生徒数の対象離島出身生徒数
（出身離島の中学生の数）に占める割合は
増加している。

支援生徒数：
552人(24年度)
557名(25年度)
519名(26年度)
502名(27年度)
542人(28年度)

53 順調
3-11-イ-2
5-2-ア-1

離島高校生修
学支援事業

教育庁
教育支援

課

130
要保護・準要保護児童生
徒就学援助事業
（教育庁）

経済的理由により就学困難と認めら
れる小・中学校の児童生徒の保護者
に対し、市町村が学用品費等の支援
を行う。

順調

離島15市町村において、経済的
理由によって就学困難となって
いる小・中学校の児童及び生徒
2,188人(平成26年度)に対し、学
用品費等にかかる就学援助を実
施した。

学用品費等受給者数(離
島15市町村)：2,188人
（平成26年度)

生活保護法に規定する要保護者
及び要保護者に準ずる程度に困
窮している準要保護者、2,144人
（平成27年度速報値）に対して
学用品費や学校給食費等の費用
を補助するなどの就学援助を
行った。

学用品費等受給者数(離
島15市町村)：2,144
（平成27年度速報値）

-

生活保護法に規定する要保護者
及び要保護者に準ずる程度に困
窮している準要保護者（計2,144
人（27年度速報））に対して学
用品費や学校給食費等の費用を
補助するなどの就学援助を行っ
た。

学用品費等受給者数(離
島15市町村)：2,144人
（H27年度速報）

-

生活保護法に規定する要保護者及び要保護
者に準ずる程度に困窮している準要保護者
に対して学用品費や学校給食費等の費用を
補助するなどの就学援助を行った。

学用品費等受給者数(離島15市
町村)：
2,066人(24年)
2,185人(25年)
2,183人（26年）
2,144人（H27年度速報）

53 順調
3-11-イ-2
5-2-ア-1

要保護・準要
保護児童生徒
就学援助事業

教育庁
教育支援

課

131
学校体育関係団体補助事
業
（教育庁）

中学生の九州・全国大会について、
県中学校体育連盟を通して派遣費等
の支援を行う。

順調
中学校体育連盟に補助金を交付
し、県内中学生の県外大会にお
ける派遣費を補助した。

中学校関係体育大会参
加者　　 8,366人（全
県）
うち　県外大会参加者
873 人（うち離島70
人）
※伊江村7人、粟国村3
人、宮古島市26人、石
垣市33人、与那国町1人

学校体育関係団体の県大会及び
九州・全国大会の運営費や派遣
費の補助のため、中学校体育連
盟に補助金を交付した。

県中学校総合体育大会
参加者8,376人
県外大会参加者895人
（うち離島67人）
※伊江村1人、粟国村2
人、渡嘉敷村7人、宮古
島市47人、多良間村2
人、石垣市8人

2768

学校体育関係団体の県大会及び
九州・全国大会の運営費や派遣
費の補助のため、中学校体育連
盟に補助金を交付した。

県中学校総合体育大会
参加者8,290人
県外大会参加者885人
（うち離島67人）
※伊江村4人、宮古島市
9人、多良間村1人、石
垣市52人、与那国町1人

2,000

中学校体育連盟に補助金を交付し、中学生
の県外大会に係る派遣費総額の保護者の負
担軽減を図るため、派遣費を補助した。ま
た、生徒の体力・競技力の向上ならびに中
学校体育連盟の円滑な活動推進と当該団体
の充実・強化を図った。

中学校関係体育大会参加者
H24～H28 43,191　人
県外大会参加者
H24～H28　4,365人
(うち離島 262人)

53 順調 5-3-イ-2
学校体育団体
活動費補助

教育庁
保健体育

課

132
伝統芸能公演支援事業
（文化観光スポーツ部）

県民に重要無形文化財琉球舞踊保持
者等の公演の鑑賞機会を提供するた
め、沖縄県芸術文化祭舞台部門の一
環として、離島過疎地域等で実施す
る。

順調
国の重要無形文化財保持者等の
公演を伊是名村にて１回実施し
た。

伊是名島
来場者：204人

国の重要無形文化財保持者等の
公演を多良間村及び伊平屋村に
て２回実施した。

多良間村、伊平屋村
来場者：518人

14,888
国の重要無形文化財保持者等の
公演を宮古島市及び与那国町に
て実施した。

離島における伝統芸能
公演回数：２回（宮古
島市及び与那国町）
976人参加

14,683
国の重要無形文化財保持者等の公演を離島
において毎年１回以上実施した。

公演回数：７回
延べ来場者：2,118人 53 順調 3-11-イ-2

伝統芸能公演
支援事業

文化観光
スポーツ

部

文化振興
課

133
県立博物館・美術館の移
動展開催
（文化観光スポーツ部）

離島や遠隔地において、博物館及び
美術館の移動展を行い、沖縄の自
然、歴史、文化への理解を深めると
ともに美術作品を鑑賞する機会を提
供する。

順調

沖縄の自然・歴史・文化等の博
物館資料及び沖縄の絵画等の美
術館資料の展示、各展示会場内
にコーナーを設置した博物館及
び美術館の教育普及活動の実施
した。

西表島
博物館・美術館展示来
場者：1,038人

伊是名村で、平成27年10月9日～
11日にかけて、沖縄の自然・歴
史・文化等の博物館資料及び沖
縄の彫刻等の美術館資料を展示
するとともに、講演会、学芸員
講座、現地ジオツアー等教育普
及活動を実施した。

来場者　508人 6,500

座間味村で、平成28年12月16日
～18日にかけて、沖縄の自然・
歴史・文化等の博物館資料及び
沖縄の彫刻等の美術館資料を展
示するとともに、講演会、学芸
員講座、ワークショップ等教育
普及活動を実施した。

来場者数　508人 6,500

沖縄の自然・歴史・文化等の博物館資料及
び沖縄の絵画等の美術館資料の展示、各展
示会場内にコーナーを設置した博物館及び
美術館の教育普及活動を実施した。

開催数：５回
延べ人数
博物館・美術館展示来場者：
3,014人

53 － 該当なし 該当なし
文化観光
スポーツ

部

文化振興
課（県立
博物館・
美術館）

134
県立芸術大学の移動大学
開催
(文化観光スポーツ部）

大学の活動内容を広く県民に認知し
てもらい、さらに大学教員の持つ教
育研究のノウハウを県民に還元し、
当該地域文化の活性化に貢献するこ
とを目的として実施する。

順調

宮古島市教育委員会と連携し、
小学生等を対象とした大学教員
等による各種講座・琉球芸能公
演を開催したほか、郷土の芸能
と交流を深めた。

宮古島
参加者：940人

竹富町教育委員会と連携し、小
中学生等を対象とした大学教員
等による各種講座・琉球芸能公
演・空手演武を開催したほか、
郷土の芸能と交流を深めた。

竹富島・小浜島
参加者：557人

2,202

粟国村教育委員会と連携し、幼
小中学生を対象とした大学教員
等による芸術文化に触れる体験
教室、芸能公演等を行い、郷土
の芸能と交流を深めた。

開催数：1回
延べ参加者：189人

2,202

各市町村の教育委員会等と連携し、小学生
等を対象とした大学教員等による各種講
座・琉球芸能公演を開催したほか、郷土の
芸能と交流を深めた。

開催数：5回
延べ参加者：2,606人

53 － 該当なし 該当なし
文化観光
スポーツ

部

文化振興
課

（県立芸
術大学）

135
文化芸術地域振興支援事
業
（文化観光スポーツ部）

本島及び離島地域での地域演奏会等
を開催し、県民に広く芸術性の高い
クラシック音楽の鑑賞機会を提供す
るとともに、青少年の豊かな心の醸
成に努める。また、県内の文化芸術
団体が県外・海外で行う文化芸術活
動を支援することにより、文化の発
信力の強化、文化交流の拡大、世界
で活躍できる人材の育成及び芸術文
化の更なる振興を目指すことを目的
に実施する。

順調

本島及び離島地域（金武町、読
谷村、久米島町）でクラシック
音楽演奏会（琉球フィルハーモ
ニックへ委託）を開催した。

久米島
来場者：245人

・本島及び離島地域（与那原
町、大宜味村、渡嘉敷村）でク
ラシック音楽演奏会（琉球フィ
ルハーモニックへ委託）を開催
した。
・県外及び海外で伝統芸能等の
公演を行う文化芸術団体（公募
により選定した３団体）に対
し、派遣費用助成を行った。

渡嘉敷村
来場者：113人

19,839

久高小中学校において、オーケ
ストラによるクラシックコン
サートを開催し、144人の来場を
得た。

クラシック音楽演奏会
公演回数：１回
（南城市：久高島）

18,435

本島及び離島地域での地域演奏会等を実施
し、県民に広く芸術性の高いクラシック音
楽の鑑賞機会を提供するとともに、県民文
化芸術の振興、青少年の豊かな心の醸成に
努めた。

公演回数：５回
延べ来場者：1,796人 53 順調 1-4-イ-2

文化芸術地域
振興支援事業

文化観光
スポーツ

部

文化振興
課

136
図書館機能を持つ社会教
育施設の整備
（教育庁）

離島の図書館未設置町村について、
公民館等に図書館機能を持たせ、地
域住民へ読書活動支援を行う。

やや遅
れ

行政連絡会等において、関係市
町村教育委員会及び県内６地区
教育事務所と連携を図り共通理
解し、読書環境整備へ向けた指
導・支援を行った。

整備率　26.7%　（４／
15）
設置市町村
15離島市町村のうち4市
村（宮古島市・石垣
市・多良間村・渡名喜
村)

行政連絡会等において、関係市
町村教育委員会及び県内６地区
教育事務所と連携を図り共通理
解し、読書環境整備へ向けた指
導・支援を行った。

整備率　26.7%　（４／
15）
設置市町村
15離島市町村のうち4市
村（宮古島市・石垣
市・多良間村・渡名喜
村)

－

行連絡会等において、関係市町
村教育委員会及び県内６地区教
育事務所と連携を図り共通理解
し、読書環境整備へ向けた指
導・支援を行った。

整備率　26.7%　（4／
15）
設置市町村
15離島市町村のうち4市
村（宮古島市・石垣
市・多良間村・渡名喜
村)

－

行政連絡会等において、関係市町村教育委
員会及び県内６地区教育事務所と連携を図
り共通理解し、読書環境整備へ向けた指
導・支援を行った。

整備率　26.7％ 54
やや遅

れ

3-11-イ-2
5-1-イ-2
5-2-ア-1

図書館機能を
持つ社会教育
施設の整備

教育庁
生涯学習
振興課

137
伝承者養成・技術錬磨
（教育庁）

国・県指定の無形文化財保持団体等
が実施主体となって伝承者養成・技
術錬磨等技能伝承のための研修を行
う。

順調

「久米島紬伝承者養成」「宮古
上布伝承者養成」「八重山上布
伝承者養成」の各事業を実施し
た。

21人

「久米島紬伝承者養成」「宮古
上布伝承者養成」｢苧麻糸手積伝
承者養成｣「八重山上布伝承者養
成」の各事業を実施した。

７７人 787

「久米島紬伝承者養成」「宮古
上布伝承者養成」｢苧麻糸手積伝
承者養成｣「八重山上布伝承者養
成」の各事業を実施した。

102人 787
「久米島紬伝承者養成」「宮古上布伝承者
養成」「八重山上布伝承者養成」｢苧麻糸手
積伝承者養成｣の各事業を実施した。

239人 54 順調
1-4-ｲ-1

3-11-イ-2
5-4-イｰ1

伝承者養成・
技術錬磨

教育庁 文化財課

138
生涯学習推進体制の整備
（教育庁）

県民が「いつでも、どこでも」必要
とする学習を可能にするため、生涯
学習推進体制を整備する。

順調

離島15市町村の内、生涯学習推
進計画策定が伊江村等15市町
村、教育の日制定が伊平屋村、
伊是名村、宮古島市、石垣市の2
市2村、フェスティバル等が久米
島をはじめ12市町村で実施され
ている。

離島分（１５市町村）
の生涯学習推進体制組
織の設置率 53％

離島15市町村の内、推進本部の
設置が１，答申（提言含む）策
定が２，生涯学習推進計画策定
が14、中心的施設の設置が14、
教育の日制定が４，フェスティ
バル・発表会等の実施が14とい
う状況である。

離島分（１５市町村）
の生涯学習推進体制の
整備率 ５８．９％

-

離島15市町村の内、推進本部の
設置が１村，答申（提言含む）
策定が１市，生涯学習推進計画
策定が14市町村、中心的施設の
有無が14市町村、教育の日制定
が３市村，フェスティバル・発
表会等の実施が14市町村という
状況である。

離島（１５市町村）の
生涯学習推進体制組織
の設置率（平均）は５
９％

－

生涯学習振興計画策定が８市町村から14市
町村に増えた。教育の日制定が２市１村、
フェスティバル・発表会等の実施が９市町
村から14市町村に増えた。

生涯学習推進体制組織の設置
率が49％から58.9％に改善し
た。

54 順調
3-11-イ-2
5-2-イ-１

生涯学習推進
体制の整備

教育庁
生涯学習
振興課

139
生涯学習プログラムの充
実
（教育庁）

高等教育機会の確保及び生涯学習機
会の充実を図るため、高等教育機関
等と連携した学習プログラムの創
設、情報通信技術を活用したサテラ
イト講義等を提供する。

順調

おきなわ県民カレッジ美ら島沖
縄学講座を渡名喜島及び渡嘉敷
島で実施、遠隔講義配信システ
ムの開発を行った。

講座回数　　　　2回
講座受講者数   61人
遠隔講義配信システム
を構築

遠隔講義配信システムにより宮
古・八重山会場において、講座
の配信を13回実施。また、伊平
屋島で離島講座を行った。オン
デマンド講座を作成し学習プロ
グラムの創設を開始した。

サテライト会場での講
座配信13回
離島講座　1回
オンデマンド講座数
16本

17546

遠隔講義配信システムにより講
座のライブ配信を宮古・八重山
会場で８回、伊江村会場で２回
実施した。オンデマンド講座を
２４本制作し配信を実施した。
また、竹富島、宮古島で離島講
座を行った。

サテライト会場の講座
ライブ配信８回
オンデマンド講座制
作・配信　２４本
離島講座　２回

4,882

おきなわ県民カレッジ美ら島沖縄学講座を
７離島で実施した。また、遠隔講義配信シ
ステムの開発を行った。
遠隔講義配信システムによる宮古・八重
山・伊江村会場への講座配信。オンデマン
ド講座の制作・配信。

離島講座回数 ７回
離島講座受講者数  345人
遠隔講義配信システムの構築
サテライト会場（宮古・八重
山・伊江村）の講座ライブ配
信　21回
オンデマンド講座の制作・配
信　40本。

54 順調 3-11-イ-2
生涯学習プロ
グラムの充実

教育庁
生涯学習
振興課

139-2
遠隔講義配信システム等
整備充実事業
（教育庁）

離島などの地理的要因や個々の経済
的･時間的制約に左右されない公平
な学習機会を整備するため遠隔講義
配信システムにより講座を配信す
る。

順調

県民の学習機会の拡充を図るた
め、遠隔講義配信システム機能
等をウェブサイト「沖縄県生涯
学習情報プラザ」に整備するた
めの設計開発を行った。

遠隔講義配信システム
を構築した

遠隔講義配信用機材を調達する
とともに、県内各教育事務所に
サテライト会場を整備して、９
月からライブ講座を８回、オン
デマンド教材を17本作成し実証
配信を行った。

サテライト会場での講
座配信13回
オンデマンド講座数
16本

17546

遠隔講義配信システムにより講
座のライブ配信を宮古・八重山
会場で８回、伊江村会場で２回
実施した。オンデマンド講座を
２４本制作し配信を実施した。

サテライト会場の講座
ライブ配信８回
オンデマンド講座制
作・配信　２４本

4,882

一括交付金を活用した遠隔講義配信システ
ム等整備充実事業により、H26年度にシステ
ムの設計開発を実施、H27年度に遠隔講義配
信用機材を調達し、６教育事務所にサテラ
イト会場を整備した。H27年９月からは、ラ
イブ講座及びオンデマンド講座の制作・配
信を行った。H28年度はサテライト会場に伊
江村を特別会場として加えた。

遠隔講義配信システムの構築
サテライト会場（宮古・八重
山・伊江村）の講座ライブ配
信　21回
オンデマンド講座の制作・配
信　40本。

H26新規 順調 5-2-イ-１
遠隔講義配信
システム等整
備充実事業

教育庁
生涯学習
振興課
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実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

140
沖縄離島体験交流促進事
業
（企画部）

沖縄本島の児童生徒を離島に派遣
し、地域の人々や児童生徒との交流
のもと、体験学習や民泊等を実施す
る。

順調

将来を担う児童生徒が、離島の
重要性、特殊性及び魅力に対す
る認識を深めるとともに、沖縄
本島と離島との交流促進によ
り、離島地域の活性化を図るこ
とを目的に、沖縄本島の児童生
徒を離島に派遣した。

派遣児童生徒数：3,457
人

将来を担う児童が、離島の重要
性、特殊性及び魅力に対する認
識を深めるとともに、沖縄本島
と離島との交流促進により、離
島地域の活性化を図ることを目
的に、沖縄本島の児童を離島に
派遣する。

派遣児童生徒数　3,447
人

193,824

将来を担う児童が、離島の重要
性、特殊性及び魅力に対する認
識を深めるとともに、沖縄本島
と離島との交流促進により、離
島地域の活性化を図ることを目
的に、沖縄本島の児童を離島に
派遣する。

派遣児童数　3,822人 251,525

派遣児童生徒数を平成24年度1,904人から平
成28年度3,822人へと拡大し、沖縄本島の児
童を、５月～12月の期間で離島へ派遣し、
離島の重要性、特殊性及び魅力に対する認
識を深めるとともに、沖縄本島と離島との
交流促進により、離島地域の活性化を図っ
た。

派遣児童数累計　15,708人 54 順調
5-1-ア-1
3-12-オ-1

沖縄離島体験
交流促進事業

企画部
地域・離

島課

141
観光教育の推進
（文化観光スポーツ部）

次世代を担う児童生徒に対し、観光
産業への理解を深める観光教育を実
施

順調
観光学習教材を作成し、配布を
行った。

観光学習教材の配布
17,000冊(県全体）

観光学習教材を作成し、県内小
学校4年生に配布を行った。

観光学習教材の配布
17,000冊(県全体）

2,257
観光学習教材を作成し、県内小
学校4年生に配布を行った。

観光学習教材の配布
17,500冊(県全体）

5,700 観光学習教材を作成し、配布を行った。
観光学習教材の配布
86,500冊(県全体）

54 順調 5-1-ア-1
観光教育の推
進

文化観光
スポーツ

部

観光振興
課

142
環境保全啓発事業
（環境部）

環境保全の重要性など環境問題に対
する県民の意識向上を図るため、沖
縄県地域環境センターを活用した環
境情報の発信や環境セミナー、出前
講座等の開催を通して、家庭や地域
における環境保全にかかる取組を推
進する。

順調

「沖縄県地域環境センター」に
おいて、環境問題に関する情報
の収集整理を行うとともに、県
民等に情報の提供、また、webサ
イトを随時更新し、地域に密着
した最新の環境情報の発信を
行った。
　離島地域において環境教育プ
ログラム等を活用した環境保全
に関するセミナーや野外観察
会、出前講座を7回開催した。
（参加者数356人）

・離島地域における出
前講座等の開催
開催7回、参加者356人
・環境教育プログラム
の普及・活用等
通年実施
・環境情報の発信
通年実施

・「沖縄県地域環境センター」
において、環境問題に関する情
報の収集整理を行うとともに、
県民等に情報の提供、また、web
サイトを随時更新し、地域に密
着した最新の環境情報の発信を
行った。
・離島地域において環境教育プ
ログラム等を活用した環境保全
に関するセミナーや野外観察
会、出前講座を7回開催した。
（参加者数217人）

・離島地域における出
前講座等の開催
開催7回、参加者217人
・環境教育プログラム
の普及・活用等
通年実施
・環境情報の発信
通年実施

1,197
離島地域における出前講座等の
開催

開催5回、参加者365人 815

・「沖縄県地域環境センター」において、
環境問題に関する情報の収集整理を行うと
ともに、県民等に情報の提供、また、webサ
イトを随時更新し、地域に密着した最新の
環境情報の発信を行った。
・離島地域において環境教育プログラム等
を活用した環境保全に関するセミナーや野
外観察会、出前講座を36回開催した。（参
加者数1,455人）

・離島地域における出前講座
等の開催
H24年度～H28年度
開催36回、参加者1,455人
・環境教育プログラムの普
及・活用等
通年実施
・環境情報の発信
通年実施

24 順調 1-1-オ-1
環境保全啓発
事業

環境部
環境再生

課

143
子や孫につなぐ平和のウ
ムイ事業
（子ども生活福祉部）

戦争体験証言の収録地域を久米島地
区や宮古島地区、石垣地区等にまで
拡大し、集まった証言を編集し、離
島地域や国内外へも発信する。

完了 平成25年度までで事業終了 － － － － － － －

・宮古島での「戦争体験証言収録の拡大版
事業」の収録（50件中２件、宮古島での戦
争体験を収録）
・離島での収録を含む「家族に語り継ぐ平
和のウムイ事業（300件中90件）」の収録・
編集
・上記、①、②の映像を沖縄県平和祈念資
館映像ブースで公開開始
・離島を含む県内７ヵ所で①、②の成果報
告展を開催

※24及び25年度の活動概要

・2件
・90件
・350件の映像の公開
・県内７ヵ所での成果報告展
開催

※24及び25年度の活動実績

54 －
5-1-ア-1
4-2-ウ-1

子や孫につな
ぐ平和のウム
イ事業

子ども生
活福祉部

平和援
護・男女
参画課

143-2
島の魅力再発見推進事業
（企画部）

離島の児童を本島や別の離島へ派遣
し、生まれ育った地域に誇りを持
ち、地域の中心となるリーダーを育
てることを目的として、離島出身成
功者の講演、夢や目標を描くワーク
ショップ、別の離島での体験交流及
び、離島に戻ってからの島おこし会
議を実施する。

順調 － －

離島の児童37人を、伊良部島へ
派遣し、地域の人々や児童との
交流のもと、体験学習や民泊等
を実施した。

派遣児童数　37人 15,219

平成28年度は県内４離島の小学
校７校、51人の児童を池間島に
派遣した。事前学習や首長への
提言発表の実施等により児童が
自分の住む島のことを知り、島
の魅力を再発見できた。

派遣児童数　51人 251,525
離島の児童51人を、池間島へ派遣し、地域
の人々や児童との交流のもと、体験学習や
民泊等を実施した。

派遣児童数累計　88人 H27新規 － 5-1-ア-1
島の魅力再発
見推進事業

企画部
地域・離

島課

144-1
個々の学習理解度の把握
（教育庁）

全国学力・学習状況調査（小学６年
生、中学３年生）を実施し、児童生
徒の学力・学習状況を把握する。

順調

４月に全市町村立の小中学校､県
立特別支援学校４校、県立緑が
丘中学校において、小６は国
語、算数、中３は国語、数学で
調査を実施した。８月に公表さ
れる結果を基に自校の課題を分
析し、授業改善に生かす。

小学校259校、
中学校146校
県立学校４校
（小1校、中４校）
(H26年)

４月に全市町村立の小中学校､県
立特別支援学校４校、県立緑が
丘中学校において、小６は国
語、算数、中３は国語、数学で
調査を実施した。８月に公表さ
れる結果を基に自校の課題を分
析し、授業改善に生かす。

小学校256校、
中学校143校
県立学校４校
（小4校、中４校）
(H27年)

－

全国学力･学習状況調査について
自校採点し、Webシステムに入力
することにより、県内児童生徒
の学力の定着状況を把握し、授
業改善の取組の迅速化を図っ
た。また算数・数学、国語、理
科の調査問題を実施することに
より、学校における授業改善を
活性化した。

小学校259校、中学校
143校
離島校(小学校71校、中
学校35校)

13,977

４月に全市町村立の小中学校､県立特別支援
学校４校、県立緑が丘中学校において、小
６は国語、算数、中３は国語、数学で調査
を実施した。８月に公表される結果を基に
自校の課題を分析し、授業改善に生かす。

全国学力・学習状況調査
実施率　100%

55 順調 5-3-ア-1
個々の学習理
解度の把握
（小中学校）

教育庁
義務教育

課

144-2
個々の学習理解度の把握
（教育庁）

達成度テスト（県立高校２年生）を
実施し、学習の達成状況等を把握す
る。

順調
達成度テスト（英数国Ａ・Ｂ）
問題の作成・配付

全県立高等学校６０校
へ達成度テスト（英数
国）を配付

達成度テスト（英数国Ａ・Ｂ）
を県立高等学校２年生に実施
し、結果分析データを各学校に
配付・説明した。

達成度テスト（英数国
Ａ・Ｂ）の実施校数は
１００％

2753
平成27年度実施の結果分析をも
とに達成度テスト問題集Ａ・Bを
作成。

達成度テスト問題集
Ａ・B及び各学校への配
布１００％
（うち離島８校）

452

達成度テストは３年に１度の実施で、１年
目は基礎・基本問題集の作成、２年目は達
成度テストの作成、３年目は達成度テスト
の実施及び結果分析となっている。

・H24、全県立高等学校で達成
度テストを実施
・H25、全県立高等学校へ問題
集Ｂを３冊配付
・H26、達成度テスト（英数
国）を作成
・H27、全県立高等学校で達成
度テストを実施
・H28、達成度テスト問題集
Ａ・Ｂを作成し、全県立高等
学校へ配布

55 順調 5-3-ア-1
個々の学習理
解度の把握
（県立高校）

教育庁
県立学校
教育課

145
離島・へき地における学
習支援事業
（教育庁）

市町村が実施する生徒の高校入試結
果改善の取組に対し支援を実施す
る。

完了

６市町村（国頭村、南城市〈久
高島〉、久米島町、南大東村、
多良間村、竹富町）の９カ所に
学習支援室を設置し、高校入試
へ向けた学習支援を行った。

６市町村（国頭村、南
城市〈久高島〉、久米
島町、南大東村、多良
間村、竹富町）９カ所
に支援室を設置

－ － －

離島、へき地にあたる１８市町
村のうち、１４市町村の学校へ
支援訪問を実施することができ
た。

６教育事務所管内の１
４市町村で実施

－

伊是名村、南大東村、久米島町、多良間
村、竹富町、南城市（久高島）の６市町村
25か所に学習支援員を配置し、中３生徒へ
高等学校入試へ向けた学習支援を実施し
た。（平成26年度事業終了）

６市町村25か所に支援室を設
置

55 －
3-11-イ-2
5-2-ア-1

離島・へき地
における学習
支援事業

教育庁
義務教育

課

146
幼児教育の質の向上
（教育庁）

沖縄県幼児教育振興アクションプロ
グラムを通して、複数年保育と職員
の適正配置を促進する。

順調

・研修会等を活用し、幼児教育
の重要性や複数年保育の必要性
について周知を図った。
・公立幼稚園における複数年保
育実施状況や職員配置等の調査
を行った。

・3年保育実施率：
2.9％
・2年保育実施率：
42.7％
（平成26年度　県全
体）

・研修会等を活用し、幼児教育
の重要性や複数年保育の必要性
について周知を図った。
・公立幼稚園における複数年保
育実施状況や職員配置等の調査
を行った。

３年保育実施率：2.1％
２年保育実施率：
40.8％
（27年度　県全体）

－

・研修会等を活用し、幼児教育
の重要性や複数年保育の必要性
について周知を図った。
・公立幼稚園における複数年保
育実施状況や職員配置等の調査
を行った。

３年保育実施率：
11.1％
２年保育実施率：
50.0％
（28年度　離島分）

－

・研修会等を活用し、幼児教育の重要性や
複数年保育の必要性について周知を図っ
た。
・公立幼稚園における複数年保育実施状況
や職員配置等の調査を行った。

３年保育実施率：3.5％
２年保育実施率：52.4％
（28年度　県全体）

55
やや遅

れ
5-3-イ-3

幼児教育の質
の向上

教育庁
義務教育

課

147
特色ある学校づくり支援
（教育庁）

研究指定校において、特色ある学校
づくりに向けた課題解決及びモデル
研究を実施する。

順調
研究指定校において、課題解決
及びモデル研究を実施した。

指定校数　１校
研究指定校において、課題解決
及びモデル研究を実施した。

指定校数　２校
4,800

※県全体
研究指定校において、課題解決
及びモデル研究を実施した。

指定校数６校　(県全
体）
＜うち離島２校＞

4,271
研究指定校において、課題解決及びモデル
研究を実施し、報告書の作成と報告会を開
催している。

・Ｈ24、指定数　１校
・Ｈ25、指定数　０校
・Ｈ26、指定数　１校
・Ｈ27、指定校　２校
・Ｈ28、指定校　２校

55 順調 5-3-ウ-1
特色ある学校
づくり支援

教育庁
県立学校
教育課

148
開かれた学校づくり支援
（教育庁）

学校評価、学校評議員等に地域住民
を参加させて、地域に開かれた学校
づくりと教育活動の活性化を推進す
る。

順調

地域に開かれた学校づくりを推
進するため、各県立学校におい
ては学校評議員制度を導入し、
地域住民参加の下、学校評価を
実施・公表した。

導入校数　県全体77校
（100％）
＜離島10校（100％）＞

地域に開かれた学校づくりを推
進するため、各県立学校におい
ては学校評議員制度を導入し、
地域住民参加の下、学校評価を
実施・公表した。

導入校数　県全体78校
（100％）
＜離島10校(100％)＞

3895

地域に開かれた学校づくりを推
進するため、各県立学校におい
ては学校評議員制度を導入し、
地域住民参加の下、学校評価を
実施・公表した。

導入校数　県全体77校
（100％）
＜離島10校(100％)＞

3,895

地域に開かれた学校づくりを推進するた
め、各県立学校においては学校評議員制度
を導入し、地域住民参加の下、学校評価を
実施・公表している。

・平成24年度 10校実施
・平成25年度 10校実施
・平成26年度 10校実施
・平成27年度 10校実施
・平成28年度 10校実施

55 順調 5-3-ウ-1
開かれた学校
づくり支援

教育庁
県立学校
教育課



活動概要 活動実績値 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値

実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

149
「働く意義」や「学ぶ意
義」を実感させる取組
（教育庁）

地域資源を活用した授業や学校行事
を行う。

完了 － － － － － － － －
本事業に関連した諸調査及び、キャリアの
視点を踏まえた地域教育資源を活用した授
業づくりの実践。

研究実施市町村数：１町
（H24・25年度）

55 － 5-3-ウ-3

「働く意義」
や「学ぶ意
義」を実感さ
せる取組

教育庁
義務教育

課

150
就職活動支援事業
（教育庁）

インターンシップ受入企業開拓委託 順調

全日制県立高等学校の就業体験
受入事業所の開拓を委託し、事
業所へ派遣することで、生徒の
選択肢を広げ、進路意識の啓発
や職業生活に必要な知識の習
得、職業意識の育成を図る。

就業体験生徒数
14,425人　訪問企業数
4,713　（県全体）
＜離島　　就業体験生
徒数1,169人　訪問企業
数435＞

全日制県立高等学校の就業体験
受入事業所の開拓を委託し、事
業所へ派遣することで、生徒の
選択肢を広げ、進路意識の啓発
や職業生活に必要な知識の習
得、職業意識の育成を図った。

就業体験生徒数14,687
人　訪問企業数
4,240(県全体)
〈離島〉
就業体験生徒数1,112人
訪問企業数371

12000

全日制県立高等学校の就業体験
受入事業所の開拓を委託し、事
業所へ派遣することで、生徒の
選択肢を広げ、進路意識の啓発
や職業生活に必要な知識の習
得、職業意識の育成を図った。

就業体験生徒数15,967
人　訪問企業数
4,474(県全体)
〈離島〉
就業体験生徒数1,080人
訪問企業数372

14,711

全日制県立高等学校の就業体験受入事業所
の開拓を委託し、事業所へ派遣すること
で、生徒の選択肢を広げ、進路意識の啓発
や職業生活に必要な知識の習得、職業意識
の育成を図る。

平成24年度～28年度
全日制県立高校全59校
(離島8校)実施

55 順調
3-10-イ-1
5-3-ウ-3

就職活動支援
事業

教育庁
県立学校
教育課

151
就職内定率９０％達成事
業
（教育庁）

求人開拓及び定着指導のための職員
派遣及びビジネスマナー講座の実施

順調

県外へ各学校の就職指導担当教
諭を派遣し、沖縄県高校生への
求人を要請する。県出身就業者
の就業状況等を確認し、激励お
よび情報収集を行う。面接スキ
ルおよび社会人接遇技術等の向
上をねらいとし、外部講師を招
聘して３年生就職希望者対象に
ビジネスマナー講座を実施す
る。

県外求人開拓：派遣数
60名(計画値65名に対し
実績値60名、推進状況
は92％)(全県分)、離島
13名、県外企業126社に
求人を要請した。

ビジネスマナー講座：
３年生就職希望者対象
に24校で実施。

県外へ各学校の就職指導担当教
諭を派遣し、沖縄県高校生への
求人を要請する。県出身就業者
の就業状況等を確認し、激励お
よび情報収集を行う。面接スキ
ルや社会人接遇技術等の向上及
び社会人基礎力の育成をねらい
とし、外部講師を招聘して３年
生就職希望者及び1・2年生対象
にビジネスマナー講座等の就職
指導講座を実施する。

県外求人開拓：派遣数
65名(計画値65名に対し
実績値65名、推進状況
は100％)(全県分)、離
島12名、県外企業延べ
303社に求人を要請し
た。

ビジネスマナー講座：
３年生就職希望者及び
１・２年生主食指導講
座を26校で実施。

14217

県外へ各学校の就職指導担当教
諭を派遣し、沖縄県高校生への
求人を要請する。県出身就業者
の就業状況等を確認し、激励お
よび情報収集を行う。面接スキ
ルや社会人接遇技術等の向上及
び社会人基礎力の育成をねらい
とし、外部講師を招聘して３年
生就職希望者及び1・2年生対象
にビジネスマナー講座等の就職
指導講座を実施する。

県外求人開拓：派遣数
65名、離島11名

ビジネスマナー講座：
３年生就職希望者及び
１・２年生主食指導講
座を20校で実施。

12,408

県外へ各学校の就職指導担当教諭を派遣
し、沖縄県高校生への求人を要請する。県
出身就業者の就業状況等を確認し、激励お
よび情報収集を行う。面接スキルや社会人
接遇技術等の向上及び社会人基礎力の育成
をねらいとし、外部講師を招聘して３年生
就職希望者及び1・2年生対象にビジネスマ
ナー講座等の就職指導講座を実施する。

県外求人開拓：派遣人数276
名、離島55名を派遣した。

ビジネスマナー講座：３年生
就職希望者及び１・２年生主
食指導講座を131校で実施。

56 順調
3-10-イ-1
3-10-イ-2
5-3-ウ-3

就職内定率９
０％達成事業

教育庁
県立学校
教育課

152

キャリアコーディネー
ターの配置（キャリア教
育マネジメント事業）
（教育庁）

キャリアコーディネーターを配置
し、教員向け研修等を実施する。

順調
県立高校７校にキャリアコーディ
ネータを配置するとともに、キャリア
教育研修を実施した。

配置人数　０人
受講者数　１１９人

県立高校５校にキャリアコーディ
ネータを配置するとともに、キャリア
教育研修を実施した。

配置人数　０人
受講者数　１２１人

18062

県立高校５校にキャリアコー
ディネータを配置するととも
に、キャリア教育研修を実施し
た。

（県全体）
配置人数５人　受講者
数502人
（離島）
配置人数０人　受講者
数160人

18,069

Ｈ24～26
名護、普天間、コザ、具志川、那覇西、小
禄、知念の７校
Ｈ27～
石川、嘉手納、北谷、宜野湾、豊見城南の
５校にキャリア教育コーディネーターを配
置及びキャリア教育研修会の実施

Ｈ24～26名護、普天間、コザ、具
志川、那覇西、小禄、知念の７
校、
Ｈ２７～石川、嘉手納、北谷、宜
野湾、豊見城南の５校にキャリア
教育コーディネーターを配置及び
キャリア教育研修会の実施

56 順調
3-10-イ-1
5-3-ウ-3

キャリアコ-
ディネ-タ-の
配置（キャリ
ア教育マネジ
メント事業）

教育庁
県立学校
教育課

152-2
就職活動キックオフ事業
（教育庁）

就職支援員の配置、就職希望生徒及
び就職内定者の宿泊研修、全県立高
校の就職指導担当者及び就職支援員
への研修の実施

順調

県立高等学校に50名の就職支援
員の配置、就職希望生徒240名に
3泊4日の宿泊研修、全県立高校
の就職指導担当者及び就職支援
員への研修、就職内定者160名に
1泊2日の宿泊研修等を実施する

就職支援員の配置：48
校50名(全県分)、離島5
名
3泊4日の宿泊研修：就
職希望生徒32校217名参
加(全県分)、離島44名
実務研修：就職指導担
当教諭68名(全県分)離
島8名及び就職支援員47
名参加(全県分)、離島7
名参加
1泊2日の宿泊研修：就
職内定者138名参加(全
県分)、離島30名参加

県立高等学校に50名の就職支援
員の配置、就職希望生徒240名に
3泊4日の宿泊研修、全県立高校
の就職指導担当者及び就職支援
員への研修、就職内定者55名に1
泊2日の宿泊研修等を実施した。

就職支援員の配置：46
校50名(全県分)、離島8
名
3泊4日の宿泊研修：就
職希望生徒37校231名参
加(全県分)、離島54名
実務研修：就職指導担
当教諭70名(全県分)離
島7名及び就職支援員49
名参加(全県分)、離島8
名参加
1泊2日の宿泊研修：就
職内定者43名参加(全県
分)、離島22名参加

165497

県立高等学校に50名の就職支援
員の配置、就職希望生徒240名に
3泊4日の宿泊研修、全県立高校
の就職指導担当者及び就職支援
員への研修、就職内定者55名に1
泊2日の宿泊研修等を実施した。

･就職支援員の配置：46
校50名(全県分)、就職
支援員8名配置
･3泊4日の宿泊研修：就
職希望生徒36校233名参
加(全県分)、離島46名
･実務研修：職指導担当
教諭71名(全県分)離島9
名、就職支援員50名参
加(全県分)、離島8名参
加
･1泊2日の宿泊研修：就
職内定者87名参加(全県
分)、離島21名参加

169,580

県立高等学校に50名の就職支援員の配置、
就職希望生徒240名に3泊4日の宿泊研修、全
県立高校の就職指導担当者及び就職支援員
への研修、就職内定者に1泊2日の宿泊研修
等を実施する

・県立高等学校へ150名(離島
は21名)の就職支援員の配置
・キックオフ宿泊研修(3泊4
日):参加者681名（離島は144
名)
・就職担当実務研修：就職指
導担当教諭209名(離島は24
名）及び就職支援員146名(離
島は23名)が参加｡
・内定者研修：参加者225名
(離島は73名)

H26新規 順調 5-3-ウ-3
就職活動キッ
クオフ事業

教育庁
県立学校
教育課

152-3
県立学校産業教育研究活
動設備整備事業費
（教育庁）

県立専門高校における地域特性を活
かした生産・加工・新商品開発等の
研究を行い、その成果を地域社会、
地域企業に発信するとともに専門高
校の生徒交流を実施することによ
り、地域産業の高付加価値化を支え
る人材を育成する。

完了
国の緊急経済対策の実施に伴
い、平成27年２月補正で予算計
上。

－

・生産・加工・新商品開発等の
研究活動に要する設備整備を宮
古総合実業高校に実施し、設備
整備と併せて研究活動支援委託
業務も実施した。
・こうした研究活動成果を他校
と合同で地域社会、地域企業に
発信するＰＲイベントを１回開
催し、400名が参加した。

PR企画参加者数　400名
活動に要する設備整備
1校２設備

13681 － － －

・平成27年度に、生産・加工・新商品開発
等の研究活動に要する設備整備を宮古総合
実業高校に実施し、設備整備と併せて研究
活動支援委託業務も実施した。
・こうした研究活動成果を他校と合同で地
域社会、地域企業に発信するＰＲイベント
を１回開催し、400名が参加した。

PR企画参加者数　400名
活動に要する設備整備　1校２
設備

H27新規 － 5-3-ウ-1 該当なし 教育庁
教育支援

課

152-4
普通教室ネットワーク構
築事業
（教育庁）

県立専門高校の普通教室等で活用す
るタブレット端末及び無線LAN環境
を整備するとともに、ICT支援員の
配置やタブレット端末で活用するビ
デオ教材の作成を行うことにより、
地域産業を担う人材育成を図る。

順調
国の緊急経済対策の実施に伴
い、平成27年２月補正で予算計
上。

－

県立専門高校４校（宮古･八重山
地区）の普通教室等に、タブ
レット端末及び無線LANの環境整
備を図るとともに、授業実践や
専門技術の映像化・教材化・ラ
イブラリ化を行った（作成動画
53本）。

ＩＣＴ支援員配置校
（４校）
作成動画教材数（53
本）

21,579
(21,579)

宮古・八重山地区の県立専門高
校4校（宮古総合実業高校、宮古
工業高校、八重山農林高校、八
重山商工高校）にICT支援員を配
置し、平成27年度に整備したタ
ブレット端末等の操作・取扱に
関するフォローアップのほか、
教員の授業や校務におけるＩＣ
Ｔ活用能力向上のための支援を
行った。

・ICT支援員配置校（4
校）

・延べ支援日数・時間
（17日・131.5時間）

71,447

・県立専門高校４校（宮古･八重山地区）の
普通教室等に、タブレット端末及び無線LAN
の環境整備を図るとともに、授業実践や専
門技術の映像化・教材化・ライブラリ化を
行った。
・また、ICT支援員を配置し、タブレット端
末等の操作・取扱に関するフォローアップ
のほか、教員の授業や校務におけるＩＣＴ
活用能力向上のための支援を行った。

ＩＣＴ支援員配置校（４校）
H27年度作成動画教材数（53
本）

H28年度延べ支援日数・時間
（17日・131.5時間）

56 順調 5-3-ウ-1 該当なし 教育庁
教育支援

課

153
情報社会に対応した教育
の推進
（教育庁）

少人数・複式学級におけるICTの活
用、ICT活用した交流事業の推進、
教員研修への支援(総合教育セン
ターとの連携）

順調

教科指導でのICT活用促進に関す
る研修、校務の情報化に係る研
修、情報モラル教育の充実に資
する研修、情報セキュリティに
関する研修、学校の情報化を推
進する教育情報化推進リーダー
の養成及び校内研修の充実に資
する研修の実施

授業でICTを活用できる
教員の割合
80.3% (H26年3月沖縄平
均)
69.4% (H26年3月全国平
均）
＊県全体

教科指導でのICT活用促進に関す
る研修、校務の情報化に係る研
修、情報モラル教育の充実に資
する研修、情報セキュリティに
関する研修、学校の情報化を推
進する教育情報化推進リーダー
の養成及び校内研修の充実に資
する研修の実施した。

授業でICTを活用できる
教員の割合
83.2% (H27年3月沖縄平
均)
71.4% (H27年3月全国平
均）
＊県全体

740

教科指導でのICT活用促進に関す
る研修、校務の情報化に係る研
修、情報モラル教育の充実に資
する研修、情報セキュリティに
関する研修、学校の情報化を推
進する教育情報化推進リーダー
の養成及び校内研修の充実に資
する研修の実施した。

授業でICTを活用できる
教員の割合
84.7% (H28年3月沖縄平
均)
73.5% (H28年3月全国平
均）
＊県全体

研修参加者数（離島の
み）
　小学校教頭等　５７
名
　中学校教頭等　４７
名　　合計１０４名

5,191

教科指導でのICT活用促進に関する研修、校
務の情報化に係る研修、情報モラル教育の
充実に資する研修、情報セキュリティに関
する研修、学校の情報化を推進する教育情
報化推進リーダーの養成及び校内研修の充
実に資する研修の実施

授業でICTを活用できる教員の
割合
80.5% (H24～27沖縄平均)
68.9% (H24～27全国平均）
＊県全体

56 順調 5-4-ア-2
情報社会に対
応した教育の
推進

教育庁
義務教育

課

153-2
特別支援学校の専門性向
上事業（教育庁）

・特別支援学校のセンター的機能の
向上のため、専門家を活用した研修
会の実施による教職員の資質向上
・センター的機能の向上のため、中
核となる教員を県外研修に派遣

順調 － － － － －

・専門家を活用した校内研修を
全18校のうち14校の特別支援学
校で実施。
・中核的教員の県外研修等への
派遣を全18校のうち12校の特別
支援学校で実施。

・宮古地区1校、八重山
地区1校、計2校の特別
支援学校において、専
門家を活用した校内研
修を実施。
・宮古地区1校、八重山
地区1校、計2校の特別
支援学校において、中
核的教員の県外研修等
への派遣

6,476

・専門家を活用した校内研修を全21校の特
別支援学校で実施。
・中核的教員の県外研修等への派遣を全21
校の特別支援学校で実施。
・宮古、八重山地区において免許法認定講
習をそれぞれ３講座実施。

・宮古地区1校、八重山地区1
校、計2校の特別支援学校にお
いて、専門家を活用した校内
研修を実施。
・宮古地区1校、八重山地区1
校、計2校の特別支援学校にお
いて、中核的教員の県外研修
等への派遣
・宮古、八重山地区において
免許法認定講習をそれぞれ３
講座実施。

H28新規 順調 5-3-ウ-2
特別支援学校
の専門性向上
事業

教育庁
県立学校
教育課

154

トップレベルの選手育成
事業（一貫指導システム
の整備）
（文化観光スポーツ部）

小・中・高校・一般の一貫指導シス
テムの確立を図り、トップレベルの
選手を育成する。

順調

小・中・高・大学・一般の一貫
した指導を目指すシステムの確
立を図り、トップレベルの選手
を育成した。対象競技団体はテ
ニス、陸上競技、空手道であっ
た。

対象競技団体数：３団
体（県全体）

ボウリング、サッカーの競技団
体を対象に小・中・高・大学・
一般の一貫した指導を目指すシ
ステムの確立を図り、トップレ
ベルの選手を育成した。

対象競技団体数：2団体
（県全体）

63,350

小・中・高・大学・一般の一貫
した指導を目指すシステムの確
立を図り、トップレベルの選手
を育成した。

対象競技団体数（離島
に特化した取組なし）
３団体
企画提案型競技力向上
対策（一貫指導体制）
（離島に特化した取組
なし）６団体

53,628

ボウリング、サッカーの競技団体を対象に
小・中・高・大学・一般の一貫した指導を
目指すシステムの確立を図り、トップレベ
ルの選手を育成した。

対象競技団体数：
３団体(H24)
３団体(H25)
３団体(H26)
２団体(H27)
３団体(H28)

56 順調 5-4-イ-1

トップレベル
の選手育成事
業（一貫指導
システムの整
備）

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課
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実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

155
国民体育大会等派遣事業
（文化観光スポーツ部）

・都道府県対抗で実施する国民体育
大会に対し、本大会、冬季大会に選
手・監督を派遣
・国民体育大会の予選大会である九
州ブロック大会に選手を派遣

やや遅
れ

・都道府県対抗で実施する国民
体育大会（39競技）に対し、本
大会、冬季大会に選手・監督
（本大会303人、冬期大会32人）
を派遣
・国民体育大会の予選大会であ
る九州ブロック大会（34競技）
に選手696人を派遣

国民体育大会派遣人
数：303人（県全体）

・国体本大会に263人派遣、冬季
大会に39人派遣し、総合順位45
位であった。
・九州ブロック大会に694人派遣
し、代表権獲得数22種別・種目
(12競技)の活動実績であった。

国民体育大会派遣人
数：302人（県全体）

111,395

・国体本大会に315人（離島人数
1人）派遣、冬季大会に35人（離
島人数　0人）派遣し、総合順位
44位であった。
・九州ブロック大会に662人（離
島人数3人）派遣し、代表権獲得
数22種別・種目(12競技)の活動
実績であった。

国民体育大会派遣人
数：315人
（離島人数1人）
九州ブロック大会派遣
人数：662人
（離島人数 3人）

130,378

・都道府県対抗で実施する国民体育大会
（39競技）に対し、本大会、冬季大会に選
手・監督を派遣
・国民体育大会の予選大会である九州ブ
ロック大会（34競技）に選手・監督を派遣

国民体育大会派遣人数：
316人(H24)
322人(H25)
303人(H26)
302人(H27)
315人(H28)

56
やや遅

れ
2-1-イ-1
5-4-イ-1

国民体育大会
等派遣事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

156
沖縄県体育協会活動費補
助
（文化観光スポーツ部）

公益財団法人沖縄県体育協会に補助
することで、国民体育大会の派遣業
務を始め、競技力向上対策、スポー
ツ少年団育成、県民体育大会の開催
等を行う。

順調

公益財団法人沖縄県体育協会に
補助することで、国民体育大会
の派遣業務を始め、競技力向上
対策、スポーツ少年団育成、県
民体育大会の開催等を行う。

国民体育大会順位：44
位
県民体育大会参加人
数：8,878人
スポーツ少年団の団員
加入数：12,986人

沖縄県体育協会の活動を支援す
ることにより、競技力向上対策
事業を始め、スポーツ少年団育
成事業、スポーツ医・科学研究
事業、県民体育大会等の開催を
実施した。

国民体育大会順位：45
位
県民体育大会参加人
数：9,721人
（離島651人）
スポーツ少年団の団員
加入数：12,540人（離
島1650人）

100,649

沖縄県体育協会の活動を補助す
ることにより、競技力向上対策
事業を始め、スポーツ少年団育
成事業、スポーツ医・科学研究
事業、県民体育大会等の開催を
実施した。（離島に特化した取
組なし）

国民体育大会順位：44
位
県民体育大会参加人
数：9,484人（離島651
人）
スポーツ少年団の団員
加入数：12,704人（離
島1822人）

81,063

公益財団法人沖縄県体育協会に補助するこ
とで、国民体育大会の派遣業務を始め、競
技力向上対策、スポーツ少年団育成、県民
体育大会の開催等を行う。

国民体育大会順位：42位(H24)
　　　　　　　　　43位(H25)
　　　　　　　　　44位(H26)
　　　　　　　　　45位(H27)
                  44位(H28)
県民体育大会参加人数：
9,089人(H24)
8,642人(H25)
8,878人(H26)
9,721人(H27)（離島651人）
9,484人(H28)（離島651人）
スポーツ少年団の団員加入数：
12,870人(H24)
13,077人(H25)
12,986人(H26)
12,540人(H27)（離島1650人）
12,704人(H28)（離島1822人）

56 順調
2-1-イ-1
5-4-イ-1

沖縄県体育協
会活動費補助

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

157
競技力向上対策事業費
（文化観光スポーツ部）

スポーツ医・科学を活用した各競技
団体に対するサポートプログラム、
県外チームを招待又は県外での強化
試合、小学校から一般までの一貫指
導を目指したシステム作り、全国都
道府県駅伝及び九州一周駅伝大会の
成績向上を図るための駅伝競技強
化・コーチ等を招聘しての競技力向
上対策等の事業

順調

スポーツ医・科学を活用した各
競技団体に対するサポートプロ
グラム、県外チームを招待又は
県外での強化試合、小学校から
一般までの一貫指導を目指した
システム作り、全国都道府県駅
伝の成績向上を図るための駅伝
競技強化、コーチ等招聘、各競
技団体が主体的に課題解決に向
けた取り組みを展開する企画提
案型競技力向上対策等の各種事
業

国民体育大会男女総合
成績：44位

国民体育大会選手強化、スポー
ツ医・科学を活用した各競技団
体に対するサポートプログラ
ム、県外チームを招待又は県外
での強化試合、小学校から一般
までの一貫指導を目指したシス
テム作り、全国都道府県駅伝大
会の成績向上を図るための駅伝
競技強化、コーチ招聘、各競技
団体の主体性を活かした企画提
案型競技力向上対策等の各種対
策を行った。

・国民体育大会選手強
化　826名（離島4名）
・トップレベル選手育
成　21名（離島0名）
・指導者育成　177名
（離島1名）
　駅伝競技強化　44名
（離島2名）
・ジュニア強化対策　6
地区（離島2地区）　12
専門部
・スポーツ・医科学サ
ポート　2チーム（離島
0）

63,350

国民体育大会選手強化、スポー
ツ医・科学を活用した各競技団
体に対するサポートプログラ
ム、県外チームを招待又は県外
での強化試合、小学校から一般
までの一貫指導を目指したシス
テム作り、全国都道府県駅伝大
会の成績向上を図るための駅伝
競技強化、コーチ招聘、各競技
団体の主体性を活かした企画提
案型競技力向上対策等の各種対
策を行った。（離島に特化した
取組なし）

・国民体育大会選手強
化　833名（離島3名）
・トップレベル選手育
成　24名（離島0名）
・指導者育成　117名
（離島2名）
・駅伝競技強化　73名
（離島2名）
・ジュニア強化対策　6
地区（離島2地区）　12
専門部
・スポーツ・医科学サ
ポート　2チーム（離島
0）

53,628

スポーツ医・科学を活用した各競技団体に
対するサポートプログラム、県外チームを
招待又は県外での強化試合、小学校から一
般までの一貫指導を目指したシステム作
り、全国都道府県駅伝の成績向上を図るた
めの駅伝競技強化、コーチ等招聘、各競技
団体が主体的に課題解決に向けた取り組み
を展開する企画提案型競技力向上対策等の
各種事業

国民体育大会男女総合成績：
42位(H24)
43位(H25)
44位(H26)
45位(H27)
44位(H28)

56 順調
2-1-イ-1
5-4-イ-1

競技力向上対
策事業費

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

158
伝承者養成・技術錬磨
（教育庁）

国・県指定の無形文化財保持団体等
が実施主体となって伝承者養成・技
術錬磨等技能伝承のための研修を行
う。

順調

「久米島紬伝承者養成」「宮古
上布伝承者養成」「八重山上布
伝承者養成」の各事業を実施し
た。

21人

「久米島紬伝承者養成」「宮古
上布伝承者養成」｢苧麻糸手積伝
承者養成｣「八重山上布伝承者養
成」の各事業を実施した。

77人 787

「久米島紬伝承者養成」「宮古
上布伝承者養成」｢苧麻糸手積伝
承者養成｣「八重山上布伝承者養
成」の各事業を実施した。

102人 787
「久米島紬伝承者養成」「宮古上布伝承者
養成」「八重山上布伝承者養成」｢苧麻糸手
積伝承者養成｣の各事業を実施した。

239人 56 順調
1-4-イ-1
3-11-イ-2
5-4-イｰ1

伝承者養成・
技術錬磨

教育庁 文化財課

159
伝統芸能公演支援事業
(文化観光スポーツ部）

県民及び来県者に伝統芸能の鑑賞機
会提供と若手実演家の育成を図るた
め、若手実演家等の公演及び国の重
要無形文化財保持者の公演を実施す
る。

順調
国の重要無形文化財保持者等の
公演を伊是名村にて１回実施し
た。

伊是名島
来場者：204人

国の重要無形文化財保持者等の
公演を多良間村及び伊平屋村に
て２回実施した。

多良間村、伊平屋村
来場者：518人

14,888
国の重要無形文化財保持者等の
公演を宮古島市及び与那国町に
て実施した。

離島における伝統芸能
公演回数：２回（宮古
島市及び与那国町）
976人参加

14,683
国の重要無形文化財保持者等の公演を離島
において毎年１回以上実施した。

公演回数：７回
延べ来場者：2,118人 57 順調 3-11-イ-2

伝統芸能公演
支援事業

文化観光
スポーツ

部

文化振興
課

159-2
地域の文化力振興事業(文
化観光スポーツ部）

離島・過疎地域等の市町村におい
て、プロの実演家による舞台芸術公
演の鑑賞及び体験する機会を提供
し、地域の文化振興を図る。

順調 － － － － －

離島過疎地域等の市町村（宮古
島市、石垣市、伊平屋村、南大
東村）において、舞台芸術公演
の鑑賞機会を提供した。

４地域で公演を行っ
た。
（宮古島市、石垣市、
伊平屋村、南大東村）
入場者数2,651人

6,860
平成28年度は宮古島市、石垣市、伊平屋
村、南大東村において舞台芸術公演の鑑賞
機会を提供した。

公演地域：４地域
延べ入場者数：2,851人

H28新規 順調 1-4-イ-2
地域の文化力
振興事業

文化観光
スポーツ

部

文化振興
課

160
舞台芸術による地域文化
振興事業
（文化観光スポーツ部）

離島・過疎地域の教育委員会と連携
して事業を実施し、当該地域におい
て、自主的に文化事業を実施する
きっかけを作るとともに、地域に舞
台芸術を鑑賞する機会を作り、地域
の文化振興を図ることを目的とす
る。

完了 － － － － － － － －
離島・過疎市町村（２村）において舞台公
演を実施した。

東村
来場者数：200人
伊是名村
来場者数：200人

57 － 1-4-イ-2
舞台芸術によ
る地域文化振
興事業

文化観光
スポーツ

部

文化振興
課

161
文化芸術による地域活性
化事業
（文化観光スポーツ部）

離島過疎地域等の市町村における舞
台芸術公演の鑑賞機会を提供する。
（例）琉球舞踊、クラシック、ポッ
プス、漫才、演劇、組踊等。

完了
伊是名村、本部町、今帰仁村に
おいて舞台芸術公演の鑑賞機会
を提供した。

公演回数：３回
伊是名村
来場者数：250人
本部町
来場者数：580人
今帰仁村
来場者数：300人
合計1,130名

宮古島市、竹富町、本部町、多
良間村において舞台芸術公演の
鑑賞機会を提供した。

公演回数：４回
宮古島市
来場者数：892人
竹富町
来場者数：300人
本部町
来場者数：300人
多良間村
来場者数：250人
合計1,742人

5,643,000 － － －
離島・過疎市町村において舞台公演を実施
した。

公演回数：11回
延べ来場者：4,837人 57 － 1-4-イ-2

文化芸術によ
る地域活性化
事業

文化観光
スポーツ

部

文化振興
課

162
伝統行事保存継承事業
（教育庁）

伝統行事の保存、伝承に取り組む団
体への支援を行う。

順調

「伊平屋島・野甫島たからさが
し実行委員会」が文化庁の補助
を受け、伝統芸能を含めた村内
の様々な文化財及び文化的資源
の悉皆調査と記録を行い、島内
の児童生徒を対象した文化財野
外教室を開催することについて
支援した。

1件

宮古島市の実行委員会に対し、
事業の周知、計画書作成等に係
る支援、申請書のとりまとめと
文化庁への提出を行った。

１件 0

「宮古島市文化遺産活用実行委
員会」と「竹富島未来づくり実
行委員会」が文化庁の補助を受
け、各地域の文化財の活用や文
化資源の調査・記録等を行うこ
と、及び住民参加型のヘリテー
ジマネージャーの育成などにつ
いて助言することにより支援し
た。

2件 0

各島の実行委員会が地域の文化財を活用し
た地域興しや学びの場を創造するための各
種補助事業等の周知を図り、地域の活動を
支援した。

7件 57 順調
1-4-ア-2
1-4-イ-１

伝統行事保存
継承事業

教育庁 文化財課



活動概要 活動実績値 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値

実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

163
学校への芸術鑑賞機会提
供（文化振興事業費）
（教育庁）

県、文化庁、財団等が主催する芸術
鑑賞事業を実施し、離島地域におい
て芸術鑑賞の機会を提供する。

順調

平成２６年度は竹富町で木管五
重奏、伊平屋村で金管五重奏を
行い、125人（２校）の生徒が鑑
賞した。

参加児童生徒：竹富町
41人、伊平屋町84人
参加校：波照間小学
校、伊平屋小学校

平成27年度は
与那国町で金管五重奏（5校が鑑
賞）
粟国村で金管五重奏を実施（1校
が鑑賞）

184人 870
平成28年度は、座間味村で金管
五重奏多良間村で金管五重奏を
実施

座間味村で阿嘉小中学
校、慶留間小中学校の
２校35人、
多良間村で多良間小学
校、多良間中学校の２
校122人
計４校157人が鑑賞

802

国内有数の芸術団体による舞台芸術鑑賞機
会を県内へき地・離島の児童・生徒に提供
する。
校区や地域、広くは県内・県外に在住する
芸術家や技能保持者等を学校に派遣する。

1,277人 57
やや遅

れ
1-4-イ-2
5-1-ア-1

文化振興事業
費

教育庁 文化財課

163-2
組踊等教育普及事業
（教育庁）

日ごろ、組踊等に触れる機会の少な
い離島地域の児童生徒に対し、その
鑑賞機会を提供し、本県の無形文化
財のすばらしさを理解させ、郷土の
文化に愛着と自信を持たせ、アイデ
ンティティの確立を資することを目
的とする。

順調

県内の南大東島、多良間島、与
那国島などの離島において、
小・中・高等学校の児童生徒を
対象とした組踊等の無形文化財
（芸能）の鑑賞会を7回実施し
た。

1,946人
県内離島の小学校９校、中学校
１２校で実施した。

1,323人 22661

久米島町、宮古島市、石垣市、
竹富町（黒島・西表島）の31校
の小・中・高等学校、特別支援
学校において、児童生徒を対象
とした組踊等の無形文化財（芸
能）の鑑賞会を８回実施した。

1,597人 22,660
平成26年度より県内の離島地域で児童生徒
を対象とした組踊等の伝統芸能の鑑賞会を
開催した。

4,866人 H26新規 順調 1-4-ｱ-3
組踊等教育普
及事業

教育庁 文化財課

164ー1
沖縄らしい風景づくり推
進事業
（土木建築部）

文化資源を活用したまちづくりリー
ダー、赤瓦等職人の育成の実施

順調

景観行政コーディネーター研修
会に離島から延べ19人（石垣
市、竹富町、久米島町、伊江
村）の参加があった。

講習修了数　 　　19人
（石垣市５人、竹富町
４人、久米島町７人、
伊江村３人）

景観行政コーディネーター研修
会に離島から延べ16人（石垣
市、竹富町、宮古島市、久米島
町、伊江村、粟国村）の参加が
あった。

講習修了数 16人
（石垣市３人、竹富町
６人、宮古島市１人、
久米島町３人、伊江村
２人、粟国村１人）

74,364

景観行政コーディネーター研修
会に離島から延べ10人（宮古島
市、久米島町、竹富町、伊江
村）の参加があった。

講習修了数 10人
（宮古島市：３人、久
米島町：１人、竹富
町：５人、伊江村：１
人）

58,970

【平成24年度】
風景づくりに係る人材育成計画を策定し
た。
【平成25年度】
離島の人材育成に係る経費が計上されな
かったため、実施できなかった。
【平成26年度】
景観行政コーディネーター研修会に離島か
ら延べ19人（石垣市、竹富町、久米島町、
伊江村）の参加があった。
【平成27年度】
景観行政コーディネーター研修会に離島か
ら延べ16人（石垣市、竹富町、宮古島市、
久米島町、伊江村、粟国村）の参加があっ
た。
【平成28年度】
景観行政コーディネーター研修会に離島か
ら延べ10人（宮古島市、久米島町、竹富
町、伊江村）の参加があった。

【平成24年度】
計画策定数　１計画
【平成25年度】
講習修了数　０人
【平成26年度】
講習修了数　19人
【平成27年度】
講習修了数　16人
【平成28年度】
講習修了数　10人

57 順調 3-12-エ-1
沖縄らしい風
景づくり推進
事業

土木建築
部

都市計
画・モノ
レール課

164ー2
沖縄らしい風景づくり推
進事業
（土木建築部）

離島市町村の景観行政団体の移行及
び離島市町村策定の「景観計画」や
「景観条例」の指定について県が技
術的に支援

順調
市町村の景観行政団体への移行
に向けての助言等を行った。

景観行政団体数　９団
体
（石垣市、宮古島市、
渡名喜村、久米島町、
伊平屋村、与那国町、
北大東村、竹富町、伊
是名村）

市町村の景観行政団体への移行
に向けての助言等を行った。

景観行政団体数　10団
体
（石垣市、宮古島市、
渡名喜村、久米島町、
伊平屋村、与那国町、
北大東村、竹富町、伊
是名村、伊江村）

15,734
市町村の景観行政団体への移行
に向けての助言等を行った。

景観行政団体数　10団
体
（石垣市、宮古島市、
渡名喜村、久米島町、
伊平屋村、与那国町、
北大東村、竹富町、伊
是名村、伊江村）

14,021

【平成24年度】
市町村の景観行政団体への移行促進及び景
観計画策定に向けての助言等を行った。
【平成25年度】
市町村の景観行政団体への移行促進に向け
て法に基づく手続きや良好な地域景観の形
成に係る助言等を行った。
【平成26年度】
市町村の景観行政団体への移行に向けての
助言等を行った。
【平成27年度】
市町村の景観行政団体への移行に向けての
助言等を行った。
【平成28年度】
市町村の景観行政団体への移行に向けての
助言等を行った。

【平成24年度】
景観行政団体数　８団体
（石垣市、宮古島市、渡名喜村、久米島
町、伊平屋村、与那国町、竹富町、伊是
名村）
【平成25年度】
景観行政団体数　９団体
（石垣市、宮古島市、渡名喜村、久米島
町、伊平屋村、与那国町、北大東村、竹
富町、伊是名村）
【平成26年度】
景観行政団体数　９団体
（石垣市、宮古島市、渡名喜村、久米島
町、伊平屋村、与那国町、北大東村、竹
富町、伊是名村）
【平成27年度】
景観行政団体数　10団体
（石垣市、宮古島市、渡名喜村、久米島
町、伊平屋村、与那国町、北大東村、竹
富町、伊是名村、伊江村）
【平成28年度】
景観行政団体数　10団体
（石垣市、宮古島市、渡名喜村、久米島
町、伊平屋村、与那国町、北大東村、竹
富町、伊是名村、伊江村）

57 順調 1-6-ア-1
沖縄らしい風
景づくり推進
事業

土木建築
部

都市計
画・モノ
レール課

165
沖縄県国民健康保険調整
交付金保健事業
(保健医療部)

離島市町村で特定健康診査の集団健
診を実施する際の健診機関スタッフ
の渡航費を支援する。

順調
特定健康診査の集団健診を実施
した離島市町村に対し助成を
行った。

交付市町村数：15市町
村
交付額：3,535千円

特定健康診査の集団健診を実施
した離島市町村に対し助成を
行った。

交付市町村数：15市町
村
交付額：4,100千円

4,100
特定健康診査の集団健診を実施
した離島市町村に対し助成を
行った。

交付市町村数：15市町
村
交付額：4,100千円

4,052
特定健康診査の集団健診を実施した離島市
町村に対し助成を行った。

H24　14市町村　3,521千円
H25　15市町村　3,595千円
H26　15市町村　3,535千円
H27　15市町村　4,100千円
H28　15市町村　4,100千円
交付額累計　　188,51千円

60 － － 該当なし
保健医療

部
国民健康
保険課

166
介護予防対策市町村支援
事業
（子ども生活福祉部）

介護予防従事者への研修及び介護予
防の普及啓発を実施する。

順調

新しい地域支援事業の移行に向
け、市町村同士の情報・意見交
換会の他、地域包括支援セン
ター職員及びリハビリテーショ
ン専門職を対象とした研修会等
を実施

介護予防関連事業や地
域包括ケアシステム推
進事業に従事する者へ
の研修を計3回実施し
た。総受講者数500人

新しい地域支援事業の移行に関
する研修会や、主に地域包括支
援センター職員などを対象とし
た研修会等を９回実施した。

活動指標の介護予防従
事者への研修は実績値
664人となり、順調に取
り組んだ。
・介護保険制度におけ
る地域支援事業等に関
する業務等について、
充実した研修会、勉強
会等を開催し、市町村
職員や地域包括支援セ
ンター職員への人材育
成を行うことができ
た。

2,232
県下すべての市町村（地域包括
支援センター職員含む）職員に
対して、研修会等を行った。

50人（離島職員参加者
数）

2,032

介護予防ケアマネジメント研修、運動機能
向上プログラム研修、認知機能低下予防・
支援研修、地域包括支援センター職員等研
修等を実施した。

・平成24年度:介護予防関連事
業に従事する者への研修を５
回等実施　計580人参加
・平成25年度:介護予防従事者
や地域包括ケアシステム推進
事業従事者への研修を６回実
施。計578人参加
・平成26年度:介護予防従事者
等への研修、勉強会を３回実
施。計500人参加
・平成27年度：介護予防従事
者等への研修会、勉強会は、
計９回　664人参加

60 順調 2-1-ア-2
介護予防対策
市町村支援事
業

子ども生
活福祉部

高齢者福
祉介護課

166-2
みんなのヘルスアクショ
ン創出事業（保健医療
部）

健康長寿おきなわの復活に向けて、
官民一体となった健康づくりをさら
に推進するため、働き盛りの世代や
事業所（経営者等）における健康づ
くり実践を促す啓発普及を実施する
とともに、健康課題に応じた職場に
おける健康づくり実践を支援するた
めのツール提供等を行う。

順調 － － － － －

・がん検診、適正飲酒、特定健
診等の周知、健康イベントやが
んじゅうさびら表彰の受賞団体
の紹介等を行い、県民の意識喚
起を図った。
・参加体験型（ウォーキング、
健康度測定等）のイベントを開
催。がんじゅうさびら表彰式も
併せて実施したほか、イベント
連携によりブース出展を行っ
た。
・健康課題や規模等に応じたき
め細かい手法を提示することが
有効であると考えられることか
ら、職場における健康づくり事
例集の提供を行った。

・テレビ、ラジオＣ
Ｍ、WEBＣＭ、新聞広
告、テレビ番組、交
通・屋外広告、映画館
広告等（９月～３月）
・主催イベント２回、
イベント連携１回
・事例集を作成（2,000
部）し、県内商工会議
所等を通して事業所へ
配布した。

70,000

・がん検診、適正飲酒、特定健診等の周
知、健康イベントやがんじゅうさびら表彰
の受賞団体の紹介等を行い、県民の意識喚
起を図った。
・参加体験型（ウォーキング、健康度測定
等）のイベントを開催。がんじゅうさびら
表彰式も併せて実施したほか、イベント連
携によりブース出展を行った。
・健康課題や規模等に応じたきめ細かい手
法を提示することが有効であると考えられ
ることから、職場における健康づくり事例
集の提供を行った。

・テレビ、ラジオＣＭ、WEBＣ
Ｍ、新聞広告、テレビ番組、
交通・屋外広告、映画館広告
等（９月～３月）
・主催イベント２回、イベン
ト連携１回
・事例集を作成（2,000部）
し、県内商工会議所等を通し
て事業所へ配布した。

H28新規 順調 2-1-ア-1
みんなのヘル
スアクション
創出事業

保健医療
部

健康長寿
課

166-3
親子で歯っぴ～プロジェ
クト（保健医療部）

本県の乳幼児のむし歯状況の改善の
ため、乳幼児健診における指導内容
の標準化に向けた取組と、低年齢か
らのフッ化物応用普及や仕上げ磨き
実施率を図るための対策をモデル市
町村にて実施し、その効果検証を行
う。指導内容の標準化のために媒体
を作成・配布、宮古八重山地区を含
めた県内5地区にて研修会を開催
し、全市町村での活用を促す。また
宮古島市を含んだ８つのモデル市町
村でグッズの配布と活用指導を行
い、その効果を検証する。

順調 － － － － －

乳幼児健康診査における保護者
説明用媒体及び歯科保健指導マ
ニュアルを作成し、関係者向け
の研修会を開催し、指導内容の
統一を図る環境整備を進めた。
モデル市町村8ヵ所においてケア
グッズ・啓発資料の配付及び効
果検証の為のアンケート調査を
スタートさせた。

指導用媒体やマニュア
ルを作成し、離島を含
む全市町村の関係者へ
配付
宮古八重山地区を含む
県内5地区にて11回研修
会を開催(宮古：2回、
八重山2回）
8モデル市町村の一つと
して宮古島市で取組開
始

13,278

乳幼児健康診査における保護者説明用媒体
及び歯科保健指導マニュアルを作成し、関
係者向けの研修会を開催し、指導内容の統
一を図る環境整備を進めた。
モデル市町村8ヵ所においてケアグッズ・啓
発資料の配付及び効果検証の為のアンケー
ト調査をスタートさせた。

指導用媒体やマニュアルを作
成し、離島を含む全市町村の
関係者へ配付
宮古八重山地区を含む県内5地
区にて11回研修会を開催(宮
古：2回、八重山2回）
8モデル市町村の一つとして宮
古島市で取組開始

H28新規 順調 2-1-ア-2
親子で歯っぴ
～プロジェク
ト

保健医療
部

健康長寿
課



活動概要 活動実績値 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値

実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
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興計画
記載頁

Ｈ28

167
広域スポーツセンター事
業
（文化観光スポーツ部）

総合型地域スポーツクラブの創設・
育成をはじめ運営や活動、地域ス
ポーツクラブ指導者の養成・確保等
に関するスポーツ全般において効果
的に支援を行なう。

やや遅
れ

・総合型地域スポーツクラブ普及啓
発活動（35クラブ訪問）
　総合型地域スポーツクラブ担当者
会議(1回)7月（45名参加）
・総合型地域スポーツクラブ研修会
（1回）9月（39名参加）
　スポーツ活動指導者講習会（1回）
2月（26名参加）

総合型地域スポーツク
ラブ数：63クラブ(県全
体)（うち離島は17クラ
ブ）

・総合型地域スポーツクラブ普
及啓発活動に関する、11クラブ
へ訪問を行った。
・総合型地域スポーツクラブ担
当者会議を９月に開催し、32名
が参加した。
・総合型地域スポーツクラブ研
修会を９月に開催し、19名が参
加した。
・スポーツ活動指導者講習会を
H28年２月に開催し、23名が参加
した。

総合型地域スポーツク
ラブ数：63クラブ(県全
体)（うち離島は17クラ
ブ）

4,444

（離島を含め全県的に以下の取
組みを実施。）
　総合型地域スポーツクラブの
創設・育成に向けて、クラブア
ドバイザー等によるクラブ訪問
（76クラブ（県体協含む））、
クラブ担当者会議の開催（参加
29名）、クラブ研修会の開催
（参加24名）、大学との連携に
よる普及啓発活動（沖国大80
名、琉大10名）、先進県視察な
どを実施した。

総合型地域スポーツク
ラブ数63クラブ（うち
離島17クラブ）

4,850

・総合型地域スポーツクラブ普及啓発活動
・総合型地域スポーツクラブ担当者会議(1
回)
・総合型地域スポーツクラブ研修会（1回）
・大学との連携による普及啓発活動

(H26～H28）
総合型地域スポーツクラブ
数：63クラブ(県全体)（うち
離島は17クラブ）

61
やや遅

れ
2-1-イ-1

広域スポ-ツセ
ンタ-事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課
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社会体育活動支援事業
（文化観光スポーツ部）

・健康な身体の育成・保持増進のた
めの機会を提供する。
・県立学校体育施設開放事業を推進
し、スポーツ活動の場所の拡充を図
る。
 ・スポーツ・レクリエーションの
周知・普及とスポーツ指導者講習会
の開催

順調

・健康な身体の育成・保持増進
のための機会を提供するスポー
ツ・レクリエーション祭を開催
する。
・県立学校・総合型地域ｽﾎﾟｰﾂｸﾗ
ﾌﾞへの意向調査及びアンケート
実施、県立学校への個別訪問、
教育庁関係課との意見交換及び
校長会・教頭会等における事業
説明等

沖縄県スポーツ・レク
リエーション祭参加
者：9,034人（県全体）

県立学校体育施設の開
放校:10校(県全体)

10月上旬から11月上旬にかけ
て、県総合運動公園及び奥武山
運動公園等を主会場として沖縄
県スポーツ・レクリエーション
祭(全40種目)を開催した。
また、 普天間高校や豊見城高校
等の県立学校9校の体育施設を開
放するとともに、県ＨＰ、リー
フレットなどを活用して総合型
地域スポーツクラブ・市町村に
対する事業の周知・利用促進を
行った。

沖縄県レクリエーショ
ン祭の参加人数増：
9,407人（石垣島60名）
県立学校体育施設の開
放校数：
9校（久米島高校１校）

2,972

・ 10月上旬から11月上旬にかけて、
県総合運動公園及び奥武山運動公園
等を主会場として沖縄県スポーツ・
レクリエーション祭(全38種目)を開
催した。
・普天間高校や豊見城高校等の県立
学校8校の体育施設を開放するととも
に、県ＨＰ、リーフレットなどを活
用して総合型地域スポーツクラブや
市町村に対する事業の周知を行い、
利用促進を図った。

・沖縄県スポーツ・レ
クリエーション祭
参加者：9,582名
（うち離島分：石垣島
市１種目開催、69名）
・県立学校体育施設開
放校：８校
（うち離島分：県立久
米島高等学校１校、利
用団体１団体）

3,212

・健康な身体の育成・保持増進のための機
会を提供するスポーツ・レクリエーション
祭を開催する。
・県立学校・総合型地域ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞへの意向
調査及びアンケート実施、県立学校への個
別訪問、教育庁関係課との意見交換及び校
長会・教頭会等における事業説明等

（H26）
沖縄県スポーツ・レクリエー
ション祭参加者：9,034人（県
全体）
県立学校体育施設の開放校:10
校(県全体)
（H27)
沖縄県レクリエーション祭の
参加人数増：9,407人（石垣島
60名）
県立学校体育施設の開放校
数：
9校（久米島高校１校）
（H28)
・沖縄県スポーツ・レクリ
エーション祭を開催：参加者
9,582（うち離島分：石垣島市
１種目開催、69名）
・県立学校体育施設開放校:
８校（うち離島分：県立久米
島高等学校1校）

61 順調 2-1-イ-1
社会体育活動
支援事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課
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競技力向上対策事業費
（文化観光スポーツ部）

スポーツ医・科学を活用した各競技
団体に対するサポートプログラム、
県外チームを招待又は県外での強化
試合、小学校から一般までの一貫指
導を目指したシステム作り、全国都
道府県駅伝及び九州一周駅伝大会の
成績向上を図るための駅伝競技強
化・コーチ等を招聘しての競技力向
上対策等の事業

順調

スポーツ医・科学を活用した各
競技団体に対するサポートプロ
グラム、県外チームを招待又は
県外での強化試合、小学校から
一般までの一貫指導を目指した
システム作り、全国都道府県駅
伝の成績向上を図るための駅伝
競技強化、コーチ等招聘、各競
技団体が主体的に課題解決に向
けた取り組みを展開する企画提
案型競技力向上対策等の各種事
業

国民体育大会男女総合
成績：44位

国民体育大会選手強化、スポー
ツ医・科学を活用した各競技団
体に対するサポートプログラ
ム、県外チームを招待又は県外
での強化試合、小学校から一般
までの一貫指導を目指したシス
テム作り、全国都道府県駅伝大
会の成績向上を図るための駅伝
競技強化、コーチ招聘、各競技
団体の主体性を活かした企画提
案型競技力向上対策等の各種対
策を行った。

・国民体育大会選手強
化　826名（離島4名）
・トップレベル選手育
成　21名（離島0名）
・指導者育成　177名
（離島1名）
・駅伝競技強化　44名
（離島2名）
・ジュニア強化対策　6
地区（離島2地区）　12
専門部
・スポーツ・医科学サ
ポート　2チーム（離島
0）

63,350

国民体育大会選手強化、スポー
ツ医・科学を活用した各競技団
体に対するサポートプログラ
ム、県外チームを招待又は県外
での強化試合、小学校から一般
までの一貫指導を目指したシス
テム作り、全国都道府県駅伝大
会の成績向上を図るための駅伝
競技強化、コーチ招聘、各競技
団体の主体性を活かした企画提
案型競技力向上対策等の各種対
策を行った。（離島に特化した
取組なし）

・国民体育大会選手強
化　833名（離島3名）
・トップレベル選手育
成　24名（離島0名）
・指導者育成　117名
（離島2名）
・駅伝競技強化　73名
（離島2名）
・ジュニア強化対策　6
地区（離島2地区）　12
専門部
・スポーツ・医科学サ
ポート　2チーム（離島
0）

53,628

スポーツ医・科学を活用した各競技団体に
対するサポートプログラム、県外チームを
招待又は県外での強化試合、小学校から一
般までの一貫指導を目指したシステム作
り、全国都道府県駅伝の成績向上を図るた
めの駅伝競技強化、コーチ等招聘、各競技
団体が主体的に課題解決に向けた取り組み
を展開する企画提案型競技力向上対策等の
各種事業

国民体育大会男女総合成績：
42位(H24)
43位(H25)
44位(H26)
45位(H27)
44位(H28)

61 順調
2-1-イ-1
5-4-イ-1

競技力向上対
策事業費

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

170
スポーツコンベンション
誘致事業
（文化観光スポーツ部）

国内外からのスポーツコンベション
の誘致を図るため、情報の発信や、
各種スポーツコンベンションの歓迎
支援策等を実施する。

順調

香港のスポーツイベントコンサ
ルティング会社や香港メディア
等を宮古島に招聘し、宮古島ト
ライアスロンコース視察等のFAM
ツアーを行った。また、シュ
ガーライド久米島開会式に出席
し、久米島のスポーツイベント
関係者等と情報交換を行った。

・沖縄のスポーツコン
ベンション環境の県外
への広報・誘致活動 9
件

・スポーツコンベン
ション環境PRツールの
作成　5件

・各種スポーツコンベ
ンションの歓迎・支援
9件

（県全域,うち離島のみ
1件）

沖縄県でキャンプを実施するプ
ロスポーツチームに対して地域
特産品の贈呈、各種スポーツコ
ンベンションに対して各種歓
迎、スポーツコンベンション開
催実績調査及びスポーツツーリ
スト調査を実施した。

キャンプ・合宿に伴う
差し入れ支援３件
(石垣島２件、久米島１
件)
広告支援１件
(石垣島１件)

7,200

沖縄でキャンプを実施したプロ
サッカー18チーム、プロ野球球
団19チーム、プロ自転車４チー
ム、その他国内外のナショナル
チーム6団体に対して地域特産品
の贈呈を行い、県民挙げての歓
迎の気運醸成を図った。

キャンプ・合宿に伴う
差し入れ支援４件
(石垣島２件、久米島２
件)

7,912

沖縄県でキャンプを実施するプロスポーツ
チームに対して地域特産品の贈呈、各種ス
ポーツコンベンションに対して各種歓迎、
スポーツコンベンション開催実績及びス
ポーツツーリスト調査を実施した。

キャンプ・合宿に伴う差し入
れ支援３件
(石垣島２件、久米島１件)
広告支援１件
(石垣島１件)
(H27)
キャンプ・合宿に伴う差し入
れ支援４件
(石垣島２件、久米島２件)
（H28）

61 順調
2-1-イ-2
3-2-ア-3

スポ-ツコンベ
ンション誘致
事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

171
スポーツ観光誘客促進事
業
（文化観光スポーツ部）

マラソン、サイクリングイベント等
など沖縄のスポーツイベント及びス
ポーツ環境のプロモーション等を行
うことで県外・海外からの誘客を図
り、県民のスポーツに触れる機会
（見る、参加する）の創出を図る。

離島実
施無し

プロモーションツールの作成
（ポスター、チラシ等）、見本
市等でのプロモーション展開し
スポーツアイランド沖縄として
認知度向上を図り誘客促進を
行った（プロモーション30
件）。

見本市の出展等による
県外・海外へのプロ
モーション実施等 30件

プロモーションツールの制作
（ポスター、チラシ等）、見本
市等でのプロモーションを展開
してスポーツアイランド沖縄と
して認知度向上(38％→62％)を
図り、誘客促進を行った（プロ
モーション29件）。

見本市の出展等による
県外・海外へのプロ
モーションの実施等：
29件
（離島に特化した取組
はなし）

130,588

プロモーションツールの制作
（ポスター、チラシ等）、見本
市等でのプロモーションを展開
してスポーツアイランド沖縄と
して認知度向上を図り、誘客促
進を行った（プロモーション18
件）。（離島に特化した取組は
なし）

見本市の出展等による
県外・海外へのプロ
モーションの実施：18
回

135,478
本県のスポーツ環境をＰＲするために、見
本市等への出展や県内のプロスポーツチー
ムを活用したプロモーションを展開した。

見本市の出展等による県外・
海外へのプロモーションの実
施等
H26 30件
H27 29件
H28 18件
（離島に特化した取組はな
し）

61 順調
2-1-イ-2
3-2-ア-3
3-6-ア-2

スポ-ツ観光誘
客促進事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

172
スポーツツーリズム戦略
推進事業
（文化観光スポーツ部）

沖縄観光の新たな魅力の創出や着地
型観光の拡充を目的とし、スポーツ
の活用により観光を推進・活性化す
るスポーツツーリズムを沖縄に根付
かせるためのモデル事業と連携した
誘客促進等の実施と新たなスポーツ
ツーリズム受入体制の整備を行う。

順調

新規のスポーツイベントには補
助率を高く設定し、定着化を図
る２年目以降のスポーツイベン
トは補助率を下げるなど、ス
ポーツイベントの定着化が図れ
るよう、支援枠を設定したうえ
で、観光メニューとしてのス
ポーツツーリズムの推進を図っ
た。また、立ち上げ後、４年目
以降のスポーツイベントで、か
つ、新たな誘客に取組む拡充枠
をもうけ、スポーツイベントの
モデル事業を選定し、支援を
行った。

モデル事業数　１事業
(久米島）

繁忙期と閑散期の格差縮小・雇
用創出、新たな専門性を持つ観
光産業人材の創出及びスポーツ
が持つ周期性による集客効果・
経済効果の実現等、沖縄観光の
推進に寄与することから、観光
メニューとしてのスポーツツー
リズムの推進を図るため、ス
ポーツイベントのモデル事業を
選定し、８事業に支援を行っ
た。

モデル事業数　１事業
(久米島）

67,891

繁忙期と閑散期の格差縮小・雇
用創出、新たな専門性を持つ観
光産業人材の創出及びスポーツ
が持つ周期性による集客効果・
経済効果の実現等、沖縄観光の
推進に寄与することから、観光
メニューとしてのスポーツツー
リズムの推進を図るため、ス
ポーツイベントのモデル事業を
選定し、６事業に支援を行っ
た。

モデル事業数　２事業
(石垣島、宮古島、久米
島）

66,891

新規のスポーツイベント、２年目以降の定
着化枠、４年目以降の拡充枠をもうけ、観
光メニューとしてのスポーツツーリズムの
推進を図るため、スポーツイベントのモデ
ル事業を選定し、支援を行った。

モデル事業数(H24～H28)
２事業（宮古）
２事業（石垣）
４事業（久米島）

61 順調
2-1-イ-2
3-2-ア-3
3-6-ア-2

スポ-ツツ-リ
ズム戦略推進
事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

173
スポーツアイランド受入
支援事業
（文化観光スポーツ部）

沖縄観光の新たな魅力の創出や着地
型観光の拡充を目的とし、スポーツ
の活用により観光を推進・活性化す
るスポーツツーリズムを沖縄に根付
かせるためのモデル事業と連携した
誘客促進等の実施と新たなスポーツ
ツーリズム受入体制の整備を行う。

離島実
施無し

ＯＣＶＢ内にスポーツコミッ
ション沖縄を設置し、スポーツ
コンベンションを促進するた
め、スポーツ施設のガイドブッ
ク制作やＷＥＢサイトの構築、
スポーツツーリズムの推進を図
るため、セミナーを開催し、県
外からのスポーツ合宿やイベン
ト開催の問い合わせに対して、
県体協・市町村と連携を図りな
がら受入支援を実施した。

スポーツコミッション
沖縄（仮称）あり方検
討のための市町村への
ヒアリング実施、県
外・海外からのスポー
ツキャンプ合宿等の問
い合わせ対応

・各種スポーツ合宿の受入・誘
致・斡旋を行う窓口として62件
の相談があった。
・また、市町村における受入環
境の充実を図るため、協議会立
ち上げのためのアドバイス支援
等を行った。

スポーツコンベンショ
ン相談件数：62件
スポーツ環境整備アド
バイザーの派遣：6件
（離島に特化した取組
はなし）

40,150

スポーツコンベンション相談件
数については、WEBサイトの構築
やスポーツ関係イベント等での
周知により認知度が高まってお
り、計画値を上回る問い合わせ
が寄せられた。
（離島に特化した取組はなし）

スポーツコンベンショ
ン相談件数：197件
スポーツ環境整備アド
バイザーの派遣：6件
（離島に特化した取組
はなし）

43,230

各種スポーツキャンプ・合宿等の誘致・受
入・斡旋を行うワンストップ窓口として、
スポーツを目的とした来訪者の利便性向上
を目的とした受入体制の整備を行い、ス
ポーツアイランド沖縄の認知度向上と誘客
拡充を図る。

県外からのスポーツコンベン
ションに関する問い合わせ等
に対して、ＯＣＶＢ・県体協
にスポーツコミッション沖縄
を設置し、きめ細かな対応を
図るため、市町村と連携して
実施した。
スポーツコンベンション相談
件数：197件(H28)
（離島に特化した取組はな
し）

61 順調
2-1-イ-2
3-2-ア-3

スポ-ツアイラ
ンド受入支援
事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

173-2
地域健康力アップ推進事
業
（文化観光スポーツ部）

地域住民のスポーツ参加の促進を図
るため、総合型地域スポーツクラブ
の連携を図り、持続的な体力測定や
運動プログラムの作成、イベント交
流等を行う。

順調
クラブ交流会、総合型地域ス
ポーツクラブにおける体力測定

クラブ交流会における
参加人数（1,266名）
総合型地域スポーツク
ラブにおける体力測定
者数（225名）

・県内外のクラブ間の交流を図
るため、クラブ交流会実施した
結果、参加人数は608名であっ
た。
・総合型地域スポーツクラブに
おける健康運動教室を各クラブ
がそれぞれ３ヶ月間で11回～12
回実施した。

・クラブ交流会におけ
る参加人数：608名
(H27)
・総合型地域スポーツ
クラブにおける体力測
定者数617名(H27)(離島
実施クラブ：宮古島市
１件、石垣市１件）

26,731

・県内外のクラブ間の交流を図
るため、クラブ交流会を実施し
た結果、参加人数は1,533名だっ
た。
・総合型地域スポーツクラブに
おける健康運動教室を各クラブ
がそれぞれ３ヶ月間で12回実施
し、総参加者数は1,738名だっ
た。
・県内交流イベントを２クラブ
が実施し、総参加者数は166名
だった（うち石垣市のクラブ１
件：36名）。

・クラブ交流会におけ
る参加人数：1,533名

・総合型地域スポーツ
クラブにおける健康教
室参加人数：1,738名

・県内交流イベントに
おける参加人数：166名
（うち石垣市のクラブ
１件：36名）

27,966

・健康運動教室の実施
・クラブ交流会及び交流イベントの実施
・総合型地域スポーツクラブにおける体力
測
　定

・クラブ交流会における参加
人数：1,533名（H28）

・総合型地域スポーツクラブ
における健康教室参加人数：
1,738名（H28）

H26新規 順調 1-6-イ-1
地域健康力
アップ

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課
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離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

174
宮古広域公園の整備
（土木建築部）

広域的レクリエーション需要に対応
した広域公園の整備。

順調

古広域公園（仮称）計画検討委
員会を２回開催し、基本構想を
策定した。また、引き続き基本
計画策定に向けた検討を行っ
た。

計画検討委員会開催数
２回

宮古広域公園（仮称）計画検討
委員会を１回開催し、基本計画
策定に向けた検討を行った。

計画検討委員会開催数
１回

53,525
(20,986)

宮古広域公園（仮称）計画検討
委員会を２回開催し、基本計画
を策定した（平成29年２月）。

計画検討委員会開催数
２回

136,546

宮古広域公園（仮称）計画検討委員会を７
回開催し、整備候補地の選定、基本構想策
定、基本計画の検討を行った。
また、計画段階環境配慮書を作成した。

－ 61 順調 3-12-ア-1
宮古広域公園
の整備

土木建築
部

都市計
画・モノ
レール課

174-2
がんじゅーどー事業
（土木建築部）

県民の健康づくり活動のを促進させ
るため、年間を通して安全で安心し
てウォーキング等のできる道路空間
整備を行う。

順調

ウォーキング・ジョギング等に
利用しやすい道路空間整備計画
策定、利用状況調査等の結果を
ふまえたモデル５路線を選定し
た。

－

ウォーキング・ジョギング等に
利用しやすい道路空間整備計画
策定、利用状況調査等の結果を
ふまえたモデル２路線を選定し
た。

モデル２路線の整備
（石垣島１路線、宮古
島１路線）

57,000
高野西里線等のモデル2路線にお
いて、弾性舗装等を整備した。

モデル２路線の整備
（石垣島１路線、宮古
島１路線）

64,270

ウォーキング・ジョギング等に利用しやす
い道路空間整備計画策定、利用状況調査等
の結果をふまえたモデル2路線を選定し、整
備した。

計画通りに基本計画を策定し
た。利用状況調査等の結果を
ふまえたモデル2路線を選定
し、整備でき、計画通りの効
果が見込める。

H26新規 順調 2-1-ｲ-3
がんじゅー
どー事業

土木建築
部

道路管理
課

175

離島に居住する妊婦の健
診等に係る交通費等支援
事業
（保健医療部）

離島町村に住む妊婦への交通費及び
宿泊費の補助

順調

離島町村が実施主体となり、妊
産婦への健診・出産に関する交
通費及び宿泊費助成の充実に向
けて取り組んでいる。

妊婦健診時渡航費：12
町村
出産時渡航費：12町村
妊婦健診時宿泊費：6町
村
出産時宿泊費：10町村

離島町村が実施主体となり、妊
産婦への健診・出産に関する交
通費及び宿泊費助成の充実に向
けて取り組んでいる。

妊婦健診時渡航費：13
町村
出産時渡航費：13町村
妊婦健診時宿泊費：6町
村
出産時宿泊費：12町村

0

離島町村が実施主体となり、妊
産婦への健診・出産に関する交
通費及び宿泊費助成の充実に向
けて取り組んでいる。

妊婦健診時渡航費：12
町村
出産時渡航費：12町村
妊婦健診時宿泊費：6町
村
出産時宿泊費：11町村

－
離島町村が実施主体となり、妊産婦への健
診・出産に関する交通費及び宿泊費助成の
充実に向けて取り組んでいる。

妊婦健診時渡航費：
　H24　13町村、H25　13町村
　H26　12町村、H27　13町村
  H28  12町村
出産時渡航費：
　H24　10町村、H25　13町村
　H26　12町村、H27　13町村
　H28  12町村
妊婦健診時宿泊費：
　H24　13町村、H25　13町村
　H26　　6町村、H27　6町村
  H28    6町村
出産時宿泊費：
　H24　10町村、H25　12町村
　H26　10町村、H27　12町村
  H28  11町村

62 － － －
保健医療

部

地域保健
課（実施
は離島町

村）

176
小児救急電話相談事業
（♯８０００）
（保健医療部）

小児患者に係る電話相談を実施し、
保護者の不安軽減及び適切な医療機
関受診を図る。

順調
小児救急電話相談の通年実施
（毎日19時～23時）

電話相談対応件数（全
県分）：7,795件

小児救急電話相談の通年実施
（毎日19時～23時）

電話相談対応件数（全
県分）：8,177件

13,193
小児救急電話相談の通年実施
（毎日19時～23時

電話相談対応件数（全
県分）
7,749件

13,870
小児救急電話相談の通年実施（毎日19時～
23時）

電話相談対応件数（全県
分）：
　H24　7,472件
　H25　8,218件
　H26　7,795件
  H27  8,177件
　H28　7,749件

62 順調
2-2-ア-1
2-3-オ-3

小児救急電話
相談事業
（♯8000）

保健医療
部

医療政策
課

177
島しょ型福祉サービス総
合支援事業
（子ども生活福祉部）

介護サービス事業の効率的な運営が
困難な離島地域において、安心・安
定したサービス提供体制を支援する
ため、市町村に対し事業運営に要す
る経費等の一部を補助し、介護サー
ビスの提供確保、基盤拡充を図る。

順調

介護サービス事業の効率的な運
営が困難な事業所が所在する９
島の離島町村５団体に対し、事
業運営に要する経費及び渡航費
の補助を行った。

運営費補助対象町村
数：５町村（９島）

介護サービス事業の効率的な運
営が困難な事業所が所在する11
島の離島町村７団体に対し、事
業所運営に要する経費及び渡航
費の補助を行った。

運営費補助対象町村
数：7町村（11島）

31,568

介護サービス事業の効率的な運
営が困難な事業所が所在する11
島の離島町村７団体に対し、事
業所運営に要する経費及び渡航
費の補助を行った。

運営費補助対象町村
数：7町村（11島）

39,214
介護サービス事業の効率的運営が困難な事
業所が所在する離島町村に対し、事業運営
に要する経費及び渡航費を補助した。

・H24年度補助対象町村数：６
町村（10島）
・H25年度補助対象町村数：６
町村（10島）
・H26年度補助対象町村数：５
町村（９島）
・H27年度補助対象町村数：7
町村11島）
・H28年度補助対象町村数：7
町村11島）

63 順調
2-3-エ-1
3-11-イ-3

島しょ型福祉
サービス総合
支援事業

子ども生
活福祉部

高齢者福
祉介護課

178
福祉・介護人材育成基盤
整備事業
（子ども生活福祉部）

地域完結型で質の高い福祉サービス
を提供できる人材の育成・確保が継
続的に行える体制を整備する。

順調
人材育成のガイドライン、標準
カリキュラムの作成

作成(最終）

ガイドライン等周知のための活
用セミナーの開催、モデル事業
所に対するガイドライン等活用
の個別支援

活用セミナー：八重山
地区17事業所（27
人）、宮古地区15事業
所（17人）

24,670
アドバイザー等の派遣（支援）
回数

アドバイザー等の派遣
（支援）回数
８回（石垣市4、宮古島
市4）

20,070
人材育成ガイドライン及び標準カリキュラ
ムの策定、ガイドライン等活用の促進

人材育成ガイドライン及び標
準カリキュラム等の作成
（H27）
活用セミナー：八重山地区17
事業所（27人）、宮古地区15
事業所（17人）
アドバイザー等の派遣８回
（石垣市4、宮古島市4）
（H28）

63 順調 3-11-イ-3
福祉･介護人材
育成基盤整備
事業

子ども生
活福祉部

福祉政策
課

179

介護支援専門員資質向上
事業

（子ども生活福祉部）

介護サービス等の質の向上を図るた
め、介護支援専門員の養成及び現任
研修を実施する。

順調

介護支援専門員実務研修、実務
従事者基礎研修、専門研修課程
（Ⅰ・Ⅱ）、主任介護支援専門
員研修、更新研修（再研修）を
実施した。

介護支援専門員実務研
修受講者数：426人

介護支援専門員実務研修、実務
従事者基礎研修、専門研修課程
（Ⅰ・Ⅱ）、主任介護支援専門
員研修、更新研修（再研修）を
全7回実施した。

介護支援専門員実務研
修受講者数：236人

18,112

介護支援専門員実務研修、専門
研修課程（Ⅰ・Ⅱ）、主任介護
支援専門員研修）、主任介護支
援専門員更新研修、更新研修
（再研修を全7回実施した。

介護支援専門員実務研
修受講者数：県全体168
人
（石垣6人、宮古6人、
その他離島1人）

40,500

介護支援専門員実務研修、実務従事者基礎
研修、専門研修課程（Ⅰ・Ⅱ）、主任介護
支援専門員研修、更新研修（再研修）を実
施した。

介護支援専門員実務研修受講
者数：1,164人

63 順調
2-3-ア-1
5-6-ア-2

介護支援専門
員資質向上事
業

子ども生
活福祉部

高齢者福
祉介護課

179-2
訪問介護員資質向上推進
事業
（子ども生活福祉部）

訪問介護員の資質向上を図るため、
訪問介護事業所のサービス提供責任
者への訪問介護適正実施研修等を実
施する。

順調
サービス提供責任者及び訪問介
護員等の現任の介護職員に対す
る研修を実施した。

テーマ別技術向上研修
受講者数：180人

サービス提供責任者及び訪問介
護員等の現任の介護職員に対す
る研修を実施した。

テーマ別技術向上研修
受講者数：230人

2,340

サービス提供責任者及び訪問介
護員等の現任の介護職員に対す
る研修（年間を通して6回）を実
施した。

・テーマ別技術向上研
修受講者数：
県全体185人

2,340
サービス提供責任者（H25年度は実施してい
ない）及び訪問介護員等の現任の介護職員
に対する研修を実施した。

テーマ別技術向上研修受講者
数：875人

63 順調
2-3-ア-1
5-6-ア-2

訪問介護員資
質向上推進事
業

子ども生
活福祉部

高齢者福
祉介護課

180
高齢者の社会参加の促進
（老人クラブ活動支援）
（子ども生活福祉部）

沖縄県老人クラブ連合会等の行う社
会参加促進事業、健康づくり支援事
業に対して助成を行い、生きがいづ
くりなどを支援する。

順調
市町村を通じて単位老人クラブ
及び市町村老人クラブ連合会へ
の活動を助成した。

40市町村　692の老人ク
ラブと
37市町村老人クラブ連
合会の活動へ助成。(離
島分：15市町村　193の
老人クラブと12市町村
老人クラブ連合会の活
動へ助成）

市町村を通じて単位老人クラブ
及び市町村老人クラブ連合会の
活動への助成を実施した。

40市町村　703の老人ク
ラブと39市町村老人ク
ラブ連合会の活動へ助
成。(離島分：15市町村
191の老人クラブと14市
町村老人クラブ連合会
の活動へ助成)

22,422
市町村を通じて単位老人クラブ
及び市町村老人クラブ連合会の
活動への助成を実施した。

40市町村、704の老人ク
ラブと40老人クラブ連
合会の活動へ助成。
（離島分：15市町村
192老人クラブと15老人
クラブ連合会の活動へ
助成）

22,422
市町村を通じて単位老人クラブ及び市町村
老人クラブ連合会への活動を助成した。

H24年度:41市町村　652の老人クラブと38
市町村老人クラブ連合会の活動へ助成。
H25年度：39市町村　697の老人クラブと
38市町村老人クラブ連合会の活動へ助
成。
H26年度：40市町村　692の老人クラブと
37市町村老人クラブ連合会の活動へ助
成。(離島分：15市町村　193の老人クラ
ブと12市町村老人クラブ連合会の活動へ
助成）
H27年度：40市町村　703の老人クラブと
39市町村老人クラブ連合会の活動へ助
成。(離島分：15市町村　191の老人クラ
ブと14市町村老人クラブ連合会の活動へ
助成)
Ｈ28年度：40市町村、704の老人クラブと
40老人クラブ連合会の活動へ助成。（離
島分：15市町村　192老人クラブと15老人
クラブ連合会の活動へ助成）

63 順調 2-3-ア-2　※

在宅老人福祉
対策事業費
（老人クラブ
活動支援）

子ども生
活福祉部

高齢者福
祉介護課



活動概要 活動実績値 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値

実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

181

高齢者の社会参加の促進
（高齢者の自主的な取組
の支援）
（子ども生活福祉部）

高齢者の生きがいづくり、健康づく
りを支援するため、かりゆし長寿大
学校の運営、沖縄ねんりんピックの
開催等を支援する。

やや遅
れ

全国健康福祉祭選手派遣、沖縄
ねんりんピック開催（９月）、
かりゆし美術展開催（12月）、
沖縄かりゆし長寿大学校運営の
各事業を実施した。

全国健康福祉祭へ選
手・役員派遣：122人
沖縄ねんりんピック開
催：2,748人の参加
かりゆし美術展：294点
の応募
かりゆし長寿大学校卒
業生：190人

全国健康福祉祭選手派遣、沖縄
ねんりんピック開催（９月）、
かりゆし美術展（1月）沖縄かり
ゆし長寿大学校運営の各事業を
実施した。

全国健康福祉祭へ選
手・役員派遣：112人
沖縄ねんりんピック開
催：約2600人の参加
かりゆし美術展：307点
の応募
かりゆし長寿大学校卒
業生:189名

63,290

全国健康福祉祭選手派遣、沖縄ね
んりんピック開催（９月）、かりゆし美
術展（1月）沖縄かりゆし長寿大学
校運営の各事業を実施した。

全国健康福祉祭へ選
手・役員派遣：110人
沖縄ねんりんピック開
催：2,740人の参加
かりゆし美術展：281点
の応募
かりゆし長寿大学校卒
業生:188名

63,290

全国健康福祉祭選手派遣、沖縄ねんりん
ピック開催、かりゆし美術展開催、沖縄か
りゆし長寿大学校運営の各事業を実施し
た。

全国健康福祉祭へ選手･役員派
遣：86人（H24）、93人
（H25）、122人（H26）、112
人（H27）、110人（Ｈ28）。
沖縄ねんりんピック開催：約
３千人の参加（H24）、約2600
人の参加（H25）、2,748人の
参加（H26)、約2,600人の参加
（H27)、約2,740人の参加
（H28)。かりゆし美術展：270
点の応募（H24)、294点の応募
（H25)、294点の応募（H26)、
307点の応募（H27)、281点の
応募（H28)。かりゆし長寿大
学校卒業生：188人（H24)、
181人（H25）、190人（H26)、
189
人（H27)、188人（H28)。

63
やや遅

れ
2-3-ア-2　※

社会参加活動
促進事業（高
齢者の自主的
な取組の支
援）

子ども生
活福祉部

高齢者福
祉介護課

182
高齢者権利擁護の推進
（認知症対策）
（子ども生活福祉部）

認知症サポーター、認知症サポート
医等を養成し、認知症に対する理解
を促進するとともに、地域医療の支
援体制の構築を推進する。

順調

認知症かかりつけ医研修受講者
数
認知症サポーター養成数
認知症サポーター医養成数

348人(内離島 41人)
（累計）
40,269人(内離島 4,653
人）（累計）
24人(内離島 3人)（累
計）

認知症かかりつけ医研修受講者
数
認知症サポーター養成数
認知症サポーター医養成数

27人【内離島1人】
14,516人(内離島729人)
9人【内離島2人】

12,295

・認知症サポーター養成研修実
施
・薬剤師認知症対応力向上研修
実施
・歯科医師対応力向上研修実施

：8,237名【うち離島
795名】
・16名　【うち離島
35人　】
・8名　【全員宮古の歯
科医院勤務】

12,770

・県認知症施策推進会議、認知症対策等市
町村連絡会議、認知症サポーター養成講座
の開催支援、認知症キャラバンメイト現任
研修及びフォローアップ研修、認知症サ
ポート医の養成、かかりつけ医認知症対応
力向上研修、成年後見制度市町村長申立実
務研修の実施　等

H24～H27　累計値
認知症かかりつけ医研修受講
者数　375人(内離島 42人)
認知症サポーター養成数
54,785人(内離島 5,382人）
認知症サポーター医養成数
33人(内離島 5人)

63 順調 2-3-ア-3　※

高齢者権利擁
護推進事業
（認知症対
策）

子ども生
活福祉部

高齢者福
祉介護課

183

高齢者権利擁護の推進
（高齢者虐待防止対策、
成年後見制度の普及促
進）
（子ども生活福祉部）

高齢者虐待対応力向上を図るための
市町村への支援、成年後見人制度の
普及等に取組むことにより、高齢者
の権利擁護を図る。

順調
高齢者虐待担当者実務研修の開
催
事例検討会の開催

２回
４回

高齢者虐待担当者実務研修の開
催
事例検討会の開催
個別相談会の開催

3回
5回
1回

3,000

・高齢者虐待担当者実務研修の
開催（回数）
・専門職による事例検討会の開
催(回数）
・専門職による個別相談会の開
催(回数）

・３回（離島分：０
件）
・１回(離島分：１件）
・２回（離島分：０
件）

3,000

・沖縄県高齢者虐待防止連絡会議の開催
・市町村からの要望に応じた専門職（弁護
士、社会福祉士）の派遣
・担当実務者研修
・相談事例集の作成

・高齢者虐待防止連絡会議の
開催（回数）：H24 1回、H25
1回
・高齢者虐待担当者実務者研
修の開催(回数）：H24 1回、
H25 3回、H26 2回、H27 3回
・事例検討会の開催（回
数）：H26 4回、H27 5回
・個別相談会の開催（回
数）：H27 1回

63 順調 2-3-ア-3　※

高齢者虐待防
止対策推進事
業（高齢者虐
待防止対策
等）

子ども生
活福祉部

高齢者福
祉介護課

184
公営住宅整備事業
（土木建築部）

高齢者の入居に対応した公営住宅の
整備を行う。

未着手
石垣市、座間味村、伊平屋村に
おいて公営住宅の整備を行っ
た。

19戸
（石垣市 10戸、
座間味村 4戸、
伊平屋村 5戸）

宮古島市、竹富町、与那国町に
おいて公営住宅の整備を行っ
た。

38戸
752,441

(419,297)

離島市町村の公営住宅の整備を
促進するため、優先的に予算を
充当し、建替事業で与那国町４
戸を計画していたが、入札不調
により年度内の着工ができな
かった。

0戸
599,808

(343,902)

石垣市、宮古島市、竹富町、南大東村、北
大東村、座間味村、伊平屋村、与那国町に
おいて公営住宅の整備を行った。

85戸
（H24-H28累計）

63
大幅遅

れ

2-3-ア-3
2-3-エ-3
3-11-イ-1

公営住宅整備
事業（離島）

土木建築
部

住宅課

185
住宅リフォーム促進事業
（土木建築部）

子育てのための改修工事、バリアフ
リー改修工事、修景工事のいずれか
を含む住宅リフォーム工事を行う者
に対し市町村が助成金を交付する。

順調

 県は助成事業を実施する市町村
に対する補助金事業を実施し、
離島では伊江村が当事業を活用
した。

1件
（伊江村）

県は助成事業を実施する市町村
に対する補助金事業を実施し、
離島では宮古島市及び伊江村が
当事業を活用した。

２件
（宮古島市、伊江村）

2,500

県は助成事業を実施する市町村
に対する補助金事業を実施し、
離島では宮古島市及び伊江村が
当事業を活用した。

１件 12,500
（平成26～28年度）
助成事業を実施する宮古島市及び伊江村に
対する補助金事業を実施した。

（H26年度）
住宅リフォーム助成件数
：15件（伊江村）
（H27年度）
住宅リフォーム助成件数
：39件（宮古島市、伊江村）
（H28年度）
住宅リフォーム助成件数
：23件（宮古島市、伊江村）

63 順調
1-7-ア-1
2-3-ア-3
2-6-ア-1

住宅リフォ-ム
促進事業

土木建築
部

住宅課

186
相談支援体制整備事業
（子ども生活福祉部）

県内の障害者への相談支援体制の整
備促進に努めるとともに、広域的な
相談支援を実施する。

やや遅れ

宮古地区、八重山地区において
市町村及び相談支援事業所に対
し助言・支援及び各種研修等を
実施した。

相談支援件数　212件
（宮古 100件（うち多
良間村6件）、八重山
112件（うち竹富町8
件、与那国町1件））

宮古地区、八重山地区において
市町村及び相談支援事業所に対
し助言・支援及び各種研修等を
実施した。

相談支援件数　228件
（宮古 108件、八重山
120件）

4,897

宮古地区、八重山地区において
市町村及び相談支援事業所に対
し助言・支援及び各種研修等を
実施した。

相談支援・派遣件数
144件
（宮古圏域 17件、八重
山 圏域127件）

2,760
各圏域に相談支援アドバイザーを配置し、
市町村や事業所、関係者へ支援を実施して
いる。

５圏域（４人） 64
やや遅

れ
2-3-イ-1

障害者相談支
援体制整備事
業

子ども生
活福祉部

障害福祉課

187
障害児等療育支援事業
（子ども生活福祉部）

在宅の障害児（者）に対し、訪問、
外来等による療育相談指導等を行な
う。

順調
５圏域（11市町村）で療育巡回
相談・訪問健康診断及び各種療
育相談・指導を実施した。

対象圏域：５圏域
（11市町村）
療育巡回相談・訪問健
康診断及び各種療育相
談・指導数：  1,080件
(伊江村８件、伊是名村
10件、伊平屋村10件、
久米島町39件、南大東
村12件、渡嘉敷村7件、
粟国村1件、石垣市266
件、宮古島市663件、竹
富町24件、与那国町40
件）

５圏域（11市町村）で療育巡回
相談・訪問健康診断及び各種療
育相談・指導を実施した。

対象圏域：　５圏域
（11市町村）
療育巡回相談・訪問健
康診断及び各種療育相
談・指導数： 825 件
(伊江村７件、伊平屋村
７件、伊是名村４件、
久米島町42件、南大東
村18件、渡嘉敷村３
件、北大東村１件、粟
国村２件、宮古島市468
件、石垣市264件、竹富
町９件）

6,212
５圏域（11市町村）で療育巡回
相談・訪問健康診断及び各種療
育相談・指導を実施した。

対象圏域:５圏域（11市
町村）
療育巡回相談・訪問健
康診断及び各種療育相
談・指導数： 780 件
(伊江村2件、伊平屋村5
件、伊是名村8件、久米
島町50件、南大東村7
件、渡嘉敷村3件、北大
東村3件、粟国村5件、
宮古島市462件、石垣市
202件、竹富町33件）

4,752
５圏域（11市町村）で療育巡回相談・訪問
健康診断及び各種療育相談・指導を実施し
た。

対象圏域：５圏域
（11市町村）
療育巡回相談・訪問健康診断
及び各種療育相談・指導数：
1,229件(H24)､1,121件(H25）､
1,080件(H26)、825件(H27)、
780 件（H28）

64 順調 2-3-イ-1
障害児等療育
支援事業

子ども生
活福祉部

障害福祉課

188
障害児者福祉施設等整備
事業費
（子ども生活福祉部）

障害者の住まいの場の確保のため、
グループホーム等の整備を行なう。

順調
宮古島市内において、１箇所の
整備費助成を行った。

１箇所(宮古島市）
Ｈ27年度の離島での整備計画な
し

－ －
宮古島市内において、１箇所の
整備費助成を行った。

１箇所(宮古島市）
216,00

（216,00）

グループホーム創設に対する整備費助成を
宮古島市で２件行った。
　H26　１箇所
　H28　１箇所

H26　19,000千円
H28　21,600千円

64 順調 2-3-イ-1
障害児者福祉
施設整備事業
費

子ども生
活福祉部

障害福祉課

189
地域生活支援事業（専
門・広域的事業）
（子ども生活福祉部）

障害者の社会参加を支える支援者の
養成や情報支援など総合的かつ効果
的な事業を実施する。

順調

手話通訳者、要約筆記者、盲ろ
う者向け通訳・介助員の養成・
派遣や、視聴覚障害者に向けた
点字ニュースや字幕入映像等の
情報提供を実施した。

手話通訳者の配置数：1
人

手話通訳者、要約筆記者、盲ろ
う者向け通訳・介助員の養成・
派遣や、視聴覚障害者に向けた
点字ニュースや字幕入映像等の
情報提供を実施した。

手話通訳者の配置数：1
人

15,173

手話通訳者、要約筆記者、盲ろ
う者向け通訳・介助員の養成・
派遣や、視聴覚障害者に向けた
点字ニュースや字幕入映像等の
情報提供を実施した。

手話通訳者の設置数：
１人

15,838
コミュニケーション支援人材の養成･派遣
や、視聴覚障害者に向けた情報の提供を実
施した。

手話通訳者の配置数：1人 64 順調
1-7-ア-1
2-3-イ-4

地域生活支援
事業
（専門・広域
的事業）

子ども生
活福祉部

障害福祉
課

190
障害のある人が暮らしや
すい地域づくり推進事業
（子ども生活福祉部）

障害者の権利擁護の推進を目的とし
た取組みを推進し、障害者が活動し
やすい環境づくりを行なう。

順調

共生社会条例の周知及び理解を
深めるための県民向け普及啓発
イベント（計14回（宮古２回、
石垣２回）、行政職員向け研修
（計3回（宮古１回、石垣１回）
差別事例相談員研修（計3回（宮
古１回、石垣１回））を実施し
た。

・県民向け普及啓発イ
ベント:宮古２回、石垣
２回
・行政職員向け研修：
宮古１回、石垣１回
・差別事例相談員研
修：宮古１回、石垣１
回）

共生社会条例の周知及び障害や
障害のある人に対する理解を深
めるための県民向け普及啓発イ
ベントや各種メディアを活用し
た広報宣伝を実施した。
また、差別事例に応じる相談員
の資質向上を図るための研修を
実施した。

・オリジナルソング･振
付を活用した県民向け
普及啓発イベント（宮
古2カ所、与那国1カ
所、石垣1カ所）
・相談員研修（宮古2
回、石垣2回）

37,995

共生社会条例の周知を図り、障
害のある人に対する理解を深め
るため、県民向け普及啓発活動
として、大型商業施設での普及
啓発イベントや県民向け講話の
実施、パンフレットやポス
ター、啓発グッズの作成・配
布、広報宣伝、テレビCM等の広
報媒体を活用した普及啓発活動
を実施した。
また、障害を理由とする差別等
に関して、障害のある人等から
の相談に応じる相談員向け研修
を実施した。

・県民向け普及啓発イ
ベント等２回
（石垣市１回、宮古島
市１回）
・相談員研修等５回
（石垣市２回、宮古島
市３回）

41,521

共生社会条例普及活動として、H24年度は県
内各圏域でタウンミーティングを開催し、
H25年度は県民・事業者向けフォーラム、
H26年度からH28年度は県民向け普及啓発イ
ベントを開催した。また、差別事例相談員
向け研修会を開催した。（本島、宮古、八
重山）

・タウンミーティング参加者
数：５圏域　173人(H24年度）
・県民・事業者向けフォーラ
ム(H25)
・県民向け普及啓発イベント
(H26～H28)
・広域相談専門員配置：５圏
域（３人）
・行政職員及び差別事例相談
員研修（H26～H28)

64 順調 2-3-イ-5
障害者の権利
擁護に関する
取組み

子ども生
活福祉部

障害福祉
課
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実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

191-1
医療提供体制の充実（へ
き地診療所施設整備）
（保健医療部）

離島・へき地における診療所整備及
び運営費への補助を実施し、医療提
供体制の充実を図る。

順調
黒島診療所及び医師住宅の整備
への補助（H25年度繰越分）

補助施設数：２箇所
（黒島）

市町村からの要望がなかったこ
とから平成27年度の取組実績は
なかったが、本事業により早期
に診療所の整備を行うことによ
り、安定的な医療の確保が図ら
れる。

－ －
毎年度対象市町村へ要望照会を
行い、ニーズの把握を行ってい
る。

－ －
・離島・へき地の診療所施設の整備を行う
市町村に対し補助を行う。

・補助施設数：
　H25　2箇所（H24年度繰越）
　H26　2箇所（H25年度繰越）
  H27　0箇所
　H28　0箇所

65 順調 3-11-イ-3
・へき地診療
所施設整備等
補助事業

保健医療
部

医療政策
課

191-2
医療提供体制の充実（専
門医派遣巡回診療）
（保健医療部）

離島・へき地における専門医派遣巡
回診療支援事業を実施し、医療提供
体制の充実を図る。

順調
巡回診療71回、843名の受診者に
対し診療を実施した。

巡回診療71回、延べ受
診者843名

巡回診療85回、1,056名の受診者
に対し診療を実施した。

巡回診療85回、延べ受
診者1,056名

32,630

離島における専門科受診機会の
確保を図るべく、離島診療所に
おいて専門医による巡回診療を
実施した。

巡回診療回数106回 35,051
医療提供体制が十分でなく専門診療科（眼
科、耳鼻科等）の受診が困難な離島に専門
医を派遣し、巡回診療を実施した。。

・巡回診療（延べ受診者）数
　H24　31回（411人）
　H25　57回（675人）
　H26　71回（843人）
  H27  85回（1,056人）
　H28　106回

65 順調
2-3-ウ-3
3-11-イ-3

・専門医派遣
巡回診療支援
事業

保健医療
部

医療政策
課

192-1
医師確保対策事業（臨床
研修事業）
（保健医療部）

離島へき地における医師を確保する
ため、医学臨床研修事業を実施し、
医師の養成・派遣を行う。

順調
後期臨床研修医の養成及び離
島・へき地の病院、診療所への
医師派遣を実施

・後期臨床研修医の養
成数：43名
・後期臨床研修を終了
し、離島へ派遣した人
数：12名

後期臨床研修医の養成及び離
島・へき地の病院、診療所への
医師派遣を実施

・後期臨床研修医の養
成数：53名
・後期臨床研修を終了
し、離島へ派遣した人
数：14名

373,775

県立病院に離島・へき地へ派遣
する医師の養成を委託し、養成
を終えた医師を離島・へき地の
病院・診療所へ派遣した。

離島派遣人数：13名 371,540
後期臨床研修医の養成及び離島・へき地の
病院、診療所への医師派遣を実施

・後期臨床研修医の養成数：
　H24　43名、H25　43名
　H26　43名、H27　53名
　H28　52名
・後期臨床研修を終了し、離
島へ派遣した人数：
　H24　16名、H25　20名
　H26　12名、H27　14名
　H28　13名

65 順調
2-3-ウ-2
5-6-ア-1

・医学臨床研
修事業費

保健医療
部

保健医療
総務課

192-2
医師確保対策事業（医師
修学資金）
（保健医療部）

医師修学資金等貸与事業を実施し、
専門医の養成・確保を図る。

順調
医学生66名、後期研修医2名、計
68名に対し、修学資金の貸与を
行った。

・貸与者68名（医学生
66名、研修医2名）

医学生75名に対し、修学資金の
貸与を行った。

・貸与者75名（医学生
75名）

80,250
平成28年度は、医学生83名、後
期研修医1名に対し、修学資金等
の貸与を行った。

修学資金貸与件数：84
件

97,080
医学生、後期研修医に対し修学資金の貸与
を行った。

・修学資金の貸与：
　H24　43名（医学生42名、研
修医1名）
　H25　55名（医学生54名、研
修医1名）
　H26　68名（医学生66名、研
修医2名）
　H27　75名（医学部75名）
　H26　84名（医学生83名、研
修医1名）

65 順調
2-3-ウ-2
5-6-ア-1

・医師確保対
策事業

保健医療
部

保健医療
総務課

192-3
北部地域及び離島医師供
給体制緊急強化事業
（保健医療部）

県立病院の後期臨床研修及び離島等
中核病院等におけるスキルアップ環
境を向上することにより、離島へき
地に派遣する後期研修医師数の増加
及び離島中核病院等に勤務する医師
の継続的な確保を図る。

順調 － －

県立病院の後期研修と北部地域
及び離島に所在する中核病院・
診療所の勤務医師が研修等に参
加する機会を設けることでスキ
ルアップ環境の向上を図る。
後期研修医の参加者は53人と
なった。

・後期研修におけるス
キルアップ環境の向上
（学会・研修会参加：
74回）
・離島等中核病院等に
おけるスキルアップの
向上（学会・研修会参
加：150回）

92,002

将来離島に勤務する後期研修医
の確保を図るため、後期研修医
の学会・研修会の参加する機会
を設けるとともに、離島勤務医
の継続的な確保のための離島に
所在する県立中核病院・診療所
の勤務医師の研修等に参加する
機会も設ける。

・後期研修におけるス
キルアップ環境の向上
（学会・研修会参加：
110回）
・離島等中核病院等に
おけるスキルアップ環
境の向上（学会・研修
会参加：133回）

49,650

県立病院の後期研修と北部地域及び離島に
所在する中核病院・診療所の勤務医師が研
修等に参加する機会を設けることでスキル
アップ環境の向上を図る。

・後期研修におけるスキル
アップ環境の向上（学会・研
修会参加：H27年74回）
・離島等中核病院等における
スキルアップの向上（学会・
研修会参加：H27年150回）

・後期研修におけるスキル
アップ環境の向上（学会・研
修会参加：110回）
・離島等中核病院等における
スキルアップ環境の向上（学
会・研修会参加：133回）

H27新規 順調
2-3-ウ-2
5-6-ア-1

－
保健医療

部
保健医療
総務課

192-4
県立病院医師派遣補助事
業費
（保健医療部）

離島診療所への医師の継続的配置を
行うための費用等（医師の人件費）
を補助する。
専門医等の不足する離島へき地中核
病院へ全国の民間医療機関等から専
門医等の派遣を行うため、離島へき
地中核病院と派遣元病院等との労働
者派遣法に基づく派遣契約に対する
費用を補助する。

順調

・離島診療所に医師を継続して
配置するための費用補助（医師
の人件費）。
・専門医等の不足する離島へき
地中核病院に民間医療機関等か
ら専門医等の派遣を行うため、
離島へき地中核病と派遣元病院
等との労働者派遣法に基づく派
遣契約に対する費用補助。

離島診療所への医師派
遣数：９人

・離島診療所に医師を継続して
配置するための費用補助（医師
の人件費）。
・専門医等の不足する離島へき
地中核病院に民間医療機関等か
ら専門医等の派遣を行うため、
離島へき地中核病と派遣元病院
等との労働者派遣法に基づく派
遣契約に対する費用補助。

・離島診療所への医師
派遣数：９人

344,653

①離島診療所への医師の継続的
配置を行うための費用等（医師
の人件費）を補助した。
②専門医等の不足する離島へき
地中核病院へ全国の民間医療機
関等から専門医等の派遣を行う
ため、離島へき地中核病院と派
遣元病院等との労働者派遣法に
基づく派遣契約に対する費用を
補助した。

離島診療所派遣医師
数：9人

331,384

・離島診療所に医師を継続して配置するた
めの費用補助（医師の人件費）。
・専門医等の不足する離島へき地中核病院
に民間医療機関等から専門医等の派遣を行
うため、離島へき地中核病院と派遣元病院
等との労働者派遣法に基づく派遣契約に対
する費用補助。

・離島診療所への医師派遣
数：H27年　9人

・離島診療所への医師派遣
数：H28年　9人

H27新規 順調
2-3-ウ-2
3-11-イ-3

県立病院医師
派遣補助事業
費

保健医療
部

保健医療
総務課

193
特定町村人材確保対策事
業
（保健医療部）

特定町村で地域保健対策の実施に必
要な人材の確保・定着を図り、実務
経験の浅い保健師が地域保健活動を
円滑に実施することができるよう、
離島へき地における効果的な保健活
動についての研修や、現地での事業
を通した現任教育等を実施する。

やや遅
れ

・特定町村保健師研修会、新任
保健師研修会等の開催
・新任保健師への現任教育等の
実施

・特定町村保健師研修
会等：5回
・保健所による特定町
村保健事業に対する技
術的助言・指導：4保健
所

・離島保健活動体験セミナーの
実施
・離島の保健師募集を県ﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞに掲載
・退職保健師・潜在保健師の実
態調査の実施
・新任保健師研修会、中堅保健
師研修会等の開催
・保健事業に対する技術的助
言・指導
・新任保健師への現任教育の実
施

・離島保健活動体験セ
ミナー：2村
・離島の保健師募集を
県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載：6村
・退職保健師・潜在保
健師の実態調査の実施
・新任保健師研修会、
中堅保健師研修会等の
開催：4回
・保健所による特定町
村保健事業に対する技
術的助言・指導：4保健
所
・新任保健師への現任
教育の実施（3名）

7,529

・離島保健活動体験セミナーの
実施、学生向けの講義を実施。
・離島の保健師募集について県
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載。
・退職保健師・潜在保健師の実
態調査の実施。
・新任保健師研修会、中堅保健
師研修会等の開催。
・保健事業に対する技術的助
言・指導。
・新任保健師への現任教育の実
施。

・離島保健活動体験セ
ミナーの実施（1村）、
学生向けの講義を実施
（3大学）。
・離島の保健師募集に
ついて県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲
載（3村）。
・退職保健師・潜在保
健師の実態調査の実
施。
・新任保健師研修会、
中堅保健師研修会等の
開催（4回開催）
・保健事業に対する技
術的助言・指導（4保健
所）
・新任保健師への現任
教育の実施（3名）

6,801

・特定町村保健師研修会、新任保健師研修
会等の開催
・新任保健師への現任教育等の実施
・離島保健活動体験セミナーの実施
・離島の保健師募集を県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載
・退職保健師・潜在保健師の実態調査の実
施

・特定町村保健師研修会、新
任保健師研修会等：
　H25 5回、H26 5回、
　H27 4回  H28 4回
・保健所による特定町村保健
事業に対する技術的助言・指
導：4保健所
・離島保健活動体験セミ
ナー：
　H27　2村 H28 １村
・離島の保健師募集を県ﾎｰﾑ
ﾍﾟｰｼﾞに掲載：H27　6村　H28
３村
・退職保健師・潜在保健師の
実態調査の実施

65
やや遅

れ
2-3-ウ-2
5-6-ア-1

特定町村人材
確保対策事業

保健医療
部

保健医療
総務課/地
域保健課

194

救急医療用ヘリコプター
活用事業
ヘリコプター等添乗医師
等確保事業
（保健医療部）

離島、へき地における急患搬送体制
の充実を図るため、ドクターヘリ事
業及びヘリコプター等添乗医師等確
保事業を実施する。

順調

・沖縄本島周辺離島へのドク
ターヘリ出動
・県内各離島への自衛隊・海保
による急患空輸への医師等の添
乗
・添乗協力病院の確保

・ドクターヘリ出動：
252件
・急患空輸への医師等
添乗：203件
・添乗協力病院数：10
病院

・沖縄本島周辺離島へのドク
ターヘリ出動
・県内各離島への自衛隊・海保
による急患空輸への医師等の添
乗
・添乗協力病院の確保

・ドクターヘリ出動：
225件
・急患空輸への医師等
添乗：196件
・添乗協力病院数：11
病院

296,402

・沖縄本島周辺離島へのドク
ターヘリ出動
・県内各離島への自衛隊・海保
による急患空輸への医師等の添
乗
・添乗協力病院の確保

・ドクターヘリ出動：
211件
・急患空輸への医師等
添乗：192件
・添乗協力病院数：11
病院

334,421

・沖縄本島周辺離島へのドクターヘリ出動
・県内各離島への自衛隊・海保による急患
空輸への医師等の添乗
・添乗協力病院の確保

・ドクターヘリ出動：
　H24　250件、H25　269件
　H26　252件、H27　225件
　H28　211件
・急患空輸への医師等添乗：
　H24　187件、H25　255件
　H26　203件、H27　196件
　H28　192件
・添乗協力病院数：
　H25　10病院、H26　10病院
　H27　11病院　H28　11病院

65 順調
2-3-ウ-3
3-11-イ-3

・救急医療用
ヘリコプター
活用事業
・ヘリコプ
ター等添乗医
師等確保事業

保健医療
部

医療政策
課

195
患者支援の推進
（保健医療部）

離島に居住するがん患者が、がん治
療可能な医療機関が整備されている
宮古島、石垣島、沖縄本島等への通
院に係る交通費等の負担軽減を図
る。

順調

・離島・へき地に居住するがん
患者等が放射線治療のため中南
部の医療機関で受診する際に係
る滞在費の軽減のため、宿泊支
援を行った。

・離島・へき地に居住
するがん患者等に対
し、宿泊費支援制度の
周知を行った。

離島へき地のがん患者等に対
し、沖縄県ホテル旅館生活衛生
同業組合と県とが締結した協定
に基づき宿泊費割引を実施し
た。

平成27年度利用実績
１件

－

離島へき地のがん患者等に対
し、沖縄県ホテル旅館生活衛生
同業組合と県とが締結した協定
に基づき宿泊費割引を実施し
た。

0件 －

がん患者等の支援のため、平成25年11月に
沖縄県ホテル旅館生活衛生同業組合と「離
島へき地のがん患者の宿泊支援に関する協
定」を締結し、離島へき地に居住するがん
患者等に対する宿泊支援を行った。

・平成25年11月に沖縄県ホテ
ル旅館生活衛生同業組合と
「離島へき地のがん患者の宿
泊支援に関する協定」を締
結。
・がん患者等に対する宿泊支
援を平成26年７月から開始
し、平成27年７月からは付添
人１名も割引対象とした。

65 順調 2-3-ウ-1
・（新規）離
島へき地がん
患者支援モデ
ル事業

保健医療
部

健康長寿
課
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実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

196
離島・へき地ドクターバ
ンク等支援事業
（保健医療部）

離島・へき地の医療機関での勤務を
希望する医師に、情報収集、斡旋を
全国規模で行うとともに、総合的な
離島･へき地医療支援の各種医療施
策の企画調整や代診医の派遣等を行
う。

順調

・県内の離島病院等への勤務を
希望する医師情報の集約
　医師派遣及び応援希望のある
医療機関情報の集約
・県内の離島病院等公的医療機
関からの求人情報の集約、医師
派遣調整等

・ドクターバンク登録
医：135名（平成27年3
月末時点）
・国頭村立東部へき地
診療所へ総合診療医師
１名派遣(H26.3～)
・竹富町立竹富診療所
へ短期支援医師派遣

・県内の離島病院等への勤務を
希望する医師情報の集約
・医師派遣及び応援希望のある
医療機関情報の集約
・県内の離島病院等公的医療機
関からの求人情報の集約、医師
派遣調整等

・ドクターバンク登録
医：140名（平成28年3
月末時点）
・国頭村立東部へき地
診療所へ総合診療医師
１名派遣(H26.3～)
・竹富町立黒島診療所
へ短期支援医師紹介し
就業

25,695

・県内の離島病院等への勤務を
希望する医師情報の集約
・医師派遣及び応援希望のある
医療機関情報の集約
・県内の離島病院等公的医療機
関からの求人情報の集約、医師
派遣調整等

・ドクターバンク登録
医　173名（平成29年3
月末時点）
・国頭村立東部へき地
診療所へ総合診療科医
師1名を派遣（H26.3月
～)
・竹富町立黒島診療所
へ短期支援医師を紹介
し、就業に結びつい
た。

25,695

・県内の離島病院等への勤務を希望する医
師情報の集約
・医師派遣及び応援希望のある医療機関情
報の集約
・県内の離島病院等公的医療機関からの求
人情報の集約、医師派遣調整等

・ドクターバンク登録医：173
名（平成29年3月末時点）
・県立八重山病院へ医師12名
派遣（延べ数）
・座間味診療所へ総合診療科
医師1名を派遣（H19.7月～
H25）
・国頭村立東部へき地診療所
へ総合診療医師１名派遣
(H26.3～)
・竹富町立竹富診療所へ短期
支援医師派遣
・竹富町立黒島診療所へ短期
支援医師紹介し就業

65 順調
2-3-ウ-2
2-3-ウ-3
3-11-イ-3

離島の医療・
福祉サービス
の充実

保健医療
部

保健医療
総務課

196-2
代替看護師派遣事業
（保健医療部）

県立診療所16ヵ所に勤務する看護師
に対して、研修機会の提供を図り、
勤務環境を改善することによって、
診療所における安定的な看護師の確
保を図ることを目的とする。

順調
県立診療所16箇所へ看護師の代
替派遣を実施した。

代替看護師の派遣日
数：242日

県立診療所16箇所へ看護師の代
替派遣を実施した。

代替看護師の派遣日
数：204日

11,856
県立離島診療所16ヶ所へ看護師
の代替派遣を行った。

代替看護師派遣日数：
312日

12,062
県立診療所16箇所へ看護師の代替派遣を実
施した。

代替看護師の派遣日数：
　H25　210日、H26　242日
　H27　204日、H28　312日

H26新規 順調 2-3-ウ-2
代替看護師派
遣事業

保健医療
部

保健医療
総務課

196-3
沖縄県地域医療支援セン
ター運営事業費
（保健医療部）

地域医療に従事する医師のキャリア
形成及び医師不足病院の医師確保の
支援とうを行う。

順調

地域医療に従事する意思のキャ
リア形成支援と一体的に医師不
足病院の医師確保の支援等を行
う、地域医療支援センターを琉
球大学に設置した。

地域医療支援センター
の設置

琉球大学に設置された地域医療
支援センターの運営により、地
域医療に従事する意思のキャリ
ア形成支援と一体的に医師不足
病院の医師確保の支援等を推進
した。

地域医療支援センター
の運営

35,874

地域医療に従事する医師のキャ
リア形成支援と一体的に医師不
足病院の医師確保の支援等を行
うべく、琉球大学に地域医療支
援センターを設置した。

－ 35,874

琉球大学に設置された地域医療支援セン
ターの運営により、地域医療に従事する意
思のキャリア形成支援と一体的に医師不足
病院の医師確保の支援等を推進した。

地域医療支援センターの運営 H26新規 順調 2-3-ウ-2

沖縄県地域医
療支援セン
ター運営事業
費

保健医療
部

保健医療
総務課

196-4
県立病院医師確保環境整
備事業
（保健医療部）

離島病院等の医師を確保するため、
沖縄県病院事業局が実施する離島へ
き地の県立中核病院及び県立離島診
療所（離島等病院）の医師確保に資
する事業に対し補助を行う。

順調

・専門資格取得等の研修に医師
を派遣した。
・医師確保が困難な診療科医師
の派遣継続を促すための環境整
備を図った。

・研修への派遣医師
数：3名
・医師の継続派遣：6診
療科

・スキルアップを目指す若い医
師を専門資格取得等の研修へ派
遣し、研修終了後に一定期間県
立の離島等病院にて勤務を義務
付けることによって、専門医の
確保を図る。
・離島等病院において、県内で
は医師確保が困難な診療科に対
し、県外大学病院等からの派遣
協力を得るために医師の海外留
学経費の一部を助成することに
よって継続した派遣を促し、安
定した医師確保を図る。

・研修派遣医師：継続
３名
・医師確保が困難な６
診療科への継続派遣

21,339

・スキルアップを目指す若い医
師を専門資格取得等の研修へ派
遣し、研修終了後に一定期間県
立の離島等病院にて勤務を義務
付けることによって、専門医の
確保を図る。
・離島等病院において、県内で
は医師確保が困難な診療科に対
し、県外大学病院等からの派遣
協力を得るために医師の海外留
学経費の一部を助成することに
よって継続した派遣を促し、安
定した医師確保を図る。

・研修派遣医師：継続
３名、新規２名
・医師確保が困難な６
診療科への継続派遣

68,865

・専門資格取得等の研修に医師を派遣し
た。
・医師確保が困難な診療科医師の派遣継続
を促すための環境整備を図った。

・研修への派遣医師数：3名
・医師の継続派遣：6診療科

　H28
　研修への派遣医師数：2名
　医師の継続派遣：6診療科

H26新規
やや遅

れ
2-3-ウ-2

県立病院医師
確保環境整備
事業

保健医療
部

保健医療
総務課

197

県立病院の安定的な医療
提供体制の構築と充実・
強化（県立新八重山病院
整備事業）
（病院事業局）

八重山圏域における中核病院として
の機能を発揮し、地域医療を確保す
る観点から、必要な医療提供体制の
整備を図るため、建替えを行う。

－
新県立八重山病院整備基本計画
を策定し、建設工事設計業務に
着手した。

基本計画策定、
建設工事設計業務着手

設計業務を完了し、建設工事に
着手した。

設計業務完了、
建設工事着手

1,545,450
平成29年度末の完成に向けて工
事を進めている。

工事進捗率：28.3％ 5,971,682

・基本構想及び基本計画を策定した。
・設計業務を完了し、建設工事に着手し
た。
・平成29年度末の完成に向けて工事を進め
ている。

基本構想、基本計画策定
設計業務完了、建設工事着
手、建設工事の推進

H28新規 順調 2-3-ウ-1
県立新八重山
病院整備事業

病院事業
局

県立病院
課

197-1
県立病院の安定的な医療
提供体制の構築と充実・
強化（県立新宮古病院整
備事業）
（病院事業局）

宮古圏域における中核病院としての
機能を発揮し、地域医療を確保する
観点から、必要な医療提供体制の整
備を図るため、建替えを行う。

完了
旧宮古病院の建物解体が完了し
た。

建物解体完了 － － － － － －
・新宮古病院の施設整備を行った。
・旧宮古病院の建物解体が完了した。

施設整備数：１
建物解体完了

65 － 2-3-ウ-1
県立新宮古病
院整備事業

病院事業
局

県立病院
課

197-2

県立病院の安定的な医療
提供体制の構築と充実・
強化（県立新八重山病院
整備事業）
（病院事業局）

八重山圏域における中核病院として
の機能を発揮し、地域医療を確保す
る観点から、必要な医療提供体制の
整備を図るため、建替えを行う。

順調
新県立八重山病院整備基本計画
を策定し、建設工事設計業務に
着手した。

基本計画策定、
建設工事設計業務着手

設計業務を完了し、建設工事に
着手した。

設計業務完了、
建設工事着手

1,545,450
平成29年度末の完成に向けて工
事を進めている。

工事進捗率：28.3％ 5,971,682

・基本構想及び基本計画を策定した。
・設計業務を完了し、建設工事に着手し
た。
・平成29年度末の完成に向けて工事を進め
ている。

基本構想、基本計画策定
設計業務完了、建設工事着
手、建設工事の推進

H28新規 順調 2-3-ウ-1
県立新八重山
病院整備事業

病院事業
局

県立病院
課

197-3
南北大東空港夜間照明整
備事業（土木建築部）

南大東空港及び北大東空港におい
て、急患搬送業務を実施する自衛隊
機が夜間着陸する際に必要とする常
設の証明及び付随する電源設備一式
を整備する。

やや遅
れ

－ － － － －
北大東空港の電源設備一式を整
備した。

1空港
1304,872

(1,304,872)
－ － H28新規

やや遅
れ

3-11-ウ-3
土木建築

部
空港課

198
日常生活自立支援事業
（子ども生活福祉部）

認知症高齢者、精神障害者、知的障
害者等判断能力が十分でない方の権
利を擁護し、地域で自立した生活を
送れるよう支援することを目的に、
福祉サービスの利用手続きの援助や
日常的金銭管理等を行う。

順調
日常生活自　支援
事業利用者数

県全体578人
（離島分175人(伊江村
３人、宮古島市112人、
多良間村１人、石垣市
59人））

福祉サービスの利用援助や日常
的金銭管理等を実施する取組に
対する補助

本事業利用者数：離島
分174人(伊江村２人、
宮古島市113人、石垣市
59人）

89,286
日常生活自立支援
事業利用者数

日常生活自立支援事業
利用者数
189人(石垣市70、宮古
島市117、伊江村1、竹
富町1）

89,286
福祉サービスの利用援助や日常的金銭管理
等を実施する取組に対する補助

本事業利用者数：県全体 H24
～28 108人の増（離島分 H25
～28 25人の増）

66 順調 2-3-エ-1
日常生活自立
支援事業

子ども生
活福祉部

福祉政策
課

199
福祉サービス第三者評価
事業
（子ども生活福祉部）

社会福祉法人等の提供するサービス
の質を事業者及び利用者以外の公
正・中立な第三者機関が専門的かつ
客観的な立場から評価することによ
り、社会福祉事業者自らが自己が提
供するサービスにおける課題を明確
にした上で、改善に向け継続的な取
組を行うことを促し、サービスの質
の向上を図る。

大幅遅
れ

離島地域に所在する社会福祉施設
の第三者評価の実施にあたり、調
査者の旅費を一部負担するなどの
支援を行った。

第三者評価受審件数：
１０件
（うち離島(石垣島）１
件）

本事業の普及啓発に向けた取組
を本格的に進めるにあたり、県
内社会福祉法人を対象としたア
ンケート調査や離島地域の市役
所に対するヒアリングを行い、
事業の現状把握に努めた。

第三者評価受審件数：
４件
（うち離島１件）

5,402

離島地域に所在する社会福祉施
設の第三者評価実施にあたり、
調査者の旅費を一部負担するな
どの支援を行った。

第三者評価受審件数：
５件
（石垣市：１件）

3,878 福祉サービス第三者評価事業の普及啓発
第三者評価受審件数：のべ33
件
（うち離島5件）

66
大幅遅

れ
2-3-エ-1

福祉サ-ビス第
三者評価事業

子ども生
活福祉部

福祉政策
課

200
地域共生ホーム（仮称）
の整備
（子ども生活福祉部）

在宅の高齢者等が身近な地域で気軽
に過ごすことができ、障害者や子ど
も等を含めた支援、交流等の場とな
る「地域共生ホーム（仮称）」の整
備を促進する。

順調 － －

地域共生ホームに特化した事業
はないが、県が行っている「地
域支え合い体制づくり推進事
業」で、「地域活動の拠点整
備」の支援を行った。

２箇所（２市村） －

地域共生ホームに特化した事業
はないが、県が行っている「地
域支え合い体制づくり推進事
業」で１町に対して、「地域活
動の拠点整備」に要する経費を
補助した。

１箇所（１市町村） －

地域共生ホームに特化した事業はないが、
県が行っている「地域支え合い体制づくり
推進事業」で、「地域活動の拠点整備」の
支援を行った。

２箇所（２市村） 66 順調 2-3-エ-1
地域共生ホ-ム
（仮称）の整
備

子ども生
活福祉部

高齢者福
祉介護課
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取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

201
コミュニティーソーシャ
ルワークの推進
（子ども生活福祉部）

複雑多様化する地域課題に対応する
ため、ソーシャルワークの専門的な
技法を用い、地域において支援を必
要とする人々の援助を行うコミュニ
ティーソーシャルワーカーの育成や
配置を支援する。

順調
コミュニティーソーシャルワー
カー配置数

２市町村（宮古島市２
人、石垣市２人）

市町村職員、市町村社協職員、
地域包括支援センター職員等に
対し、コミュニティーソーシャ
ルワークに関するセミナー・研
修等の実施

コミュニティーソー
シャルワーカー配置市
町村：２市（離島分）

10,706
コミュニティーソーシャルワー
カー配置市町村（離島分）

２市
（宮古島市２人、石垣
市２人）

12,987

市町村職員、市町村社協職員、地域包括支
援センター職員等に対し、コミュニティー
ソーシャルワークに関するセミナー・研修
等の実施

コミュニティーソーシャル
ワーカー配置市町村：２市
（離島分）

66 順調 5-6-ア-2

コミュニ
ティーソー
シャルワーク
の推進

子ども生
活福祉部

福祉政策
課

202
要援護者支援ネットワー
クづくりの推進
（子ども生活福祉部）

誰もが住み慣れた地域で安心して生
活が送れるよう、制度やサービスだ
けでは支援できない要援護者に対し
て地域の社会資源を活用した支援
ネットワークづくりを推進する。

順調

ネットワークの構築につなげる
ため、アドバイザーによる相談
支援を行い、災害時要援護者避
難支援計画の策定を支援した

推進組織数：0箇所
アドバイザーによる全体計画策
定促進や名簿作成にかかる相談
支援を実施した。

４市町村
（うち離島：石垣市、
竹富町）

5,527

アドバイザーによる全体計画策
定促進や名簿作成にかかる相談
支援の実施
平成２８年度 沖縄県 「避難行
動要支援者避難計画促進事業」
市町村実務者研修会を実施

2市町村
（うち離島：宮古島
市）
30市町村参加
（うち離島：11市町
村）

6,263

沖縄県ボランティア・市民活動支援セン
ターの活動支援やアドバイザーによる相談
支援を実施。(H24)
ネットワークの構築につなげるため、アド
バイザーによる相談支援を行い、災害時要
援護者避難支援計画の策定を支援した。
(H25～H26）
アドバイザーによる全体計画策定促進や名
簿作成にかかる相談支援を実施した。(H27
～H28)
沖縄県 「避難行動要支援者避難計画促進事
業」市町村実務者研修会を実施。（H28）

推進組織数：0箇所
相談支援：H27～H28 6市町村
（うち離島：石垣市、宮古島
市、竹富町）
市町村実務者研修：H28　30市
町村（うち離島：11市町村）

66 順調 2-3-エ-2
要援護者支援
ネットワーク
づくりの推進

子ども生
活福祉部

福祉政策
課

203
民生委員児童委員活動の
推進
（子ども生活福祉部）

多様化する地域課題に対応するた
め、地域福祉活動を展開している民
生委員・児童委員の充足率向上と活
性化を図る。

やや遅
れ

民生委員・児童委員に対する実
務研修等の実施

実務研修：２回（八重
山地区１回、宮古地区
１回）

民生委員・児童委員に対する実
務研修等の実施

実務研修：６回
（八重山地区３回、宮
古地区３回）

79,643
民生委員・児童委員に対する実
務研修等の実施

実務研修：６回
（八重山地区３回、宮
古地区３回）

90,028
民生委員・児童委員に対する実務研修等の
実施

Ｈ24～Ｈ26実務研修：2回(離
島分)
Ｈ27～H28実務研修：6回（離
島分）

66
やや遅

れ
2-7-ア-2

民生委員児童
委員活動の推
進

子ども生
活福祉部

福祉政策
課

204
地域ボランティアの養成
（子ども生活福祉部）

ボランティアコーディネーターの配
置促進やボランティアの養成等を推
進する。

順調

ボランティアコーディネート養
成講座の開催や市町村ボラン
ティアセンターにおけるボラン
ティアコーディネーターに対す
る支援及びボランティアコー
ディネーション力３級検定の実
施等

社協ボランティア担当
研究協議会：１回
ボランティアコーディ
ネーター養成研修会：
１回
ボランティアコーディ
ネーション力３級検定
の実施

社協ボランティア担当研究協議
会
ボランティアコーディネーター
研修

各１回 11,576

社協ボランティア担当研究協議
会
ボランティアコーディネーター
研修

各１回 11,576

ボランティアコーディネート養成講座の開
催や市町村ボランティアセンターにおける
ボランティアコーディネーターに対する支
援、ボランティアコーディネーション力３
級検定の実施及び社協ボランティア担当研
究協議会の開催

社協ボランティア担当研究協
議会：年１回
ボランティアコーディネー
ター研修会：年１回
ボランティアコーディネー
ション力３級検定（H25年度及
びH26年度）

66 順調 3-12-エ-1
地域ボラン
ティアの養成

子ども生
活福祉部

福祉政策
課

205
公営住宅整備事業
（土木建築部）

離島・過疎地域における若年層の定
住促進や地域活性化を図る観点から
公営住宅の整備を促進する。

未着手
石垣市、座間味村、伊平屋村に
おいて公営住宅の整備を行っ
た。

19戸
（石垣市 10戸、
座間味村 4戸、
伊平屋村 5戸）

宮古島市、竹富町、与那国町に
おいて公営住宅の整備を行っ
た。

38戸
752,441

(419,297)

離島市町村の公営住宅の整備を
促進するため、優先的に予算を
充当し、建替事業で与那国町４
戸を計画していたが、入札不調
により年度内の着工ができな
かった。

0戸
599,808

(343,902)

石垣市、宮古島市、竹富町、南大東村、北
大東村、座間味村、伊平屋村、与那国町に
おいて公営住宅の整備を行った。

85戸
（H24-H28累計）

66
大幅遅

れ

2-3-ア-3
2-3-エ-3
3-11-イ-1

公営住宅整備
事業（離島）

土木建築
部

住宅課

206
自殺対策強化事業
（保健医療部）

地区医師会と連携し、うつ病に対す
る医療等の支援体制の強化を図る。

順調

７離島市町村（石垣市、宮古島
市、伊江村、南大東村、伊平屋
村、伊是名村、与那国町）にて
相談事業、人材養成事業、普及
啓発事業を実施した。

相談事業：３離島（宮
古島市、伊江村、伊平
屋村）
人材養成事業：５離島
（宮古島市、伊江村、
南大東村、伊是名村、
与那国町）
普及啓発事業：６離島
（石垣市、宮古島市、
伊江村、南大東村、伊
平屋村、伊是名村）
強化モデル事業：２離
島（宮古島市、伊江
村）

６離島町村（石垣市、宮古島
市、伊江村、南大東村、伊平屋
村、伊是名村）にて、若年層対
策事業（対面相談１，普及啓発
１）その他地域の実情に応じて
強化すべき自殺対策事業（対面
相談１、訪問相談１、人材養成
３、普及啓発事業２、強化モデ
ル１）を実施した

若年層対策事業：２離
島（宮古島市、南大東
村）
その他地域の実情に応
じて強化すべき自殺対
策事業：６離島（石垣
市、宮古島市、伊江
村、南大東村、伊平屋
村、伊是名村）

46,040

６離島市町村にて、相談事業、
人材養成事業、普及啓発事業、
若年層対策事業、強化モデル事
業を実施

相談事業４離島
人材養成事業４離島
普及啓発事業２離島
若年層対策事業３離島
強化モデル事業２離島

52,330
30離島市町村にて相談事業、人材養成事
業、普及啓発事業の実施

H26
相談事業：３離島
人材養成事業：５離島
普及啓発事業：６離島
強化モデル事業：２離島

H27
若年層対策事業：２離島
その他地域の実情に応じて強化すべき自
殺対策事業：６離島

H28
相談事業４離島
人材養成事業４離島
普及啓発事業２離島
若年層対策事業３離島
強化モデル事業２離島

67 順調 2-3-オ-4
自殺対策強化
事業

保健医療
部

地域保健
課

207
自殺予防事業
（保健医療部）

かかりつけ医等心の健康対応力向上
研修の離島開催と、自殺予防情報セ
ンターにおける連携体制の整備を図
る。

順調
うつ病対応力向上研修の実施
研修企画委員会において内科医
と精神科医の連携強化

研修1回：90人参加（う
ち、石垣市1人、宮古島
市2人、竹富町１人参
加）
企画委員会2回

うつ病対応力向上研修の実施
研修企画委員会において内科医
と精神科医の連携強化

研修1回：87人参加（う
ち宮古島市1人参加）
企画委員会2回

636
うつ病対応力向上研修の実施
研修企画委員会において内科医
と精神科医の連携強化

118人受講 674
うつ病対応力向上研修の実施
研修企画委員会において内科医と精神科医
の連携強化

研修回数（参加人数）：
　H24　1回（50人）
　H25　1回（90人）
　H26　1回（90人）
　H27　1回（87人）
　H28　1回（87人）
宮古研修：
　H24　1回（16人）
　H25　3回（178人）
企画委員会開催回数：
　H24　1回、H25　2回
　H26　2回　H27　2回

67 順調 2-3-オ-4 自殺予防事業
保健医療

部
地域保健

課

208
食品衛生対策
（保健医療部）

食品の安全・安心を確保するため
に、食品取り扱施設及び流通食品に
対する監視指導を強化する。

順調
食品取扱施設の監視指導及び食
品の検査を実施した。

・食品取扱施設の監視
指導件数：9,050件
（内、離島：2,595件）
・食品取扱施設（収去
食品）検査件数：1,528
件（内、離島：223件）

食品取扱施設の監視指導及び食
品の検査を実施した。

・食品取扱施設の監視
指導件数：10,332件
（内、離島：2,214件）
・食品取扱施設（収去
食品）検査件数：1,812
件（内、離島：216件）

53,730
食品取扱施設の監視指導及び食
品の検査を実施した。

・食品取扱施設の監視
指導件数：10,851件
（内、離島：2,439件）
・食品取扱施設（収去
食品）検査件数：1,479
件（内、離島：197件）

29,495
食品取扱施設の監視指導及び食品の検査を
実施した。

・食品取扱施設の監視指導件数：
　H24　13,295件
　H25　 9,384件
　（うち、離島分　2,084件）
　H26　　9,050件
　（うち、離島分　2,595件）
  H27　　10,332件
　（うち、離島分　2,214件）
  H28　　10,851件
　（うち、離島分　2,439件）
・食品取扱施設（収去食品）検査
件数：
　H24　1,725件
　H25　1,658件
　（うち、離島分　313件）
　H26　1,528件
　（うち、離島分　223件）
  H27　1,812件
　（うち、離島分　216件）
  H28　1,479件
　（うち、離島分　197件）

67 順調 2-3-オ-1 食品衛生対策
保健医療

部
衛生薬務

課

209
自殺対策強化事業
（保健医療部）

地区医師会と連携し、うつ病に対す
る医療等の支援体制の強化を図る。

順調

７離島市町村（石垣市、宮古島
市、伊江村、南大東村、伊平屋
村、伊是名村、与那国町）にて
相談事業、人材養成事業、普及
啓発事業を実施した。

相談事業：３離島（宮
古島市、伊江村、伊平
屋村）
人材養成事業：５離島
（宮古島市、伊江村、
南大東村、伊是名村、
与那国町）
普及啓発事業：６離島
（石垣市、宮古島市、
伊江村、南大東村、伊
平屋村、伊是名村）
強化モデル事業：２離
島（宮古島市、伊江
村）

６離島町村（石垣市、宮古島
市、伊江村、南大東村、伊平屋
村、伊是名村）にて、若年層対
策事業（人材養成１，普及啓発
１）その他地域の実情に応じて
強化すべき自殺対策事業（対面
相談１、訪問相談１、人材養成
３、普及啓発事業２、強化モデ
ル１）を実施した

若年層対策事業：２離
島（宮古島市、南大東
村）
その他地域の実情に応
じて強化すべき自殺対
策事業：６離島（石垣
市、宮古島市、伊江
村、南大東村、伊平屋
村、伊是名村）

46,040

６離島市町村にて、相談事業、
人材養成事業、普及啓発事業、
若年層対策事業、強化モデル事
業を実施

・相談事業４離島
・人材養成事業４離島
・普及啓発事業２離島
・強化モデル事業２離
島

52,330
30離島市町村にて相談事業、人材養成事
業、普及啓発事業の実施

相談事業：
　H24　4離島、H25　4離島
　H26　3離島、H27　3離島
　H28　4離島
人材養成事業：
　H24　7離島、H25　9離島
　H26　5離島　H27　3離島
　H28　4離島
若年層対策事業　H28 ３離島
普及啓発事業：
　H24　6離島、H25　5離島
　H26　6離島　H27　3離島
　H28　2離島
強化モデル事業：
H26　2離島　H27 1離島
H28　2離島

67 順調 2-3-オ-4
自殺対策強化
事業

保健医療
部

地域保健
課
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Ｈ28

210
自殺予防事業
（保健医療部）

かかりつけ医等心の健康対応力向上
研修の離島開催と、自殺予防情報セ
ンターにおける連携体制の整備を図
る。

順調
うつ病対応力向上研修の実施
研修企画委員会において内科医
と精神科医の連携強化

・研修1回：90人参加
（うち、石垣市1人、宮
古島市2人、竹富町１人
参加）
・企画委員会2回

うつ病対応力向上研修の実施
研修企画委員会において内科医
と精神科医の連携強化

研修1回：87人参加（う
ち宮古島市1人参加）
企画委員会2回

636
うつ病対応力向上研修の実施
研修企画委員会において内科医
と精神科医の連携強化

118人受講 674
うつ病対応力向上研修の実施
研修企画委員会において内科医と精神科医
の連携強化

研修回数（参加人数）：
　H24　1回（50人）
　H25　1回（90人）
　H26　1回（90人）
　H27　1回（87人）
  H28　1回（87人）
宮古研修：
　H24　1回（16人）
　H25　3回（178人）
企画委員会開催回数：
　H24　1回、H25　2回
　H26　2回　H27　2回

67 順調 2-3-オ-4 自殺予防事業
保健医療

部
地域保健

課

209
自殺対策強化事業
（保健医療部）

地区医師会と連携し、うつ病に対す
る医療等の支援体制の強化を図る。

順調

 ７離島市町村（石垣市、宮古島
市、伊江村、南大東村、伊平屋
村、伊是名村、与那国町）にて
相談事業、人材養成事業、普及
啓発事業を実施した。

相談事業：３離島（宮
古島市、伊江村、伊平
屋村）
人材養成事業：５離島
（宮古島市、伊江村、
南大東村、伊是名村、
与那国町）
普及啓発事業：６離島
（石垣市、宮古島市、
伊江村、南大東村、伊
平屋村、伊是名村）
強化モデル事業：２離
島（宮古島市、伊江
村）

６離島町村（石垣市、宮古島
市、伊江村、南大東村、伊平屋
村、伊是名村）にて、若年層対
策事業（人材養成１，普及啓発
１）その他地域の実情に応じて
強化すべき自殺対策事業（対面
相談１、訪問相談１、人材養成
３、普及啓発事業２、強化モデ
ル１）を実施した

若年層対策事業：２離
島（宮古島市、南大東
村）
その他地域の実情に応
じて強化すべき自殺対
策事業：６離島（石垣
市、宮古島市、伊江
村、南大東村、伊平屋
村、伊是名村）

46,040

６離島市町村にて、相談事業、
人材養成事業、普及啓発事業、
若年層対策事業、強化モデル事
業を実施

・相談事業４離島
・人材養成事業４離島
・普及啓発事業２離島
・強化モデル事業２離
島

52,330
30離島市町村にて相談事業、人材養成事
業、普及啓発事業の実施

相談事業：
　H24　4離島、H25　4離島
　H26　3離島、H27　3離島
　H28　4離島
人材養成事業：
　H24　7離島、H25　9離島
　H26　5離島　H27　3離島
　H28　4離島
若年層対策事業　H28 ３離島
普及啓発事業：
　H24　6離島、H25　5離島
　H26　6離島　H27　3離島
　H28　2離島
強化モデル事業：
H26　2離島　H27 1離島
H28　2離島

67 順調 2-3-オ-4
自殺対策強化
事業

保健医療
部

健康長寿
課

210
自殺予防事業
（保健医療部）

かかりつけ医等心の健康対応力向上
研修の離島開催と、自殺予防情報セ
ンターにおける連携体制の整備を図
る。

順調
うつ病対応力向上研修の実施
研修企画委員会において内科医
と精神科医の連携強化

研修1回：90人参加（う
ち、石垣市1人、宮古島
市2人、竹富町１人参
加）
企画委員会2回

うつ病対応力向上研修の実施
研修企画委員会において内科医
と精神科医の連携強化

研修1回：87人参加（う
ち宮古島市1人参加）
企画委員会2回

636
うつ病対応力向上研修の実施
研修企画委員会において内科医
と精神科医の連携強化

118人受講 674
うつ病対応力向上研修の実施
研修企画委員会において内科医と精神科医
の連携強化

研修回数（参加人数）：
　H24　1回（50人）
　H25　1回（90人）
　H26　1回（90人）
　H27　1回（87人）
  H28　1回（87人）
宮古研修：
　H24　1回（16人）
　H25　3回（178人）
企画委員会開催回数：
　H24　1回、H25　2回
　H26　2回　H27　2回

67 順調 2-3-オ-4 自殺予防事業
保健医療

部
健康長寿

課

211
ＮＰＯ活動推進事業
（子ども生活福祉部）

ＮＰＯ等の活動に関する各種相談、
活動支援、情報提供を行う。

順調

NPO法人設立に関する各種相談を
実施する他、NPOに関する情報収
集、発信、広報啓発を実施し
た。

設立認証法人数（3法人
（石垣市・宮古島市・
渡嘉敷村））、定款変
更認証（７件（宮古島
市6件、石垣市1
件））、情報通信誌発
行（2回）、相談件数
（10,196件：全県）

NPO法人設立に関する各種相談を
実施する他、NPOに関する情報収
集、発信、広報啓発を実施し
た。

設立認証法人数（3法人
（石垣市1・宮古島市
2）、定款変更認証（6
件（宮古島市2件、石垣
市3件、久米島町1
件））、情報通信誌発
行（2回）

5,109

NPO法人設立に関する各種相談を
実施する他、NPOに関する情報収
集、発信、広報啓発を実施し
た。

設立認証法人数（0法
人、定款変更認証（2件
（宮古島市2件）、情報
通信誌発行（1回）

7,345
NPO法人設立及び運営に関する各種相談を実
施する他、NPOに関する情報収集、発信、広
報啓発を実施した。

・設立認証法人数（24法人）

・情報通信誌発行（11回）
71 順調 2-7-ア-1

NPO等市民活動
の促進

子ども生
活福祉部

消費・く
らし安全

課

212
コミュニティーソーシャ
ルワークの推進
（子ども生活福祉部）

複雑多様化する地域課題に対応する
ため、ソーシャルワークの専門的な
技法を用い、地域において支援を必
要とする人々の援助を行うコミュニ
ティーソーシャルワーカーの育成や
配置を支援する。

順調
コミュニティーソーシャルワー
カー配置数

２市町村（宮古島市２
人、石垣市２人）

市町村職員、市町村社協職員、
地域包括支援センター職員等に
対し、コミュニティーソーシャ
ルワークに関するセミナー・研
修等の実施

コミュニティーソー
シャルワーカー配置市
町村：２市（離島分）

10,706
コミュニティーソーシャルワー
カー配置市町村（離島分）

２市
（宮古島市２人、石垣
市２人）

12,987

市町村職員、市町村社協職員、地域包括支
援センター職員等に対し、コミュニティー
ソーシャルワークに関するセミナー・研修
等の実施

コミュニティーソーシャル
ワーカー配置市町村：２市
（宮古島市、石垣市）

71 順調 5-6-ア-2

コミュニ
ティーソー
シャルワーク
の推進

子ども生
活福祉部

福祉政策
課

213
要援護者支援ネットワー
クづくりの推進
（子ども生活福祉部）

誰もが住み慣れた地域で安心して生
活が送れるよう、制度やサービスだ
けでは支援できない要援護者に対し
て地域の社会資源を活用した支援
ネットワークづくりを推進する。

順調

ネットワークの構築につなげる
ため、アドバイザーによる相談
支援を行い、災害時要援護者避
難支援計画の策定を支援した

推進組織数：0箇所
アドバイザーによる全体計画策
定促進や名簿作成にかかる相談
支援を実施した。

４市町村
（うち離島：石垣市、
竹富町）

5,527

アドバイザーによる全体計画策
定促進や名簿作成にかかる相談
支援の実施
平成２８年度 沖縄県 「避難行
動要支援者避難計画促進事業」
市町村実務者研修会を実施

・2市町村
（うち離島：１市）
・30市町村参加
（うち離島：11市町
村）

6,263

沖縄県ボランティア・市民活動支援セン
ターの活動支援やアドバイザーによる相談
支援を実施。(H24)
ネットワークの構築につなげるため、アド
バイザーによる相談支援を行い、災害時要
援護者避難支援計画の策定を支援した。
(H25～H26）
アドバイザーによる全体計画策定促進や名
簿作成にかかる相談支援を実施した。(H27
～H28)
沖縄県 「避難行動要支援者避難計画促進事
業」市町村実務者研修会を実施。（H28）

推進組織数：0箇所
相談支援：H27～H28 6市町村
（うち離島：石垣市、宮古島
市、竹富町）
市町村実務者研修：H28　30市
町村（うち離島：11市町村）

71 順調 2-3-エ-2
要援護者支援
ネットワーク
づくりの推進

子ども生
活福祉部

福祉政策課

214
民生委員児童委員活動の
推進
（子ども生活福祉部）

多様化する地域課題に対応するた
め、地域福祉活動を展開している民
生委員・児童委員の充足率向上と活
性化を図る。

やや遅れ
民生委員・児童委員に対する実
務研修等の実施

実務研修：２回（八重
山地区１回、宮古地区
１回）

民生委員・児童委員に対する実
務研修等の実施

実務研修：６回
（八重山地区３回、宮
古地区３回）

79,643
民生委員・児童委員に対する実
務研修等の実施

実務研修：６回
（八重山地区３回、宮
古地区３回）

90,028
民生委員・児童委員に対する実務研修等の
実施

Ｈ24～Ｈ26実務研修：年2回
(離島分)
Ｈ27～H28実務研修：年6回
（離島分）

71
やや遅

れ
2-7-ア-2

民生委員児童
委員活動の推
進

子ども生
活福祉部

福祉政策課

215
地域ボランティアの養成
（子ども生活福祉部）

ボランティアコーディネーターの配
置促進やボランティアの養成等を推
進する。

順調

ボランティアコーディネート養
成講座の開催や市町村ボラン
ティアセンターにおけるボラン
ティアコーディネーターに対す
る支援及びボランティアコー
ディネーション力３級検定の実
施等

社協ボランティア担当
研究協議会：１回
ボランティアコーディ
ネーター養成研修会：
１回
ボランティアコーディ
ネーション力３級検定
の実施

社協ボランティア担当研究協議
会
ボランティアコーディネ－ター
研修会

各１回 11,576

社協ボランティア担当研究協議
会
ボランティアコーディネーター
研修会

各１回 11,576

ボランティアコーディネート養成講座の開
催や市町村ボランティアセンターにおける
ボランティアコーディネーターに対する支
援、ボランティアコーディネーション力３
級検定の実施及び社協ボランティア担当研
究協議会の開催

社協ボランティア担当研究協
議会：年１回
ボランティアコーディネー
ター研修会：年１回
ボランティアコーディネー
ション力３級検定（H25年度及
びH26年度）

71 順調 3-12-エ-1
地域ボラン
ティアの養成

子ども生
活福祉部

福祉政策課

216
地域づくり推進事業
（企画部）

地域づくりに関する取組事例等の収
集・発信、ICT（情報通信技術）を
活用した地域づくり人材同士の交流
を図る。

順調

・研修会の開催
・地域づくりに顕著な実績があ
り他の参考となる取組事例の取
材及び支援策、その他参考事例
の収集（収集件数）

・176人
・ 22件

・研修会等参加延べ人数
・地域づくりに顕著な実績があ
り他の参考となる取組事例の取
材及び支援策、その他参考事例
の収集（収集件数）

・163人
・ 19件

23,536

・地域おこし協力隊である嘱託
職員２名により、地域づくり人
材・活動の掘り起こしを目的と
して、取材活動を行い、離島地
域においては、10件の取材を
行った。
・ＩＣＴ（情報通信技術）を活
用した「ゆいゆいＳＮＳ」によ
り、地域づくり事例等の発信及
びメンバー間のコミュニケー
ションの促進を図った。

取材件数：10件
（離島地域）

20,831

平成24年度には、地域づくりに顕著な実績
があり他の参考となる取組事例の取材及び
支援策、その他参考事例の収集及びうち
なー地域づくり事例・施策集の発行を行っ
た。
平成25年度には地域づくりに顕著な実績が
あり他の参考となる取組事例の取材及び支
援策、その他参考事例の収集を行った。
平成26年度には研修会を８回開催するとと
もに、地域づくりに顕著な実績があり他の
参考となる取組事例の取材及び支援策、そ
の他参考事例の収集を行った。
平成27年度は、前年度と同様に研修会等の
開催と、取組事例の取材等を行った。
平成28年度は、地域づくり人材・活動の掘
り起こしを目的とした取材活動を行った。

平成24年度
・179件
・700部

平成25年度
・ 40件

平成26年度
・176人
・ 22件
平成27年度
・163人
・ 19件
平成28年度
・10件

71 順調 3-12-エ-1
地域づくり推
進事業

企画部
地域・離

島課
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Ｈ28

217
男女共同参画の推進
（子ども生活福祉部）

男女共同参画社会づくりに向けての
意識啓発等を行う。

順調

・女性の人材情報データベース
の県ホームページでの公開
・第４次沖縄県男女共同参画計
画の概要版パンフレットの配布
・離島での講演会開催は未実施

・女性の人材情報デー
タベースの県ホーム
ページでの公開
・第４次沖縄県男女共
同参画計画の概要版パ
ンフレットの配布

第４次沖縄県男女共同参画計画
について広く県民に広報啓発を
行った。また、今年度は男女共
同参画をテーマにした講演会等
を行った。

伊平屋村 184
・第5次沖縄県男女共同参画計画
の策定を行った。
・石垣市で講演会を開催した。

講演会の開催 129

第４次沖縄県男女共同参画計画について広
く県民に広報啓発を行うとともに、H28年度
は第５次沖縄県男女共同参画計画の策定を
行った。また、男女共同参画をテーマにし
た講演会等を行った。

離島での講演会開催実績
H24:1自治体
H25:1自治体
H26：未実施
H27:1自治体
H28:1自治体

71 順調 2-7-ア-3
社会全体にお
ける男女共同
参画の実現

子ども生
活福祉部

平和援
護・男女
参画課

217-2
移住定住促進事業
（企画部）

市町村職員を対象とした移住対策セ
ミナーをはじめ、移住フェアへの出
展、シンポジウムの開催などを通し
て、市町村による移住取組の機運醸
成を図るとともに、移住体験ツアー
の実証的開催及び移住応援サイトを
構築し、移住活動が円滑に行えるよ
うに環境づくりを行う。

順調

・市町村職員を対象とした移住
対策セミナーを３回開催し、市
町村職員の移住に対する意識改
革や地域課題の整理等を行っ
た。
　また、移住希望者へ配布する
「おきなわ移住ガイドブック」
を作成した。

・第１回→９市町村
（６町村）参加
・第２回→10市町村
（５市町村）参加
・第３回→５市町村
（３町村）参加
※（　）内は、離島市
町村。

・市町村職員を対象とした移住
対策セミナーの開催
・移住フェアへの出展
・移住に関するシンポジウムの
開催
・移住相談会の開催
・移住体験ツアーの実証的開催

・市町村職員向けセミ
ナー 第1回17市町村
（10市町村）第2回14市
町村（7町村）、第3回
11市町村（5市町村）参
加
・移住フェア3町村（2
町村）参加
・シンポジウム　29市
町村（11市町村）参加
・移住相談会7市町村
（4町村）参加
・移住体験ツアー　4市
村（1村）参加
※（　）は離島市町
村。

30,022

・地域の世話役養成塾の開催

・移住者と共につくる地方創生
シンポジウムの開催

・移住フェアへの出展、おきな
わ移住相談会

・移住体験モニターツアーの開
催

・沖縄県移住受入協議会の開催

・地域の世話役養成
塾：中南部、北部で３
回ずつ開催

・移住者と共につくる
地方創生シンポジウ
ム：市町村職員を中心
に約133名が参加。

・移住フェア、相談会
の出展・開催：東京８
回、大阪１回

・移住体験モニターツ
アー：久米島町、宮古
島市、石垣市で開催。

・沖縄県移住受入協議
会：６月と３月の２回
開催。

27,770

・平成26年度は、市町村職員を対象とした
移住対策セミナーを３回開催し、市町村職
員の移住に対する意識改革や地域課題の整
理等を行った。
　また、移住希望者へ配布する「おきなわ
移住ガイドブック」を作成した。
・平成27年度は、市町村職員を対象とした
移住対策セミナー、移住フェアへの出展、
移住に関するシンポジウムの開催、移住相
談会の開催、移住体験ツアーを実施した。
・平成28年度は、地域の世話約養成塾、移
住者と共につくる地方創生シンポジウムの
開催、移住フェア・相談会への出展・開
催、移住体験ツアーの実施、移住受入協議
会を開催した。

○平成26年度
・第１回９市町村（６町村）・第２回10
市町村（５市町村）・第３回５市町村
（３町村）参加。
○平成27年度
・市町村職員向けセミナー 第1回17市町
村（10市町村）、第2回14市町村（7町
村）、第3回11市町村（5市町村）参加
・移住フェア3町村（2町村）参加
・シンポジウム　29市町村（11市町村）
参加
・移住相談会7市町村（4町村）参加
・移住体験ツアー　4市村（1村）参加
○平成28年度
・地域の世話役養成塾
第１回５市町村（３市町村）、第２回６
市町村（４市町村）、第３回６市町村
（３市町村）参加
・シンポジューム
12市町村（３市町村）参加
・移住フェア 14市町村（10市町村）、相
談会16市町村（11市町村）
・移住体験ツアー　3市村(3市村）参加
・沖縄県移住受入協議会
第１回23市町村（６市町村）第２回19市
町村(６市町村）

※（　）は離島市町村。

H27新規 順調 2-7-ア-1
移住定住促進
事業

企画部
地域・離

島課

218
漁業再生支援事業
（農林水産部）

漁場の生産力の向上や漁業者を中心
とした集落の創意工夫を活かした新
たな取組、具体的には、追込網漁業
などの体験漁業や海鮮料理体験など
の新たな観光メニューの開発を行
い、都市と漁村の交流を支援する。

やや遅
れ

平成26年度の活動計画は14市町
村の33集落で、33の集落(うち離
島は20集落）で支援事業を実施
した。

20集落（伊平屋島3件、
伊是名島1件、伊江島3
件、南大東島1件、渡名
喜島1件、宮古島4件、
伊良部島1件、池間島1
件、石垣島4件、与那国
島1件）

平成27年度の活動計画は13市町
村28集落で、28の集落(うち離島
は15集落）で支援事業を実施し
た。

15集落（伊平屋島3件、
伊是名島1件、伊江島1
件、渡名喜島1件、宮古
島1件、伊良部島1件、
池間島1件、石垣島4
件、与那国島2件）

87,535

漁場の生産力向上を図るため、
種苗放流、漁場監視、パヤオ設
置、サメ駆除、イカ産卵礁設置
を行った。

離島地域15集落で支援
事業を実施した。

111,307
・漁場の生産力向上を図るため、種苗放
流、漁場監視、パヤオ設置、サメ駆除、イ
カ産卵礁設置を行った。

離島地域15集落で支援事業を
実施した。

100
やや遅

れ
3-7-キ-1

漁業再生支援
事業

農林水産
部

水産課

219
ふるさと農村活性化基金事
業
（農林水産部）

農山漁村の活性化を図るために、基金
の運用益を活用し、地域リーダーの活
動支援や人材育成、事業制度の啓発
等を推進する。

順調

事業の効率化の観点から、希望
地区の活動計画を吟味し、より
地域リーダーの育成・確保に繋
がる活動を計画している地区を
優先的に支援するよう改善した
上で、農業施設等の維持管理
や、次世代の担い手育成を見据
えた活動等、地域リーダー育成
に貢献した。

県内支援地区数：12地
区
離島支援地区数：６地
区
（宮古島３件、石垣島
２件、竹富島１件）

事業の効率化の観点から、希望
地区の活動計画を吟味し、より
地域リーダーの育成・確保に繋
がる活動を計画している地区を
優先的に支援するよう改善した
上で、農業施設等の維持管理
や、次世代の担い手育成を見据
えた活動等、地域リーダー育成
に貢献した。

県内支援地区数：10地
区
離島支援地区数：５地
区
（宮古島３件、石垣島
１件、竹富町１件）

1,652

久米島（1地区）、宮古島市（3地
区）、石垣市（2地区）及び竹富町(1
地区)において、地域住民ぐるみで
の農村環境の保全管理活動や地
域イベント等に対して支援を行い、
農山漁村の持つ魅力について理解
を深めることにより、地域リーダー
の活動支援や人材育成等を推進し
た。

県内支援地区数：11地区
離島支援地区数：７地区

2,385
土地改良区等による土地改良施設の維持管理
活動への支援や、農業体験等の普及啓発活動
への支援を行った。

離島地域において、単年度あたり
おおむね５地区に対し、農業施設
等の維持管理や地域リーダーの
育成支援を行った。

72 順調 3-12-エ-1
ふるさと農村活
性化
基金事業

農林水産
部

村づくり計
画課

220

都市農村交流促進事業
（グリーン・ツーリズム
の推進）
（農林水産部）

多面的機能を有する農山漁村の持つ
魅力を県民に広く紹介し、グリー
ン・ツーリズム実践者の支援や、人
材育成を行うことで、都市と農山漁
村の交流を活発にし、農山漁村の活
性化を図る。

順調

グリーン・ツーリズム実践者の
安全対策、緊急時対応など基礎
的な知識習得による資質向上及
び交流による品質の平準化を
図った、また継続的な研修会実
施に向け意見交換会を開催し、
研修会の運営の手法についてと
りまとめた。

・離島におけるグリー
ン・ツーリズム研修会
の実施
　3箇所(宮古、石垣、
与那国）

・グリーンツーリズム
実践者育成
　70人(研修会の参加人
数)

・グリーン・ツーリズムネット
ワークあり方検討委員会を3回開
催し、宮古島、石垣島、伊江島
のグリーン・ツーリズム関連団
体のリーダーに委員として参加
して頂いた。
・また「沖縄、ふるさと百選」
では、石垣島の「フナクヤハー
リー」が新たに認定された。

・グリーン・ツーリズ
ムネットワークあり方
検討委員会への参加
(宮古、石垣、伊江）
・「沖縄、ふるさと百
選」の認定と情報発信

3,100

沖縄県内には、農山漁村資源を
活用した約40のグリーン・ツー
リズム関連実践団体があり、情
報を一元化し発信するためにも
県段階のネットワーク化が求め
られており、グリーン・ツーリ
ズムネットワークあり方検討委
員会を3回実施し規約や活動計画
を検討した結果、８団体の参画
により沖縄県グリーン・ツーリ
ズムネットワーク設立に至っ
た。

沖縄県グリーン・ツー
リズムネットワーク設
立

「沖縄、ふるさと百
選」の認定と情報発信

3,279

離島地域における農山漁村地域の活性化を
図るため、「組織づくり、人づくり、もの
づくり」の視点から各施策を展開し、地域
住民による主体的なグリーンツーリズムの
取組を支援した。

グリーン・ツーリズムにおけ
る交流人口（農家民宿）
　　　　10万6千人(27年）
都市農山漁村交流を目的とし
た公設における交流人口（延
べ宿泊者数）
　　　　61千人（26年）

72 順調
3-12-イ-2
3-12-エ-1

都市農村交流
促進事業
（グリ-ン・ツ
-リズムの推
進）

農林水産
部

村づくり
計画課

221
地域における安全なまち
づくり推進事業
（子ども生活部）

子どもたちが安全に安心して利用で
きる環境の確保と公共施設管理者及
び県民の防犯意識の高揚・啓発を図
る目的の離島における「公共施設の
防犯安全点検」
子ども危険回避能力向上及び大人の
防犯意識の普及高揚を図る目的の離
島地区をモデル地域とした「子ども
地域安全マップ作製事業」

順調

・地域安全マップ作製指導者講
習会を開催した。
・ちゅらさん運動を地域に根差
した運動にするための子ども・
女性安全安心見守りモデル事業
を２地区３ヶ所で行った。

指導者講習会(１回（石
垣市））
モデル事業説明会（３
回（宮古島市、石垣
市））

　地域安全マップ作製指導者講
習会を開催した。
　ちゅらさん運動を地域に根差
した運動にするための子ども・
女性安全安心見守りモデル事業
を１地区１ヶ所で行った。

講習会1回（宮古島市）
モデル事業実施１回
（石垣市）

1,634
地域安全マップ作製指導者講習
会を開催した。

講習会1回（宮古島市）
4,514

子どもたちの危険回避能力向上及び大人の
防犯意識の普及高揚を図る目的の「子ども
地域安全マップ作製事業」を行った
また、地域の見守り力を高めるため、「子
ども・女性安全安心見守りモデル事業」を
実施した。

・指導者講習会開催６回
・モデル事業説明会３回
・モデル事業４回

73 順調 2-4-ア-1
安全なまちづ
くり推進事業

子ども生
活福祉部

消費・くら
し安全課

222
警察安全相談の充実強化
（警察本部）

・警察安全相談窓口の周知徹底

・各警察署警察安全相談担当者に対
する指導・教養による資質の向上等

順調

・県警察ホームページ、警察相
談の日、110番の日等を活用した
警察安全相談業務の周知
・警察安全相談員に対する指
導・教養による資質向上

相談受理件数：572件
（宮古島、八重山）

警察安全相談担当者に対する指
導・教養による資質向上及び県
警察ホームページ、警察相談の
日、110番の日などを活用した警
察安全相談業務の周知を図っ
た。

相談受理件数643件（宮
古島、八重山）

34,886

警察安全相談員に対する資質向
上のため、４月に全相談員を対
象に研修会を開催したほか、県
警ホームページ等を利活用した
警察安全相談業務の周知に取り
組んだ。（H28年中相談受理件数
15,650件）

相談受理件数：801件
(宮古島、八重山)

34,886

警察安全相談担当者に対する指導・教養に
よる資質向上及び県警察ホームページ、警
察相談の日、110番の日などを活用した警察
安全相談業務の周知を図った。

相談件数3,724件（宮古島・八
重山）※累計

73 順調 2-4-ア-1
警察相談の充
実強化 警察本部

警務部
広報相談

課

223
安全なまちづくりの推進
（警察本部）

・ちゅらさん運動の浸透

・防犯性能の高い施設整備の促進等
順調

・自主防犯ボランティア団体に
対して防犯活動時用ベスト等防
犯グッズを無償貸与
・活動の参考となるような犯罪
発生状況等の情報提供

自主防犯ボランティア
団体数：72団体（宮古
島、八重山）

防犯ボランティア団体に対して
防犯活動用ベスト等防犯グッズ
を無償貸与し、活動の参考とな
るよう犯罪発生状況等について
情報発信した。

防犯ボランティア団体
数73団体（宮古島、八
重山）

3,687

「ちゅらさん運動」の普及促
進、広報啓発活動を行うととも
に、自主防犯ボランティアに対
する防犯物品支援による自主防
犯活動の活性化を図るほか、公
共空間における防犯カメラの設
置を拡充する。

防犯ボランティア団体
数：73団体（宮古島、
八重山）

3,067

防犯ボランティア団体に対して防犯活動用
ベスト等防犯グッズを無償貸与し、活動の
参考となるよう犯罪発生状況等について情
報発信した。

自主防犯ボランティア団体数
73団体（宮古島、八重山）

73 順調 2-4-ア-1
安全なまちづ
くり推進事業 警察本部

生活安全
部

生活安全
企画課

224
飲酒運転根絶推進事業
（子ども生活福祉部）

飲酒運転根絶に向けた各種広報啓発
活動（講演会、キャンペーン、パネ
ル展、マスコミ活用広報啓発）

順調

・春夏秋年末年始の交通安全運
動における飲酒運転根絶に向け
た広報啓発
・飲酒運転根絶ラジオCM作製、
放送

交通安全運動（４回）
ラジオCM（135回）

・春夏秋年末年始の交通安全運
動における飲酒運転根絶に向け
た広報啓発
・飲酒運転根絶ラジオCM作製、
放送

交通安全運動（４回）
ラジオCM（12月から３
月）

8,842

・春夏秋年末年始の交通安全運
動における飲酒運転根絶に向け
た広報啓発
・飲酒運転根絶ラジオCM作製、
放送

交通安全運動（４回）
ラジオCM（12月､３月）

8,400
飲酒運転根絶に向けた各種広報啓発活動
（講演会、キャンペーン、パネル展、マス
コミ活用広報啓発）

交通安全運動（年４回）
ラジオCM放送

73 順調 2-4-ア-3
飲酒運転根絶
推進事業

子ども生
活福祉部

消費・く
らし安全

課

225
交通安全運動事業
（子ども生活福祉部）

交通安全思想の普及啓発（各季交通
安全運動、交通安全功労者表彰等）

順調
・春夏秋年末年始の交通安全運
動の実施
・交通安全功労者等表彰

交通安全運動（４回）
功労者表彰（1回）

春夏秋年末年始の交通安全運動
の実施
交通安全功労者等表彰

交通安全運動（4回）
功労者表彰（１回） 2,017

春夏秋年末年始の交通安全運動
の実施
交通安全功労者等表彰

交通安全運動（4回）
功労者表彰（１回） 3,821

春夏秋年末年始の交通安全運動の実施
交通安全功労者等表彰

交通安全運動（年４回）
功労者表彰（年1回）

73 順調 2-4-ア-3 交通安全事業
子ども生
活福祉部

消費・く
らし安全

課

226
交通事故相談所運営事業
（子ども生活福祉部）

交通事故被害者を援助するための交
通事故相談所の巡回相談の実施（宮
古島市・石垣市）

順調
交通事故被害者を援助するため
の交通事故相談所の巡回相談の
実施（宮古島市・石垣市）

巡回相談（宮古島市１
回、石垣市１回）

交通事故被害者を援助するため
の交通事故相談所の巡回相談の
実施（宮古島市・石垣市）

巡回相談
宮古島市１回、石垣市
１回

8,236
交通事故被害者を援助するため
の交通事故相談所の巡回相談の
実施（宮古島市・石垣市）

巡回相談
宮古島市１回、石垣市
１回

8,196
交通事故被害者を援助するための交通事故
相談所の巡回相談の実施（宮古島市・石垣
市）

巡回相談(年2回）（宮古島市
１回、石垣市１回）

73 順調 2-4-ア-3 該当なし
子ども生
活福祉部

消費・く
らし安全

課
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離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

227
交通安全施設の整備
（土木建築部）

事故危険箇所等において、防護柵や
道路照明、視線誘導標等の交通安全
施設の整備を推進する。

順調
防護柵や滑り止め舗装等を施し
交通事故対策を図った。

石垣島等において防護
柵や滑り止め舗装等を
施し交通事故対策を
図った。

防護柵や滑り止め舗装等を施し
交通事故対策を図った。

石垣島等において防護
柵や滑り止め舗装等を
施し交通事故対策を
図った。

11,012
防護柵や滑り止め舗装等を施し
交通事故対策を図った。

石垣市等において防護
柵や滑り止め舗装等を
施し交通事故対策を
図った。

16,260
（0）

防護柵や滑り止め舗装等を施し交通事故対
策を図った。

防護柵や滑り止め舗装等を施
し交通事故対策を図った。

73 順調
1-7-イ-1
2-4-ア-3

交通安全施設
の整備

土木建築
部

道路管理
課

230
河川利用者の安全対策
（土木建築部）

河川利用者の水難事故の未然防止対
策のための施設整備や安全教育等を
地域と連携して行う。

順調
石垣新川川にて、安全対策とし
て転落防止柵の設置 を行った。

転落防止柵設置：
0.03km

・必要な箇所において転落防護
柵等の設置を行う。
・沖縄県水難事故防止協議会等
を通じ、県警等と連携して県民
の水難事故に対する意識を啓蒙
していく。

転落防止柵設置：20m 41,780
石垣新川川にて、安全対策とし
て転落防止柵の設置を行った。

転落防止柵設置：324ｍ 13,000
石垣新川川にて、安全対策として転落防止
柵の設置を行った。

転落防止柵設置：0.61km 73 順調 2-4-ア-4
河川利用者の
安全対策

土木建築
部

河川課

231
消費者行政活性化事業
（子ども生活福祉部）

窓口未設置市町村への文書及び直接
訪問による消費生活相談窓口設置の
働きかけの実施。

順調

・市町村支援を目的とした相談
員養成事業、相談員レベルアッ
プ事業及び消費者被害の拡大防
止を図るための消費者啓発事業
等の推進
・９市１町に対する消費者行政
活性化補助金の交付

・離島全市町村に相談
窓口を設置（15市町
村）
・相談窓口機能強化支
援　10市町（離島分：
２市（石垣島・宮古
島））

・市町村支援を目的とした相談
員養成事業、相談員レベルアッ
プ事業及び消費者被害の拡大防
止を図るための消費者啓発事業
等の推進
・９市２町に対する消費者行政
活性化補助金の交付

・離島全市町村に相談
窓口を設置（15市町
村）
・相談窓口機能強化支
援　11市町（離島分：
２市（石垣島・宮古
島））

64,406

・市町村支援を目的とした相談
員養成事業、相談員レベルアッ
プ事業及び消費者被害の拡大防
止を図るための消費者啓発事業
等の推進
・９市２町に対する消費者行政
活性化補助金の交付

・離島全市町村に相談
窓口を設置（15市町
村）
・相談窓口機能強化支
援　11市町（離島分：
２市（石垣島・宮古
島））

57,541

県が実施する消費者被害防止のための啓発
活動や市町村支援を目的とした相談員養成
事業、相談員レベルアップ事業等を行う消
費者行政推進補助金を交付する。

・専門の消費生活相談員を配
置する相談窓口の増加(相談窓
口強化支援）：石垣市及び宮
古島市
・離島における消費生活相談
窓口設置の増加：３市町村→
離島全15市町村

74 順調 2-4-ア-5
消費者行政活
性化事業

子ども生
活福祉部

消費・く
らし安全

課

232
消費者啓発事業
（子ども生活福祉部）

消費者教育講座の開催、消費者生活
情報の提供及び消費生活相談事業の
実施。
各市町村広報誌、HP等を活用した消
費生活相談窓口の周知広報。

順調

・県消費生活センター宮古・八
重山分室、金融広報委員会等に
よる消費者教育講座の開催及び
消費生活相談事業の実施

・各種消費者教育講座
（25回開催（932人参
加）（宮古島15件：石
垣島７件など））
・消費生活相談件数
（575件（宮古分室232
件、八重山分室343
件））

県消費生活センター宮古・八重
山分室、金融広報委員会等によ
る消費者教育講座の開催及び消
費生活相談事業の実施

・各種消費者学習講座
（11回開催2,585人（北
大東3件：伊江島1件：
宮古島4件：石垣島3
件）
・消費生活相談件数
（572件（宮古分室239
件：八重山分室333
件））

10,555

県消費生活センター宮古・八重
山分室、金融広報委員会等によ
る消費者教育講座の開催及び消
費生活相談事業の実施

・各種消費者学習講座
（30回開催1,925人（宮
古島16回：石垣島13
回：西表島1回）
・消費生活相談件数
（534件（宮古分室220
件：八重山分室314
件））

2,486

・県消費生活センター宮古・八重山分室等
による消費者教育講座の開催及び消費生活
相談の実施
・金融広報委員会を活用した金融知識の普
及を図るためのセミナー開催

・各種消費者教育講座
（118回開催（7,900人参加）
・消費生活相談件数
（2,901件）

74 順調 2-4-ア-5
消費者啓発事
業

子ども生
活福祉部

消費・く
らし安全

課

233
消防体制の整備
（知事公室）

県内の消防体制の強化を図るため、
消防本部や消防団の人的体制及び消
防車両・資機材等の整備を推進する
とともに、非常備消防町村を含めた
広域的連携を推進する。

順調

・離島非常備町村を含めた消防共同指令セ
ンターの整備を促進するため、市町村等に
対し、共同部分の整備費の一部を助成し
た。
・消防車両等の整備に係る補助金・起債の
活用の助言・指導や国の無償貸付制度等を
助言・指導し、消防車両・資機材の整備を
推進した。
・消防救急デジタル無線の共同整備、県内
緊急消防援助隊の増隊を市町村と調整を行
い、消防相互応援体制の強化を図った。
・市町村の消防の広域化に関する基本指針
の改正を踏まえ、国の支援制度等を周知す
るとともに、離島非常備町村を含めた消防
共同指令センターの整備が円滑に実施でき
るよう助言等した。

・消防車両等の整備：
２台
・消防共同指令セン
ターの離島市町村の参
画：15市町村

・離島市町村を含めた広域的な
消防指令センターの協議に助言
等を行った。
・民間等が実施する寄贈事業を
活用し、離島市町村に消防車両
等が配備され、消防施設の強化
が図られた（伊是名村）。

消防車両等の整備：１
台
消防共同指令センター
の離島市町村の参画：
15市町村

－

・離島を含む県内の消防力の向
上を図るため、市町村が行う消
防業務に対する助言、情報提供
等を行った。
・消防職団員の資質向上を図る
ため、消防学校において教育訓
練事業を実施した。
・平成28年度に、初めて離島地
域で沖縄県総合防災訓練を実施
し、離島地域も含めた広域的な
応援体制の構築の検証を行っ
た。

・寄贈事業を活用した
消防車両の整備
（渡嘉敷村　１台）
・沖縄県総合防災訓練
の実施
（西表島　９月）
・消防学校で行う消防
職団員の教育訓練事業
の他、離島に出向き現
地教育訓練を実施
（粟国村、伊平屋村、
北大東村）

11,544

・離島非常備町村を含めた消防共同指令セ
ンターの整備を促進するため、市町村等に
対し、共同部分の整備費の一部を助成し、
稼働した。
・消防救急デジタル無線の共同整備、県内
緊急消防援助隊の増隊を市町村と調整を行
い、消防相互応援体制の強化を図った。
・消防車両等の整備に係る補助金・起債の
活用、国の無償貸付制度、民間等の実施す
寄贈事業等を助言・指導し、消防車両・資
機材の整備を推進した。
・離島地域での防災訓練、消防教育訓練を
実施した。

消防共同指令センターの離島
市町村の参画、稼働　15市町
村
消防車両等の整備４台

74 順調 2-4-イ-1
消防体制の整
備

知事公室
防災危機
管理課

234
離島空港における耐震化
対策等の推進
（土木建築部）

離島空港の各施設に係る耐震調査、
緊急避難計画の策定。

やや遅
れ

Ｈ27年度に策定する避難計画の
対象圏域を決定した。

避難計画の策定を行う
対象圏域の決定：２圏
域（八重山・宮古圏
域）

津波浸水区域の見直し
空港ターミナルビルの耐震調査

12空港
7空港

29,826
県管理空港における津波・耐震
対策等の方針をとりまとめた

12空港 30,075
空港の土木施設、建築施設、ターミナルビ
ルの耐震調査
津波浸水区域の見直し

12空港 75
やや遅

れ
2-4-イ-2

離島空港にお
ける耐震化対
策等の推進

土木建築
部

空港課

235
平良港の整備
（土木建築部）

大規模地震時の物資輸送に対応する
耐震強化岸壁の整備を含む漲水地区
再編事業を促進する。

順調
国直轄による、耐震強化岸壁整
備、ふ頭用地、臨港道路、緑地
等の整備

整備中

国直轄において、国際クルーズ
船が寄港可能な耐震強化岸壁整
備、ふ頭用地、臨港道路、緑地
等の整備を実施した。

整備中 -
国直轄による、耐震強化岸壁整
備、ふ頭用地、臨港道路、緑地
等の整備

整備中 -

平良港において、大規模な地震が発生した
場合の海上交通の安全性・安定性を確保す
るため、耐震強化岸壁の整備を推進し、港
湾機能の向上を図る。

整備中 75 順調 3-11-ウ-2 港湾改修事業
土木建築

部
港湾課

236
漁港施設機能強化・水産
物供給基盤機能保全事業
（農林水産部）

離島漁港施設の耐震化対策、老朽化
対策及び長寿命化対策に取り組む。

順調
機能保全計画に基づき、岸壁な
どの保全工事を６地区（沖縄年
部地区、沖縄宮古地区ほか）

4地区（阿嘉島１件、久
米島１件、池間島１
件、石垣島１件、与那
国島１件）

機能保全計画に基づき、岸壁等
の保全工事を７地区（沖縄南部
地区、沖縄宮古地区ほか）で実
施した。

７地区（阿嘉島１件、
久米島２件、宮古島３
件、石垣島１件、小浜
島１件、波照間島１
件、与那国島１件）

1,483,631
(501,339)

機能保全計画の策定を2地区及び
機能保全計画に基づき、岸壁等
の保全工事を6地区（沖縄南部地
区ほか5地区）で実施した。

8地区（阿嘉島1件、久
米島3件、宮古島1件、
波照間島1件、与那国島
1件、渡名喜島1件)

744,666

老朽化診断等による機能保全計画を策定、
及び機能保全計画に基づく保全工事を実施
した。
また、定期船が就航する岸壁の耐震化を
図った。

機能診断及び機能保全計画策
定10地区
機能保全工事5地区
耐震化工事2地区

75 順調
2-4-イ-2
2-4-イ-3

3-11-ウ-2

災害に強い県
土づくりと防
災対策の強化

農林水産
部

漁港漁場
課

237
災害防除（道路）
（土木建築部）

道路法面等が危険な兆候を示し、災
害発生により交通に著しい影響を及
ぼす危険がある箇所の対策を実施す
る。

大幅遅
れ

於茂登トンネル、白浜南風見線
及び与那国島線等において、落
石防止、法面崩壊防止対策等を
実施。

対策実施箇所数　11カ
所

於茂登トンネル、白浜南風見線
及び与那国島線等において、落
石防止、法面崩壊防止対策等を
実施。

対策実施箇所数　7箇所
（宮古島1箇所、石垣島
4箇所、与那国島1箇
所、伊平屋島1箇所）

415,695
(256,861)

於茂登トンネル及び与那国島線
等において、落石防止、法面崩
壊防止対策等を実施。

法面対策等　5箇所
213,283

(0)

於茂登トンネル、白浜南風見線及び与那国
島線等において、落石防止、法面崩壊防止
対策等を実施。

対策実施箇所数　7カ所 75 順調 2-4-イ-2
災害防除（道
路）

土木建築
部

道路管理
課

238
無電柱化推進事業
（土木建築部）

良好な景観や歩行空間の形成、災害
時のライフラインの確保の目的で、
地中化等により主要な道路上から電
柱を無くす事業。

順調
国道390号（宮古島市）、国道
390号（石垣市）において電線類
地中化を推進した。

無電柱化整備延長
3.2km
（宮古島1.7km、石垣島
1.5km)

国道390号（宮古島市）、国道
390号（石垣市）、石垣空港線
（石垣市）において電線類地中
化を推進した。

無電柱化整備延長
1.8km
（宮古島0.82km、石垣
島0.98km)

1,071,192
(566,192)

国道390号（宮古島市）、国道
390号（石垣市）、石垣空港線
（石垣市）において電線類地中
化を推進した。

無電柱化整備延長2.9km
（宮古島0.6km、石垣島
2.3km)

1,716,120
(897,532)

国道390号（宮古島市）、国道390号（石垣
市）、石垣空港線（石垣市）等において電
線類地中化を推進した。

無電柱化整備延長　12.0km 75
やや遅

れ

1-6-ア-2
1-7-イ-1
2-4-イ-2

無電柱化推進
事業

土木建築
部

道路管理
課

239
避難地としての都市公園
整備
（土木建築部）

災害時の避難場所として位置づけら
れている都市公園の整備を行う。

順調
災害時の避難地としての役割を
担う広場等の整備を行うための
補助を行った。

広場等の整備
（宮古島市：1箇所）

災害時に避難地としての役割を
担う園路広場等の整備を行うた
めの補助を行った。

園路広場等の整備
（宮古島市：1箇所）

498,780
(286,780)

災害時の避難地としての役割を
担う広場等の整備を行うための
補助を行った。

広場等の整備
（宮古島市：1箇所）

337,136
(61,136)

災害時の避難地としての役割を担う園路広
場等の整備を行うための補助を行った。

園路広場等の整備
（宮古島市：1箇所）

75 順調 2-4-イ-2
避難地として
の都市公園整
備

土木建築
部

都市計
画・モノ
レール課

240
橋梁長寿命化修繕事業
（県道等）
（土木建築部）

県管理橋梁において、計画的で効果
的・効率的な修繕・更新・耐震化の
実施により安全・安心な道路ネット
ワークの形成を図る。

大幅遅
れ

池間大浦線（池間大橋）、富野
大川線（武那田原大橋）等で橋
梁補修・耐震補強を実施

補修・耐震補強箇所数
１１カ所

池間大浦線（池間大橋）、富野
大川線（高屋橋）等、県管理道
路（補助国道、県道）における
道路橋の補修・耐震補強を実施
した。

補修・耐震補強箇所数
5カ所
　宮古1橋（池間大橋）
　八重山4橋（高屋橋外
3橋）

1,270,132
(177,132)

池間大浦線（池間大橋）、白浜
南風見線（浦内橋）等で橋梁補
修・耐震補強・架け替えを実
施。

補修・耐震補強箇所数
12箇所
架け替え箇所数　1箇所

509,142
(231,034)

国道390号（宮古島市）、池間大浦線（宮古
島市）、石垣港伊原間線（石垣市）、白浜
南風見線（竹富町）等で橋梁補修・耐震補
強を実施。

補修・耐震補強箇所数
48 カ所

75 順調 2-4-イ-3
橋梁長寿命化
修繕事業（県
道等）

土木建築
部

道路管理
課

241
橋梁長寿命化修繕事業
（市町村道等）
（土木建築部）

市町村管理橋梁において、計画的で
効果的・効率的な修繕・更新・耐震
化の実施により安全・安心な道路
ネットワークの形成を図る。

順調
市町村橋梁長寿命化のための補
修又は架替

３市町
（石垣市、宮古島市、
久米島町）

市町村橋梁長寿命化のための補
修、架替及び定期点検

４市町村
（石垣市、宮古島市、
久米島町、座間味村）

52,850
(20,992)

市町村橋梁長寿命化修繕計画を
策定し、補修又は架替を実施。

３市町
（石垣市、宮古島市、
久米島町）

80,096
(5,040)

市町村橋梁長寿命化修繕計画を策定し、補
修又は架替を実施。

橋梁長寿命化計画作成６町村
橋梁補修又は架替３市町

75 順調 2-4-イ-3
橋梁長寿命化
修繕事業（市
町村道）

土木建築
部

道路管理
課

242
公営住宅整備事業
（土木建築部）

老朽化して建替え時期を迎えている
公営住宅を計画的に建て替える。

未着手
与那国町において公営住宅建替
事業に着手した。

4戸
（与那国町 4戸）

宮古島市、竹富町において公営
住宅建替事業に着手した。

20戸
752,441

(419,297)

離島市町村の公営住宅の整備を
促進するため、優先的に予算を
充当し、建替事業で与那国町４
戸を計画していたが、入札不調
により年度内の着工ができな
かった。

0戸
599,808

(343,902)

石垣市、宮古島市、竹富町、南大東村、北
大東村、座間味村、伊平屋村、与那国町に
おいて公営住宅の整備を行った。

85戸
（H24-H28累計）

76
大幅遅

れ
2-4-イ-3
3-11-イ-1

公営住宅整備
事業（離島）

土木建築
部

住宅課

243
治水対策施設の機能維持
（長寿命化対策等）
（土木建築部）

離島の県管理ダムの恒久的な機能維
持とライフサイクルコスト削減を図
るため、適切な時期にダム施設の更
新等を行う。

順調

県単費（ダム管理運営費）に
て、離島３ダム(我喜屋、座間
味、真栄里）の維持・修繕等を
行った。また、ハード交付金に
て、座間味ダムの実施設計を
行った。

離島３(我喜屋、座間
味、真栄里）ダムの維
持・修繕及び座間味ダ
ムの維持・修繕に向け
た実施設計：一式

座間味ダムにおいて機器更新を
行った。

座間味ダムの機器更
新：一式

301,002
(53,311)

離島3ダム(我喜屋、座間味、真
栄里）のうち座間味ダムの機器
更新

ダムの維持・修繕：一
式

196,821
(125,721)

離島３ダムについて、長寿命化計画を策定
し、座間味ダムの実施設計を行った。

長寿命化計画の策定：３ダム
座間味ダムの維持・修繕：一
式

76 順調 2-4-イ-3
治水施設の機
能維持（長寿
命化対策）

土木建築
部

河川課
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244
治水対策（河川改修、ダ
ム建設、情報提供等）
（土木建築部）

沿川住民の生命と財産を洪水被害か
ら防御するため、河川改修やダム建
設等を行う。

順調

・洪水被害の防御のため、護岸
工事等を行った。
・儀間ダムについて、本体建設
工事・周辺環境整備を行なっ
た。

・整備延長：0.3km
・儀間ダムの建設：一
式

石垣新川川にて多自然川づくり
にむけた護岸工事等を行った。
【一括交付金（ハード）】
　儀間ダムについて、試験湛水
を行った。【内閣府計上】

・整備延長：0.2km
・儀間ダムの建設：試
験湛水一式

520,251
(77,874)

石垣新川川にて、環境・景観に
配慮した多自然川づくりにむけ
た用地補償及び護岸工事等を
行った。

整備延長：240ｍ
108,668
(42,515)

・河川改修による流下能力の向上のため、
護岸工事等を行った。
・儀間ダムについて、本体建設工事・管理
設備工事・周辺環境整備等を行なった。

・整備延長：0.73km
・儀間ダムの建設：一式

76 順調 2-4-イ-3
治水対策（河
川改修、情報
提供等）

土木建築
部

河川課

245
水道施設整備事業
（保健医療部）

安全な水道水を安定的に供給するた
め、水道施設の新設や老朽化施設の
更新、耐震化などの整備を推進す
る。

大幅遅
れ

・【市町村】地震等の被災時に
おいても水道水を安定的に供給
するため、老朽化した施設の更
新、耐震化等を実施した。
・【県】市町村が実施する水道
施設整備に必要な事業費の確保
等について国と協議調整を実施
した。

管路の更新・耐震化等
の整備：４市町村（宮
古島市宮古島及び伊良
部島、石垣市石垣島、
久米島町久米島、多良
間村多良間島）

・【市町村】今後の水需要や水
質の安全性を確保するための水
道施設の整備及び老朽化した施
設の更新、耐震化等を実施し
た。
・【県】市町村が実施する水道
施設整備に必要な事業費の確保
等について国と協議調整を実施
した。

管路の更新・耐震化等
の整備：４市町村（宮
古島市宮古島、石垣市
石垣島、多良間村多良
間島、竹富町西表島及
び新城島（上地島・下
地島）及び黒島）

500,091

・【市町村】地震等の被災時に
おいても水道水を安定的に供給
するため老朽化した水道施設の
更新、耐震化等を実施した。
・【県】市町村が実施する水道
施設整備に必要な事業費の確保
等について国と協議調整を実施
した。

管路の更新・耐震化等
の整備：４市町村（宮
古島市、石垣市、多良
間村、竹富町）

1,730,800

【市町村】今後の水需要への対応するため
の水道施設の整備、地震等の被災時におい
ても水道水を案的に供給するため、老朽化
した施設の更新、耐震化等を実施した。
【県】市町村が実施する水道施設整備等に
対し指導・助言を行い、必要な事業費の確
保等について国と協議調整を実施した。

管路の更新・耐震化等の整
備：７市町村

76
やや遅

れ
2-4-イ-3
2-6-ア-2

水道施設整備
事業

保健医療
部

衛生薬務
課

246
下水道事業（長寿命化・
地震対策）
（土木建築部）

「下水道長寿命化計画」を策定し、
長寿命化対策を含めた改築等を進め
る。

やや遅
れ

・老朽化した下水道施設の改築
及び長寿命化計画の策定を行う
下水道事業実施市町村に対し、
国からの交付金を配分した。
・座間味村及び渡嘉敷村から提
出された長寿命化計画書に対
し、助言･指導を行い、計画策定
を完了させた。

・主要な管渠等の耐震
化延長：0km(離島分)
・長寿命化計画の策
定：２箇所（座間味
村、渡嘉敷村）

・老朽化した下水道施設の改築
及び長寿命化計画の策定を行う
下水道事業実施市町村に対し、
国からの交付金を配分した。
・石垣市から提出された長寿命
化計画に書に対して、助言・指
導を行い、計画策定を完了させ
た。

・主要な管渠等の耐震
化延長：
０km(離島分)
・長寿命化計画の策
定：１箇所（石垣市)

111,526
(26,522)

・老朽化した下水道施設の改築及
び長寿命化計画の策定を行う下水
道事業実施市町村に対し、国から
の交付金を配分した。
・竹富町から提出された長寿命化
計画書に対して、助言・指導を行
い、計画を策定させた。

・長寿命化計画の策
定：１箇所（竹富町)

・主要な管渠等の耐震
化延長
　：0km(離島分)

234,536
(0)

・老朽化した下水道施設の改築及び長寿命
化計画の策定を行う下水道事業実施市町村
に対し、国からの交付金を配分した。
・石垣市、座間味村及び渡嘉敷村など６市
町村から提出された７箇所の長寿命化計画
書に対し、助言･指導を行い、計画を策定さ
せた。

・長寿命化計画の策定
　：７箇所

・主要な管渠等の耐震化
　延長：0.4km

76 順調 2-4-イ-3
下水道事業
（長寿命化・
地震対策）

土木建築
部

下水道課

247
下水道事業（浸水対策）
（土木建築部）

都市における安全性の確保を図るた
め、雨水幹線等を整備する。

やや遅
れ

石垣市において、雨水管の整備
等を行ったが、供用開始されて
いないことから、浸水対策面積
は0haとなっている。

浸水対策整備面積：０
ha(離島分)

石垣市において雨水管の整備等
を行い、浸水対策整備面積は、
計画値9haに対し、実績値9ha
（平成27年度）であった。

浸水対策整備面積：９
ha(離島分)

-

石垣市において雨水管の整備等を
行い、浸水対策整備面積は、計画
値24haに対し、実績値11ha（平成28
年度）であった。

浸水対策整備面積：
11ha(離島分)

-
石垣市において雨水管の整備等を行い、浸
水対策整備面積は、計画値33haに対し、実
績値20ha（平成28年度末）であった。

浸水対策整備面積：20ha 76 順調 2-4-イ-3
下水道事業
（浸水対策）

土木建築
部

下水道課

248
津波・高潮警戒避難体制
の整備事業
（土木建築部）

避難誘導強化のため、最大クラスの
津波の発生を想定した市町村のハ
ザードマップ作成を支援する。

やや遅
れ

沖縄本島における新たな知見
（古文書の津波履歴等）が明ら
かとなったため、学識経験者等
から成る検討委員会を設置し、
市町村に対して説明会を開催の
上、新たな津波浸水想定図を作
成、公表した。

ハザードマップ作成市
町村数：0市町村

市町村等を対象とし、津波防災
地域づくりに関する法律につい
ての説明会及び県外自治体の先
進事例の紹介を行った。

ハザードマップ作成市
町村数：0市町村

－

市町村へ津波浸水想定図に関する
資料提供すると共に、津波防災地
域づくりに関する法律についてのア
ンケート調査及び説明会を行った。

ハザードマップ作成市
町村数：1市町村

－

・新たな津波浸水想定図の作成のため関係
機関と協議・調整し、学識経験者等から成
る検討委員会を設置し、市町村に対して説
明会を開催の上、津波浸水想定図を作成、
公表した。
・また、津波防災地域づくりに関する法律
についての説明会及び県外自治体の先進事
例の紹介を行った。

ハザードマップ作成市町村
数：12市町村 74 順調 2-4-イ-3 －

土木建築
部

海岸防災
課

249
狭あい道路整備事業
（土木建築部）

市町村の狭あい道路の整備を促進す
るため、整備計画策定及び整備事業
を支援する。

やや遅
れ

・県による指定道路図の一部公
開。
・県による市町村への当該事業
の周知を行った。

0件 － － － － － －

(H24)宮古島市、石垣市による狭あい道路の
調査・測量事業

(H26)県による指定道路図の一部公開,県に
よる市町村への当該事業の周知を行った。

0件 76
やや遅

れ
2-4-イ-2

狭あい道路整
備事業

土木建築
部

建築指導
課

250
民間住宅・建築物の総合
的な耐震化対策
（土木建築部）

民間住宅・建築物の耐震化を促進す
るため、耐震診断、改修工事等への
支援を行うとともに、耐震技術者育
成、普及啓発活動等の総合的な取り
組みを推進する。

大幅遅
れ

耐震診断支援、耐震改修等支
援、RC造耐震技術者育成、講演
会等受講者

耐震診断支援：１件
耐震改修等支援：０件
RC造耐震技術者育成：
22名
（内離島関係育成数は
０名）
講演会等受講者：753
人

－ － －

・簡易診断技術者派遣事業による
耐震診断等の普及啓発を図った。
・耐震に関する相談に対応した。
・簡易診断技術者育成のための講
習会の実施した。

簡易診断技術者派遣　2
件
相談窓口利用　3件
講習会の実施　2回

24,967
耐震診断支援、耐震改修等支援、RC造耐震
技術者育成、講演会等受講者

RC造耐震技術者育成145名（う
ち離島29名）、講演会等受講
者2,195名

76
大幅遅

れ
2-4-イ-3

民間住宅・建
築物の総合的
な耐震化対策

土木建築
部

建築指導
課

251
治山事業
（農林水産部）

各地域の気象特性、立地条件に応じた
防風保安林、潮害防備保安林の整備を
推進する。

順調
保安林の防風・防潮機能を維持
強化するための森林の造成、改
良等を行った。

3.2ha
（離島2.5ha：伊平屋村
0.05ha、久米島町
0.67ha、宮古島市
0.94ha、多良間村
0.76ha、与那国町
0.03ha）

保安林の防風・防潮機能を維持
強化するための森林の造成、改
良等を行った。

3.8ha　（離島3.8ha：
伊平屋村1.7ha、久米島
町0.86ha、本部町
0.16ha、
座間味村0.5ha、宮古島
市0.35ha、
多良間村0.13ha、竹富
町0.14ha）

311,436
（135,366）

保安林の防風・防潮機能を維持強
化するための森林の造成、改良等
を行った。

2.1ha　（離島2.0ha：伊平
屋村0.36ha、久米島町
0.44ha、うるま市0.22ha、
宮古島市0.42ha、多良間
村0.12ha、石垣市0.25ha、
竹富町0.17ha）

258854
（28,850）

保安林の防風・防潮機能を維持強化するための
森林の造成、改良等を行う。

27ha 76 順調 3-12-イ-2 治山事業費
農林水産

部
森林管理

課

252
日米両政府への要請活動
（知事公室）

米軍基地から派生する事件・事故を
防止するためには、米軍において、
綱紀粛正を図るとともに、抜本的な
対策を講ずる必要があることから、
日米地位協定の見直しを含め、日米
両政府に要請を行う。

順調

・日米両政府への要請活動
・防衛大臣に対して、平成26年
９月22日に、基地から派生する
諸問題の解決促進に関する要請
を行った。
・日米両政府に対して、平成27
年２月５日及び同月６日に、基
地から派生する諸問題の解決促
進に関する要請を行った。（沖
縄県軍用地転用促進・基地問題
協議会）

－

政府への要請活動
・防衛大臣等に対して、平成27
年７月30日に、基地の整理縮小
などに関する要請を行った。
（渉外関係主要都道県知事連絡
協議会）
・日米両政府に対して、平成28
年３月３日、４日及び15日に、
基地から派生する諸問題の解決
促進に関する要請を行った。
（沖縄県軍用地転用促進・基地
問題協議会）

－ 36,327

日米両政府への要請活動
・日米両政府に対して、平成28
年９月７日及び同月９日、基地
から派生する諸問題の解決促進
に関する要請を行った。（沖縄
県軍用地転用促進・基地問題協
議会（軍転協））
・日本政府に対して、平成28年
７月25日、日米地位協定の改定
等について、要請を行った。
（渉外関係主要都道県知事連絡
会議（渉外知事会））

－ 34,586

内閣総理大臣、米国国務長官をはじめとす
る日米両政府の関係者に対して、基地から
派生する諸問題の解決促進に関する要請を
行った。

－ 77 順調 2-5-ア-1
日米両政府へ
の要請活動

知事公室
基地対策

課

253-1
不発弾処理対策（不発弾
等対策安全事業）
（知事公室）

不発弾等の爆発事故による被災者等
の支援や、被害を受けた住宅、施設
等の復旧等の措置を支援する。

順調

・定期預金で運用している６億
円の受取利息（約300千円）を基
金へ積み立てた。
・平成26年度は不発弾等の爆発
事故が発生しなかった。

基金へ積み立て：約300
千円（定期預金で運用
している６億円の受取
利息）

・定期預金で運用している６億
円の受取利息（約300千円）を基
金へ積み立てた。
・平成27年度は不発弾等の爆発
事故が発生しなかった。

定期預金で運用してい
る６億円の受取利息
（約300千円）を基金へ
積み立てた。

300

・定期預金で運用している６億
円の受取利息（約302千円）を基
金へ積み立てた。
・平成28年度は不発弾等の爆発
事故が発生しなかった。

定期預金で運用してい
る６億円の受取利息
（約302千円）を基金へ
積み立てた。

302

・定期預金で運用している６億円の受取利
息を基金へ積み立てた。
・平成26年度～28年度は不発弾等の爆発事
故の発生なし。

基金へ積み立て

　　　2,711千円
77 － 2-5-イ-1

不発弾処理対
策

知事公室
防災危機
管理課

253-2
不発弾処理対策（広域探
査発掘加速化事業）
（知事公室）

住民等から受け付けた面積100㎡を
超える探査要望箇所において、不発
弾等の探査・発掘を促進する。

やや遅
れ

市町村経由で住民等への要望調
査を年3回実施し、要望に基づき
磁気探査及び発掘を3回行った。

全体実績
探査面積：約４５万㎡
発掘重量：約１．３ト
ン

市町村経由で住民等への要望調
査を年3回実施し、要望に基づき
磁気探査及び発掘を3回行った。

全体実績
探査面積：約６７万㎡
発掘重量：約１．２ト
ン

2,173,412
市町村経由で住民等への要望調
査を年3回実施し、要望に基づき
磁気探査及び発掘を3回行った。

全体実績
探査面積：約53万㎡
発掘重量：約9.3トン

2,173,412
市町村経由で住民等への要望調査を年3回実
施し、要望に基づき磁気探査及び発掘を3回
行った。

全体実績
探査面積：約165万㎡
発掘重量：約11.8トン

77
やや遅

れ
2-5-イ-1

不発弾処理対
策

知事公室
防災危機
管理課

253-3
不発弾処理対策（市町村
支援事業）
（知事公室）

市町村事業の単独公共工事に係る不
発弾等の探査・発掘等の市町村磁気
探査支援事業、及び発見された不発
弾等の安全化処理対策を行う市町村
特定処理支援事業を促進する。

順調

市町村事業の単独公共工事にお
ける不発弾等の探査・発掘等24
件、発見された不発弾等の安全
化処理対策51件を実施した。

全体実績
探査面積：約1０万㎡
発掘重量：約０．２ト
ン

市町村事業の単独公共工事にお
ける不発弾等の探査・発掘等32
件、発見された不発弾等の安全
化処理対策28件を実施した。

探査面積は約１１万
㎡、発掘重量は約０．
０３トンとなってい
る。

217,499

市町村事業の単独公共工事にお
ける不発弾等の探査・発掘等、
発見された不発弾等の安全化処
理対策を実施した。

探査面積：約14万㎡
発掘重量：約0.19トン

217,499
市町村事業の単独公共工事における不発弾
等の探査・発掘等、発見された不発弾等の
安全化処理対策を実施した。

探査面積：約35万㎡
発掘重量：約0.42トン

77
やや遅

れ
2-5-イ-1

不発弾処理対
策

知事公室
防災危機
管理課



活動概要 活動実績値 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値

実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

253-4
不発弾処理対策（住宅等
開発磁気探査支援事業）
（知事公室）

平成24年度から民間工事における磁
気探査の促進を図る目的で、市町村
を事業主体として民間による住宅等
の開発箇所における不発弾等探査費
を補助する事業が創設された。平成
25年度から事業主体を県へと変更
し、事業の効率的な推進を図る。
（適用要件：民間工事であること。
磁気探査深さは５ｍ以内。面積制限
なし。）

順調

民間による住宅等の開発箇所に
おける不発弾等探査費を補助す
る事業で22市町村で120件を補助
した。

全体実績
探査面積：約1９万㎡
発掘重量：約０．５ト
ン

民間による住宅等の開発箇所に
おける不発弾等探査費128件を補
助した（受付：22市町村）。

探査面積は約1０万㎡、
発掘重量は約０．１５
トンとなっている。

407,486
民間による住宅等の開発箇所に
おける不発弾等探査費161件を補
助した。

探査面積：約18万㎡
発掘重量：約0.09トン

407,486
民間による住宅等の開発箇所における不発
弾等探査費409件を補助した。

探査面積：約47万㎡
発掘重量：約0.29トン

77
やや遅

れ
2-5-イ-1

不発弾処理対
策

知事公室
防災危機
管理課

254
遺骨収集情報センターの
活用
（子ども生活福祉部）

遺骨収集情報センターにおいて未収
骨情報の一元化を図り、民間ボラン
ティア団体等に対し未収骨情報を提
供することにより、遺骨収集を効率
的に実施する。

離島実
施無し

豊見城市、南風原町において、
戦没者未収骨壕等調査を実施
し、未収骨の状況を把握した。

－
宜野座村、金武町において、戦
没者未収骨壕等調査を実施し、
未収骨の状況を把握した。

－ 0
名護市において戦没者未収骨壕
等調査を実施し、未収骨の状況
を把握した。

－ －
糸満市、南城市、八重瀬町、豊見城市、南
風原町、宜野座村、金武町、名護市におい
て、戦没者未収骨壕等調査を実施

－ 77 順調 2-5-イ-3
遺骨収集情報
センタ-の活用

子ども生
活福祉部

平和援
護・男女
参画課

255
民間ボランティア団体等
の活動支援
（子ども生活福祉部）

民間ボランティア団体等に対する支
援を行うことにより、遺骨収集活動
の活性化を図る。（民間ボランティ
ア団体等の活動支援）

離島実施
無し

遺骨収集実績の９割を占める民
間団体やボランティアに対する
活動支援を行うことにより、遺
骨収集の加速化を図る。

－

遺骨収集実績の９割を占める民
間団体やボランティアに対する
活動支援を行うことにより、遺
骨収集の加速化を図った。

－ －

遺骨収集実績の９割を占める民
間団体やボランティアに対する
活動支援を行うことにより、遺
骨収集の加速化を図った。

－ －
遺骨収集実績の９割を占める民間団体やボ
ランティアに対する活動支援を行うことに
より、遺骨収集の加速化を図った。

－ 77 順調 2-5-イ-3
民間ボラン
ティア団体等
の活動支援

子ども生
活福祉部

平和援護・
男女参画課

256
一元化された未収骨情報
による遺骨収集の加速化
（子ども生活福祉部）

一元化された未収骨情報により、遺
骨収集の加速化を図り、一定期間を
目途に集中的に取り組むよう国への
要請する。

離島実施
無し

糸満市において実施された戦没
者未収骨壕等調査の結果に基づ
き、埋没壕等の危険を伴う現場
での遺骨収集を厚生労働省に要
請する。

－

糸満市において実施された戦没
者未収骨壕等調査の結果に基づ
き、埋没壕等の危険を伴う現場
での遺骨収集を厚生労働省に要
請する。

－ －

糸満市において実施された戦没
者未収骨壕等調査の結果に基づ
き、埋没壕等の危険を伴う現場
での遺骨収集を厚生労働省に要
請する。

－ －

糸満市において実施された戦没者未収骨壕
等調査の結果に基づき、埋没壕等の危険を
伴う現場での遺骨収集を厚生労働省に要請
する。

－ 77 順調 2-5-イ-3

一元化された
未収骨情報に
よる遺骨収集
の加速化

子ども生
活福祉部

平和援護・
男女参画課
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　１　観光リゾート産業の振興

257
企業向けMICE研修実施の
検討
（文化観光スポーツ部）

国内・海外からの新たな需要を取り
込むことで、市場の拡大を図り、離
島をはじめ沖縄MICE産業の発展に繋
がる各種事業を継続的・集中的に実
施する。
具体的には、以下の取組みを行う。
・沖縄へのMICE開催を推進するた
め、「誘致・広報活動」に係る事業
を実施する。
・沖縄へのMICE開催を推進するた
め、「開催支援」に係る事業を実施
する。
・沖縄へのMICE開催を推進するた
め、「受入体制整備」に係る事業を
実施する。
・MICE誘致アクションプランや大型
MICE施設の詳細機能等に係る調査検
討を実施する。

順調

・国内外のMICE見本市・商談会
への参加及び誘致セミナー開催
を通じて、誘致・広報事業を実
施した。
・県内で開催されるMICEに対し
て、シャトルバス運行支援や空
港歓迎式開催等の支援を実施し
た。
・県内のMICE受入体制充実のた
め、外部アドバイザーを地域に
派遣し、地域特性を活かしたユ
ニークベニューの掘り起こしや
連携体制づくりを実施した。

MICE開催支援件数：
617件（県全体）

・国内外のMICE見本市・商談会
への参加及び誘致セミナーを開
催を通じて、誘致・広報事業を
実施した。
・県内で開催されるMICEに対し
て、シャトルバス運行支援や空
港歓迎式開催等の支援を実施し
た。
・県内のMICE受入体制充実のた
め、外部アドバイザーを地域に
派遣し、地域特性を生かしたユ
ニークベニューの掘り起こしや
連携体制づくりを実施した。

MICE開催支援件数：
616件

28,742

国内外のMICE見本市・商談会へ
の参加及び誘致セミナー開催
（計26件）を通じて、誘致・広
報事業を実施した。
　県内で開催されるMICEに対し
て、シャトルバス運行支援や空
港歓迎式開催等の支援を582件実
施した。
　県内のMICE受入体制充実のた
め、外部アドバイザーを地域に
派遣し、地域の観光資源を活か
したユニークベニュー※の掘り
起こしや連携体制づくりを実施
し、商品造成に繋げた。
（※） ユニークベニューとは、
「特別な会場」、「特別な場
所」の意味で、美術館、博物
館、歴史的建築、文化施設など
で会議やレセプションを開き、
特別感や地域特性を演出する会
場のこと

MICE開催支援件数：
582件（県全体）

352,713

・国内外のMICE見本市・商談会への参加及
び誘致セミナー開催（計26件）を通じて、
誘致・広報事業を実施した。
・県内で開催されるMICEに対して、シャト
ルバス運行支援や空港歓迎式開催等の支援
を582件実施した。
・県内のMICE受入体制充実のため、外部ア
ドバイザーを地域に派遣し、地域の観光資
源を活かしたユニークベニュー※の掘り起
こしや連携体制づくりを実施し、商品造成
に繋げた。
・一般県民に向けたMICEの普及・啓蒙のた
め、シンポジウムを1回開催した。
・沖縄MICE推進戦略を検討し、大型MICE施
設整備と街づくりに向けた基本構想を策定
した。

・新たなMICEメニューの開
発・発掘、受入体制整備など
の取組に対する支援件数　10
件
・MICE開催支援件数　2,304件

80 順調 3-2-ア-3

戦略的誘客活
動推進事業
（戦略的MICE
誘致促進事
業）

文化観光
スポーツ

部

観光整備
課

258
地域観光資源創出支援事
業
（文化観光スポーツ部）

多様化する観光客の観光ニーズに対
応するため、地域が主体となった新
たな観光資源の創出事業等に対し支
援を行い、地域における観光メ
ニューの充実を図る。

完了

市町村、地域観光協会、ＮＰＯ
など、地域に立脚した団体・機
関等が取り組む新たな観光資源
の創出や、これらを活用した観
光メニュー造成を図るため、選
定された５件のモデル事業者に
対して経費補助、アドバイザー
派遣、関連講座・ワークショッ
プ等の支援を行うことで、各地
域での着地型観光商品創出を
図った。

地域観光メニュー支援
件数　5件

－ － － － － －

市町村、地域観光協会、ＮＰＯなど、地域
に立脚した団体・機関等が取り組む新たな
観光資源の創出や、これらを活用した観光
メニュー造成を図るため、選定されたモデ
ル事業者に対して経費補助、アドバイザー
派遣、関連講座・ワークショップ等の支援
を行うことで、各地域での着地型観光商品
創出を図った。

地域観光メニュー支援件数:５
件

80 －
3-2-ア-2
3-12-ア-1

地域観光資源
創出支援事業

文化観光
スポーツ

部

観光整備
課

259
地域観光の支援
（文化観光スポーツ部）

・離島観光振興会議や市町村等との
意見交換会を行い、地域の観光振興
の方向性及び課題等を確認し、今後
の取組みについて協議を行う。
・市町村など地域の観光案内所の機
能強化について、必要に応じて、先
駆的地域の取り組み状況を市町村等
に情報提供する等の支援を行う。
・市町村へ専門的な知識を持つ観光
まちづくりアドバイザーを派遣し、
市町村が抱える課題又は問題に対
し、助言及び指導を行う。

順調

・離島観光の振興を図るための
離島観光振興会議を、宮古圏
域、八重山圏域、久米島町で計
５回開催した（6市町村）。
・また宮古・八重山・久米島地
域以外での県内11地域に出向い
て意見交換会を開催し、各市町
村の観光まちづくり担当課や地
域観光協会・商工会等と各地の
地域観光の現状と課題について
意見を交わした。
・さらに観光まちづくりアドバ
イザーを、市町村や地域観光協
会等に対し５人派遣した。

意見交換会開催件数20
件

・離島観光の振興を図るための
離島観光振興会議を、宮古県
域、八重山圏域、久米島町で計
５回開催した。（６市町村）
・また、宮古・八重山・久米島
地域以外での県内11地域に出向
いて意見交換会を開催し、各市
町村の観光まちづくり担当課や
地域観光協会・商工会館等と各
地の地域観光の現状と現状と課
題について意見を交わした。
・さらに観光まちづくりアドバ
イザーを、市町村や地域観光協
会等に対し５人派遣した。

意見交換会開催件数：
19件

4,173

・離島観光の振興を図るための
離島観光振興会議を、宮古圏
域、八重山圏域、久米島町で計
３回開催した（6市町村）。
・また宮古・八重山・久米島地
域以外での県内２地域に出向い
て意見交換会を開催し、各市町
村の観光まちづくり担当課や地
域観光協会・商工会等と各地の
地域観光の現状と課題について
意見を交わした。
・さらに観光まちづくりアドバ
イザーを、市町村や地域観光協
会等に対し５人派遣した。

意見交換会開催件数：
17件

4,173

・離島観光の振興を図るための離島観光振
興会議を、宮古圏域、八重山圏域、久米島
町で開催した。
・また宮古・八重山・久米島地域以外での
県内地域に出向いて意見交換会を開催し、
各市町村の観光まちづくり担当課や地域観
光協会・商工会等と各地の地域観光の現状
と課題について意見を交わした。
・さらに観光まちづくりアドバイザーを、
市町村や地域観光協会等に対し派遣した。

意見交換会開催件数：71件 80 順調
3-2-ア-2
3-12-ア-1

地域観光の支
援

文化観光
スポーツ

部

観光整備
課

260
環境共生型観光推進事業
（文化観光スポーツ部）

・市町村、地域の協議会等が行う自
然環境等の保全に配慮した観光地づ
くりへの取組みを支援することによ
り、環境共生型観光を推進し、沖縄
観光の持続的発展を図る。
・具体的には、観光資源の保全及び
活用計画の策定、人材育成、環境教
育及び環境保全活動等 を支援する

順調

国頭村と竹富町において、自然
環境の保全利用のルールである
保全利用協定に関する周知看板
の整備を支援した。

環境保全活動支援　２
件

・保全利用協定地域を含めたモ
デル地域の現状及び課題の調査
を行い、モデル地区による意見
交換会の実施及び情報発信によ
るプロモーションを行った。
・また、石垣市における環境保
全型観光施設の設計支援を行っ
た。

環境保全施設整備数１
件（石垣市）

6,030

保全利用協定締結地域における
研修（名護市大浦川、石垣市白
保）、や情報発信用ツール（パ
ンフレット）のテスト作成及び
施設整備（石垣市白保）への支
援を行った。

プロモーション支援
数：１件

27,666

・市町村、地域の協議会等が行う自然環境
等の保全に配慮した観光地づくりへの取組
みを支援することにより、環境共生型観光
を推進し、沖縄観光の持続的発展を図る。
・具体的には、観光資源の保全及び活用計
画の策定、人材育成、環境教育及び環境保
全活動等を支援する。

環境保全活動支援：２件
環境保全施設整備数：６件
プロモーション支援数：１件

80 順調
1-1-エ-2
3-2-ア-1

環境共生型観
光地づくり支
援事業

文化観光
スポーツ

部

観光整備
課

261
エコリゾートアイランド
沖縄形成事業
（文化観光スポーツ部）

沖縄県の観光資源の優位性を再認識
し、これらの保全・育成に取り組む
観光メニューの開発など、環境負荷
の低減を図り、観光業界自らが当該
取組を促進し、沖縄観光の新しいブ
ランド力の構築を図る。

離島実
施無し

H26年度は観光施設等事業者の環
境保全意識の啓発と具体的な取
組を促進するため、「観光施設
等の総合的エコ化促進事業」に
ついて、県庁関係部局と共に説
明会を１回開催した。

エコアクション21登録
件数０件（県全体）

観光関連事業者のエコアクショ
ン21登録の実績は無かったが、
県主催の説明会等で、環境部所
管「観光施設等の総合的エコ化
促進事業」の補助金の活用を促
し、観光事業者が広く環境保全
に配慮した取組を促進した結
果、エコリゾートアイランド沖
縄形成事業の目的でもある観光
関連事業者の事業活動に伴う環
境負荷の低減に着よしたものと
考える。

エコアクション21登録
件数１件（県全体）

-

 平成28年度は、観光関連事業者
の環境保全意識の啓発と具体的
な取組を促進するため、「観光
施設等の総合的エコ化促進事
業」について、県主催の説明会
の中で、情報提供及び活用を促
した。

観光関連事業者のエコ
アクション21登録件
数：0件
観光施設等の総合的エ
コ化促進事業補助金等
の説明回数：2回

-

平成24年度より環境部所管「観光施設等の
総合的エコ化促進事業」（事業内容①観光
施設等の建物遮熱化②太陽光発電設備等シ
ステムの設置③電気自動者及び充電設備の
導入④環境への取り組みを行い、その結果
を社会に公表するための方法について、環
境省が策定したガイドラインエコアクショ
ン21の取得など観光関連事業者が行う、環
境や観光産業への波及効果が高いと認めら
れる総合的・複合的な環境対策に対して補
助）へ統合。

エコアクション21登録件数：
１件（県全体）
観光施設等の総合的エコ化促
進事業補助金等の説明回数：2
回

80
大幅遅

れ
3-2-ア-1

エコリゾ-トア
イランド沖縄
形成事業

文化観光
スポーツ

部

観光整備
課

262
エコツーリズム推進プ
ラットホーム事業
（文化観光スポーツ部）

・自然環境に配慮し、安全性の高い
高品質なエコツーリズムを推進す
る。
・沖縄のエコツーリズム情報発信、
地域コーディネーターの育成、認証
制度の基礎調査等を行う。

順調

WEB強化による情報発信、地域
（石垣市、竹富町）でのワーク
ショップによる地域コーディ
ネーターの育成、プロモーショ
ン支援（国頭村、竹富町）、エ
コツーリズム推進のための研究
大会（於;那覇市）の開催、認証
制度の基礎調査（2カ年調査の2
年目：宮古島八重山圏域対象）
等を実施した。計画値３件に対
し、実績値３件となった。

情報発信支援数　３件

・エコツーリズムに関する認証
制度の他地域事例の検討及び沖
縄に即した認証制度のあり方の
検討
・普及啓発活動としての研究大
会及び地域セミナーの開催等の
人材育成及び情報発信。

情報発信支援数　３件
（県全体）

6,034

・エコツーリズムに関する認証
制度の他地域事例の検討及び沖
縄に即した認証制度のあり方の
検討。
・普及啓発活動としての研究大
会及び地域セミナーの開催等の
人材育成及び情報発信。

情報発信支援数：3件
（県全体）

5,728

WEB強化による情報発信、地域でのワーク
ショップによる地域コーディネーターの育
成、プロモーション支援、エコツーリズム
推進のための研究大会の開催、認証制度の
基礎調査（沖縄本島、宮古島、八重山圏
域）等を実施した。

情報発信支援数：15件 80 順調 3-2-ア-1
エコツ-リズム
推進事業

文化観光
スポーツ

部

観光整備
課

（様式２）住みよく魅力ある島づくり計画　「施策」総括表（第２節）

第２節　離島の特色を生かした産業振興と新たな展開

実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28



活動概要 活動実績値 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値

実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

263

ウェルネス（ヘルス・医
療）ツーリズムに先進的
に取り組む事業者に対す
る支援（文化観光スポー
ツ部）

県内ウェルネス（ヘルス・医療）
ツーリズム等の推進支援

順調

・沖縄型ウェルネスツーリズム
等推進事業に関連したプロモー
ション、コンテンツ開発などの
企画案を募り、選定した上で６
件の支援を行った。
・医療通訳養成講座を英語、中
国語２カ国語で開催し受入体制
整備に向けた人材育成を行うと
ともに緊急医療が必要な場合を
想定し、医療通訳の医療機関へ
の派遣シュミレーションについ
て実証を行った。
・また、重点市場である極東ロ
シアに対し、観光庁主催の日本
の医療観光セミナーにおいて沖
縄型ウェルネスツーリズム等の
ＰＲを行い誘客を図った。

沖縄型ウェルネスツー
リズム等のコンテンツ
開発事業者支援件数
６件

・沖縄型ウェルネスツーリズム
等推進事業に関連したプロモー
ション、コンテンツ開発などの
企画案を募り、3件を選定した上
で支援を行った。
・医療通訳養成講座を英語、中
国語、韓国語の3言語で開催し、
受入体制整備に向けた人材育成
を行うとともに、緊急医療が必
要な場合を想定し、電話通訳や
タブレット通訳の実証を行っ
た。
・また、ロシア及び北京におい
て開催された旅行博に出展し、
沖縄型ウェルネスツーリズム等
のPRを行い誘客を図った。

沖縄型ウェルネスツー
リズム等のコンテンツ
開発事業者支援件数：
3件

37,146

コンテンツ開発数は、補助金に
よる事業者支援について、6件の
応募があったが選定段階におい
てうち2件は本事業で支援する対
象として企画内容及び実施体制
基準等に合致しなかったことか
ら4件の支援を行った。

ウェルネスツーリズム
ス（ヘルス・医療）の
コンテンツ開発事業者
支援件数：4件（県全
体・離島分なし）

20,807

・沖縄型ウェルネスツーリズム等推進事業
に関連したプロモーション、コンテンツ開
発などへの支援を行った。（Ｈ24～Ｈ28）
・医療通訳養成講座を英語、中国語で開催
し受入体制整備に向けた人材育成を行うと
ともに緊急医療が必要な場合を想定し、医
療通訳の医療機関への派遣シュミレーショ
ンについて実証を行った。（Ｈ24～Ｈ27）
・国内外で開催される医療ツーリズム･ウェ
ルネスツーリズム等の関連旅行博に出展
し、他地域の医療･ウェルネスプロモーショ
ンに関する先進地域の視察･検証を行うとと
もに沖縄型医療ツーリズム等のPRを行った
（Ｈ24～Ｈ28）。

・医療ツーリズム推進事業者
への支援件数3件
・医療ツーリズム人材育成講
座受講者数205名
・沖縄型ウェルネスツーリズ
ム等のコンテンツ開発数 15件

80 順調 3-2-ア-2

 医療ツ-リズム
 促進事業
ウェルネス
ツーリズム等
の推進

文化観光
スポーツ

部

観光整備
課

264

エンターテイメント創
出・観光メニュー開発等
支援事業
（文化観光スポーツ部）

国内外の観光誘客の拡大につながる
エンターテイメントの創出や観光商
品の開発、MICEメニューの開発・発
掘等による新たな着地型観光コンテ
ンツについて、地域観光協会や民間
企業等の自主的な取り組みを促進す
るため、公募により有望なプロジェ
クトを選定し集中的に支援する。

順調

国内外の観光誘客の拡大につな
がるエンターテイメントの創出
や観光商品の開発、MICEメ
ニューの開発・発掘等による新
たな着地型観光コンテンツにつ
いて、地域観光協会や民間企業
等の自主的な取り組みを促進す
るため、公募により有望なプロ
ジェクトを選定し集中的に支援
する。（支援実施16件）

支援件数16件

国内外の観光誘客の拡大につな
がるエンターテイメントの創出
や観光商品の開発、MICEメ
ニューの開発・発掘等による新
たな着地型観光コンテンツにつ
いて、地域観光協会や民間企業
等の自主的な取り組みを促進す
るため、公募により有望なプロ
ジェクトを選定し集中的に支援
する。（20件支援）

支援件数20件（県全
体）

239,500

国内外の観光誘客の拡大につな
がるエンターテイメントの創出
や観光商品の開発、MICEメ
ニューの開発・発掘等による新
たな着地型観光コンテンツにつ
いて、地域観光協会や民間企業
等の自主的な取り組みを促進す
るため、公募により有望なプロ
ジェクトを選定し集中的に支援
する。（離島関連4件支援）

エンターテインメント
創出・観光メニュー開
発の商品造成件数（単
年）21件（県全体）

226,431

国内外の観光誘客の拡大につながる沖縄が
持つ様々な資源を活用した沖縄独自の観光
商品（高付加価値型）観光）について、民
間企業等の自主的な取り組みを促進するた
め、公募により県が示す戦略的観光商品の
プロジェクトを選定し、集中的に支援し
た。

支援件数113件 80 順調 3-2-ア-2

 エンタ-テイメ
 ント創出・観
 光メニュ-開発
 等支援事業
沖縄の観光資
源を活用した
エンターテイ
メント創出・
観光メニュー
開発等の支援

文化観光
スポーツ

部

観光整備
課

265
エデュケーショナルツー
リズム推進事業
（文化観光スポーツ部）

教育分野における沖縄観光の魅力の
多様化・高度化を図るため、新たな
教育旅行プログラムの商品化を支援
するとともに、外国からの教育旅行
の誘致に必要となる「学校交流」を
実現する環境を整備するため、国内
外の学生、教育関係者が互いの地域
を訪れる相互交流活動を支援する。

完了

新たな形の教育旅行メニューを
創出するため、県内外の旅行会
社等とのビジネスマッチングの
等を行った結果、教育旅行商品
化支援は10件の計画に対し、40
件の実績となった。また、外国
からの教育旅行の誘致に必要と
なる「学校交流」の受入環境の
向上を図るため、沖縄と海外の
学生、教育関係者が互いの地域
を訪れ交流する機会を提供した
結果、相互交流事業は6件の計画
に対し、7件の実績となった。

新商品造成支援件数40
件
外国の教育関係者との
相互交流回数7回

－ － － － － －

新たな形の教育旅行メニューを創出するた
め、県内外の旅行会社等とのビジネスマッ
チングの等を行った。また、外国からの教
育旅行の誘致に必要となる「学校交流」の
受入環境の向上を図るため、沖縄と海外の
学生、教育関係者が互いの地域を訪れ交流
する機会を提供した。

新商品造成支援数62件（県全
体）

外国の教育関係者との相互交
流回数22回（県全体）

81 － 3-2-ア-2
エデュケ-ショ
ナルツ-リズム
推進事業

文化観光
スポーツ

部

 観光整備
 課

観光振興
課

266
着地型観光推進事業
（文化観光スポーツ部）

観光商品造成に関する地域セミナー
実施

完了 － － － － － － － －

観光情報サイト内において、重点支援地域
の特集ページを制作し掲載するとともに、
OCVBの観光情報サイト「おきなわ物語」内
に着地型旅行商品の特集コンテンツページ
を制作し掲載するなどして情報発信を行っ
た。また、着地型観光講演会やセミナー等
を実施した。

セミナー等の開催　2回 － － 3-12-ア-1
着地型観光推
進事業

文化観光
スポーツ

部

観光振興
課

267
ディスカバー沖縄しま観
光振興事業
（文化観光スポーツ部）

離島観光の振興を図るため、ITを活
用し県外に向いている県民の旅行需
要を離島観光へと繋げることを目的
として、県内外へ離島観光のPRを行
うとともに、専用サイトの情報を活
用した観光メニューの造成に取り組
む。

本事業は平成25年度で終了

完了 － － － － － － － －

専用サイトの構築・運営を行い、情報を広
く発信するとともに、県内外において誘客
キャンペーンを実施した。
　構築した専用webサイトの構築・運営を
行った。当該サイトにて収集した観光情報
を活用した商品造成を行い、各離島のPRを
図るとともにキャンペーン活動を展開し
た。

支援件数４件 81 － 3-12-ア-1
ディスカバ-沖
縄しま観光振
興事業

文化観光
スポーツ

部

観光振興
課

268
スポーツコンベンション
誘致事業
（文化観光スポーツ部）

国内外からのスポーツコンベション
の誘致を図るため、情報の発信や、
各種スポーツコンベションの歓迎支
援策等を実施する。

順調

香港のスポーツイベントコンサ
ルティング会社や香港メディア
等を宮古島に招聘し、宮古島ト
ライアスロンコース視察等のFAM
ツアーを行った。また、シュ
ガーライド久米島開会式に出席
し、久米島のスポーツイベント
関係者等と情報交換を行った。

・沖縄のスポーツコン
ベンション環境の県外
への広報・誘致活動 9
件

・スポーツコンベン
ション環境PRツールの
作成　5件

・各種スポーツコンベ
ンションの歓迎・支援
9件

（県全域,うち離島の
み1件）

沖縄県でキャンプを実施するプ
ロスポーツチームに対して地域
特産品の贈呈、各種スポーツコ
ンベンションに対して各種歓
迎、スポーツコンベンション開
催実績調査及びスポーツツーリ
スト調査を実施した。

キャンプ・合宿に伴う
差し入れ支援３件
(石垣島２件、久米島
１件)
広告支援１件
(石垣島１件)

7,200

沖縄県でキャンプを実施するプ
ロスポーツチームに対して地域
特産品の贈呈、各種スポーツコ
ンベンションに対して各種歓迎
を実施した。

キャンプ・合宿に伴う
差し入れ支援４件
(石垣島２件、久米島
２件)

7,912
本県のスポーツ環境をＰＲするために、見
本市等への出展や県内のプロスポーツチー
ムを活用したプロモーションを展開した。

見本市の出展等による県外・
海外へのプロモーションの実
施等
H25 15件
H26 30件
H27 29件（離島に特化した取
組はなし）
H28 18件（離島に特化した取
組はなし）

81 順調
2-1-イ-2
3-2-ア-3

スポ-ツコンベ
ンション誘致
事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

269
スポーツ観光誘客促進事
業
（文化観光スポーツ部）

マラソン、サイクリングイベント等
など沖縄のスポーツイベント及びス
ポーツ環境のプロモーション等を行
うことで県外・海外からの誘客を図
り、県民のスポーツに触れる機会
（見る、参加する）の創出を図る。

離島実
施無し

プロモーションツールの作成
（ポスター、チラシ等）、見本
市等でのプロモーション展開し
スポーツアイランド沖縄として
認知度向上を図り誘客促進を
行った（プロモーション30
件）。

見本市の出展等による
県外・海外へのプロ
モーション実施等 30
件

プロモーションツールの制作
（ポスター、チラシ等）、見本
市等でのプロモーションを展開
してスポーツアイランド沖縄と
して認知度向上(38％→62％)を
図り、誘客促進を行った（プロ
モーション29件）。

見本市の出展等による
県外・海外へのプロ
モーションの実施等：
29件
（離島に特化した取組
はなし）

130,588

プロモーションツールの制作
（ポスター、チラシ等）、見本
市等でのプロモーションを展開
してスポーツアイランド沖縄と
して認知度向上を図り、誘客促
進を行った（プロモーション18
件）。（離島に特化した取組は
なし）

見本市の出展等による
県外・海外へのプロ
モーションの実施：18
回

135,478
本県のスポーツ環境をＰＲするために、見
本市等への出展や県内のプロスポーツチー
ムを活用したプロモーションを展開した。

見本市の出展等による県外・
海外へのプロモーションの実
施等
H26 30件
H27 29件
H28 18件
（離島に特化した取組はな
し）

81 順調
2-1-イ-2
3-2-ア-3
3-6-ア-2

スポ-ツ観光誘
客促進事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

270
スポーツツーリズム戦略
推進事業
（文化観光スポーツ部）

沖縄観光の新たな魅力の創出や着地
型観光の拡充を目的とし、スポーツ
の活用により観光を推進・活性化す
るスポーツツーリズムを沖縄に根付
かせるためのモデル事業と連携した
誘客促進等の実施と新たなスポーツ
ツーリズム受入体制の整備を行う。

順調

新規のスポーツイベントには補
助率を高く設定し、定着化を図
る２年目以降のスポーツイベン
トは補助率を下げるなど、ス
ポーツイベントの定着化が図れ
るよう、支援枠を設定したうえ
で、観光メニューとしてのス
ポーツツーリズムの推進を図っ
た。また、立ち上げ後、４年目
以降のスポーツイベントで、か
つ、新たな誘客に取組む拡充枠
をもうけ、スポーツイベントの
モデル事業を選定し、支援を
行った。

モデル事業数　１事業
(久米島）

繁忙期と閑散期の格差縮小・雇
用創出、新たな専門性を持つ観
光産業人材の創出及びスポーツ
が持つ周期性による集客効果・
経済効果の実現等、沖縄観光の
推進に寄与することから、観光
メニューとしてのスポーツツー
リズムの推進を図るため、ス
ポーツイベントのモデル事業を
選定し、８事業に支援を行っ
た。

スポーツツーリズムモ
デル事業離島実施事業
支援数：１事業

67,891

繁忙期と閑散期の格差縮小・雇
用創出、新たな専門性を持つ観
光産業人材の創出及びスポーツ
が持つ周期性による集客効果・
経済効果の実現等、沖縄観光の
推進に寄与することから、観光
メニューとしてのスポーツツー
リズムの推進を図るため、ス
ポーツイベントのモデル事業を
選定し、６事業に支援を行っ
た。

モデル事業数　２事業
(石垣島、宮古島、久
米島）

66,891

新規のスポーツイベント、２年目以降の定
着化枠、４年目以降の拡充枠をもうけ、観
光メニューとしてのスポーツツーリズムの
推進を図るため、スポーツイベントのモデ
ル事業を選定し、支援を行った。

モデル事業数(H24～H28)
２事業（宮古）
２事業（石垣）
４事業（久米島）

81 順調
2-1-イ-2
3-2-ア-3
3-6-ア-2

スポ-ツツ-リ
ズム戦略推進
事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課



活動概要 活動実績値 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値

実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

271
スポーツアイランド受入
支援事業
（文化観光スポーツ部）

沖縄観光の新たな魅力の創出や着地
型観光の拡充を目的とし、スポーツ
の活用により観光を推進・活性化す
るスポーツツーリズムを沖縄に根付
かせるためのモデル事業と連携した
誘客促進等の実施と新たなスポーツ
ツーリズム受入体制の整備を行う。

離島実
施無し

ＯＣＶＢ内にスポーツコミッ
ション沖縄を設置し、スポーツ
コンベンションを促進するた
め、スポーツ施設のガイドブッ
ク制作やＷＥＢサイトの構築、
スポーツツーリズムの推進を図
るため、セミナーを開催し、県
外からのスポーツ合宿やイベン
ト開催の問い合わせに対して、
県体協・市町村と連携を図りな
がら受入支援を実施した。

スポーツコミッション
沖縄（仮称）あり方検
討のための市町村への
ヒアリング実施、県
外・海外からのスポー
ツキャンプ合宿等の問
い合わせ対応

・各種スポーツ合宿の受入・誘
致・斡旋を行う窓口として62件
の相談があった。
・また、市町村における受入環
境の充実を図るため、協議会立
ち上げのためのアドバイス支援
等を行った。

スポーツコンベンショ
ン相談件数：62件
スポーツ環境整備アド
バイザーの派遣：６件
（離島に特化した取組
はなし）

40,150

スポーツコンベンション相談件
数については、WEBサイトの構築
やスポーツ関係イベント等での
周知により認知度が高まってお
り、計画値を上回る問い合わせ
が寄せられた。
（離島に特化した取組はなし）

スポーツコンベンショ
ン相談件数：197件
スポーツ環境整備アド
バイザーの派遣：6件
（離島に特化した取組
はなし）

43,230

各種スポーツキャンプ・合宿等の誘致・受
入・斡旋を行うワンストップ窓口として、
スポーツを目的とした来訪者の利便性向上
を目的とした受入体制の整備を行い、ス
ポーツアイランド沖縄の認知度向上と誘客
拡充を図る。

県外からのスポーツコンベン
ションに関する問い合わせ等
に対して、ＯＣＶＢ・県体協
にスポーツコミッション沖縄
を設置し、きめ細かな対応を
図るため、市町村と連携して
実施した。
スポーツコンベンション相談
件数：197件(H28)
（離島に特化した取組はな
し）

81 順調
2-1-イ-2
3-2-ア-3

スポ-ツアイラ
ンド受入支援
事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

272
地域観光資源創出支援事
業
（文化観光スポーツ部）

多様化する観光客の観光ニーズに対
応するため、地域が主体となった新
たな観光資源の創出事業等に対し支
援を行い、地域における観光メ
ニューの充実を図る。

完了

市町村、地域観光協会、ＮＰＯ
など、地域に立脚した団体・機
関等が取り組む新たな観光資源
の創出や、これらを活用した観
光メニュー造成を図るため、選
定された５件のモデル事業者に
対して経費補助、アドバイザー
派遣、関連講座・ワークショッ
プ等の支援を行うことで、各地
域での着地型観光商品創出を
図った。

地域観光メニュー支援
件数　5件（県全体）

－ － － － － －

市町村、地域観光協会、ＮＰＯなど、地域
に立脚した団体・機関等が取り組む新たな
観光資源の創出や、これらを活用した観光
メニュー造成を図るため、選定された５件
のモデル事業者に対して経費補助、アドバ
イザー派遣、関連講座・ワークショップ等
の支援を行うことで、各地域での着地型観
光商品創出を図った。

地域観光メニュー支援件数
：15件（県全体）

82 －
3-2-ア-2
3-12-ア-1

地域観光資源
創出支援事業

文化観光
スポーツ

部

観光整備
課

273
地域観光支援事業
（文化観光スポーツ部）

・離島観光振興会議や市町村等との
意見交換会を行い、地域の観光振興
の方向性及び課題等を確認し、今後
の取組みについて協議を行う。
・市町村など地域の観光案内所の機
能強化について、必要に応じて、先
駆的地域の取り組み状況を市町村等
に情報提供する等の支援を行う。
・市町村へ専門的な知識を持つ観光
まちづくりアドバイザーを派遣し、
市町村が抱える課題又は問題に対
し、助言及び指導を行う。

順調

・離島観光の振興を図るための
離島観光振興会議を、宮古圏
域、八重山圏域、久米島町で計
５回開催した（6市町村）。
・また宮古・八重山・久米島地
域以外での県内11地域に出向い
て意見交換会を開催し、各市町
村の観光まちづくり担当課や地
域観光協会・商工会等と各地の
地域観光の現状と課題について
意見を交わした。
・さらに観光まちづくりアドバ
イザーを、市町村や地域観光協
会等に対し５人派遣した。

意見交換会開催件数
16件

・離島観光の振興を図るための
離島観光振興会議を、宮古県
域、八重山圏域、久米島町で計
５回開催した。（６市町村）
・また、宮古・八重山・久米島
地域以外での県内11地域に出向
いて意見交換会を開催し、各市
町村の観光まちづくり担当課や
地域観光協会・商工会館等と各
地の地域観光の現状と現状と課
題について意見を交わした。
・さらに観光まちづくりアドバ
イザーを、市町村や地域観光協
会等に対し５人派遣した。

意見交換会開催件数：
19件

4,173

・離島観光の振興を図るための
離島観光振興会議を、宮古圏
域、八重山圏域、久米島町で計
３回開催した（6市町村）。
・また宮古・八重山・久米島地
域以外での県内２地域に出向い
て意見交換会を開催し、各市町
村の観光まちづくり担当課や地
域観光協会・商工会等と各地の
地域観光の現状と課題について
意見を交わした。
・さらに観光まちづくりアドバ
イザーを、市町村や地域観光協
会等に対し５人派遣した。

意見交換会開催件数：
17件

4,173

・離島観光の振興を図るための離島観光振
興会議を、宮古県域、八重山県域、久米島
町で開催した。
・また各地域に出向き、各市町村の観光ま
ちづくり担当課や、地域観光協会、商工会
等と意見交換会を開催した。
・観光まちづくりアドバイザーを市町村や
地域観光協会等に派遣した。

意見交換会開催件数：71件 82 順調
3-2-ア-2
3-12-ア-1

 地域観光支援
 事業
地域観光の支
援

文化観光
スポーツ

部

観光整備
課

274
観光誘致対策事業
（文化観光スポーツ部）

・旅行会社及び航空会社等と連携し
た誘客プロモーションの展開
・メディアを活用した誘客プロモー
ションの展開及び沖縄観光情報の発
信
　観光宣伝ツールの作成

順調

旅行会社及び航空会社等と連携
した誘客プロモーションの展開
を行うとともに、メディアを活
用した誘客プロモーションの展
開及び沖縄観光情報の発信を
行った。

キャンペーン件数　28
件

旅行会社及び航空会社等と連携
した誘客プロモーション(イベン
トでのPR、広告宣伝等)の展開を
行うとともに、メディアを活用
した誘客プロモーション(新聞、
雑誌、TV等)の展開及び沖縄観光
情報の発信を行った。

キャンペーン件数　24
件

136,194

旅行会社及び航空会社等と連携
した誘客プロモーション(イベン
トでのPR、広告宣伝等)の展開を
行うとともに、メディアを活用
した誘客プロモーション(新聞、
雑誌、TV等)の展開及び沖縄観光
情報の発信を行った。

キャンペーン件数　17
件

133,902

・旅行会社及び航空会社等と連携した誘客
プロモーションの展開を行うとともに、メ
ディアを活用した誘客プロモーションの展
開及び沖縄観光情報の発信を行った。

キャンペーン件数
120件

82 順調 3-2-イ-1
観光誘致対策
事業

文化観光
スポーツ

部

観光振興
課

275

沖縄観光国際化ビッグバ
ン事業（戦略的誘致活動
促進事業）
（文化観光スポーツ部）

外国人観光客数の拡大を目的に、①
航空路線の就航や増便等を促す交通
アクセスの拡充、②映画やＴＶ等の
マス媒体も活用した一般旅行者の認
知度向上、③セールス活動の拡充に
よるビジネスチャネルの強化、④県
内の外国人受入体制の拡充等を実施
する。

順調

・重点市場（台湾、韓国、中
国、香港）の旅行博における13
箇所計35回の沖縄観光ブースの
出展、戦略開拓・新規市場（東
南アジア、北米、欧州、オース
トラリア、ロシア）の旅行博に
おける12箇所計21回の沖縄観光
ブースの出展等

プロモーション実施地
域数25箇所

重点市場（台湾、韓国、中国、
香港）の旅行博における15箇所
計33回の沖縄観光ブースの出
展、戦略開拓・新規市場（東南
アジア、北米、欧州、オースト
ラリア、ロシア）の旅行博にお
ける15箇所計25回の沖縄観光
ブースの出展等を行った。

プロモーション実施地
域数30箇所

1,834,406

重点市場（台湾、韓国、中国、
香港）の旅行博における14箇所
計29回の沖縄観光ブースの出
展、戦略開拓・新規市場（東南
アジア、北米、欧州、オースト
ラリア、ロシア等）の旅行博に
おける15箇所計27回の沖縄観光
ブースの出展等を行った。

プロモーション実施地
域数：29箇所

2,072,049

旅行会社及び航空会社等と連携した誘客プ
ロモーションの展開を行うとともに、メ
ディアを活用した誘客プロモーションの展
開及び沖縄観光情報の発信を行った。

プロモーション実施地域数
120箇所

82 順調 3-12-ア-2

沖縄観光国際
化ビッグバン
事業（戦略的
誘致活動促進
事業）

文化観光
スポーツ

部

観光振興
課

276
クルーズ船プロモーショ
ン事業
（文化観光スポーツ部）

クルーズ船社への誘致活動や旅行会
社等と連携した商品造成支援等を行
うとともに、受入体制を強化し、ク
ルーズ船の寄港促進を図る。

順調

観光事業者や市町村が参加する
広域連絡会において事業説明を
行い､密接な連携を求めた上で、
旅行会社に対してチャーター便
利用の際の就航経費や広告経費
のほか、旅行商品造成の支援と
して19団体、27件実施した。ま
た、離島コンテンツフェア等を
行った。

旅行会社に対する
チャーター便利用の際
の就航経費や広告経費
19団体
商品造成支援件数　27
件

八重山・宮古・久米島・15離島
（本島周辺離島）のパンフレッ
トを製作、下半期に雑誌への記
事広告を展開したほか、県内観
光事業者や市町村が参加する広
域連絡会を八重山・宮古・久米
島は各４回、15離島は３回の計
15回実施し、地元との連携を
図った。また、旅行会社に対し
てチャーター便利用の際の就航
経費や広告経費のほか、旅行商
品造成の支援を実施するととも
に、離島コンテンツフェア等を
行った。

チャーター便を利用し
た旅行会社への支援
17団体
商品造成支援件数　21
件

336,057

県内離島の観光事業者・自治
体・観光協会殿連絡会議（広域
連絡会）を八重山・宮古・久米
島は各３回、本島周辺離島は延
べ12回の計21回開催し、離島地
域との連携強化に努めた。ま
た、旅行会社に対してチャー
ター便利用の際の就航経費や広
告経費のほか、旅行商品造成の
支援を実施するとともに、離島
コンテンツフェア等を行った。

チャーター便を利用し
た旅行会社への支援
16団体
商品造成支援件数　11
件

335,375

観光事業者や市町村が参加する広域連絡会
において事業説明を行い､密接な連携を求め
た上で、旅行会社に対してチャーター便利
用の際の就航経費や広告経費のほか、旅行
商品造成の支援を行った。また、離島コン
テンツフェアの開催のほか県外イベントへ
の出展により離島観光PRを行った。

チャーター便支援件数:274件
旅行商品造成支援件数:82件

82 順調 3-12-ア-2
離島観光活性
化促進事業

文化観光
スポーツ

部

観光振興
課

277
離島観光活性化促進事業
（文化観光スポーツ部）

離島路線の新規開設または定期便化
などを促進するためのチャーター便
の優遇制度の創設や商品造成並びに
旅行社への営業活動支援を行うほ
か、各離島観光協会へプロモーショ
ン等を委託する。

順調

２市町村へ支援し、多言語観光
案内サインを１４基を整備し、
約５００地点の翻訳統一と整備
必要市町村の検討を行った。実
績値として１４基の整備を行っ
た。

案内サイン整備数　14
基

２市町村へ支援し、多言語観光
案内サイン１８基を整備、重点
地域における観光施設、地名や
注意喚起など約１０００ワード
について多言語翻訳統一を行っ
た。

案内サイン整備数18基
（内、宮古島市８基）

39,615

４市町村へ支援し、多言語観光
案内サイン54基の整備を行い、
クルーズターミナルやモノレー
ルなどの公共交通機関と連携し
多言語表記について改善を行っ
た。

案内サイン整備数：54
基（内、宮古島市6
基）

42,947

外国人を含む観光客の利便性向上・観光客
の周遊促進による観光消費の拡大を図るた
め、多言語観光案内サインの統一的な整備
を行う市町村に対し補助を行った。

案内サイン整備数142件 83 順調
1-7-ア-1
3-2-ウ-2

多言語観光案
内サイン整備
事業

文化観光
スポーツ

部

 観光整備
 課

観光振興
課

278
沖縄離島戦略的情報発信
支援事業
（企画部）

県外での知名度の低い離島におい
て、住民や外部専門家等で構成する
情報発信推進チームにより、島の魅
力となる景観、特産品、伝統文化な
どの資源を特定し、戦略的な情報発
信を行う。

順調

おくなわプロジェクト推進協議
会が開催する総会及び幹事会に
参加し、情報発信事業や研修事
業等に対し、助言等を行った。

－

おくなわプロジェクト推進協議
会が開催する総会及び幹事会に
参加し、情報発信事業や研修事
業等に対し、助言等を行った。

－ －

おくなわプロジェクト推進協議
会が開催する総会及び幹事会に
参加し、情報発信事業や物産の
PR方法等について助言を行っ
た。

５村共同による情報発
信支援（おくなわウェ
ブサイト　ページ
ビュー数）：52,126
特産品の開発数：３品

－

平成24年度は５村共同情報発信WEBサイト及
びfacebookでの情報発信、モニターツアー
の実施、ターゲットに適した雑誌広告等の
プロモーション等、情報発信戦略に基づく
情報発信を実施しし、平成25年度に５村に
譲渡後は、おくなわプロジェクト推進協議
会が開催する総会及び幹事会に参加し、情
報発信事業や研修事業等に対し、助言等を
行った。

－ 82 順調 3-12-ア-2
沖縄離島戦略
的情報発信支
援事業

企画部
地域・離

島課

280
多言語観光案内サイン整
備事業
（文化観光スポーツ部）

沖縄全域主要観光施設等を対象と
し、外国人を含む観光客の利便性向
上・観光客の周遊促進による観光消
費の拡大を図るため、多言語観光案
内サインの統一的な整備を行う市町
村に対し補助を行う。

順調

２市町村へ支援し、多言語観光
案内サインを１４基を整備し、
約５００地点の翻訳統一と整備
必要市町村の検討を行った。実
績値として１４基の整備を行っ
た。

案内サイン整備数　14
基

２市町村へ支援し、多言語観光
案内サイン１８基を整備、重点
地域における観光施設、地名や
注意喚起など約１０００ワード
について多言語翻訳統一を行っ
た。

案内サイン整備数18基
（内、宮古島市８基）

39,615

４市町村へ支援し、多言語観光
案内サイン54基の整備を行い、
クルーズターミナルやモノレー
ルなどの公共交通機関と連携し
多言語表記について改善を行っ
た。

案内サイン整備数：54
基（内、宮古島市6
基）

42,947

外国人を含む観光客の利便性向上・観光客
の周遊促進による観光消費の拡大を図るた
め、多言語観光案内サインの統一的な整備
を行う市町村に対し補助を行った。

案内サイン整備数142件 83 順調
1-7-ア-1
3-2-ウ-2

多言語観光案
内サイン整備
事業

文化観光
スポーツ

部

観光整備
課
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281

誰にでもやさしい観光地
づくり形成事業（観光産
業におけるバリアフリー
化の促進）
（文化観光スポーツ部）

沖縄の観光産業の高付加価値化を図
るため、観光関連事業者向けのバリ
アフリーにおける接遇スキルアップ
セミナー等を開催することにより、
観光バリアフリーに対する意識啓発
を図るとともに、障害者等の観光客
の受入れを行っているNPO団体等を
支援する。

順調

県内観光関連事業者等を対象と
した観光バリアフリーセミナー
を5地区で開催し、105名参加し
た。

観光バリアフリーセミ
ナー5回
沖縄観光バリアフリー
を推進するNPO法人補
助件数0件

・県内観光関連事業者等を対象
とした観光バリアフリーセミ
ナーを9回で開催し、180名参加
した。
・また、県内外での展示会へ3回
出展するとともに、観光バリア
フリーポータルサイトを開設
し、観光バリアフリー情報の発
信を行った。

観光バリアフリーセミ
ナー9回
展示会への出展3回

38,277

・県内観光関連事業者等を対象
とした観光バリアフリーセミ
ナーを6回開催し、181名参加し
た。
・また、県内外での展示会へ2回
出展するとともに、観光バリア
フリーポータルサイトにおい
て、観光バリアフリー情報の発
信を行った。

観光バリアフリーセミ
ナー：6回
展示会への出展：2回

32,248

沖縄の観光産業の高付加価値化を図るた
め、観光関連事業者向けのバリアフリーに
おける接遇スキルアップセミナー等を開催
することにより、観光バリアフリーに対す
る意識啓発を図るとともに、障害者等の観
光客の受入れを行っているNPO団体等を支援
する。

接遇スキルアップセミナー：
11回
観光バリアフリーセミナー：
25回（うち、離島４回）
沖縄観光バリアフリーを推進
するNPO法人補助件数：８件
（県全体）

83 順調
1-7-ア-1
3-2-ウ-2

誰にでもやさ
しい観光地づ
くり形成事業
（観光産業に
おけるバリア
フリ-化の促
進）

文化観光
スポーツ

部

観光整備
課

282
圏域の拠点港湾の整備
（土木建築部）

各圏域における交流拠点である国際
的な観光リゾート地としての基盤強
化を図る。（本部港・平良港・石垣
港）

順調

国直轄により、岸壁・防波堤・
泊地浚渫等の整備を行った。
国直轄により、平良港における
耐震強化岸壁、ふ頭用地、臨港
道路・緑地等の整備を行った。

整備中

石垣港：国直轄において、大型
旅客船ターミナル整備事業を実
施した。
平良港：国直轄において、国際
クルーズ船が寄港可能な耐震強
化岸壁整備、ふ頭用地、臨港道
路、緑地等の整備を実施した。
本部港：ふ頭用地（13千㎡）、
臨港道路（230m）、緑地（10千
㎡）の整備を完了した。水深
7.5m岸壁及び沖防波堤の整備を
進めた。

整備中

国直轄

1,599,927
(1,497,493)

石垣港：国直轄において、大型
旅客船ターミナル整備事業を実
施した。
平良港：国直轄において、国際
クルーズ船が寄港可能な耐震強
化岸壁整備、ふ頭用地、臨港道
路、緑地等の整備を実施した。
本部港：ふ頭用地（13千㎡）、
臨港道路（230m）、緑地（10千
㎡）の整備を完了した。水深
7.5m岸壁及び沖防波堤の整備を
進めた。

整備中
国直轄

3,219,493
(1,497,493)

石垣港、平良港、本部港において、クルー
ズ船誘致に向け大型クルーズ船に対応する
岸壁整備、ふ頭用地、防波堤の整備を行
う。

整備中 83 順調 3-2-ウ-1 港湾改修事業
土木建築

部
港湾課

283
観光周遊自転車ネット
ワークの形成
（土木建築部）

市町村の選定する観光拠点を結ぶ路
線において自転車利用環境の整備に
より周遊型自転車ネットワークの形
成を図る。

離島実
施無し

H27着手予定 － H28着手予定 － － － － － － － 83
大幅遅

れ
3-2-ウ-1

観光周遊自転
車ネットワー
クの形成

土木建築
部

道路管理
課

284
歩行空間の整備
（土木建築部）

歩道未整備箇所や狭隘道路、通学路
等の歩道を整備し、誰もが安全・安
心で快適な生活環境の確保、歩いて
楽しいまちづくりを推進する。

やや遅
れ

国道390号（宮古管内、八重山管
内）、長山港佐良浜港線等にお
いて、歩道を整備した。

歩道設置延長0.6ｋｍ
（宮古島；0.15km）
（石垣島；0.45km）

国道390号（宮古管内）、長山港
佐良浜港線等において、歩道を
整備した。

歩道設置延長0.4ｋｍ
（宮古島；0.4km）

122,772
（57,577）

国道390号（八重山管内）、石垣
港伊原間線、長山港佐良浜港
線、久米島空港真泊線におい
て、歩道を整備した。

歩道設置延長1.1ｋｍ
（宮古島：0.2km）
（石垣市：0.8km）
（久米島町：0.1km）

276,919
（31,411）

国道390号（宮古管内、八重山管内）、長山
港佐良浜港線等において、歩道を整備し
た。

歩道整備延長　3.4km 83 順調
1-7-イ-1
3-2-ウ-1

歩行空間の整
備

土木建築
部

道路管理
課

285

宮古及び八重山圏域にお
ける離島拠点空港の国際
線受入体制の整備
（土木建築部）

宮古圏域及び新石垣空港において、
CIQ施設等を整備する。

やや遅
れ

施設整備に向けて関係機関と調
整を行った。

2空港（宮古、新石垣
空港）

宮古空港国際線旅客施設の基本
設計が完了し、施設配置計画・
施設規模が概定
新石書き空港国際線ターミナル
ビルの実施設計発注

2空港

11,950
(11,950)

0
（75,130)
74,329
（0)

下地島空港ターミナル地区の基
本設計を行った。
新石垣空港国際線旅客施設増改
築の実施設計を行った。

2空港

28,620
(0)

931,461
(74,329)

新石垣空港国際線ターミナルビル、CIQ施設
の整備
宮古空港CIQ施設基本計画の策定
宮古空港国際線旅客施設の基本設計が完了
し、施設配置計画・施設規模が概定
新石垣空港国際線旅客施設の増改築に向け
て平成27年度末に実施設計

2空港 83
やや遅

れ
3-11-ウ-1

離島拠点空港
の国際線受入
体制の整備

土木建築
部

空港課

286
新石垣空港の整備
（土木建築部）

航空路の安定的な運航及びネット
ワークの充実を図るための空港整
備。

完了 － － － － － － － －
空港本体工事
ターミナルビル工事

1空港 83 － 3-11-ウ-1
新石垣空港の
整備

土木建築
部

空港課

287
伊平屋空港の整備
（土木建築部）

航空路の安定的な運航及びネット
ワークの充実を図るための空港整
備。

順調
就航会社の航空機材に併せた基
本設計を実施した。

３回
（H26年度）

基本設計に基づいて、環境影響
評価の補正を行った。

1空港 19,440
事業化に向けて、環境影響評価
補正の一部補正を行うととも
に、気象観測調査を行った。

１空港
27,517

(15,205)

事業化に向けて、基本設計を実施し、環境
影響評価補正の一部補正を行うとともに、
気象観測調査を行った。

1空港 84
やや遅

れ
3-11-ウ-1

伊平屋空港の
整備

土木建築
部

空港課

288
粟国空港の整備
（土木建築部）

航空路の安定的な運航及びネット
ワークの充実を図るための滑走路の
整備。

順調
滑走路更新整備を行うととも
に、場周柵更新に必要な予算を
確保した。

1空港（粟国空港） 場周柵更新 1空港

182,300
(182,300)
12,752
(9,000)

エプロン改良整備に向けた検討
を行った。

１空港 0

基本設計
実施設計
舗装工事
場周柵更新工事

1空港 84 順調 3-11-ウ-1
粟国空港の整
備

土木建築
部

空港課

289
利用促進協議会の運営
（土木建築部）

キャンペーンの実施や広報宣伝活
動、活動に取り組む人材への支援、
空港施設の利便性向上等。

やや遅
れ

利用促進協議会設立・運営を行
う。

0件（離島分） 沖縄の空港展開催 1回 951
利用促進協議会設立・運営を行
う。

0空港 287
利用促進協議会設立・運営
沖縄の空港展開催

1空港
1回

84
やや遅

れ
3-11-ウ-1

利用促進協議
会運営

土木建築
部

空港課

290

交通拠点と観光地を連結
する道路整備及び観光地
間を連結する道路整備
（土木建築部）

交通拠点と観光地を連結する道路及
び観光地間を連結する道路の拡幅整
備等を行う。

やや遅
れ

平良下地島空港線（伊良部大
橋）(橋梁工事等)、石垣空港線
(改良工事等)等の整備を行い、
平成27年1月に伊良部大橋が開通
した。

完了区間数(累計)：7
区間

平良下地島空港線(橋梁工事
等)、石垣空港線(用地補償、改
良工事等)の整備を行った。

完了区間数(累計):8区
間

3,821
(3,439)

平良下地島空港線(橋梁工事
等)、石垣空港線(用地補償、改
良工事等)の整備を行った。

供用区間数(累計):9区
間

4,197,953
(1,515,892)

国道390号（保良工区）、久米島一周線（真
謝）、大浜富野線、伊良部大橋などがこれ
までに供用され、H28年度は白浜南風見線等
を供用した。

供用区間数(累計):9区間 84
やや遅

れ
3-11-ウ-3

定住を支援す
る
道路整備

土木建築
部

道路街路
課

291
観光地アクセス道路の重
点的緑化事業
（土木建築部）

花や緑あふれる魅力ある県土形成の
ため、観光地アクセス道路の重点緑
化を行い、沖縄らしい風景づくりを
推進する。

順調

国道390号、高野西里線等の空
港・港湾周辺や観光地アクセス
道路において、緑化（草花等）
を実施した。

4km（宮古島市）
4km（石垣市）

国道390号、高野西里線等の空
港・港湾周辺や観光地アクセス
道路において、緑化（草花等）
を実施した。

4km（宮古島市）
4km（石垣市）

148,992

国道390号、高野西里線等の空
港・港湾周辺や観光地アクセス
道路において、緑化（草花等）
を実施した。

4km（宮古島市）
4km（石垣市）

166,000
国道390号、高野西里線等の空港・港湾周辺
や観光地アクセス道路において、緑化（草
花等）を実施した。

道路緑化・重点管理延長　8km 84 順調

1-3-ア-3
1-3-ウ-3
1-6-イ-2
3-2-ウ-2

観光地アクセ
ス道路の重点
的緑化事業
沖縄フラワー
クリエーショ
ン事業

土木建築
部

道路管理
課

292
主要道路における沿道空
間の緑化事業
（土木建築部）

花や緑あふれる魅力ある県土形成の
ため、主要道路の沿道空間における
植樹等を強化し、沿道環境に配慮し
た道路空間を創出する。

順調
沿道空間における除草や街路樹
の剪定等を実施した。

道路緑化・育成管理延
長　40km

沿道空間における除草や街路樹
の剪定等を実施した。

道路緑化・育成管理延
長　40km

168,963
沿道空間における除草や街路樹
の剪定等を実施した。

道路緑化・育成管理延
長　40km

192,471
沿道空間における除草や街路樹の剪定等を
実施した。

道路緑化・育成管理延長
40km

84 順調

1-3-ア-3
1-3-ウ-3
1-6-イ-2
3-2-ウ-2

主要道路にお
ける沿道空間
の緑化事業

土木建築
部

道路管理
課

293
宮古広域公園整備事業
（土木建築部）

広域的レクリエーション需要に対応
した広域公園の整備。

順調

宮古広域公園（仮称）計画検討
委員会を２回開催し、基本構想
を策定した。また、引き続き基
本計画策定に向けた検討を行っ
た。

計画検討委員会開催数
２回

宮古広域公園（仮称）計画検討
委員会を１回開催し、基本計画
策定に向けた検討を行った。

計画検討委員会開催数
１回

53,525
(20,986)

宮古広域公園（仮称）計画検討
委員会を２回開催し、基本計画
を策定した（平成29年２月）。

計画検討委員会開催数
２回

136,546

宮古広域公園（仮称）計画検討委員会を７
回開催し、整備候補地の選定、基本構想策
定、基本計画の検討を行った。
また、計画段階環境配慮書を作成した。

－ 84 順調 3-12-ア-1
宮古広域公園
整備事業

土木建築
部

都市計
画・モノ
レール課

294
案内表示の充実強化（道
路案内標識等）
（土木建築部）

道路案内標識の適切な設置及び修
繕・更新を行い、観光客等の道路利
用者への情報提供を行う。

大幅遅
れ

案内表示の修繕・更新を行っ
た。

案内標識の設置・修繕
３基
（宮古島；3基）

案内表示の修繕・更新を行っ
た。

案内標識の設置・修繕
３基
（宮古島；3基）

15,024
（4,012）

案内標示の修繕・更新を行っ
た。

案内標識の更新１基
（石垣市；１基）

7,835
（0）

案内表示の修繕・更新を行った。 案内標識の設置　9基 84 順調
3-2-ウ-2
4-1-イ-2

案内表示の充
実強化（道路
案内標識等）

土木建築
部

道路管理
課

295

観光人材基礎育成事業
（世界に通用する観光人
材育成事業）
（文化観光スポーツ部）

国際観光地としての沖縄の評価の向
上を目指し、国内外の観光客が満足
する質の高いサービスを提供できる
人材を育成・確保するため、観光人
材育成に関する研修事業を行う民間
企業等の自主的な取組に対し支援を
行う。

順調
観光関連企業等への派遣研修の
実施について、計画値70件に対
し、実績値113件となった。

研修実施事業者数30件

社会人基礎・接遇マナー、中間
層向けコーチング・マネジメン
ト、インバウンド対応、ガイ
ド、ダイバー向け安全教育など
の人材育成研修を行った。

"研修実施事業者数64
件
（うち離島11件:伊江
島2、宮古島1,竹富島
2,久米島6,）"

105,955

（一財）沖縄観光コンベンショ
ンビューローが設置する観光人
材育成センターにおいて、観光
関連企業等の研修に対し、講師
派遣等の支援を行った。

研修実施事業者数58社
（うち離島15社：石垣
3、宮古島3、竹富2、
久米島5、座間味2）

108,882

（一財）沖縄観光コンベンションビュー
ローが設置する観光人材育成センターを活
用した研修に対し、講師派遣等の支援を
行った。

【H24～H26】人材育成研修
（語学以外）の助成団体件数
82件（県全体）

【H27～H28】人材育成研修
（語学以外）の実施事業者数
122社（うち離島26社：伊江島
2、久米島11、座間味2、宮古
島4、石垣3、竹富島4）

85 順調 3-2-エ-1

観光人材育成
の支援（スキ
ルアップ研
修）

文化観光
スポーツ

部

観光振興
課



活動概要 活動実績値 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値

実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

296
観光人材育成事業
（文化観光スポーツ部）

国際化・多様化する観光客にニーズ
に適切に対応し、質の高いサービス
を育成するため、（一財）沖縄観光
コンベンションビューローが設置し
ている観光人材育成センターを活用
した研修事業に対し、補助を行う。

順調

研修内容を見直し、接遇座学、
歴史・文化座学、フィールド
ワークに特化することにより、
効率的な研修の実施を行うよう
改善した上で（一財）沖縄観光
コンベンションビューローが設
置している観光人材育成セン
ターにおいて、接遇、歴史・文
化講座等の基礎セミナーを出前
講座形式で１３７回実施し、
2,227人が受講した。

研修受講者数2,227名
（県全体）

接遇などの基礎研修、専門分野
研修、英語・中国語・韓国語等
の語学研修の他、観光関連企業
等への集合型研修を実施した。

研修受講者数：2308名
（うち、離島受講者数
233名）

105,955

（一財）沖縄観光コンベンショ
ンビューローが設置する観光人
材育成センターにおいて、観光
関連企業等の研修に対し、講師
派遣等の支援や集合型研修を
行った。

研修受講者数：2,235
名
（うち、離島受講者数
248名）

108,882

（一財）沖縄観光コンベンションビュー
ローが設置する観光人材育成センターを活
用した研修に対し、講師派遣等の支援や集
合型研修を行った。

研修受講者数8,813名 85 順調 3-2-エ-1
観光産業従事
者のスキル
アップ支援

文化観光
スポーツ

部

観光振興
課

297
地域限定通訳案内士試験
実施事業
（文化観光スポーツ部）

・報酬を得て、外国人に対し、外国語で
旅行に関する案内を行うためには、通
訳案内士の資格が必要であるため、沖
縄県地域限定通訳案内士試験を実施
し、通訳案内士の確保を図る。
・県公報誌や県ホームページで当該制
度や資格者リストを公開し、周知を図
る。

順調

・地域限定通訳案内士試験実施
（年1回）
　・域限定通訳案内士登録簿へ
の登録（随時）
　・民や旅行会社等への制度の
周知
(県公報誌や県ホームページで制
度や資格者リストを公開)

試験の実施：１回

　地域限定通訳案内士試験実施
（年1回）
　地域限定通訳案内士登録簿へ
の登録（随時）
　県民や旅行会社等への制度の
周知
(県公報誌や県ホームページで制
度や資格者リストを公開)

試験の実施：１回 6,429

地域限定通訳案内士試験を実施
（年1回）し、登録を行った。さらに県
民や旅行会社等へ制度の周知を
行ったほか、  旅行会社とのマッチ
ング会を実施（１回）した。

試験の実施：1回 6,034

・地域限定通訳案内士試験実施（年1回）
・地域限定通訳案内士登録簿への登録（随時）
・県民や旅行会社等への制度の周知
(県公報誌や県ホームページで制度や資格者リ
ストを公開)

試験の実施：H24～H28年度で5
回

85 順調 3-12-エ-1
地域限定通訳
案内士試験実
施事業

文化観光
スポーツ部

観光政策
課

298
沖縄特例通訳案内士育成
 等事業
（文化観光スポ-ツ部）

沖縄特例通訳案内士育成研修の実
施、制度概要の県民等への周知

順調

・研修生の募集に際し、新聞や
ラジオ、県無料広報媒体やリー
フレットを活用し、県民等に対
し制度概要を含めた周知を図
り、沖縄特例通訳案内士の育成
研修を行った。
・研修終了後の資格取得者に対
するフォローアップとして旅行
業者等とのマッチング会やOJTツ
アー研修を実施した。

研修終了者：90人（県
全体）
（うち宮古２人、八重
山３人）

・研修生の募集に際し、新聞や
ラジオ、県無料広報媒体やリー
フレットを活用し、県民等に対
し制度概要を含めた周知を図
り、沖縄特例通訳案内士の育成
研修を行った。
・研修終了後の資格取得者に対
するフォローアップとして旅行
業者等とのマッチング会やOJTツ
アー研修を実施した。

研修修了者：77人（県
全体）
（うち宮古1人、八重
山17人）

50,717

・研修生の募集に際し、新聞や
ラジオ、県無料広報媒体やリー
フレットを活用し、県民等に対
し制度概要を含めた周知を図
り、沖縄特例通訳案内士の育成
研修を行った。
・研修終了後の資格取得者に対
するフォローアップとして旅行
業者とのマッチング会、OJTツ
アー研修を実施した。

研修終了者：90人
（うち離島14人）

45,499

・平成25年度から事業開始。研修生の募集
では、新聞やラジオ、県無料広報媒体や
リーフレットを活用し、県民等に対し制度
概要を含めた周知を図り、沖縄特例通訳案
内士の育成研修を行った。
・平成26年度からは研修終了後の資格取得
者に対するフォローアップとして旅行業者
等とのマッチング会やOJTツアー研修を実施
した。

研修終了者：90人（県全体）
（うち宮古11人、八重山3人）

85 順調 3-12-エ-1
沖縄特例通訳
案内士育成等
事業

文化観光
スポーツ

部

観光政策
課

299
観光統計実態調査事業
（文化観光スポーツ部）

観光客の実態把握を目的とし、本県
を訪れた観光客等を対象としたアン
ケート調査の実施により、性別・年
代・居住地・消費額等の基本属性に
加え、３年度毎の主な項目別の満足
度等を調査し、各種の観光統計資料
の作成を行う。

順調

旅行全体の満足度に加えて、主
要離島における旅行者の属性、
消費額調査を実施し、また平成
26年度の特定調査テーマとして
長期滞在・リピーターの実態把
握のため、長期滞在者やリピー
ターが利用する宿泊施設等の調
査を行った。

那覇空港、主要離島空
港調査回数　４回

通常の満足度調査に加えて、3年
に1度実施している満足度の詳細
調査を実施し、主要離島空港
（宮古・石垣・久米島）調査に
おいて、離島それぞれの特性調
査を行った。

那覇空港、主要離島空
港調査回数　４回

22,209

通常の満足度調査に加えて、３
年に一度実施している満足度の
詳細調査を実施した。また、主
要離島空港（宮古・石垣・久米
島）調査において、離島それぞ
れの特性調査を行った。

主要離島空港（宮古・
石垣・久米島）アン
ケート調査
：各4回

22,208

観光客の実態把握を目的とし、本県を訪れ
た観光客等を対象としたアンケート調査の
実施により、性別・年代・居住地・消費額
等の基本属性に加え、３年度毎の主な項目
別の満足度等を調査し、各種の観光統計資
料の作成を行った。

・H28年度離島訪問率
本島周辺離島：5.0%
宮古圏域  ：8.5%
八重山圏域：14.0%
・沖縄旅行全体の「大変満
足」の割合はH28年度 61.6%
・那覇空港、主要離島空港調
査回数各4回

85 順調 3-2-オ-3
観光統計実態
調査（観光客
満足度調査）

文化観光
スポーツ

部

観光政策
課

300
観光産業における地産地
消・県産品利用の促進
（文化観光スポーツ部）

観光消費による経済波及効果の拡大
を図るため、観光産業・観光客等へ
の情報発信等の観光施策と農林水
産・商工施策との連携を図り、観光
産業における地産地消・県産品利用
促進に取り組む。

順調

観光消費による経済波及効果の
拡大を図るため、観光・農林水
産・商工等の施策と連携を図
り、観光客や観光産業等に対し
情報発信等の取り組みを行うこ
とで、観光産業における地産地
消・県産品利用促進に取り組
む。

連携事業（68事業）

観光消費による経済波及効果の
拡大を図るため、観光・農林水
産・商工等の施策と連携を図
り、観光客や観光産業等に対し
情報発信等の取り組みを行うこ
とで、観光産業における地産地
消・県産品利用促進に取り組
む。

連携事業（36事業） 0
平成29年１月、各部等へ観光施
策と連携が可能な事業等の調査
を行った。

連携事業（26事業） 0

観光消費による経済波及効果の拡大を図る
ため、観光・農林水産・商工等の施策と連
携を図り、観光客や観光産業等に対し情報
発信等の取り組みを行うことで、観光産業
における地産地消・県産品利用促進に取り
組む。

【連携事業】
H25：61事業
H26：68事業
H27: 36事業
H28: 26事業

85 順調 3-2-オ-1

観光産業にお
ける地産地
消・県産品利
用の促進

文化観光
スポーツ

部

観光政策
課

301
スポーツ関連産業振興戦
略構築事業
（文化観光スポーツ部）

スポーツ関連産業の振興を通して、
スポーツの産業化の戦略構築を図る
ため、スポーツ関連産業等の実態の
把握、課題の抽出を行うとともに、
今後、本県で取り組むべき重点分野
の選定やスポーツの産業化に向けた
戦略の構築を目指す。

順調

平成26年度に新たに行なわれた
「スポーツ関連産業振興戦略構
築事業」では、スポーツ関連ビ
ジネスモデル事業3件及びスポー
ツ関連ビジネス人材育成調査等
の実施・効果検証を行ない、ス
ポーツの産業化に向けた戦略構
築をおこなった。その結果、ス
ポーツ関連産業振興戦略の策定
が順調に図られた。（県全体）

スポーツ関連ビジネス
モデル事業3件及びス
ポーツ関連ビジネス人
材育成調査、スポーツ
関連産業振興戦略の策
定（県全体）

平成27年度は、スポーツ関連産
業振興戦略推進委員会を4回開催
し、平成26年度に策定したス
ポーツ関連産業振興戦略に基づ
きスポーツ関連ビジネスモデル
事業4件に対して支援を行った。
また、スポーツ関連ビジネス企
画コンテストを実施したとこ
ろ、23件の応募があり、そのう
ち5件が入選した。

スポーツ産業定着化の
支援：４件
（離島に関する取組は
特になし）

62,213

平成28年度は、スポーツ関連産
業振興戦略推進委員会を4回開催
し、平成26年度に策定したス
ポーツ関連産業振興戦略に基づ
きスポーツ関連ビジネスモデル
事業8件に対して支援を行った。
また、スポーツ関連ビジネス企
画コンテストを実施したとこ
ろ、23件の応募があり、そのう
ち3件が入選した。

スポーツ産業定着化の
支援：8件
（離島に関する取組は
特になし）

71,815

平成25年度には、スポーツ関連産業振興戦
略構築検討委員会を立ち上げ、戦略の方向
性を検討し、沖縄県のスポーツ関連産業に
関する実態把握調査・分析を行なった。そ
の結果を踏まえ,平成26年度にはモデル事業
3件の実施・検証を通して、スポーツ産業化
に向けた戦略構築を行なった。（県全体）

平成25年度、スポーツ関連産
業振興戦略構築調査報告書
平成26年度にはモデル事業3件
の実施、スポーツ関連産業振
興戦略（県全体）

86 順調 3-6-ア-1
スポーツ関連
産業振興戦略
構築事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

302
スポーツツーリズム戦略
推進事業
（文化観光スポーツ部）

沖縄観光の新たな魅力の創出や着地
型観光の拡充を目的とし、スポーツ
の活用により観光を推進・活性化す
るスポーツツーリズムを沖縄に根付
かせるためのモデル事業と連携した
誘客促進等の実施と新たなスポーツ
ツーリズム受入体制の整備を行う。

順調

新規のスポーツイベントには補
助率を高く設定し、定着化を図
る２年目以降のスポーツイベン
トは補助率を下げるなど、ス
ポーツイベントの定着化が図れ
るよう、支援枠を設定したうえ
で、観光メニューとしてのス
ポーツツーリズムの推進を図っ
た。また、立ち上げ後、４年目
以降のスポーツイベントで、か
つ、新たな誘客に取組む拡充枠
をもうけ、スポーツイベントの
モデル事業を選定し、支援を
行った。

モデル事業数　１事業
(久米島）

繁忙期と閑散期の格差縮小・雇
用創出、新たな専門性を持つ観
光産業人材の創出及びスポーツ
が持つ周期性による集客効果・
経済効果の実現等、沖縄観光の
推進に寄与することから、観光
メニューとしてのスポーツツー
リズムの推進を図るため、ス
ポーツイベントのモデル事業を
選定し、８事業に支援を行っ
た。

スポーツツーリズムモ
デル事業離島実施事業
支援数：１事業

67,891

繁忙期と閑散期の格差縮小・雇
用創出、新たな専門性を持つ観
光産業人材の創出及びスポーツ
が持つ周期性による集客効果・
経済効果の実現等、沖縄観光の
推進に寄与することから、観光
メニューとしてのスポーツツー
リズムの推進を図るため、ス
ポーツイベントのモデル事業を
選定し、６事業に支援を行っ
た。

モデル事業数　２事業
(石垣島、宮古島、久
米島）

66,891

新規のスポーツイベント、２年目以降の定
着化枠、４年目以降の拡充枠をもうけ、観
光メニューとしてのスポーツツーリズムの
推進を図るため、スポーツイベントのモデ
ル事業を選定し、支援を行った。

モデル事業数(H24～H28)
２事業（宮古）
２事業（石垣）
４事業（久米島）

86 順調
2-1-イ-2
3-2-ア-3
3-6-ア-2

スポ-ツツ-リ
ズム戦略推進
事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

303
地場産業総合支援事業
（商工労働部）

新商品開発に取り組む事業者の試作
品開発に係る技術指導や市場調査等
に係る経費の一部に対して支援を行
い、新分野進出の円滑化や基盤技術
の高度化を図り、魅力的な商品の創出
による県産品の県外出荷や域内シェア
の拡大等をめざす。

未着手

 一括交付金等を活用した様々な類
似の補助事業があるため、平成26
年度は事業の見直し期間とした。
  「観光土産品対策検討委員会」等
で離島を含めた地域の特色ある観
光土産品対策について検討した。

－

・一括交付金等を活用した様々
な類似の補助事業があるため、
予算確保なし。
・県産品デザイン活用促進等の
既存の事業内で地場産業を支援
した。

－ －

一括交付金等を活用した様々な類
似の補助事業があるため、予算確
保なし。
　「観光土産品対策検討委員会」等
で中・長期的な観光土産品対策に
ついて検討した。

－ －
H24～H25年度は、新製品開発事業計画の公募
を行い、補助を実施した。

新製品開発補助
　H24　6件（うち離島1件）
　H25　5件（うち離島０件）

86 未着手
3-2-オ-1
3-9-ア-1
3-12-ウ-1

地場産業総合
支援事業

商工労働
部

ものづくり
振興課

304
中小企業課題解決・地域連
携プロジェクト推進事業
（商工労働部）

成長可能性のある県内中小企業や事
業推進力の弱い連携体の有望プロジェ
クトに対し、経営コンサルティング、専門
家派遣及び事業費補助等を行う。

順調

離島地域の中小企業者からの提案
のあった有望プロジェクトを採択し、
ハンズオン支援及び事業費補助等
を行う。

採択PJ数５件

離島地域の中小企業者からの提
案のあった有望プロジェクトを
採択し、ハンズオン支援及び事
業費補助等を行う。

採択PJ数５件 455,802

石垣島にて３件（企業連携：
27,166千円（１件）、課題解
決：9,605千円（２件））、西表
島にて1件（課題解決：4,541千
円）、複数離島にまたがるプロ
ジェクト１件（企業連携：
30,000千円）のプロジェクトを
支援した。※（　）内は決算
額。

採択プロジェクト：５
件
（石垣島３件、西表島
１件、その他１件）

636,822
離島地域の中小企業者からの提案のあった有
望プロジェクトを採択し、ハンズオン支援及び事
業費補助等を行った。

H24　３件
H25　３件
H26　５件
H27　５件
H28　５件

86 順調
3-8-ア-1
3-9-ア-1

中小企業課題
解決・地域連携
プロジェクト推進
事業

商工労働
部

産業政策
課
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305
災害に強い栽培施設の整
備事業
（農林水産部）

台風等の自然災害に左右されず計画
的・安定的に園芸作物を供給する産地
を形成するための災害に強い栽培施設
等の整備

順調

定時・定量・定品質な園芸作物
を共供給する産地を形成し、農
家の経営安定を図るための栽培
施設（強化型パイプハウス、気
象災害対応型平張施設）を７箇
所整備した。

伊江村、宮古島市

定時・定量・定品質な園芸作物
を共供給する産地を形成し、農
家の経営安定を図るための栽培
施設（強化型パイプハウス、気
象災害対応型平張施設）を７箇
所整備した。

宮古島市（３ヶ所・強
化型パイプハウス）、
久米島町（２ヶ所・気
象災害対応型平張施
設）、伊江村（２ヶ
所・強化型パイプハウ
ス、気象災害対応型平
張施設）

211,583

定時・定量・定品質な園芸作物を共
供給する産地を形成し、農家の経
営安定を図るための栽培施設（強
化型パイプハウス、気象災害対応
型平張施設）を３箇所整備した。

宮古島市（１地区・強化
型パイプハウス）、伊江
村（２地区・強化型パイ
プハウス、気象災害対応
型平張施設）

440,715

定時・定量・定品質な園芸作物を共供給する産
地を形成し、農家の経営安定を図るための栽培
施設（強化型パイプハウス、気象災害対応型平
張施設）を２７箇所整備した。

宮古島市、石垣市、久米島町、伊
江村

90 順調 3-12-イ-2
災害に強い栽培
施設の整備

農林水産
部

園芸振興
課

306
園芸モデル産地育成機械
整備事業
（農林水産部）

産地力の強化のための機械等整備
やや遅

れ

選花選別機を花きの北部離島地
域1産地及び南部離島地域1産地
へ、かぼちゃ洗浄研磨機を野菜
の南部離島地域1産地へ、機械整
備等の整備に対する補助を行っ
た。

機械整備地区数：3産
地

宮古島市、竹富町、北大東村に
おいて、選別機、収穫機一式
等、機械整備を行った。

機械整備地区数：3産
地

30,725 離島における機械整備地区数 ０地区 70,745

選花選別機36台を花きの北部・南部離島地域2
産地、かぼちゃ洗浄研磨機9台、収穫機１式を野
菜の南部離島地域２産地、野菜の選別機を宮
古、八重山地域２産地、など機械整備に対する
補助を行った。

機械整備地区数：3産地 90 順調 3-12-イ-2
園芸モデル産地
育成機械整備
事業

農林水産
部

園芸振興
課

307
園芸拠点産地強化事業
（農林水産部）

園芸作物ブランド産地の育成及び生産
施設の整備など

順調
離島地域の園芸拠点産地の新規
認定

新規認定　１産地
離島地域の園芸拠点産地におけ
る実証ほの設置

実証ほ設置地区：３地
区

14,921
離島地域の園芸拠点産地の新規
認定

実証ほ設置地区：5地区 14,921

園芸拠点産地に対して、生産拡大・品質向上に
向けた支援を行った。
離島地域の園芸拠点産地の新規認定（H26、
H28)

事業実施産地(伊江島、久米島、
宮古島）
拠点産地認定（宮古島市、竹富
町、北大東村、伊江島)

90 順調 3-12-イ-2
園芸拠点産地
強化事業

農林水産
部

園芸振興
課

308
鳥獣被害防止総合対策事
業
（農林水産部）

銃器・箱わな等による鳥獣類の個体数
調整や、被害防止施設整備等により総
合的に鳥獣被害防止対策を推進する。

順調

地域協議会が主体となり、有害
鳥獣の捕獲活動や侵入防止施設
の整備等の鳥獣被害防止対策に
取り組んだ。

鳥獣の被害額：18,345
千円
　　　　　　（対前年
比48％減）
（内訳） 伊平屋村：
432千円、伊是名村：
1,787千円、久米島
町：3,083千円、座間
味村：411千円、渡嘉
敷村5千円、北大東
村：431千円、宮古島
市6,107千円、石垣市
3,780千円、竹富町：
2,310千円

地域協議会が主体となり、有害
鳥獣の捕獲活動や侵入防止施設
の整備等の鳥獣被害防止対策に
取り組んだ。

鳥獣の被害額：
15,522千円
　　　　　　（対前年
比15％減）
（内訳） 伊平屋村：
70千円、伊是名村：
1,445千円、久米島
町：2,011千円、座間
味村：631千円、渡嘉
敷村354千円、北大東
村：570千円、宮古島
市4,892千円、石垣市
2,777千円、竹富町：
2,772千円

107,470

地域協議会が主体となり、有害鳥
獣の捕獲活動や侵入防止施設の
整備等の鳥獣被害防止対策に取り
組んだ。

鳥獣の被害額
11,964千円
（対前年比22％減）
（内訳） 伊是名村：1,068
千円、久米島町：532千
円、渡嘉敷村402千円、
北大東村：1,180千円、
宮古島市891千円、石垣
市3,407千円、竹富町：
4,484千円

73,397
地域協議会が主体となり、有害鳥獣の捕獲活動
や侵入防止施設の整備等の鳥獣被害防止対策
に取り組んだ。

15,522千円　→　 11,964千円
（対前年比22％減）

90 順調 3-7-ア-1
鳥獣被害防止
総合対策事業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

309
肉用牛拠点産地生産体制
強化緊急支援事業
（農林水産部）

肉用牛拠点産地へ重点的な支援を行う
ことで、肉用牛生産基地としての地位
向上を図り、おきなわブランドを確立す
る。

順調

組織的な育種改良による優秀な繁
殖雌牛の確保、優良種雄牛造成の
スピードアップと正確度の向上を
図った。

肉用牛拠点産地への家
畜審査・増頭講習会及
び地方審査員養成講習
会開催。

組織的な育種改良による優秀な繁
殖雌牛の確保、優良種雄牛造成の
スピードアップと正確度の向上を
図った。

肉用牛拠点産地への家
畜審査・増頭講習会及
び地方審査員養成講習
会開催。

8,500

繁殖成績向上のため機器導入に対
し、３市町村に合計２，４１５，６００
円の補助を行った。６地区（宮古、
今帰仁、伊江島、久米島、南部およ
び八重山）において講習会を開催
（合計２００名の参加）した。

肉用牛母牛増頭改良推
進事業補助金
確定額　２，４１５，６００
円

8,245

・沖縄県肉用牛拠点産地支援推進会議の開催
・高品質な肉用牛の安定生産に係る機材等の導
入支援
・組織的な育種改良による優秀な繁殖雌牛の確
保、優良種雄牛造成のスピードアップと正確度
の向上。

・拠点産地の認定：5地区
（伊江島、久米島、宮古島、多良
間島、石垣島）
・沖縄県肉用牛拠点産地支援推
進会議の開催（1回）。今後の拠
点産地認定のため、新たな和牛
改良組合設立の検討を行った。
・拠点産地の２農家（伊江村）に
対して、肉用牛の繁殖効率改善
を図るための機器導入を行った。
・肉用牛拠点産地への家畜審査・
増頭講習会及び地方審査員養成
講習会開催。

90 － 3-7-ア-1 該当なし
農林水産

部
畜産課

310
自給飼料生産振興対策事
業
（農林水産部）

飼料作物の作付け拡大、生産性の向
上、栽培技術の指導等を推進し、県内
飼料自給率の向上を図る。

順調

自給飼料生産基盤の確立のた
め、モデル地区での収量・成分
分析調査と実証技術支援として
講習会を開催した。

飼料基盤の強化　5.56
㏊増
（伊江島）

・自給飼料自給率の向上を図る
ため、農場への優良種苗の供給
を行った。
・また、各地域において自給粗
飼料に関する調査、地域協議
会、講習会、巡回指導等を実
施。

飼料自給率：55.9％
自給飼料増産戦略会議
の開催：１回

3,988

・自給飼料自給率の向上を図るた
め、農場への優良種苗の供給を
行った。
・また、各地域において自給粗飼料
に関する調査、地域協議会、講習
会、巡回指導等を実施。

飼料自給率：56.7％
自給飼料増産戦略会議
の開催：１回

3,988

・自給飼料増産戦略会議の開催
・自給飼料自給率の向上を図るため、農場への
優良種苗の供給。
・各地域において自給粗飼料に関する調査、地
域協議会、講習会、巡回指導等を実施。

・自給飼料増産戦略会議：1回（県
全体）
・飼料自給率：56.7%（県全体）
・飼料基盤の強化　0.26㏊→5.82
㏊

90 － 3-7-ア-1 該当なし
農林水産

部
畜産課

311
系統造成豚利活用推進事
業
（農林水産部）

沖縄県独自に改良した系統造成豚「オ
キナワアイランド」を養豚農家へ貸付す
ることで、系統造成豚の速やかな普及
と効率的養豚経営を支援する。

離島実
施無し

石垣市内の１農家にランドレー
ス系統造成豚雌２頭とデュロッ
ク種豚雄２頭の貸付を行った。

系統造成豚等の貸付
（石垣市：４頭）

13市町村29戸の農家へ系統造成
豚等114頭の貸付を行った。

石垣市：２農家、７頭
宮古島市：１農家、５
頭
与那国町：１農家、２
頭

12,370

市町村が優良種豚の貸付事業を行
う際の種豚導入に対して補助を行
い、6市町村で11戸の農家へ系統
造成豚等93頭を貸付した。

県全体：93頭
（離島地区内訳)
今年度の離島市町村の
事業実績なし

6,283 ・系統造成豚等の貸付を行った。

・H24年度：０頭
・H25年度：12頭（宮古7頭、石垣5
頭）
・H26年度：（石垣4頭）
・H27年度：14頭（石垣市7頭、宮
古島市5頭、与那国町2頭）

90 － 3-7-ア-2 該当なし
農林水産

部
畜産課

312
地域即応技術普及活動支
援事業
（農林水産部）

試験農場の設置等により農業技術の
実証を行い産地育成を図る。

順調
地域の多種多様な技術的課題等
を解決するために農業技術等の
実証展示ほを設置した。

実証展示ほの設置：を
南部地区1カ所（さと
うきび）、宮古地区2
カ所（畜産）、八重山
地区２カ所（水稲、畜
産）計５カ所設置し
た。

地域の多種多様な技術的課題等
を解決するために農業技術等の
実証展示ほを設置した。

実証展示ほの設置：宮
古地区1カ所（畜
産）、八重山地区2カ
所（水稲、畜産）計3
カ所設置した。

2,968

産地の抱える技術的課題等を解決
するために実証展示ほを設置し、
現地にあった技術実証や技術確立
等を行い、迅速かつ確かな情報を
提供する。

　実証展示ほの設置：宮
古地区1カ所（畜産）、八
重山地区2カ所（水稲、
畜産）計3カ所設置した。

3,766
地域の多種多様な技術的課題等を解決するた
めに農業技術等の実証展示ほを設置した。

・実証展示ほ等の設置：156箇所 90 順調 3-7-ｵ-2

地域即応技術
普及活動支援
事業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

313
さとうきび生産総合対策事
業
（農林水産部）

共同利用機械及び施設の整備 順調

・ハーベスタやトラクター等の
高性能農業機械導入により、地
域の実態に即した機械化一貫作
業体系の確立を推進する。
・また、大型灌水タンク一式を
整備し、干ばつ時への緊急対策
を行う。

共同利用機械の整備
16地区（伊是名島・南
大東島・北大東島・宮
古島・石垣島・西表
島・与那国島）

ハーベスタやトラクター等の高
性能農業機械導入により、地域
の実態に即した機械化一貫作業
体系の確立を推進する。

共同利用機械の整備
17地区（宮古島・石垣
島・西表島）

69,939
ハーベスタ等収穫機械やトラクター
等の共同利用機械整備を22地区で
実施した。

22地区 116,116

・ハーベスタやトラクター等の高性能農業
機械導入により、地域の実態に即した機械
化一貫作業体系の確立を推進する。
・脱葉施設等の共同利用施設の利用によ
り、さとうきびの生産振興を図る。

共同利用機械及び施設の整備
69地区（伊是名島・久米島・
粟国島・南大東島・北大東
島・宮古島・石垣島・小浜
島・波照間島・西表島・与那
国島）

90 順調 3-12-イ-1
さとうきび生産
総合対策事業

農林水産
部

糖業農産
課

314
さとうきび優良種苗安定確
保事業
（農林水産部）

さとうきび優良種苗の安定生産及び供
給

順調

・さとうきびの安定生産と品質
向上及び新品種の普及推進を図
るため、独立行政法人種苗管理
センターから配布を受けた無病
健全な原原種苗を基に、原種ほ
を設置し、優良種苗の安定的な
生産を行う。
・気象災害時における種苗供給
確保対策としてさとうきび種苗
生産技術の確立及び普及促進を
効果的にすすめることを目的に
実証展示ほを設置する。

原種ほ設置面積　2，
896a/年（宮古島市1，
698a石垣市356a、竹富
町222a、久米島町
180a、多良間村75a、
伊是名村85a、　伊江
村65a、与那国町90a、
粟国村45a、伊平屋村
25a、南大東村35a、北
大東村20a）

市町村の要望を取りまとめ配布
計画を作成した。配布計画に基
づき独立行政法人種苗管理セン
ターからさとうきび原原種苗を
購入し、市町村に原種ほの設置
を委託した。

3,121a/年
伊江村（80a）、伊平
屋村（50a）、伊是名
村（30a）、粟国村
（45a）、久米島町
（200a）、北大東村
（10a）、南大東村
（40a）、宮古島市
（1790a）、多良間村
（100a）、石垣市
（455a）、竹富町
（251a）、与那国町
（70a）

45,628

市町村の要望を取りまとめ配布計
画を作成した。配布計画に基づき
独立行政法人種苗管理センターか
らさとうきび原原種苗を購入し、市
町村に原種ほの設置を委託した。

3,572a/年
（内、特別種苗261a）

47,075

さとうきびの安定生産と品質向上及び新品
種の普及推進を図るため、独立行政法人種
苗管理センターから配布を受けた無病健全
な原原種苗を基に、原種ほを設置し、優良
種苗の安定的な生産を行う。
気象災害時における種苗供給確保対策とし
てさとうきび種苗生産技術の確立及び普及
促進を効果的にすすめることを目的に実証
展示ほを設置する。

①原種ほ設置面積　合計　9，
933a
②展示ほ設置面積　合計　598
㎡

90 順調 3-12-イ-1
さとうきび優良
種苗安定確保
事業

農林水産
部

糖業農産
課
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315
さとうきび生産体制構築事
業
（農林水産部）

株出栽培の安定技術の開発及び普
及、防災農業の確立

－

さとうきびの持続的かつ安定し
た生産振興を図るため、低コス
トで土地利用効率の高い株出栽
培面積の拡大に取り組む。

展示ほ設置数： ２箇
所
（宮古島１件、石垣島
１件）

－ － － － － －
さとうきびの持続的かつ安定した生産振興
を図るため、低コストで土地利用効率の高
い株出栽培面積の拡大に取り組む。

機械化一貫体系構築実証展示
ほ設置６箇所、さとうきび害
虫の防除展示ほ1箇所、土壌処
理型除草剤展示ほ1箇所

90 － 3-7-ア-2
さとうきび生産
体制構築事業

農林水産
部

糖業農産
課

316
県産材需要拡大促進事業
（農林水産部）

木育キャラバンの開催及び沖縄県木
材需給情報システムを活用し、木製
品の良さについて県民への普及啓発
を行ない、木育を推進することと県
産材料利用の拡大を図る。

順調

・市場調査、分析及び製品開発
（試作品製作）
・沖縄県木材需給情報システム
による情報発信

・製油の抽出　６種類
・木育イベント（石垣
２件、与那国１件、座
間味１件）

・沖縄ウッディフェアにおける
木製品作品コンペ
・森林認証制度に関する説明会
及び現地研修会の実施
・小中学校を対象とした木育出
前講座を実施。
・フェスティバル、祭り会場、
商業施設における木工クラフト
開催や県産木製品の積木貸し出
しを実施。

木育出前講座：5回
（宮古、石垣） 7,479

・木製食器のモニタリング及び
販売促進に向けた検討
・県産木製品のインテリア活用
検討委員会及び2製品の開発
・木材需給情報システムを活用
した木工イベントなどの情報発
信（適宜）
・小中学校を対象とした木育出
前講座4件の実施。

木育出前講座：４回
（宮古、石垣）

7,229
木育イベント、講座、商品開発、情報発信
等を通して県産木材の利用拡大を図る。

木育イベント、講座、商品開
発、情報発信等を通して県産
木材の利用拡大を図った。

90 順調 3-7-ア-1
県産材需要拡
大促進事業

農林水産
部

森林管理
課

317
森林保全及び木材利用推
進特例基金事業
（農林水産部）

森林の保全・整備の推進及び地域材
等の森林資源の利活用を図り、森
林・林業の活性化に努め、地域にお
ける低炭素社会の実現に取組む（間
伐等の推進）

順調
地域協議会及び原木安定供給部
会を開催した。

地域協議会の開催：２
回
（石垣１人）

・県産木材の利用拡大を図るた
め、新たな製品として５樹種か
ら６種類の木製食器を開発し
た。
・３店舗でのモニタリング調査
と６件のアンケート調査を実施
した。

モニタリング実施店舗
数：3件 9,469

・平成27年度から継続している
木製食器のモニタリング
・モニタリング意見を踏まえた
新たな木製食器の作成

モニタリング実施店舗
数：3件 7,229

石垣市での利用間伐事業による木材生産基
盤の整備の他、県産木材の利用拡大に向け
た木製食器の開発及びモニタリング

石垣市での利用間伐事業によ
る木材生産基盤の整備、モニ
タリング実施店舗数

90 順調 3-7-ア-1
森林保全及び
木材利用促進
特例基金事業

農林水産
部

森林管理
課

318
沖縄沿岸域の総合的な利
活用推進事業
（農林水産部）

　乱獲や漁場環境悪化等により減少傾
向にある沿岸域における水産資源の持
続的利用を図るためには、陸域、海域
を一体的に管理するシステムを構築す
る必要がある。このため、沿岸水産資
源及び陸域の情報の整備を行う。

順調

国の研究機関及び大学等との共
同研究体制により、重要沿岸域
の４海域における漁獲状況、資
源動向、生態、環境等の情報が
収集された。また、水産重要種
10種以上についての生態情報を
調査し、沖縄全海域における生
態的知見を収集することが出来
た。さらに、漁業者の資源管理
意識を向上させることで資源管
理協議会の活動を活発化させる
事が出来た。

　検討会を３回実施
石垣においては検討会
を１回開催。

・資源管理策策定に必要な水産
資源対象生物の漁獲状況、生活
史、重要生息地に関する情報を
10種から収集するとともに、こ
れまでに得られた情報により、
資源の現状及び管理策について
の総合的な解析・検討を行うこ
とができた。
・また、漁業者を主体とした協
議、資源調査等の資源管理協議
会（対象9漁協）の取り組みを支
援することで、各海域2回以上の
協議会を開催し、自主的な管理
策を推進することができた。

　
石垣においては検討会
を３回開催。

18,989

・これまでに得られた水産資源対象
生物の漁獲状況、50種以上の生活
史、重要生息地に関する情報を取
りまとめ、資源の現状，管理策につ
いての総合的な解析・検討を行うこ
とができた。
・また、漁業者を主体とした協議、
資源調査等の資源管理協議会（対
象9漁協）の取り組みを支援するこ
とで、各海域にて2回以上の協議会
を開催し、自主的な管理策を推進
することができた。

検討会を２回実施 18,853

沿岸性水産資源は著しく減少しており、早急か
つ効果的な水産資源管理及び沿岸環境保全を
行っていく必要がある。一方で、水産資源全体の
回復には長期を要すると想定しており、将来に
わたり継続的な取り組みを着実に実施していく
必要がある。本取組では、効果的な水産資源管
理にむけて、全体漁獲量の60％相当を占める66
魚種の生活史情報の収集を目指しており、既知
の27魚種を合わせると、現在までに70魚種以上
の生活史情報を整備した。さらに遺伝的集団構
造、生態的機能、成育場環境等に関する情報を
収集し、資源管理策、環境保全策に重要な情報
収集した。また、4海域（5地区、9漁協）において
協議会活動を支援してきたことで、資源管理体
制が構築されたとともに，重要種に関する資源
管理策の新規実施や拡充などを促進しており、
着実な前進が認められる。

事業実施以降、30回以上の資源
管理計画検討会を実施している

91 － 3-12-イ-2
沖縄沿岸域の
総合的な利活用
推進事業

農林水産
部

水産課

318-2
果樹生産イノベーション事
業
（農林水産部）

高品質果実の生産拡大によるブランド
産地の育成を図るため、光センサー選
果データ等を活用した高品質果実生産
支援システム構築による生産指導体制
の強化及び、栽培環境の改善に対する
補助を行う。

完了

・高品質果実生産支援システム
(パイロット版)の構築に向け、
７５件の土壌分析を行った（宮
古・八重山）。

・高品質果実生産の一助とする
ため、3件の展示ほを設置した
（宮古・八重山）。

・４法人に対しマンゴー施設に
加温機等の機械整備を行った
（宮古）

・土壌分析件数　７５
件

・展示ほ数　３件

・加温機等の機械整備
４法人

・高品質果実生産支援システム
の構築の一助とするため、141サ
ンプルの土壌分析を行った（宮
古・八重山）。
・高品質果実生産の一助とする
ため、2件の展示ほを設置した
（宮古）。

●土壌分析件数　141
件

●展示ほ数　２件
100,096 － － －

・高品質果実生産支援システム(パイロット版)の
構築に向け、281件の土壌分析を行った（宮古・
八重山）。

・高品質果実生産の一助とするため、5件の展示
ほを設置した（宮古・八重山）。

・４法人に対しマンゴー施設に加温機等の機械
整備を行った（宮古）

・土壌分析件数　281件

・展示ほ数　５件

・加温機等の機械整備　４法人

－ － 3-7-ｱ-1
果樹生産イノ
ベーション事業

農林水産
部

園芸振興
課

318-3

低コスト型循環式種苗生
産・陸上養殖技術開発事
業
（農林水産部）

・安定した養殖生産を行うため、循
環式の親魚養成技術と種苗生産技術
を新たに開発することで、早期種苗
の配付を行う。
・また、低コスト型陸上養殖技術の
向上を図り、陸上養殖の推進を図る
ことで、養殖生産量と生産額を増加
を目指す。

順調 － －

県で行った試験規模（2t水槽）
の結果を実用化規模（50t水槽）
で確認するため、実用化規模水
槽を有する業者へ飼育管理業務
委託を行う。

「ハタ類の陸上養殖シ
ステム実用化研究管理
業務」委託
確定額　1，183千円

1,183

県で行った試験規模（2t水槽）
の結果を実用化規模（50t水槽）
で確認するため、実用化規模水
槽を有する業者へ飼育管理業務
委託を行う。

「ハタ類の陸上養殖シ
ステム実用化研究管理
業務」委託
確定額　1，261千円

1,261

県で行った試験規模（2t水槽）の結果を実
用化規模（50t水槽）で確認するため、実用
化規模水槽を有する業者へ飼育管理業務委
託を行う。

「ハタ類の陸上養殖システム
実用化研究管理業務」委託
確定額　1，261千円

H27新規
やや遅

れ
3-7-オ-1

低コスト型循
環式種苗生
産・陸上養殖
技術開発事業

農林水産
部

水産課

319
農林水産物流通条件不利
性解消事業
（農林水産部）

県産農林水産物を本土へ出荷する
際、輸送費の一部を補助する

順調

県産農林水産物を県外出荷する
離島の出荷団体の輸送費の一部
を補助した(62件)。本事業によ
り出荷団体の輸送コストの低減
が図られ、前年度を上回る県外
出荷量となった。

平成26年度は、離島の
61団体に対し、実績に
応じて787,279千円の
補助金を交付した。こ
のことにより、出荷団
体の輸送負担の軽減が
図られ、離島の出荷団
体の県外出荷量は
11,567トンとなった。

県産農林水産物を県内各離島か
ら県外へと出荷する出荷団体71
事業者に対し、その輸送費の一
部を補助した。本事業により出
荷団体の輸送コストの低減が図
られ、前年度を上回る県外出荷
量となった。

農林水産物流通条件不
利性解消事業補助金確
定額：2,672,731千円
　離島全体：802,871
千円
  本島周辺離島：
272,419千円
　宮古地区：267,721
千円
　八重山地区：
262,731千円

2,827,009

県産農林水産物を県内各離島か
ら県外へと出荷する出荷団体61
事業者に対し、その輸送費の一
部を補助した。本事業により出
荷団体の輸送コストの低減が図
られ、前年度を上回る県外出荷
量となった。

農林水産物流通条件不
利性解消事業補助金確
定額：2,617,991千円
　離島全体：790,333
千円
 本島周辺離島：
235,294千円
　宮古地区：307,285
千円
　八重山地区：
247,754千円

2,818,441

本土向けに出荷する農林水産物の輸送コス
トを直近他県と同一条件になるよう、沖縄
－本土間の輸送費の一部に対する補助を行
う。

出荷団体の県外出荷量
H24:43,700トン
H25:50,300トン
H26:57,000トン
H27:57,900トン
H28:61,600トン

91 順調
3-1-エ-2
3-12-イ-2

農林水産物流
通条件不利性
解消事業

農林水産
部

流通・加
工推進課

320
中央卸売市場活性化事業
（農林水産部）

市場に冷蔵配送施設を整備するとと
ともに、冷蔵配送車を導入し、産地
から消費地までをコールドチェーン
化（青果物の品質を保持するための
低温物流）することにより、青果物
の高品質化を図る。

順調

冷蔵配送施設整備については、
関係機関との調整に時間を要し
たため事業を繰越し、平成27年
度に実施予定である。

－
冷蔵配送施設については、平成
27年度に完了した。

冷蔵配送施設(2,356
㎡)

665,001

・第10次沖縄県卸売市場整備計
画を策定した。
・平成28年度は、施設と車両の
運用主体である冷蔵配送セン
ター運用協議会と連携し適正な
活用を図った。

－ 8,837

H24：低温管理施設の設計
H25：低温管理施設の整備
　　 冷蔵配送施設の設計
H27:冷蔵配送施設の整備
H28:第10次沖縄県卸売市場整備計画策定

低温管理施設整備（408㎡）
冷蔵配送施設（2,356㎡）
第10次沖縄県卸売市場整備計
画策定

92 順調 3-9-ア-3
中央卸売市場
活性化事業

農林水産
部

流通・加
工推進課

321
うちなーむん地産地消推
進事業
（農林水産部）

地産地消推進体制の整備に加え、新
たな県産食材の掘り起こしと魅力発
信に関する取組を実施し、地産地消
を総合的に推進する。

順調

地産地消シンポジウムや「おき
なわ食材の店」の登録などを実
施し、地産地消の推進に取り組
んだ。

「おきなわ食材の店」
の登録店舗数：　208
件（うち離島（宮古・
八重山等67件慶留間島
１件、宮古島39件、池
間島１件、来間島１
件、伊良部島３件、石
垣島17、小浜島１件、
西表島４件））

地産地消シンポジウムや「おき
なわ食材の店」の登録などを実
施し、地産地消の推進に取り組
んだ。

「おきなわ食材の店」
の登録店舗数：222件
（うち離島（慶留間島
１件、宮古島35件、来
間島１件、伊良部島３
件、石垣島26件、小浜
島１件、西表島４件）

27,900

地産地消シンポジウムや「おき
なわ食材の店」の登録などを実
施し、地産地消の推進に取り組
んだ。

「おきなわ食材の店」
登録店舗数260件（う
ち離島（慶留間島１
件、宮古島37件、来間
島１件、伊良部島３
件、石垣島29件、小浜
島１件、西表島４件）

27,899
・地産地消シンポジウムの開催
・「おきなわ食材の店」の登録

登録店舗数　260件
（うち離島（宮古・八重山等
76件）

92 順調
2-1-ア-1
3-7-イ-2

地産地消に取
り組む飲食店
等の拡大

農林水産
部

流通・加
工推進課

322
県産農産物販売プロモー
ション強化対策事業
（農林水産部）

県内の農林水産業の振興を図るた
め、県外大消費地において多角的な
県産農林水産物のプロモーション活
動を実施する。

順調

・B to B支援プロモーション
（事業者向け）及びマッチング
支援
・B to C支援プロモーション
（消費者向け）
・アンテナショップを活用した
プロモーション
・県内関係団体と連携したプロ
モーション

・①B to B ： ６回
・B to C ： ４回
・アンテナショップ
： 10店舗
・関係団体連携 ： １
回

・B to B支援プロモーション
・B to C支援プロモーション

・B to B ： 12回
・B to C ： ６回

82,618
・B to B支援プロモーション
・B to C支援プロモーション

・B to B ： 10回
・B to C ： 10回

64,000

・B to B支援プロモーション及びマッチン
グ支援
・B to C支援プロモーション
・アンテナショップを活用したプロモー
ション
・県内関係団体と連携したプロモーション

・B to B ： 43回
・B to C ： 21回
・アンテナショップ ： 13店
舗
・関係団体連携 ： １回

92 順調 3-7-イ-2

県産農産物販
売プロモ-ショ
ン強化対策事
業

農林水産
部

流通・加
工推進課

323
家畜市場情報伝達提供シ
ステム構築事業
（農林水産部）

県内８市場のセリ情報システムを一
元化することにより、各市場のセリ
情報をリアルタイムに購買者等へ発
信することで県外購買者の誘致を推
進する。

完了 － － － － － － － －

・H24年度に家畜市場情報伝達・提供システ
ムを構築。
・家畜セリ市のライブ配信等を実施し、県
外購買者、県内関係団体等への情報発信を
実施。

システム構築：６市場 92 － 3-7-イ-1 該当なし
農林水産

部
畜産課
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実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

324
6次産業化支援
（農林水産部）

県産農林水産物を活用した加工品の
魅力・付加価値を高めるためマーケ
ティング研修等を実施し、国際的な
評価認証取得を支援する。

順調

・商品開発研修（実践課程）
・国際的評価取得セミナーの開
催
・商談会の開催

加工品開発支援件数
１２件

・商品開発研修（基礎課程・実
践課程）の実施
・国際的評価取得セミナーの開
催
・商談会の開催

支援件数　19件 61,975

19件の事業者に対し、沖縄オン
リーワン加工品の開発支援及び販
路開拓支援を行った。１件の事業
者に対し、施設整備補助を行った。

加工品開発支援：19件
（うち、宮古３件、石
垣１件）
施設整備補助：１件
（石垣）

76,101

・商品開発研修（基礎課程・実践課程）の
実施
・国際的評価取得セミナーの開催
・商談会の開催

支援件数　62件 92 順調

3-2-オ-1
3-7-イ-3
3-7-キ-1
3-9-ア-3
5-5-イ-2

６次産業化支
援

農林水産
部

流通・加
工推進課

325
分みつ糖振興対策事業
（農林水産部）

分みつ糖製造事業者への経営安定の
支援

順調

分みつ糖製造事業者の経営安定
を目的に、気象災害等影響緩和
対策や製造合理化対策などに必
要な支援を行う。

経営安定対策支援事業
者数：8工場
（伊是名島、久米島、
南大東島、北大東島、
宮古島（２工場）、伊
良部島、石垣島）

分みつ糖製造事業者の経営安定
を目的に、気象災害等影響緩和
対策や製造合理化対策などに必
要な支援を行う。

経営安定対策支援事業
者数：８工場
（伊是名島、久米島、
南大東島、北大東島、
宮古島（２工場）、伊
良部島、石垣島）

1,890,188

分蜜糖製造事業者の経営安定を目
的に、気象災害等影響緩和対策や
製造合理化対策などに必要な支援
を行った。

8工場 1,304,791
分蜜糖製造事業者の経営安定を目的に、気象
災害等影響緩和対策や製造合理化対策などに
必要な支援を行う。

分みつ糖製造事業者の経営安
定対策支援：40工場

92 順調 3-12-イ-1
分みつ糖振興
対策事業

農林水産
部

糖業農産
課

326
含みつ糖振興対策事業
（農林水産部）

含みつ糖製造事業者への経営安定の
支援

順調

含みつ糖地域は、地理的、自然
的、社会的条件が不利なことか
ら、生産者や製糖業の経営は著
しい不利益を伴っている。その
不利性を解消し、製糖事業者の
経営の安定化を図るため、製造
コスト等の助成を行う。
また、含みつ糖製糖施設は老朽
化が著しいことから、食の安
全・安心に耐えうるような近代
的な施設を整備する。

経営安定対策支援事業
者数：8工場(伊平屋、
伊江、粟国、多良間、
西表、小浜、波照間、
与那国）
近代的な製糖施設の整
備：１工場（西表）

含みつ糖地域は、地理的、自然
的、社会的条件が不利なことか
ら、生産者や製糖業の経営は著
しい不利益を伴っている。その
不利性を解消し、製糖事業者の
経営の安定化を図るため、製造
コスト等の助成を行う。
また、含みつ糖製糖施設は老朽
化が著しいことから、食の安
全・安心に耐えうるような近代
的な施設を整備する。

経営安定対策支援事業
者数：8工場(伊平屋、
伊江、粟国、多良間、
西表、小浜、波照間、
与那国）
近代的な製糖施設の整
備：１工場（与那国）

5,686,224
(1,728,098)

含蜜糖製造事業者の経営安定を目
的に、①含蜜糖製造コストに関する
不利性の緩和、②気象災害等によ
る製造コストの影響緩和、③含蜜糖
の安定供給、品質向上等、④食の
安全・安心に対応し得る近代的な
製糖施設の整備、などの取組を支
援した。

8工場 7,308,680

含みつ糖地域は、地理的、自然的、社会的
条件が不利なことから、生産者や製糖業の
経営は著しい不利益を伴っている。その不
利性を解消し、製糖事業者の経営の安定化
を図るため、製造コスト等の助成を行う。
また、含みつ糖製糖施設は老朽化が著しい
ことから、食の安全・安心に耐えうるよう
な近代的な施設を整備する。

含みつ糖製造事業者の経営安
定対策支援：32工場（伊平屋
島・伊江島・粟国島・多良間
島・小浜島・西表島・波照間
島・与那国島）

92 順調 3-12-イ-1
含みつ糖振興
対策事業

農林水産
部

糖業農産
課

327
黒糖の力・安定化支援事業
（農林水産部）

黒糖の魅力を高め、持続的に安定生産
や安定供給を可能とするための支援

完了

「黒糖の力」により島民生活が
維持されている含蜜島地域にお
いて、黒糖の魅力を高め、持続
的に安定生産を可能とするため
の支援を行なう。

環境負荷低減の取組み
による付加価値向上支
援：２村（伊江島、多
良間島）
黒糖原料品種の現地適
応調査：２箇所（多良
間島、波照間島）

－ － － － － －

「黒糖の力」により島民生活が維持されて
いる含蜜島地域において、黒糖の魅力を高
め、持続的に安定生産を可能とするための
支援を行なう。

・ 環境負荷低減の取組による
　 付加価値向上支援　５町村
・ 低コスト資材を組み合わせ
た
　 土壌病害虫防除の実証　1
箇所
・ 黒糖原料品種の現地適応調
査
　　７箇所

92 － 3-12-イ-1
黒糖の力・安定
化支援事業

農林水産
部

糖業農産
課

328
沖縄黒糖戦略的供給サ
ポート事業
（農林水産部）

黒糖を取り巻く情勢や需給の変動に対
応すべく、需給マッチングに向けた機
能・体制づくりを戦略的に行うための支
援

順調
黒糖の安定供給及び消費拡大に
対する取組の支援

黒糖の安定供給及び消
費拡大に対する取組の
支援：１2回（伊平屋
島・伊江島・粟国島・
多良間島・小浜島・西
表島・波照間島・与那
国島）

黒糖の安定供給及び消費拡大に
対する取組の支援

黒糖の販売促進支援：
４回

9,678
　「黒糖の日」など各種イベント等の
沖縄黒糖の販売促進活動に対する
支援を行った。

４回 9,678
黒糖の安定供給及び消費拡大に対する取組
の支援

黒糖の安定供給及び消費拡大
に対する取組の支援：27回
（伊平屋島・伊江島・粟国
島・多良間島・小浜島・西表
島・波照間島・与那国島）

92 順調 3-12-イ-1
沖縄黒糖戦略
的供給サポート
事業

農林水産
部

糖業農産
課

329
県産木材利用推進事業
（農林水産部）

木育キャラバンの開催及び沖縄県木
材需給情報システムを活用し、木製
品の良さについて県民への普及啓発
を行ない、木育を推進することと県
産材料利用の拡大を図る。

順調

・市場調査、分析及び製品開発
（試作品製作）
・沖縄県木材需給情報システム
による情報発信

・製油の抽出　６種類
・木育イベント（石垣
２件、与那国１件、座
間味１件）

・沖縄ウッディフェアにおける
木製品作品コンペ
・森林認証制度に関する説明会
及び現地研修会の実施
・小中学校を対象とした木育出
前講座を実施。
・フェスティバル、祭り会場、
商業施設における木工クラフト
開催や県産木製品の積木貸し出
しを実施。

木育出前講座：5回
（宮古、石垣） 7,479

・木製食器のモニタリング及び
販売促進に向けた検討
・県産木製品のインテリア活用
検討委員会及び2製品の開発
・木材需給情報システムを活用
した木工イベントなどの情報発
信（適宜）
・小中学校を対象とした木育出
前講座4件の実施。

木育出前講座：４回
（宮古、石垣）

7,229
木育イベント、講座、商品開発、情報発信
等を通して県産木材の利用拡大を図る。

木育イベント、講座、商品開
発、情報発信等を通して県産
木材の利用拡大を図った。

92 順調 3-7-イ-2
県産材需要拡
大促進事業

農林水産
部

森林管理
課

330
水産業構造改善特別対策
事業
（農林水産部）

市町村・漁協等が実施する水産業近代
化施設等の整備に対する支援

順調
漁獲物鮮度保持施設、水産物加
工処理施設等の整備

離島における施設整
備：４箇所
（久米島、宮古、細
先、与那国）

漁獲物鮮度保持施設、水産物加
工処理施設等の整備

離島における施設整
備：６箇所
（伊良部、伊江、久米
島、宮古、石垣、与那
国）

522,111
海業支援施設の整備及び漁獲物
鮮度保持施設（整備済み）に係る
マーケット開拓等の支援

離島における施設整備：
２箇所
（宮古、伊江）

333,877
水産物加工処理施設、水産物鮮度保持施設、
漁船保全修理施設、等の整備を行った。

9地区（伊良部、北大東、久米島、
竹富、宮古島、石垣、与那国、伊
江、細先）

92 順調 3-12-イ-2
水産業構造改
善特別対策事
業

農林水産
部

水産課

330-2
県産水産物加工品生産者
支援事業
（農林水産部）

新たな加工機器を整備し、県内水産
物の付加価値向上、漁協女性部の活
動活発化、漁協の事業拡大による収
入の増大を図る。

順調 － －

アルミ包材対応のシーラー及び
カップシーラーを整備した（各1
台）。また、漁協及び女性部等
への加工流通指導。（20回以
上）や水産高校生に対する加工
関連講義を実施した。（2回）さ
らに漁協加工担当者相互の視
察・交流会の開催した。

・アルミ包材シーラー
及びカップシーラー各
1台整備
・加工流通指導20回以
上実施
・水産高校生に加工関
連講義を2回実施
・漁協加工担当者相互
の視察・交流会1回開
催

3,640

ボタン電池型温度ロガーを7個購
入し、加工品の品温計測に幅広
く対応可能となった。また、漁
協及び女性部等への加工指導や
イベントへの出店支援、さらに
漁協加工担当者相互の視察・交
流会を開催した。

・小型温度ロガー7個
導入
・加工流通指導80回実
施
・漁協加工担当者交流
会1回開催

5,443

シーラー2種類、小型温度ロガー7個を整備
した。また、漁協及び女性部等への加工流
通指導（100回以上）や水産高校生に対する
加工関連講義を2回実施した。さらに漁協加
工担当者相互の視察・交流会を2ヶ年計2回
開催した。

・シーラー2種類、小型温度ロ
ガー7個導入
・加工流通指導100回以上実施
・水産高校生に加工関連講義
を2回実施
・漁協加工担当者相互の視
察・交流会2回開催

H27新規 順調 3-7-オ-1
県産水産物加
工品生産者支
援事業

農林水産
部

水産課

331
食品表示適正化等推進事
業
（農林水産部）

食品に対する消費者の信頼を確保す
るため、食品表示法に基づく適正な
農林水産物等の食品表示に向けて監
視・指導を実施する。

順調

食品に対する消費者の信頼を確
保するため、JAS法に基づく食品
表示の適正化にむけた監視・指
導等を行う。併せて食品表示講
習会を開催し、食品表示制度の
普及・啓発を図る。

調査件数　：　105件
講習会の開催数　：
４回(宮古島市２回、
石垣市２回）

食品に対する消費者の信頼を確
保するため、食品表示法に基づ
く食品表示巡回調査、指導を実
施するとともに、食品表示講習
会を開催する。

調査件数　：　91件
講習会の開催数　：
４回（宮古島市２回、
石垣市２回）

7,795（県全
域分）

食品表示法に基づく食品表示の
適正化に向けた監視・指導を
行った。また、食品関連事業者
等を対象に講習会を実施し、食
品表示制度の普及・啓発を図っ
た。

巡回調査：69件/年
講習会開催：４回/年

7,331

食品に対する消費者の信頼を確保するた
め、食品表示法に基づく食品表示の適正化
にむけた監視・指導等を行う。併せて食品
表示講習会を開催し、食品表示制度の普
及・啓発を図る。

店舗巡回調査及び不適正表示
に関する調査
H24　：　156件
H25　：　188件
H26　：　105件
H27　：　 91件
H28  ：　 69件

92 順調
3-7-ウ-1
3-12-イ-2

食品表示適正
化等推進事業

農林水産
部

流通・加
工推進課

332
米トレーサビリティの推
進
（農林水産部）

米トレーサビリティ法に基づく取組
を推進し、食品として安全性に欠け
る米穀等の流通防止を図る。

順調

県内に流通する米穀の安全・安
心を確保するため、米トレーサ
ビリティ制度（米穀等の取引等
に係る情報の記録及び産地情報
の伝達に関する法律）の普及啓
発を図る。

講習会開催件数：４回
（宮古島市２回、石垣
市２回）

食品関連事業者等に対する説明
会を開催することで、米トレー
サビリティ制度の普及・啓発を
図るとともに、外食事業者等に
おける義務事項の遵守状況を巡
回調査し、違反者に対しては個
別に指導等を行う。

講習会開催件数：４回
（宮古島市２回、石垣
市２回）

711（県全域
分）

食品関連事業者等に対する説明
会を開催することで、米トレー
サビリティ制度の普及・啓発を
図るとともに、外食事業者等に
おける義務事項の遵守状況を巡
回調査し、違反者に対しては個
別に指導等を行う。

講習会開催件数：４回
（宮古島市２回、石垣
市２回）

616（県全域
分）

県内に流通する米穀の安全・安心を確保す
るため、米トレーサビリティ制度（米穀等
の取引等に係る情報の記録及び産地情報の
伝達に関する法律）の普及啓発を図る。

講習会の開催
H24　：　２回
H25　：　４回
H26　：　４回
H27　：　４回
H28　：　４回

92 順調 3-7-ウ-1
米トレーサビ
リティの推進

農林水産
部

流通・加
工推進課

333
農薬安全対策事業
（農林水産部）

おきなわブランドをはじめとする県産農
林水産物の信頼を確保するため、農薬
使用者と農薬販売者による適正かつ安
全な使用及び管理を徹底させる。

順調 農薬の適正使用・販売の推進

・農薬販売店に対する
立入検査：１6件/年
・農薬適正使用講習会
開催：2回/年

農薬の適正使用・販売の推進

・農薬販売店に対する
立入検査：26件/年
・農薬適正使用講習会
開催：2回/年

1,726

農薬販売店に対する立入検査を
行った。また、宮古島市及び石垣市
において農薬販売業者やグリーン
キーパー等を対象に農薬適正使用
講習会を行った。
また、沖縄県農薬管理指導士の養
成研修会を宮古島市で開催した。

・農薬販売店に対する立
入検査：36件/年
・農薬適正使用講習会
開催：2回/年

3,451 農薬の適正使用・販売の推進

・農薬販売店に対する立入検査：
70件/年
・農薬適正使用講習会開催：10回
/年

93 順調 3-7-ｳ-1
農薬安全対策
事業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課
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334
総合的病害虫管理技術推
進事業
（農林水産部）

環境への負荷を可能な限り軽減した農
業生産を行うため、病害虫防除の際
に、農薬使用を低減しつつ農産物を安
定生産するため、ＩＰＭ（総合的病害虫・
雑草管理）の考えに基づいた防除技術
の確立及び推進を図る。

順調
総合的病害虫防除体系が確立し
た作物数

総合的病害虫防除体系
の確立作物：　　１品
目

総合的病害虫防除体系が確立し
た作物数

総合的病害虫防除体系
の確立作物：　　１品
目

20,000
総合的病害虫防除体系が確立した
作物数

総合的病害虫防除体系
の確立作物：　　１品目

16,999 ＩＰＭ防除体系の確立と普及 IPM体系の確立：１品目 93 順調 3-7-ｳ-2

総合的病害虫
管理技術推進
事業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

335
ウリミバエの侵入防止
（農林水産部）

果菜類、果実類を自由に県外出荷する
ために、再侵入防止防除を継続的に実
施する。

順調

ウリミバエは、不妊化した虫を放飼
する不妊虫放飼法という技術を用
いて防除を行っており、放飼方法と
して、地域の状況により地上放飼及
び航空放飼を行った。

ウリミバエ防除回数：103
回

ウリミバエは、不妊化した虫を放飼
する不妊虫放飼法という技術を用
いて防除を行っており、放飼方法と
して、地域の状況により地上放飼及
び航空放飼を行った。

ウリミバエ防除回数：105
回

1,279,662
(うちウリミバエ
対策：859,906)

ウリミバエは、不妊化した虫を放飼
する不妊虫放飼法という技術を用
いて防除を行っており、放飼方法と
して、地域の状況により地上放飼
及び航空放飼を行った。

ウリミバエ防除回数：137
回

1,360,796
（うちウリミバ

エ対策
786,239）

・不妊虫航空、地上放飼
・果実調査

ウリミバエ防除回数：553回 93 順調 3-7-ｳ-3
ウリミバエの侵
入防止
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

336
ミカンコミバエの侵入防止
（農林水産部）

果菜類、果実類を自由に県外出荷する
ために、再侵入防止防除を継続的に実
施する。

順調

ミカンコミバエは、フェロモンを含ん
だ誘殺板により誘引された雄成虫
のみを殺虫する雄除去法という技
術を用いて防除を行っており、誘殺
板を用いて沖縄県ほぼ全域で防除
を行った。

ミカンコミバエ防除回数：
１９回

ミカンコミバエは、フェロモンを含ん
だ誘殺板により誘引された雄成虫
のみを殺虫する雄除去法という技
術を用いて防除を行っており、誘殺
板を用いて沖縄県ほぼ全域で防除
を行った。

ミカンコミバエ防除回数：
20回

1,279,662
(うちミカンコミ

バエ対策：
171,778)

ミカンコミバエは、フェロモンを含ん
だ誘殺板により誘引された雄成虫
のみを殺虫する雄除去法という技
術を用いて防除を行っており、誘殺
板を用いて沖縄県ほぼ全域で防除
を行った。

ミカンコミバエ防除回数：
20回

1,360,796
（うちミカンコミ

バエ対策：
192,243）

・誘殺板による雄成虫除去法の実施
・発生に伴う応急防除
・果実調査

ミカンコミバエ防除回数：97回 93 順調 3-7-ｳ-3
ミカンコミバエの
侵入防止
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

337
移動規制害虫の防除
（農林水産部）

イモゾウムシ等の害虫発生により、イモ
類の県外出荷が制限されていることか
ら、防除技術等の早期確立を目指す。

順調

イモゾウムシ類の防除方法は、寄
主植物除去と不妊虫放飼法で行っ
た。
久米島では、寄主植物除去法によ
り防除を行い、津堅島では、寄主植
物除去法と不妊虫放飼法により防
除を行った。
アフリカマイマイについては、野菜
類栽培地域の被害軽減を目的に薬
剤防除を行った。

・イモゾウムシ類防除回
数：226回
・アフリカマイマイ死貝率
の維持 ：70％

・イモゾウムシ類の防除方法は、寄
主植物除去と不妊虫放飼法で行っ
た。
・久米島では、寄主植物除去法によ
り防除を行い、津堅島では、寄主植
物除去法と不妊虫放飼法により防
除を行った。
・アフリカマイマイについては、野菜
類栽培地域の被害軽減を目的に薬
剤防除を行った。

・イモゾウムシ類防除回
数：274回
・アフリカマイマイ死貝率
の維持 ：82％

1,332,050
（うち移動規
制：290,424)

イモゾウムシ類の防除方法は、寄
主植物除去と不妊虫放飼法で行っ
た。
　久米島では、寄主植物除去法に
より防除を行い、津堅島では、寄主
植物除去法と不妊虫放飼法により
防除を行った。
　アフリカマイマイについては、野菜
類栽培地域の被害軽減を目的に薬
剤防除を行った。

・イモゾウムシ類防除回
数：863回
・アフリカマイマイ死貝率
の維持 ：89％

1,360,796
（うち移動規
制：382,314）

・イモゾウムシ等の不妊虫大量増殖
・イモゾウムシ等の不妊虫放飼
・イモゾウムシ等の寄主植物除去
・アフリカマイマイについては、野菜類栽培地域
の被害軽減防除

・イモゾウムシ類防除回数：1800
回
・アフリカマイマイ死貝率の維持 ：
80％

93 順調 3-7-ｳ-3
移動規制害虫
の防除
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

338
病害虫総合防除対策事業
（農林水産部）

農作物を安定的に生産するために、侵
入病害虫のまん延防止対策を図る。

順調
早期発見体制の整備及び侵入警
戒調査

対象病害虫の調査・防
除等：129回
(内訳：宮古島市６
２、石垣市５０、伊江
村１７）

早期発見体制の整備及び侵入警
戒調査

対象病害虫の調査・防
除等：126回
(内訳：宮古島市５
９、石垣市５０、伊江
村１７）

33,745
早期発見体制の整備及び侵入警
戒調査

対象病害虫の調査・防
除等：122回
(内訳：宮古島市５９、石
垣市５０、伊江村13）

32,664 早期発見体制の整備及び侵入警戒調査
対象病害虫の調査・防除等の総
回数:533回

94 順調 3-7-ｳ-2
病害虫総合防
除対策事業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

339
農業生産工程管理（ＧＡＰ）
普及促進事業
（農林水産部）

農産物に対する消費者の信頼確保に
努めるために、沖縄県においてGAP導
入農家の育成強化を図る。

順調

普及指導員や産地リーダー等の
育成、普及指導員による各管内
での展示圃を活用した取組み等
により、実践産地数では目標ど
おりの達成が出来ており、主な
課題の達成に向け一定の効果を
あげている。

宮古島市：5産地
石垣市：2産地
(平成26年度まで累
計）

各普及センターの普及計画へ反
映させるため、GAP 普及体制の
整備について調整を行った。宮
古では農業青年クラブ、八重山
では新規就農講座、指導農業
士、青年農業者に対して講習会
を実施し、GAPの普及啓発を図っ
た。

宮古島市：5産地
石垣市：2産地
(平27年度まで累計）

1,190

各普及センターの普及計画へ反映
させるため、GAP 普及体制の整備
について調整を行った。宮古では農
業青年クラブ、八重山では新規就
農講座、指導農業士、青年農業者
に対して講習会を実施し、GAPの普
及啓発を図った。

宮古島市：6産地
石垣市：2産地
(平28年度まで累計）

1,320,740

普及指導員や産地リーダー等の育成、普及指導
員による各管内での展示圃を活用した取組み等
により、実践産地数では目標どおりの達成が出
来ており、主な課題の達成に向け一定の効果を
あげている。

宮古島市：5産地
石垣市：2産地
(平27年度まで累計）

94 順調 3-7-ｳ-2

農業生産工程
管理（ＧＡＰ）普
及促進事業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

340
有機農業促進事業
（農林水産部）

「沖縄県有機農業推進計画」（平成23
年3月策定）に基づき、有機農業実践者
の育成を図る。

順調

・沖縄県有機農業推進協議会の
運用
・有機質資材実証展示ほ設置
・有機農業に関する消費者・農
家等への啓蒙活動

・沖縄県有機農業推進
協議会の運用：1回
・有機質資材実証展示
ほ設置：2ヵ所
・有機農業に関する消
費者・農家等への啓蒙
活動：1回

有機農業促進のための土壌診断
や有機質資材の肥効評価の試験
研究と、有機農業に関する消費
者・農家等への啓蒙活動を実
施。

・土壌診断や有機質資
材に関する試験データ
の蓄積
・有機農業に関する消
費者・農家等への啓蒙
活動：２回（いずれも
本島による実施）

5,978

農業研究センターにおいて地力窒
素評価手法の開発、有機質資材の
肥効調査を実施した。
おきなわ花と食のフェスティバル、
ぬちぐすいフェスタで環境保全型農
業の啓発活動を行った。

・土壌診断や有機質資
材に関する試験データ
の蓄積
・有機農業に関する消費
者・農家等への啓蒙活
動：２回（いずれも本島に
よる実施）

1,320,740
有機農業に関する研究及び実証や、有機農業
等環境保全型農業の普及促進を行った。

・沖縄県有機農業推進計画の改
正
・有機質資材実証展示圃設置：
6ヵ所
・有機農業啓蒙活動：6回

94 順調 3-7-ｳ-2
有機農業促進
事業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

341
地力増強対策事業費
（農林水産部）

持続性の高い農業生産方式の導入の
促進を図るため、エコファ-マ-等環境保
全型農業実践者の育成や、耕土流出
対策の推進を図る。

順調

・平成26年度において、宮古農
業改良普及課や多良間村役場、
ＪＡ等の協力によって多良間村
のさとうきび農家252人がエコ
ファーマーに認定された。
・土壌保全については、土壌保
全の日の取組みや、花と食の
フェスティバルでのパネル展示
等により、作土の保全・赤土流
出対策等の重要性を説いた。

・認定会議開催：２回
（宮古島市・石垣市）

・イベント開催 ：１
地区
（宮古島市）

・エコファーマーや特別債農産
物の推進および認証制度の事務
手続き、環境保全型農業推進コ
ンクールへの推進等を実施
・「土壌保全の日」や、花と食
のフェスティバルで作土の保
全、赤土等流出防止のパネル展
示等を実施

・エコファーマー認定
会議の開催２回（宮
古、八重山）
・「土壌保全の日」イ
ベント２地区
（宮古、八重山）

3,889

エコファーマー認定及び特別栽培
農産物認証の推進、環境保全型農
業コンクールへの推薦を行った。ま
た、エコファーマー認定会議を宮古
島市及び石垣市で開催した。
土壌保全に係る意識向上を図るた
め、「土壌保全の日」イベントを宮古
島市及び石垣市で開催した。

・エコファーマー認定会
議の開催　２回

・「土壌保全の日」イベン
ト　２地区

1,067

エコファーマーや特別栽培農産物認証制度を活
用し、環境保全型農業の推進を図った。また、土
壌保全の日の取り組みや花と食のフェスティバ
ルにおいて、土壌流出防止や環境保全の重要
性について周知を行った。

・認定会議開催：２回
（宮古島市・石垣市）

・イベント開催 ：２地区
（宮古島市・石垣市）

94 順調 3-7-ｳ-2
地力増強対策
事業費
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

342
環境保全型農業直接支援
対策事業
（農林水産部）

有機農業者及びエコファ-マ-などの環
境保全効果の高い営農活動に取り組
む農業者への支援を行う。

順調
本事業を活用して環境保全型農
業に取組む農家支援を行い、取
組み農家数の増加を図った。

393a（本島含む）
内：宮古島市202a

本事業を活用して環境保全型農
業に取組む農家支援を行い、取
組み農家数の増加を図った。

325a（本島含む）
内：宮古島市174a

1,946
本事業を活用して環境保全型農業
に取組む農家支援を行い、取組み
農家数の増加を図った。

宮古島市181a 460
本事業を活用して環境保全型農業に取組む農
家支援を行い、取組み農家数の増加を図った。

1702a（本島含む）
内：宮古島市923a

94 － 3-7-ｳ-2

環境保全型農
業直接支援対
策事業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

343
沖縄の自然環境保全に配
慮した農業活性化支援事業
（農林水産部）

赤土等流出防止対策を持続的に推進
するための人材・組織の育成を図り、地
域に応じた支援組織の確立に向けた事
業を実施する。

順調

赤土等耕土流出防止対策の普及
啓発等を業務とする農業環境
コーディネーターを、離島２地
区（久米島、石垣）にそれぞれ
設置した。
民間委託により、農業環境コー
ディネーターの育成に係る業務
マニュアル等を作成した。

農業環境コーディネー
ター業務マニュアル及
びコーディネート組織
運営マニュアルの暫定
版の作成

農業環境コーディネーターを離
島２地区（久米島、石垣島）に
設置し、赤土等耕土流出防止対
策の普及啓発等を推進した。
委託業務により、平成26年度に
作成した農業環境コーディネー
ター育成プログラム及びコー
ディネート組織運営マニュアル
の精度向上を図った。

農業環境コーディネー
ター育成プログラム及
びコーディネート組織
運営マニュアルの精度
向上

88,788

農業環境コーディネーターを離
島３地区（久米島、石垣島、西
表島）に設置し、赤土等流出防
止対策の普及啓発等を推進し
た。
平成26年度に作成した農業環境
コーディネーター育成プログラ
ム及びコーディネート組織運営
マニュアルを３組織で試行さ
せ、マニュアルの改善点等の抽
出、整理を実施した。

・組織の育成（地域協議
会の活動支援）　３組織

・農業環境コーディネー
ター育成プログラム及び
コーディネート組織運営
マニュアルの精度向上

99,256

平成24～28年度まで、離島３地区（久米島、石
垣島、西表島）に農業環境コーディネーターを設
置し、赤土等耕土流出防止対策の普及啓発等
を推進している。
平成24～26年度で農業環境コーディネーターの
育成に係る業務マニュアル暫定版等を作成し
た。平成27,28年度は当該マニュアル等を現場で
活用し、改善点の抽出、整理による精度向上を
図った。

・組織の育成（地域協議会の活動
支援）　３組織

・農業環境コーディネーター育成
プログラム及びコーディネート組
織運営マニュアルの作成と精度
向上

94 順調 1-1-ｲ-2

沖縄の自然環
境保全に配慮し
た農業活性化支
援事業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

344
海外輸出対応施設の整備
（農林水産部）

新たな衛生基準や国際化に対応し得る
食肉等加工処理施設(HACCP対応)の
整備を行う。

完了

宮古地域において食肉処理施設
を整備するため、実施設計を
行ったが、地域の要望等により
海外輸出に対応した施設ではな
い。
また、平成26年度整備予定で
あった食肉センター（多良間
村）については、ランニングコ
スト等の地元負担を考慮した結
果、地元の意向として事業を実
施しないこととなった。

－

平成27年度は、離島畜産活性化
施設整備事業において宮古地域
で食肉処理施設を整備したが、
地域の要望により海外輸出対応
施設とはしない。

－ － － － －
離島地域において海外輸出対応施設の整備を
行った。

・H24年度：八重山食肉センター
の整備（実施設計等）
・H25年度：八重山食肉センター
の整備（施設整備）
・H26年度：宮古食肉センターの
整備（実施設計）
・H27年度：宮古食肉センターの
整備（施設整備）

94 －
3-1-エ-2
3-12-イ-2

該当なし
農林水産

部
畜産課

345
特定家畜伝染病発生防止
対策
（農林水産部）

特定家畜伝染病のまん延防止のため
離島を含む数ヵ所に防疫資材を保管す
る備蓄庫を整備する。また、各地区にて
防疫実働演習を実施し万一の場合に
備える。

順調
特定家畜伝染病の防疫実働演習
を実施した。

防疫実働演習2回開催
（竹富町、多良間村）

特定家畜伝染病の防疫実働演習
を実施した。

防疫演習を石垣島2
回、宮古島で1回開
催。

8,667
管轄市町村や関係機関を参集し、
防疫演習を与那国町や宮古島市で
各1回開催した。

防疫実働演習の実施
2回

10,697
・防疫実働演習の実施
・備蓄庫や資材の整備

・H24年度
実働演習実施：２回（宮古島、石
垣島）
・H25年度
実働演習実施：３回（宮古島、石
垣島、久米島）
備蓄庫整備：５カ所（竹富町、与
那国町、石垣市、久米島町、伊江
村）
・H26年度
防疫実働演習2回開催
（竹富町、多良間村）
・H27年度
防疫実働演習3回開催
（石垣市、宮古島市）

94 － 3-12-イ-2 該当なし
農林水産

部
畜産課



活動概要 活動実績値 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値

実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

345-2
家畜伝染病監視・防疫情報
ネットワーク構築事業
（農林水産部）

家畜伝染病情報を集約し初動防疫に
必要な機能を付加した防疫マップを県
の統合型GIS(クラウド式）を基盤に再構
築する。また、家畜共済組合などの疾
病発生情報を追加し、関係機関と情報
共有を図る。

順調 対象者向け研修会を実施した。
研修会1回開催
（石垣島1人、宮古島
１人）

出先機関3ヵ所（離島地区：宮
古、八重山）で防疫マップを利
用した初動防疫地図作成をおこ
なった。また、対象者向け研修
会を開催した。

研修会9回開催 4,892
出先機関2カ所で防疫マップを利用
した初動防疫地図作成を行った。ま
た、対象者向け研修会を開催した。

対象者向け研修会
2回　26人

3,460 H26～27年度：対象者向け研修会の実施
・H26年度：研修会1回開催
・H27年度：研修会9回開催

H26新規 順調 3-7-ウｰ3 該当なし
農林水産

部
畜産課

346
農業経営トップランナー育
成事業
（農林水産部）

農業法人及び法人志向農業者の経営
力の強化を図り、地域農業の核となる
企業的経営感覚を有した「農業経営トッ
プランナーを育成する。

順調

農業生産法人及び法人化を志向
する農業者の経営安定・発展に
資するため専門家による経営分
析研修会(セミナー・相談会計9
回）を開催。離島農業の維持・
発展を図るため、地域ぐるみで
農地の有効活用をしている農作
業受託法人優良事例調査を行
い、沖縄型地域営農のあり方及
び支援方法を検討した。

認定農業者数1,761経
営体(離島分）

農業生産法人法人及び法人志向
農業者の経営安定・発展に資す
るため、普及指導機関や専門家
による経営分析や研修会の開
催。企業的農業経営の継続的な
発展に向けた関係機関による支
援を行った。

1,826経営体(H27年
度）(離島分累計）
伊江村 122経営体、伊
平屋村 9経営体、伊是
名村 67経営体、久米
島町 82経営体、渡嘉
敷村 2経営体、粟国村
3経営体、南大東村
104経営体、北大東村
107経営体、宮古島市
552経営体、多良間村
56経営体、石垣市 539
経営体、竹富町 152経
営体、与那国町 31経
営体

7,413

　農業生産法人及び法人志向農業
者の経営安定・発展に資するため、
普及指導機関や専門家による経営
分析や研修会の開催。企業的農業
経営の継続的な発展に向けた関係
機関による支援を行った。

1,863経営体(H28年
度）(離島分累計）
伊江村 124経営体、
伊平屋村 9経営体、
伊是名村 67経営体、
久米島町 84経営体、
渡嘉敷村 2経営体、
粟国村 3経営体、
南大東村 104経営体、
北大東村 108経営体、
宮古島市 565経営体、
多良間村 62経営体、
石垣市 547経営体、
竹富町 157経営体、
与那国町 31経営体

7,392

農業生産法人等の経営分析、専門家による
コンサルティングを実施した。法人化によ
る経営規模拡大や高度化を目指すマニュア
ル作成や研修会の実施。地域ぐるみで農地
の有効活用をしている農作業受託法人優良
事例調査を行い、沖縄型地域営農のあり方
を検討した。

認定農業者数1,863経営体
(離島分）

95 順調
3-7-エｰ1
3-12-エ-1

農業経営トップ
ランナ-育成事
業
（農林水産部）

農林水産
部

農政経済
課

347
地域農業経営支援整備事
業
（農林水産部）

意欲ある多様な経営体に対して生産・
流通・加工施設等の整備を行う。

順調
意欲ある多様な経営体に対し、
生産・流通・加工施設等の整備
に要する経費の支援を行った。

伊平屋（トラクター
等）、宮古(ハーベス
ター・トラクター等２
セット)、石垣（ビ
ニールハウス20,766
㎡)

意欲ある多様な経営体に対し、
生産・流通・加工施設等の整備
に要する経費の支援を行った。

南大東（機械整備・農
業研修センター）、久
米島（かんしょ加工施
設）、宮古(ハーベス
ター・トラクター等一
式、畜舎、粗飼料管理
機一式)、石垣（ビ
ニールハウス8,190㎡)

428,664
意欲ある多様な経営体に対し、生
産・流通・加工施設等の整備に要
する経費の支援を行った。（３地区）

北大東（農産物集出荷
場）、宮古(葉タバコ共同
乾燥施設、ハーベス
ター・トラクター等一式)、
多良間村（ハーベスター
一式）

817,831
意欲ある多様な経営体に対し、生産・流通・加工
施設等の整備に要する経費の支援を行った。

伊是名(風乾施設１棟)、伊平屋（ト
ラクター等）、北大東（農産物集出
荷場）、南大東（機械整備・農業
研修センター）、久米島（かんしょ
加工施設）、宮古(集出荷施設1
棟、葉タバコ共同乾燥施設、畜
舎、粗飼料管理機、ハーベス
ター・トラクター等６セット)、多良
間（ハーベスター等１セット）、石
垣（ビニールハウス47,046㎡)

95 順調 3-7-エ-1
地域農業経営
支援整備事業

農林水産
部

園芸振興
課

348
農業経営改善総合指導活
動事業
（農林水産部）

普及指導員による経営指導等を行い経
営改善に優れた農業者育成を行う。

順調

普及指導員による経営改善に向
けた研修会や個別巡回指導等を
実施。また、関係機関との検討
会を実施した。

・経営体育成支援会議
の開催：2回
・産地及び個別農家コ
ンサルテーションの実
施：20件
・個別農家等カウンセ
リングの実施：23経営
体
・普及指導員への各種
資質向上講習会等の開
催：190回（延べ718
人）

経営改善を図ろうとする農家及
び産地に対し、個々の経営課題
に応じた問題点の提起と課題の
整理を行い、経営の基本方針
（目標）を定めた上で、実践に
向けた支援活動、コンサルテー
ションを実施した。

コンサルテーション指
導数：22件
（伊江島1件、伊是名1
件、伊平屋1件、久米
島１件、南大東1件、
北大東1件、宮古9件、
八重山7件）

11,487

経営改善を図ろうとする農家及び
産地に対し、個々の経営課題に応
じた問題点の提起と課題の整理を
行い、経営の基本方針（目標）を定
めた上で、実践に向けた支援活
動、コンサルテーションを実施した。

コンサルテーション指導
数：23件
（伊江島1件、伊是名1
件、伊平屋1件、久米島1
件、南大東1件、北大東1
件、宮古9件、八重山8
件）

11,487
普及指導員による経営改善に向けた研修会や
個別巡回指導等を実施。また、関係機関との検
討会を実施した。

個別農家及び産地コンサル指導
（経営改善指導）
102件

95 順調 3-7-ｴ-1

農業経営改善
総合指導活動
事業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

349
アグリチャレンジ普及推進
事業
（農林水産部）

女性農業者や高齢者の能力発揮を促
し６次産業化による農家所得の向上を
図る。

順調

研修会等の実施：宮古地区（5
回）、八重山地区（6回）
・地域行事における起業者の販
売活動支援（1回）
・普及指導員による起業活動の
巡回指導

・新規起業者の育成3
起業（宮古 2起業、八
重山 1起業）
・新商品開発支援5商
品（宮古 4商品、八重
山 1商品）

農業経営の６次産業化に取り組
む農業者等に対し、新商品開発
のための講座やブライダル及び
ギフトカタログ用に向けた商品
のブラッシュアップ、販売強化
に必要な商品仕様書の作成、販
売活動支援等、各種研修会等を
実施した。

・新規起業者の育成
3起業（宮古 2起業、
八重山 1起業）
・新商品開発支援9商
品（宮古 2商品、八重
山7商品）
・加工機材等の整備1
カ所（宮古）

7,982

経営改善を図ろうとする農家及び
産地に対し、個々の経営課題に応
じた問題点の提起と課題の整理を
行い、経営の基本方針（目標）を定
めた上で、実践に向けた支援活
動、コンサルテーションを実施した。

・新規起業者の育成　2
起業（宮古 1起業、八重
山 1起業）
・新商品開発支援6商品
（宮古 2商品、八重山4
商品）

9,422
・研修会等の実施（宮古・八重山）
・地域行事等における起業者の販売活動支援
・普及指導員による起業活動の巡回指導等

・新規起業者の育成：13人
・新商品開発支援：32商品
・加工機材等の整備支援：5カ所

95 順調 3-7ｰｷ-1
アグリチャレンジ
普及推進事業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

350
沖縄県新規就農一貫支援
事業
（農林水産部）

農業担い手の育成・確保を図るため、
就農相談体制の充実や研修農場の整
備、初期投資や農産物加工のための
支援等を行い、相談から定着まで一貫
した支援システムを構築する。

順調

・地区推進会議の開催
・新規就農コーディネーター及
び農産加工アドバイザーの配置
・研修生受入農家等への助成
・農地データーバンクの活用促
進
・農業機械や施設などの初期投
資への支援

・地区推進会議の開催
・新規就農コーディ
ネーター及び農産加工
アドバイザーの配置
(宮古島市)
・研修生受入農家等へ
の助成（伊是名村1
名、宮古島市4名、竹
富町１名）
・農地データーバンク
の活用促進（宮古島市
1名、石垣市1名、竹富
町1名）
・農業機械や施設など
の初期投資への支援
（宮古島市7名、竹富
町3名、与那国町1名、
久米島町1名、石垣市1
名）

・地区推進会議の開催
・新規就農コーディネーター及
び農産加工アドバイザーの配置
・研修生受入農家等への助成
・農業機械や施設などの初期投
資への支援

・地区推進会議の開催
・新規就農コーディ
ネーター及び農産加工
アドバイザーの配置
(宮古島市)
・研修生受入農家等へ
の助成（宮古島市4
名、竹富町１名）
・農業機械や施設など
の初期投資への支援
（伊江村2名、久米島
町5名、宮古島市8名、
石垣市2名、竹富町1
名、与那国町3名）

350,258

・推進会議の開催
・新規就農コーディネーター及び農
産加工アドバイザーの配置(宮古島
市)
・研修生受入農家等への助成（宮
古島市６名、石垣市２名、竹富町１
名）
・農業機械や施設などの初期投資
への支援（宮古島市２名、竹富町１
名、南大東村１名、北大東村１名）

・推進会議の開催
・新規就農コーディネー
ター及び農産加工アドバ
イザーの配置(宮古島市)
・研修生受入農家等へ
の助成（宮古島市６名、
石垣市２名、竹富町１
名）
・農業機械や施設などの
初期投資への支援（宮
古島市２名、竹富町１
名、南大東村１名、北大
東村１名）

211,293

・推進会議の開催
・新規就農コーディネーター及び農産加工アドバ
イザーの配置
・研修生受入農家等への助成
・農地データーバンクの活用促進
・農業機械や施設等の初期投資への支援

・推進会議の開催
・新規就農コーディネーター及び
農産加工アドバイザーの配置　：
１名
・研修生受入農家等への助成３０
名
・農地データーバンクの活用促進
（農地調整員の配置）：８名
・初期投資支援：５４名

95 順調 3-7ｰｴｰ１

沖縄県新規就
農一貫支援事
業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

351
青年就農給付金事業
（農林水産部）

新規就農希望者又は就農直後５年以
内の新規就農者に対する給付金の給
付を行うことにより、青年の就農意欲の
喚起と就農後の定着を図り、青年就農
者の大幅な増大を図る。

順調

【準備型】
新規就農希望の研修者への給付
金の給付

【経営開始型】
就農直後５年以内の経営の安定
しない新規就農者に対する給付
金の給付

給付金の給付：112人

対象希望者に向けての周知、公
募、検討委員会及び給付。市町
村、　関係団体に対して周知及
び市町村への補助金の交付、取
りまとめ。

給付金の給付：75人 102,000

・対象希望者に向けての周知、公
募、検討委員会及び給付。市町
村、関係団体に対して周知及び市
町村への補助金の交付、取りまと
め。

給付金の給付：128人 168,545

【準備型】
新規就農希望の研修者への給付金の給付

【経営開始型】
就農直後５年以内の経営の安定しない新規就
農者に対する給付金の給付

・事業説明会：２１回
・準備型
   　 給付対象者：２８人
・経営開始型
    　給付対象者：２９５人
・推進事業：８市町村

95 順調 3-7-ｴｰ1
青年就農給付
金事業
(農林水産武）

農林水産
部

営農支援
課

352
畜産経営体高度化事業
（農林水産部）

畜産経営体に対して長期・低利の借換
資金の融通を行った金融機関に対し利
子補給を行う。

順調

畜産特別資金を借入者に対する
利子補給及び、肉用牛肥育農家
に対する生産者の拠出金基金の
一部助成を行った。

・畜産特別資金利子補
給事業費
　件数　26件
（うち離島：八重山17
件）
・肉用牛肥育経営安定
特別対策事業
　対象件数　31件
（うち離島：八重山18
件、宮古島1件、伊江
村1件）
　対象頭数　2,655頭
（うち離島：八重山
877頭、宮古島137頭、
伊江村40頭）

畜産特別資金を借入者に対する
利子補給及び、肉用牛肥育農家
に対する生産者の拠出金基金の
一部助成を行った。

・畜産特別資金利子補
給事業費
　件数　24件
（うち離島：八重山16
件）
・肉用牛肥育経営安定
特別対策事業
　対象件数　29件
（うち離島：八重山21
件、宮古島1件）
　対象頭数　2,730頭
（うち離島：八重山
1,080頭、宮古島1154
頭）

3,433

 畜産特別資金の借入者に対する
利子補給及び、肉用牛肥育農家に
対する生産者の拠出金基金の一部
助成を行った。

・畜産特別資金利子補
給事業費
　件数　24件
（うち離島：八重山17件）
・肉用牛肥育経営安定
特別対策事業
　対象件数　31件
（うち離島：八重山23件、
宮古島1件）
　対象頭数　3,583頭
（うち離島：八重山1,099
頭、宮古島505頭）

1,516
（県全体は

3,350）

・低利融資の金融機関等への利子補給（畜産特
別資金利子補給事業）
・生産者積立金の補てん（肉用牛肥育経営安定
特別事業）

・低利融資の金融機関等への利
子補給（畜産特別資金利子補給
事業）
H24年度：34件
H25年度：17件
H26年度：17件
H27年度：17件
H28年度：17件
・生産者積立金の補てん（肉用牛
肥育経営安定特別事業）
H24年度：30件
H25年度：22件
H26年度：22件
H27年度：22件
H28年度：24件

96 順調 3-7-エ-1 該当なし
農林水産

部
畜産課

353
農地保有合理化促進対策
事業費
（農林水産部）

農地保有合理化法人が、離農又は経
営の縮小を図る農業者から農地を買入
れ（借入れ）、規模拡大を図る農業者又
は新規就農を希望する者に売渡し（貸
付け）を行う。

離島実
施無し

農地中間管理機構による農地等
の売買を通じた経営基盤の強化

集積面積　計1.0ha
・新規買入　1.0ha
・新規借入　　0㏊

農地中間管理機構である公益財団
法人沖縄県農業振興公社が、市町
村、農業委員会の協力のもと、農地
等の売買、賃貸借により担い手農
業者等へ農地を集積

集積面積　計3.68ha
・新規買入　3.68ha
・新規借入　　0㏊

11,600

農地中間管理機構である公益財団
法人沖縄県農業振興公社が、市町
村、農業委員会の協力のもと、農
地等の売買、賃貸借により担い手
農業者等へ農地を集積

集積面積　計　０．４
ha
・新規買入　0.4ha
・新規借入　0.4㏊

※離島実績なし

9,880

公益財団法人沖縄県農業振興公社が市町
村、農業委員会の協力のもと、農地等の売
買、賃貸借により担い手農業者等へ農地を
集積

新規流動化面積（農用地買
入、買入面積（継続を除
く））
累計49.68ｈａ

96
大幅遅

れ
3-7-エ-2

農地保有合理
化促進対策事
業費
（農林水産部）

農林水産
部

農政経済
課
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354
農業近代化資金等利子補
給事業
（農林水産部）

農協系統資金等に利子補給を行うこと
によって末端貸付利率を低利率に抑
え、民間金融としての自主性に委ねつ
つ、農業経営の資本装備の高度化、近
代化に資すると認められる施設資金等
の供給を行う。

順調
農業近代化資金利子補給認定件
数は、27件（融資総額：341,156
千円）となっている。

13,672千円
（ＪＡ等融資機関へ交
付）

農業近代化資金等利子補給離島
分認定件数は、23件（融資総
額：226,033千円）となってい
る。

4,890千円(離島分） 17,887

平成28年度の農業近代化資金等
利子補給離島分認定件数は、18件
(融資総額：226,260千円）となって
いる。

6,343千円（離島分） 19,457
農業近代化資金等の借入者の金利負担を軽
減するため、系統金融機関に対し、補助金
を交付した。

54,231 96 順調 3-7-エ-3

農業近代化資
金等利子補給
事業
（農林水産部）

農林水産
部

農政経済
課

355
農業経営基盤強化等利子
助成事業
（農林水産部）

経営感覚に優れた効率的かつ安定的
な農業経営体を育成し、農業経営基盤
強化資金を借入れ、利子補給金の交付
を希望する者に対し、市町村が利子補
給金を交付した場合、当該市町村に対
し、補助金を交付する。

順調
平成26年度は、17市町村へ5,611
千円の助成金を交付し、資金借
入者の金利負担軽減を図った。

5,611千円（久米島町
69千円、伊江村65千
円、宮古島市1，341千
円、北大東村65千円、
南大東村752千円　他
13市町村）

平成27年度は、5市町村へ1,713
千円の助成金を交付し、資金借
入者の金利負担軽減を図った。

1,713千円（離島分） 2,198
平成28年度は、5市町村へ1,397千
円の助成金を交付し、資金借入者
の金利負担軽減を図った。

1,397千円（離島分） 2,138
農業経営基盤強化資金を借り入れた認定農
業者の金利負担を軽減するため、市町村へ
助成金を交付した。

21,538 96 順調 3-7-エ-3

農業経営基盤
強化等利子助
成事業
（農林水産部）

農林水産
部

農政経済
課

356
野菜価格安定対策事業
（農林水産部）

市場に出荷された野菜の価格が、一定
の水準以下に低落したときに、その価
格差を補てんし、野菜の安定的な生産
出荷の促進、生産農家の経営安定や
消費者への安定供給を図る。

やや遅
れ

野菜の価格低落時に価格差補給
金を交付

出荷計画数量達成率
92%

野菜の価格低落時に価格差補給
金を交付

出荷計画数量達成率
9１%

29,384
野菜の価格低落時に価格差補給
金を交付

出荷計画数量達成率
84.3%

20,511 野菜の価格低落時に価格差補給金を交付 出荷計画数量達成率：平均89.1% 96
やや遅

れ
3-12-イ-2

野菜価格安定
対策事業

農林水産
部

園芸振興
課

357
沖縄型農業共済制度推進
事業
（農林水産部）

農業共済組合が行う普及推進事業を
支援し、営農活動の支援による加入率
改善と気象災害に強い営農技術の普
及啓発等による共済掛金負担の全国
平均並低減を図ることにより沖縄の特
殊性を克服し、本県農家が安心して農
業経営に専念できる環境を構築する。

やや遅
れ

・事業説明会の開催や事業周知
パンフレットの配布等にて共済
加入推進に取り組み、加入率の
向上に努めた。また、共済組合
にて専属の加入推進員を雇用
し、未加入農家への戸別訪問を
強化した。
・畑作物共済及び園芸施設共済
加入による農家への農業資材購
入の支援等を行った。

畑作物共済加入率：
50.7%
園芸施設共済加入率：
19.8%

・組合員が共済目的に使用する
営農資材の購入経費等の一部に
支援した。
・農業共済事業の普及啓発、損
害防止技術向上のための講習会
等の開催、パンフレット・ポス
ター作成等に必要な経費に支援
した。
・沖縄県農業共済組合に専属の
加入促進員を配置し、個別引き
受けを強化した。

畑作物共済加入率：
51.6%
園芸施設共済加入率：
20.1%

166,005

・事業説明会の開催や事業周知パ
ンフレットの配布等にて共済加入推
進に取り組み、加入率の向上に努
めた。また、共済組合にて専属の加
入推進員及び繁忙期の推進体制
強化のための事務補助職員を雇用
し、未加入農家への戸別訪問を強
化した。
・畑作物共済及び園芸施設共済加
入による農家への農業資材購入の
支援等を行った。

畑作物共済：49.2％
園芸施設共済：24.6％

162,095

台風等の影響により、共済掛金が高く、農業共
済への加入率が低迷しているため、農業共済組
合の加入促進を支援することにより共済加入率
等を改善する。

畑作物共済：38.5% →49.2%
園芸施設共済：16.0% → 24.6%

96
やや遅

れ
3-7-エ-3

沖縄型農業共
済制度推進事
業

農林水産
部

糖業農産
課

358
県営畑地帯総合整備事業
（農林水産部）

県営畑地帯総合整備事業等の実施を
契機として、担い手への農地の利用集
積を促進し、将来の農業生産を担う効
率的かつ安定的な経営体の育成とこれ
らの経営体が農業生産の相当部分を
担う農業構造の確立を図る。

順調
担い手農家への農地集団化及び
流動化のため、出し手農家との
調整活動を実施。

出し手農家との調整活
動：　　　　　　　　石垣市
のべ３０回

－ － －

具志堅地区（南大東村）に係る農地
の集積達成度に応じた促進費の支
払いを行った。大座地区（石垣市）
の農地の利用集積に係る農地所有
者の意向確認等調整業務を実施し
た（活動日数30日）。

調整活動：大座地区　30
日

20,700
担い手農家への農地集団化及び流動化のた
め、出し手農家との調整活動を実施。

調整活動106回
南大東村・北大東村・石垣市

96 順調 3-12-イ-2
県営畑地帯総
合整備事業

農林水産
部

農地農村
整備課

359
経営体育成基盤整備事業
（農林水産部）

経営体育成基盤整備事業等の実施を
契機として、担い手への農地の利用集
積を促進し、将来の農業生産を担う効
率的かつ安定的な経営体の育成とこれ
らの経営体が農業生産の相当部分を
担う農業構造の確立を図る。

順調
担い手農家への農地集積状況に
ついて、事業主体が調査、とり
まとめを行っている。

出し手農家との調整活
動：
石垣市のべ２０回
竹富島のべ２０回

担い手農家への農地集積状況につ
いて、事業主体が調査、とりまとめ
を行っている。

出し手農家との調整活
動：
伊平屋村のべ２１回

700

米節東地区（石垣市）において、農
地集積に関する地権者への意向確
認や農地集団化に向けた調整活動
を25回実施した。我喜屋地区（伊平
屋村）において、農地集積に関する
地権者への説明会や事業推進会
議等の調整活動を36回実施した。
また、与那良原地区（竹富町）にお
いて、農地集積に伴う地権者の意
向確認等調整活動を延べ40日実
施した。

調整活動：米節東地区、
我喜屋地区、与那良原
地区　101日

1,800
担い手農家への農地集団化及び流動化のた
め、出し手農家との調整活動を実施および、集
積結果のとりまとめ

調整活動248回
石垣島、伊平屋島、竹富町

96 順調 3-7-エ-2
経営体育成基
盤整備事業

農林水産
部

農地農村
整備課

360
耕作放棄地対策事業
（農林水産部）

沖縄県及び各市町村に設置された耕
作放棄地協議会を中心に、農業上重要
な農地に生じた耕作放棄地の再生に努
める。

順調

農地の流動化を図るため、地域
における各種課題の解決に向け
た意見交換会、勉強会等を平成
26年度中に10回開催し、荒廃し
た農地の再生作業や土づくり、
施設等補完整備や再生地におけ
る営農を総合的に支援し、県全
体で21haの耕作放棄地の再生利
用を図った。

耕作放棄地の再利用面
積    　　　石垣市：
0.9ha（県全体21ha）

8離島地域協議会に対し担当者会
議において事業推進のための説
明会を実施。宮古島市と石垣市
においては適正な事務処理に向
けた経理指導を行った。

耕作放棄地の再利用面
積    　　　久米島
町：0.7ha（県全体
13ha）

281,937

新たに農業生産活動を行うために
必要な再生作業や土作り等、耕作
放棄地を再生利用するための取組
を総合的に支援し、農地の確保及
びその有効利用を図った。

耕作放棄地の再利用面
積    　　　宮古島市：
0.2ha（県全体10.3ha）

223,876

農地の流動化を図るため、地域における各種課
題の解決に向けた意見交換会等を開催し、荒廃
した農地の再生作業や土づくり、施設等補完整
備等を総合的に支援した。

平成24年度：17.15ｈａ（久米島町：
8ha、宮古島市：0.59ha、与那国
町：7.36ha、石垣市：1.2ha）
平成25年度：10.4ha（伊平屋村：
0.44ha、久米島町：0.26ha、渡名
喜村：0.19ha、石垣市：0.5ha、竹
富町：9.01ha)
平成26年度：0.9ha（石垣市）
平成27年度：0.7ha（久米島町）
平成28年度：0.2ha（宮古島市）

96 順調 3-7-エ-2
耕作放棄地対
策事業

農林水産
部

村づくり計
画課

361
中山間地域等直接支払事
業
（農林水産部）

中山間・離島地域の農業生産条件の不
利地域において、集落協定等に基づい
て５年間以上継続して農業生産活動を
行う農業者等に対し、当該地域の条件
及び面積に応じて「直接支払い交付金」
を交付する。

順調
伊平屋村他8市町村の11協定に対
して、耕作放棄地発生防止等の
活動へ支援を行った。

交付対象市町村：9市
町村(4,467ha)
伊平屋村・伊是名村・
うるま市（津堅島）・
南大東村・北大東村・
久米島町・粟国村・多
良間村・与那国町

伊平屋村他８市町村の11協定に
対して耕作放棄地発生防止等の
活動へ支援を行った。

交付対象市町村:９市
町村(4,422ha)
伊平屋村・伊是名村・
うるま市（津堅島）・
南大東村・北大東村・
久米島町・粟国村・多
良間村・与那国町

108,444

伊平屋村他8市町村の11協定に対
し、5年以上継続して行われる耕作
放棄地発生防止活動等に対して補
助金を交付するとともに、事業費の
適正な使用使途の指導と抽出検査
による経理指導等を行った。

交付対象市町村：9市町
村(4,421ha)

107,524
伊平屋村他8市町村の11協定に対して、耕作放
棄地発生防止等の活動へ支援を行った。

交付対象市町村：9市町村
(4,421ha)
伊平屋村・伊是名村・うるま市（津
堅島）・南大東村・北大東村・久米
島町・粟国村・多良間村・与那国
町

96 順調 3-7-エ-2
中山間地域等
直接支払事業

農林水産
部

村づくり計
画課

362
農地・水保全管理支払交付
金
（農林水産部）

地域共同による農地・農業用水等の資
源の保全管理活動と農村環境の保全
活動を支援し、農村における多面的機
能の適切な発揮を図る。

順調

伊平屋村他１０市町村の活動組
織において、地域住民の共同活
動のもと、定期的に農地、農業
用施設等の点検や機能診断、補
修・更新を実施。

11市町村（伊平屋村、
伊是名村、伊江村、久
米島町、粟国村、南大
東村、北大東村、宮古
島市、多良間村、石垣
市、竹富町）

伊平屋村他１０市町村の活動組
織において、地域住民の共同活
動のもと、定期的に農地、農業
用施設等の点検や機能診断、補
修・更新を実施。

１１市町村（伊平屋
村、伊是名村、伊江
村、久米島町、粟国
村、南大東村、北大東
村、宮古島市、多良間
村、石垣市、竹富町）

336,818

伊平屋村他９市町村の活動組織に
おいて、地域住民の共同活動のも
と、定期的に農地、農業用施設等
の点検や機能診断、補修・更新を
実施。

10市町村（伊平屋村、伊
是名村、伊江村、久米島
町、粟国村、南大東村、
北大東村、宮古島市、多
良間村、石垣市）

331,641

伊平屋村他１０市町村の活動組織において、地
域住民の共同活動のもと、定期的に農地、農業
用施設等の点検や機能診断、補修・更新を実
施。

１１市町村（伊平屋村、伊是名
村、伊江村、久米島町、粟国村、
南大東村、北大東村、宮古島市、
多良間村、石垣市、竹富町）

96
やや遅

れ
3-7-エ-2

農地・水保全管
理支払交付金

農林水産
部

村づくり計
画課

363
林業労働力対策事業
（農林水産部）

林業労働者に対する技術研修の受講
や福利厚生対策等への支援を行う。

順調

林業機械の運転操作に従事する
者を対象に、木材グラップル、
スイングヤーダ等を効率的かつ
安全に使用するための実技等に
関する研修会を10月から11月に
かけて4回開催した。

研修会：４回（国頭村
10人、名護市14人、名
護市13人、読谷村13
人）

林業機械を効率的かつ安全に操
作使用するため、初めて機械の
運転操作に従事する者を対象に
草刈り機及びチェーンソーの実
技等に関する研修会を8月から12
月にかけて4回開催した。

研修会：4回（恩納村2
回34人、東村2回19
人）

1,035

林業機械を効率的かつ安全に操
作使用するため、初めて機械の
運転操作に従事する者を対象に
草刈り機及びチェーンソーの実
技等に関する研修会を10月に4回
開催した。

研修会：4回（国頭村2
回32人、石垣市2回26
人）

769

優秀な林業労働者を育成するため、林業機
械を効率的安全に操作使用するために研修
を行い基幹的林業労働者を養成するととも
に、雇い入れ時における基礎的技術・知識
の修得、林業事業体経営者の資質の向上、
指導者養成のための研修を実施する。

基幹林業労働者の林業機械技
術研修会の開催　（H24:北部1
回、H25:八重山1回、H26:北部
4回、H27:北部4回、H28：北部
4回）

96 順調 3-7-エ-2
林業労働対策
事業

農林水産
部

森林管理
課

363-2
未来のマリンパワー確
保・育成一貫支援事業
（農林水産部）

小中学生を対象の水産教室、高校生
対象のインターンシップ漁業体験、
新規漁業就業者への漁業軽費の支援
を実施し、担い手の確保・育成を創
出する。

順調 － －

水産教室は、伊良部漁協におい
て計２回行われた。ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ制
度を活用した漁業体験は伊良部
で１回行われ、新規就業者支援
では、宮古で１名、八重山で３
名の計４名の支援を実施した。

伊良部漁協　2回
伊良部漁協　1回
宮古　1名
八重山3名
　　計4名の支援

28,827

・水産教室
・インターンシップ制度を活用
した漁業体験
・新規漁業就業者支援の実施

・１回（伊良部漁協）
・２回（伊良部漁協、
宮古島漁協）
・19名（宮古島漁協、
八重山漁協、久米島漁
協、与那国漁協）

55,594

・水産教室
・インターンシップ制度を活用した漁業体
験
・新規漁業就業者支援の実施

・水産教室
H27：２回（伊良部）
H28：１回（伊良部）
・漁業体験
H27：１回（伊良部）
H28：２回（伊良部/宮古島）
・新規就業者支援
H27：４名（宮古島/八重山)
H28：19名（宮古島/八重山/久
米島/与那国）

H27新規 順調 3-7-エ-1

未来のマリン
パワー確保・
育成一貫支援
事業

農林水産
部

水産課

363-3
漁業災害特別資金利子助
成事業
（農林水産部）

台風等の自然災害による被害を受け
た地域において、早期の復旧・再生
産を目的として漁業者等が県が指定
する災害資金を借りいれた場合に、
県と市町村が2分の１ずつ利子助成
を行う。

順調 － －

漁協・関係機関等に当該事業の
取り組みの為の資料を配付し、
電話での説を行い、周知の徹底
に努めた結果、幅広く認知され
た。

－ 294,000

利子助成制度を周知した結果、
宮古島市から15件（交付申請額
67，587円）、久米島町から１件
（交付申請額23，391円）申請が
あった。

宮古島市：15件（交付
申請額67，587円）

275

利子助成制度を周知した結果、宮古島市か
ら15件（交付申請額67，587円）、久米島町
から１件（交付申請額23，391円）申請が
あった。
（H27新規事業で、H27は実績無し）

宮古島市：15件（交付申請額
67，587円）
（H27新規事業で、H27は実績
無し）

H27新規 順調 3-7-エ-3
漁業災害特別
資金利子助成
事業

農林水産
部

水産課

364
新たな時代を見据えた糖業
の高度化事業
（農林水産部）

黒糖向けサトウキビの育種と生産、黒
糖の加工、販売までの一連の技術開発
を行い、売れる黒糖への転換を図る。

順調

波照間島、小浜島、西表島、多
良間島、伊平屋島、伊江島にお
いて、黒糖用サトウキビの現地
選抜試験を実施した。

含蜜糖(黒糖)地域離島
の現地ほ場数：６地域
（波照間島、小浜島、
西表島、多良間島、伊
平屋島、伊江島）

波照間島、多良間島、伊平屋
島、伊江島において、黒糖用サ
トウキビの現地選抜試験を実施
した。

・含蜜糖(黒糖)地域離
島の現地ほ場数：４地
域

79,403
波照間島、多良間島、伊平屋島、
西表島において、黒糖用サトウキビ
の現地選抜試験を実施した。

・含蜜等（黒糖）地域離
島の現地ほ場数：４地域
・波照間島に向け、新品
種として有望な系統：
RK03-3010

78,451
波照間島、小浜島、西表島、多良間島、伊平屋
島、伊江島において、黒糖用サトウキビの現地
選抜試験を実施した。

・含蜜糖(黒糖)地域離島の現地ほ
場を設置
・波照間島に向け、新品種として
有望な系統03-3010を得た。

97 順調 3-7-オ-1

新たな時代を見
据えた糖業の高
度化事業
（農林水産部）

農林水産
部

農林水産
総務課（農
業研究セ
ンター）
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興計画
記載頁

Ｈ28

365
イネヨトウの交信かく乱法に
よる防除技術普及事業
（農林水産部）

さとうきびの安定生産を図るため、イネ
ヨトウに対するフェロモンを活用した低
コストな交信かく乱方法による防除技術
を開発する。

順調

・イネヨトウの交信かく乱法に
よる防除を４地区（粟国村、宮
古島市、石垣市、竹富町（西表
島））において実施した。
・新型フェロモンディスペン
サーの開発に向けた試験研究を
行った。

・４地区（粟国島、宮
古島、石垣島、西表
島）：996 ha
・試験研究を実施し
た。

・イネヨトウの交信かく乱法に
よる防除を４地区（伊江島、北
大東島、石垣島、小浜島）にお
いて実施した。
・新型フェロモンディスペン
サーの開発に向けた試験研究を
行った。

・４地区（伊江島、北
大東島、石垣島、小浜
島）：1,130ha
・試験研究を実施し
た。

144,017
さとうきびの安定生産を図るため、
さとうきびを食害するイネヨトウに対
する交信かく乱技術の普及を行う。

・４地区（伊江島、北大東
島、石垣島、小浜島）に
おいて効果確認調査を
行った（1,130ha）
・試験研究を実施した。

－

・イネヨトウの交信かく乱法による防除を12地区
（伊平屋村、伊是名村、南大東村、多良間村等）
において実施した。
・低コスト交信かく乱技術の検討及び新型フェロ
モンディスペンサーの開発に向けた試験研究を
実施した。

・16地区（6,486 ha）
・試験研究を実施した。

97 順調
　

3-7-ｵｰ1

イネヨトウの交
信かく乱法によ
る防除技術普及
事業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

366
肉用牛生産拡大沖縄型牧
草品種作出総合事業
（農林水産部）

本県の気象環境に適応した沖縄型新
品種を開発し、自給飼料の増産により、
低コスト肉用牛生産の拡大を図る。

順調

・収量性、品質、採種性に優れ
る有望系統の選抜
・実証規模での新導入品種の収
量性、品質の評価
・品種候補系統の種子増殖試験

・収量性、品質、採種
性に優れる有望系統の
選抜（20系統）
・実証規模での新導入
品種の収量性、品質の
評価（3地域：今帰仁
村1件、宮古島市1件、
石垣市1件）
・品種候補系統の種子
増殖試験（2地域：石
垣市1件、タイ国1件）

交配集団から2次選抜を終え、干
ばつ耐性を有し、草勢に優れる
10系統を計画どおり選抜した。
また、実証規模での新導入草種
の収量性、品質を評価し、奨励
草種としての可能性を見出し
た。新品種候補系統の育種家種
子を増殖した。

収量性、品質、採種性
に優れる有望系統の選
抜（20系統）
　実証規模での新導入
品種の収量性、品質の
評価（3地域）
　品種候補系統の種子
増殖試験（2地域）

27,385

・交配集団から干ばつ耐性を有し、
草勢・採種性に優れる系統の選抜
・県内3地域における実証規模での
新導入草種の収量性、品質の評価
・新品種候補系統の育種家種子の
増殖

・収容性、品質、採種性
に優れる有望系統の選
抜（2系統）
・実証規模での新導入
草種の収量性、品質の
評価を実施した（3地域）
・新導入品種の県奨励
品種への登録（2品種）

21,082

・交配集団から干ばつ耐性を有し、草勢・採種性
に優れる系統の選抜
・県内3地域における実証規模での新導入草種
の収量性、品質の評価
・新品種候補系統の育種家種子を増殖

・収量性、品質、採種性に優れる
有望系統の選抜（2系統）
・実証規模での新導入草種の収
量性、品質の評価を3地域で実施
した（3地域）、新導入品種の県奨
励品種への登録（2品種）
・構築した暖地型牧草の種子増
殖システムを活用し、沖縄育成系
統の試験用種子60㎏を生産

97
やや遅

れ
3-7-オ-1

新草種・品種の
導入

農林水産
部

農林水産
総務課（畜
産研究セ
ンター）

367
県産魚介類の安定供給に
向けた生産性高度化事業
（農林水産部）

ヤイトハタ・シャコガイとも生産率が低い
ことから、要因改善のための養殖技術
の開発や現場実証試験を行い、県産魚
介類の生産性高度化を図る。

完了

ヤイトハタとヒレジャコの低歩
留まり(生残率）を改善する飼育
技術を開発する為に必要な試験
(ヤイトハタ3件、ヒレジャコ1
件）を行った。

試験課題4件の実施 － － － － － －
ヤイトハタ海面養殖およびヒレジャコ陸上養殖技
術の開発

試験課題を行った 97 － 3-7-オ-1

県産魚介類の
安定供給に向け
た生産性高度化
事業

農林水産
部

農林水産
総務課(水
産海洋技
術センター
石垣支所）

367-2
マグロ・カジキ類漁場開発
事業
（農林水産部）

効果的な操業を実現するため、漁業支
援システムの構築に向けた研究開発を
行う。

大幅遅
れ

漁業支援システム開発の参考に
するため、他県の先進事例を聞
き取り調査した。また、漁場環
境条件の把握のため漁業調査船
「図南丸」による海洋観測を実
施した。回遊経路の把握のため
標識放流調査を実施した。

標識放流数10個体

漁業支援システム開発業務を委
託した。また、漁場環境条件の
把握のため漁業調査船「図南
丸」による海洋観測を実施し
た。回遊経路の把握のため標識
放流調査を実施した。

標識放流数１０個体 49,669

漁業支援システム開発業務を委託
した。また、漁業環境条件の把握の
ため漁業調査船「図南丸」による海
洋観測を実施した。回遊経路の把
握のため標識放流調査を実施し
た。

標識放流数１０個体 26,369

漁業支援システム開発の参考にするため、他県
の先進事例を聞き取り調査した。また、漁場環境
条件の把握のため漁業調査船「図南丸」による
海洋観測を実施した。回遊経路の把握のため標
識放流調査を実施した。

標識放流数１０個体 H26新規
大幅遅

れ
3-7-オ-1

マグロ・カジキ類
漁場開発事業

農林水産
部

農林水産
総務課(水
産海洋技

術セン
ター）

367-3
おきなわ産ミーバイ養殖
推進事業
（農林水産部）

養殖ハタ類の持続可能な発展を見据
えた生産体制の強化と産業振興を図
るため、以下の試験研究等を実施す
る。
・新規養殖対象ハタ類の産卵誘発技
術開発
・養殖用餌料のコスト削減に向けた
適正給餌技術の開発

やや遅
れ

－ －
旧水槽の撤去と新水槽の設計
自発給餌システムと飼料の研究

撤去工事と実施設計の
完了1件、研究実績報
告2件

38,508
新水槽建築工事の入札と発注
自発給餌システムと飼料の研究

建築工事の発注1件
研究実績報告2件

310,128

・ハタ類（タマカイ）の産卵誘発技術開発
は、旧水槽の撤去工事を完了し、新水槽建
築工事の発注を行った。
・飼料コスト削減に向けた技術開発では、
自発給餌システムや安価な県産原料を用い
た飼料の開発に向けて研究を行い、養殖用
飼料のコスト削減に向けた適正給餌技術に
ついて、4件の研究実績を取り纏めた。

旧水槽撤去工事の完了1件
新水槽建築工事の発注1件
研究実績報4件

H27新規
やや遅

れ
3-5-ウ-2
3-7-オ-1

おきなわ産
ミーバイ養殖
推進事業

農林水産
部

農林水産
総務課(水
産海洋技
術セン
ター）

367-4
養殖ハタ類に対する水産
用医薬品効能追加事業
（農林水産部）

養殖ハタ類に寄生する単生類対策に
有効な水産用医薬品の決定、事項変
更承認申請(効能追加)に必要な試験
計画策定および有効な治験データや
知見収集を行い水産用医薬品利用を
可能とし、養殖ハタ類への効果的な
飼育管理方法の一つとして安定生産
へ資する。

大幅遅
れ

－ － － － －

平成28年度に親魚が斃死し、そ
のため種苗生産時期が大幅に遅
れた。また、種苗配布量も少な
かった上、配布後に疾病が発生
して、試験の導入に至らなかっ
た。

－ 37,171

養殖ハタ類に寄生する単生類に有効な水産
用医薬品を県内の養殖ハタに使用可能にす
るため、事項変更承認申請（効能拡大）に
向け、必要な各種試験を実施する。

－ H28新規
大幅遅

れ
2-2-(5)

養殖ハタ類に
対する水産用
医薬品効能追
加事業

農林水産
部

農林水産
総務課(水
産海洋技
術セン
ター）

367-5
クビレオゴノリ養殖適地
に関する技術開発事業
（農林水産部）

クビレオゴノリの養殖適地の探索に
よる海面利用の拡大とモズク養殖と
の複合栽培の可能性の検討のため、
養殖可能時期と場所に関する技術開
発を行う。

順調 － － － － －
養殖可能時期の確認のため、養
殖開始時期を早める養殖試験の
実施

計３回 8,246

・養殖可能時期の確認のため、養殖開始時
期を早める養殖試験を、久米島海域で、9～
1月の期間に計画3回に対して実績3回行っ
た。また、食害対策のため食害ネットの効
果に関する試験も行った。
・本種の初期生長における水温と肥料の関
係を明らかにするため、室内培養試験を
行った。

計３回 H28新規 順調 2-2-(5)

クビレオゴノ
リ養殖適地に
関する技術開
発事業

農林水産
部

農林水産
総務課(水
産海洋技
術セン
ター）

368
海洋深層水研究
（農林水産部）

海洋深層水を利用したクルマエビ種苗
生産技術の高度化や海洋深層水の冷
熱を利用した魚介類の陸上養殖技術、
野菜等の栽培技術の開発などを行う。

順調

・親クルマエビ及びふ化幼生初
期飼育の改良試験
・県産クルマエビの選抜育種
・海洋深層水を利用したアサク
サノリ周年陸上養殖実用化試験
・海洋深層水の冷熱を利用した
ホウレンソウの周年安定生産技
術の高度化に関する研究

・成長等優良形質をも
つエビを選抜し15,200
尾継代飼育した。
・収集したアサクサノ
リ株の味と生長を調
べ、有望株1つを選定
した。
・育苗し定植すること
により、生育障害が回
避されることがわかっ
た。

・クルマエビ生産効率化試験
・県産クルマエビの選抜育種
・海洋深層水を利用したアサク
サノリ周年陸上養殖実用化試験
・海洋深層水の冷熱を利用した
ホウレンソウの周年安定生産技
術の高度化に関する研究

・クルマエビ生産効率
化試験
・県産クルマエビの選
抜育種
・海洋深層水を利用し
たアサクサノリ周年陸
上養殖実用化試験
・海洋深層水の冷熱を
利用したホウレンソウ
の周年安定生産技術の
高度化に関する研究を
実施

83,313

・クルマエビ生産効率化試験
・県産クルマエビの選抜育種
・海洋深層水を利用した有性生殖
法によるサンゴ種苗生産技術の研
究
・トサカノリ等紅藻類の海洋深層水
培養における生長性と藻体品質の
評価
・海洋深層水の冷熱を利用したホ
ウレンソウの周年安定生産技術の
高度化に関する研究

・クルマエビ生産効率化
試験
・県産クルマエビの選抜
育種
・海洋深層水を利用した
有性生殖法によるサン
ゴ種苗生産技術の研究
・トサカノリ等紅藻類の
海洋深層水培養におけ
る生長性と藻体品質の
評価
・海洋深層水の冷熱を利
用したホウレンソウの周
年安定生産技術の高度
化に関する研究

81,725

・クルマエビ生産効率化試験
・県産クルマエビの選抜育種
・海洋深層水を利用したアサクサノリ周年陸上養
殖実用化試験
・海洋深層水を利用した有効生殖法によるサン
ゴ種苗生産技術の研究
・トサカノリ等紅藻類の海洋深層水培養における
生長性と藻体品質の評価
・海洋深層水の冷熱を利用したホウレンソウの
周年安定生産技術の高度化に関する研究

・クルマエビ催熟に効果があると
考えられている脂肪酸類を含むゴ
カイ類代替餌料の探索を行った。
・成長、色柄の良い選抜エビF2の
飼育管理とF3エビの種苗生産を
実施。
・アサクサノリとスサビノリの生長
差、新たな肥料の効果に関する
試験を実施。
・有性生殖法による種苗生産と海
洋深層水のサンゴ種苗育成への
影響を調べた。
・トサカノリの遮光や海水温など
の培養条件による生長性に関す
る試験開始。
・普及を目指したホウレンソウ栽
培の実用化に関する研究開発を
実施。

98 － 該当なし 該当なし
農林水産

部

農林水産
総務課（海
洋深層水
研究所）

369
農業改良普及活動事業
（農林水産部）

農業者に対する農業者育成、調査研究
活動などを行う。

順調

農業・農村地域における農業技
術の専門化、高度化等の課題解
決を図るため、普及指導員及び
農業革新支援専門員による総合
的な指導、調査研究等を行う。

・農業改良普及推進会
議：5回開催
（うち宮古地区１回、八
重山地区１回）
・講習会開催数　958回
(うち宮古地域９０回、八
重山地域１０６回）
・普及指導員の研修の実
施　延べ434名(伊江島４
人、伊是名島４人、伊平
屋島４人、久米島２人、
南大東島３人、北大東島
３人、宮古島６０人、多
良間島２人、石垣島５３
人、与那国島４人）
・栽培技術等調査研究の
実施　79課題
・農業担い手に対する技
術指導及び情報提供等

農業・農村地域における農業技
術の専門化、高度化等の課題解
決を図るため、普及指導員及び
農業革新支援専門員による総合
的な指導、調査研究等を行う。

・農業改良普及推進会
議を1回/地区（北部、
中部、南部、宮古、八
重山）の計5回開催し
た。
・講習会（945回）を
開催した。
・普及指導員の研修の
実施（延べ462名）し
た。
・栽培技術等調査研究
（88課題）を実施し
た。
・その他に農業担い手
に対する技術指導及び
情報提供等を行った。

19,487

・県内5地区にある農業改良普及課
(センター）において農業改良普及
推進会議や各作物に対する講習会
等を積極的に実施し、計画を上回
る回数を実施することにより、地域
の抱える多種多様な課題解決に取
り組むことができた。
・また、当該普及活動を広くPRする
ため普及活動発表会を実施し、マ
スコミを通じ県民にPRすることによ
り、今後の普及活動の資質向上を
促した。

・農業改良普及推進会
議：5回開催
（うち宮古地区１回、八
重山地区１回）
・講習会開催数　896回
(うち宮古地域170回、八
重山地域133回）
・普及指導員の研修の
実施　延べ814名(うち宮
古地域127名、八重山地
域103名）
・栽培技術等調査研究
の実施　88課題（うち宮
古地区12課題、八重山
地区10課題）
・農業担い手に対する技
術指導及び情報提供等

20,695

農業・農村地域における農業技術の専門化、高
度化等の課題解決を図るため、普及指導員及び
農業革新支援専門員による総合的な指導、調査
研究等を行う。

・地区推進会議の開催：２地区×
5回
・普及実践活動発表会の実施：5
回（県全体）

98 順調 3-7-ｵ-2
農業改良普及
活動事業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

370
水産業改良普及事業
（農林水産部）

儲かる漁業を推進するため、沿岸漁業
の直面する米軍訓練水域による漁場の
制約等を解決するための助言を行い、
技術及び知識の普及を通じて、漁船漁
業における新たな漁法技術の普及や養
殖業の合理的かつ効率的な養殖方法
による水産業の発展を図る。さらに、漁
業生産の担い手の育成強化を図るとと
もに、資源管理型漁業の推進に努め
る。

順調
地域漁業の担い手に対し指導助言
活動を行う県内の漁業士の育成と
認定を行った。

青年漁業士３名を認定し
た。

漁業士の育成、少年水産教室及び
漁業就業フェアの開催

離島における漁業士認
定数；０人
漁業士育成（情報提供
等）；１０人

4,432

宮古、八重山から1名ずつ漁業士
が認定された。また、離島を含む県
内全域を対象に、研修会を2回開催
した他、各種協議会や漁業士会の
総会開催も3回行った。また、県内
各地で水産教室の開催支援や、藻
類・魚類養殖、水産物の鮮度保持
技術など、多様な分野で普及指導
を実施した。

離島漁業士認定2名
研修会開催2回
各種総会開催3回
水産教室開催5回

4,361
漁業士の育成、少年水産教室及び漁業就業フェ
アの開催

青年漁業士のべ８名を認定した。 98 順調 3-7-エ-1
水産業改良普
及事業

農林水産
部

水産課
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実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

371
林業普及指導事業
（農林水産部）

林業者に対する技術・知識の普及、
指導、後継者の育成を図る。

順調

林業関係者を対象に育苗、収穫
伐採技術等の研修会を開催し
た。また児童・生徒を対象とし
た木育学習会も実施した。

座間味島1回、宮古島1
回、 　石垣島1回、与
那国島2回

・森林組合等には、造林、治山
等に要する苗木の育苗指導、県
産木材利用に関する施業技術の
指導等を行った。
・また、森林組合職員及び市町
村の林務担当職員等を対象とし
た森林・林業に関する施策、技
術についての研修会を８回開催
した。
・その他、本庁、出先事務所の
普及指導員が、小中学生を対象
とした木育学習会等を５回実施
した。

13回 6,044

 ・林組合等林業従事者に対し、
施業技術等の指導を重点的に実
施するとともに、森林組合職員
及び市町村の担当職員等を対象
に森林・林業に関する施策等に
ついて講習を25回（林業教室を
含む）開催した。
・また、県民に森林、林業につ
いての理解を醸成するため、山
の日にイベントを開催した他、
県産きのこPRのためパネル展示
や県産きのこフェアを実施し
た。
・研修会としては小学生、中学
生を対象とした木育講座（出前
講座）を15回実施した。

25回
（宮古島市２回
石垣市10回）

5,286
林業関係者を対象に森林施業に関する知
識、技術の研修会と児童・生徒を対象に木
育学習会を実施した。

計33回 98 順調 3-7-オ-2
林業普及指導
事業

農林水産
部

森林管理
課

372
農業基盤整備促進事業
(農林水産部)

亜熱帯性等を活かした特色ある農林
水産業の振興を図るため、亜熱帯・
島しょ性の地域特性に適合する農業
生産基盤の整備を推進する。

順調

伊平屋村他10市町村(18地区)に
おいて、かんがい施設や農業用
用排水路の整備、農作業道の舗
装等を実施した。

整備地区数：18地区
伊平屋島、伊江島、久
米島、渡名喜島、南大
東島、北大東島、宮古
島、石垣島、西表島、
小浜島、波照間島、与
那国島

伊平屋村他8市町村(14地区)にお
いて、かんがい施設や農業用用
排水路の整備、農作業道の舗装
等を実施した。

整備地区数：14地区
伊平屋島、伊江島、久
米島、南大東島、北大
東島、宮古島、石垣
島、西表島、小浜島、
波照間島、与那国島

1,049,037
(256,137)

伊平屋地区（伊平屋村）他10地
区において、かんがい施設や農
業用用排水路の整備、農道の舗
装整備に対する補助を行った。

整備地区数：11地区
伊平屋島、久米島、南
大東島、北大東島、座
間味島、宮古島、石垣
島、西表島、小浜島、
波照間島、与那国島

861,930
(71,730)

伊平屋村他12市町村において、かんがい施
設や農業用用排水路の整備、農作業道の舗
装等を実施した。

整備地区数：29地区
伊平屋島、伊江島、久米島、
渡嘉敷島、渡名喜島、南大東
島、北大東島、座間味島、宮
古島、多良間村、石垣島、西
表島、小浜島、波照間島、与
那国島

99 順調
3-7-カ-1
3-12-イ-2

農業基盤整備
促進事業

農林水産
部

農地農村
整備課

373
造林事業
（農林水産部）

森林の造成及び適正な保育管理を行
う。

順調
造林等を実施し、森林基盤整備
の向上を図った。

 人工造林及び樹下植
栽：18.66ha
（伊江島0.5ha、伊平
屋島0.8ha、
渡嘉敷島1.78ha、座間
味島2.4ha、
南大東島0.25ha、宮古
島7.89ha、
石垣島4.64ha、与那国
島0.4ha）

・造林等を実施し、森林基盤整
備の向上を図った。

人工造林及び樹下植
栽：14.82ha
（伊江島1.30ha、伊平
屋島0.75ha、渡嘉敷島
1.97ha、座間味島
1.00ha、南大東島
0.15ha、宮古島
7.66ha、石垣島
1.59ha、与那国島
0.40ha）

140,220
造林等を実施し、森林基盤整備
の向上を図った。

人工造林及び樹下植
栽：17.06ha
（伊平屋島0.80ha、渡
嘉敷島1.72ha、座間味
島1.00ha、北大東島
0.21ha、宮古島
8.84ha、石垣島
4.09ha、与那国島
0.40ha）

167441
(3,846)

造林等を実施し、森林基盤整備の向上を
図った。

91ha
（伊江島2.8ha、伊平屋島
2.35ha、渡嘉敷島8.19ha、座
間味島5.91ha、北大東島
0.21ha、南大東島0.75ha、宮
古島51.93ha、石垣島17.2ha、
与那国島2.0ha）

99 順調 3-12-イ-2 造林事業
農林水産

部
森林管理

課

374
畜産担い手育成総合整備
事業
（農林水産部）

低未利用地を活用し、草地造成や牛舎
等の整備を行い、畜産担い手農家への
経営支援を行う。

順調

地域ぐるみで飼料生産基盤に立
脚した担い手の育成を図るた
め、草地造成などの飼料生産基
盤の整備と牛舎等の農業用施設
の整備を一体的に実施した。

石垣島：草地17.7ha
宮古島：草地0.8ha牛
舎1棟、堆肥舎１棟、
牧草収穫機械1式
多良間島：草地5.8ha

八重山および久米島において草
地造成、造成改良、牛舎及び堆
肥舎等の整備、測量試験を行っ
た。また関係機関と新規参加者
の事業参加に向け調整を行っ
た。

・久米島地区
　　牛舎１棟
　　乾草庫１棟
　　堆肥舎１棟
・八重山地区
　　草地造成26.5ha
　　牧柵設置6,175ｍ
　　牧草収穫機械一式
　　（トラクター等）

404,267
（167,606）

八重山および久米島において、地域ぐる
みで飼料生産基盤に立脚した担い手の
育成を図るため、牛舎等の農業用施設
の整備を一体的に実施した。

八重山地区
　　 牛舎　1,158㎡
     堆肥舎　204㎡

326706
（112,215）

・草地造成改良
・牛舎整備
・農具庫建設
・堆肥舎建設

・H24年度
①草地造成改良：7ha（伊江島、宮古
島、多良間島）
②牛舎整備：1,570㎡（宮古島、多良間
島）
③堆肥舎整備：623㎡（伊平屋島、宮
古島、多良間島）
・H25年度
①草地造成改良：5.22ha（伊平屋島、
伊江島、多良間島）
②牛舎整備：1180㎡（多良間島）
④農具庫建設：140㎡（伊平屋島）
③堆肥舎整備：176㎡（伊平屋島）
・H26年度
①草地造成　２１ha
②牛舎　1棟、堆肥舎１棟
③牧草収穫機械　1式
H27年度
①草地造成　26.5ha
②牛舎　１棟、乾草庫１棟、堆肥舎１棟
③牧草収穫機械一式、牧柵設置
Ｈ28年度
①牛舎整備　1158㎡
②堆肥舎整備　204㎡

99
やや遅

れ
3-12-イ-2 該当なし

農林水産
部

畜産課

375
水産生産基盤整備事業
（農林水産部）

水産物生産拠点漁港において、就労環
境及び生産性の向上を図るための防
波堤、岸壁、浮桟橋等漁港施設の整備

順調

南大東漁港、荷川取漁港、津堅
漁港において、泊地掘削、浮き
桟橋及び船揚場（防暑施設）等
を整備した。

３地区（宮古島市、う
るま市、北大東村、南
大東村）

※南大東漁港は、北大
東村及び南大東村に位
置する。

南大東漁港、荷川取漁港、登野
城漁港において、泊地掘削、浮
桟橋、物揚場の耐震整備等を実
施したほか、渡名喜漁港、池間
漁港、阿嘉漁港において、調査
設計を行った。

６地区（宮古島、石
垣、阿嘉島、渡名喜
島、南大東島、北大東
島）

3,253,426
(1,029,318)

水産物の生産拠点となる漁港（南
大東、渡名喜漁港、荷川取漁港、
阿嘉漁港、池間漁港、登野城漁港）
において、漁港施設を整備した。

６地区（南大東、渡名
喜、荷川取、阿嘉、池
間、登野城）

3,359,079

・南大東漁港、佐良浜漁港、津堅漁港、荷川取
漁港、登野城漁港において、泊地掘削、岸壁及
び船揚場等の漁港施設の整備を実施した。
・また、渡名喜漁港、阿嘉漁港、池間漁港におい
て、漁港施設の設計業務を行い、平成２８年度
から整備に着手する。

延べ８地区
（南大東漁港、佐良浜漁港、津堅
漁港、荷川取漁港、渡名喜漁港、
阿嘉漁港、池間漁港、登野城漁
港）

99 順調 3-12-イ-2

亜熱帯･島しょ性
に適合した農林
水産業の基盤
整備

農林水産
部

漁港漁場
課

376
水産物供給基盤機能保全・
機能強化事業
（農林水産部）

老朽化した漁港施設の機能保全や耐
震化及び近年の高潮、波高の増大等
に対応した漁港施設機能強化等の整
備

順調

機能保全計画に基づき、岸壁な
どの保全工事を６地区（沖縄南
部地区、沖縄宮古地区ほか）で
実施した。

4地区（阿嘉島１件、
久米島１件、池間島１
件、石垣島１件、与那
国島１件）

機能保全計画に基づき、岸壁等
の保全工事を７地区（沖縄南部
地区、沖縄宮古地区ほか）で実
施した。

７地区（阿嘉島１件、
久米島２件、宮古島３
件、石垣島１件、小浜
島１件、波照間島１
件、与那国島１件）

1,483,631
(501,339)

機能保全計画の策定を2地区及び
機能保全計画に基づき、岸壁等の
保全工事を6地区（沖縄南部地区
ほか5地区）で実施した。

8地区（阿嘉島1件、久米
島3件、宮古島1件、波照
間島1件、与那国島1件、
渡名喜島1件)

744,666

老朽化診断等による機能保全計画を策定、
及び機能保全計画に基づく保全工事を実施し
た。
また、定期船が就航する岸壁の耐震化を図っ
た。

機能診断及び機能保全計画策定
10地区
機能保全工事5地区
耐震化工事2地区

99 順調 2-4-イ-3

亜熱帯・島しょ
性に適合した農
林水産業の基
盤整備

農林水産
部

漁港漁場
課

377
漁村地域整備交付金
（農林水産部）

漁港施設と漁業集落環境・防災施設等
の総合的な漁村地域の整備

順調
渡名喜村、久米島町、伊平屋村
などにおいて、漁港施設や漁村
の生活環境の整備を行った。

７地区（渡名喜島、宮
古島2地区、久米島、
伊江島、石垣島、伊平
屋島）

渡名喜村、伊江村、伊平屋村等
において、漁港施設（防波堤
等）や漁村の生活環境向上のた
めの施設整備（休憩所等）を
行った。

６地区（渡名喜島、久
米島、宮古島、伊江
島、石垣島、伊平屋
島）

874,375
（229,994）

宮古島市、伊江村、伊平屋村等に
おいて、漁港施設（防波堤等）や漁
村の生活環境向上のための施設
整備（休憩所等）を行った。

5地区（伊平屋村、伊江
村、南城市（久高島）、宮
古島市、石垣市）

667,240
（112,740）

渡名喜村、伊江村、久米島町等において、防波
堤、波除提、防暑施設、沈設魚礁、多目的広
場、休憩所、防犯灯等の整備を行い、就労環境
や集落環境、漁港内環境などの改善を図った。

11地区 99 順調 3-12-イ-2

亜熱帯・島しょ
性に適合した農
林水産業の基
盤整備

農林水産
部

漁港漁場
課

378
水産環境整備事業
（農林水産部）

耐用年数の経過した浮魚礁の更新整
備及び必要に応じた新規整備

大幅遅
れ

中層型浮魚礁を3地区で12基整備
した。（宮古北、宮古南、与那国Ⅱ）
中層型浮魚礁を1地区で3基更新整
備した。（与那国）

4地区
市町村営事業で久米島地区に中層
型浮魚礁4基を整備した。

１地区
96,012
(48,644)

1地区で中層型浮魚礁新設のため
の工事を発注した。

0地区 217,348

平成24年度から27年度までに、浮沈式表層型浮
魚礁を5地区で5基整備した。
中層型浮魚礁を3地区で12基更新整備した。
中層型浮魚礁を2地区で6基更新更新整備した。
市町村営事業で久米島3地区に中層型浮魚礁
10基を整備した。

13地区 99
大幅遅

れ
3-7-カ-3

亜熱帯・島しょ
性に適合した農
林水産業の基
盤整備

農林水産
部

漁港漁場
課

379
かんがい排水事業
（農林水産部）

安定的な畑地かんがい用水を確保
し、畑作物の高位安定、高収益作物
の生産拡大などを行うことにより、
農業生産性の向上、農業の近代化及
び農業経営の安定を図る。

順調
農業用水源及びかんがい施設の整
備を実施

整備地区数：40地区
伊江島・伊平屋島・久米
島・南大東島・北大東
島・宮古島・波照間島・
津堅島・西表島

農業用水源及びかんがい施設の整
備を実施

整備地区数：43地区
伊江島・伊平屋島・久米
島・南大東島・北大東
島・石垣市・宮古島・波
照間島・津堅島・西表島

7,145,333
(1,627,980)

伊江東部地区（伊江村）他31地
区にてかんがい施設を整備し
た。

整備地区数：32地区
伊江島・伊平屋島・久
米島・南大東島・北大
東島・石垣市・宮古
島・津堅島・西表島

7,628,614
（1,590,000

農業用水源及びかんがい施設の整備を実施

整備地区数：116地区
伊江島・伊平屋島・久米島・
南大東島・北大東島・石垣
市・宮古島・波照間島・津堅
島・西表島

99 順調 3-12-イ-2
かんがい排水
事業

農林水産
部

農地農村
整備課

380
県営畑地帯総合整備事業
（農林水産部）

農業用水の安定供給のための水源及
びかんがい施設の整備、農地の整形
や集団化を行い、農業生産性の向上
や高収益作物の導入促進、農作業の
効率化や担い手への農地集積を図る
ことにより、農家経営の安定に資す
る。

順調
区画整理と併せてかんがい施設
の整備を実施

整備地区15地区
(与那国島2地区、宮古
島10地区、石垣島1地
区、多良間島1地区、
南大東島1地区)

区画整理と併せてかんがい施設
の整備を実施

整備地区14地区
(南大東島1地区、多良
間島1地区、与那国島2
地区、宮古島9地区、
石垣島1地区)

1,693,362
（131,281)

区画整理等の整備を実施した。

整備地区15地区
(南大東島1地区、多良
間島1地区、与那国島2
地区、宮古島10地区、
石垣島1地区)

2,091,938
(678,068)

勾配修正、排水路及び農道等のほ場整備と
併せて水源及びかんがい施設を実施

整備地区22地区
(与那国島2地区、宮古島14地
区、石垣島1地区、多良間島1
地区、南大東島2地区、北大東
島2地区)

99 順調 3-12-イ-2
県営畑地帯総
合整備事業

農林水産
部

農地農村
整備課

381
経営体育成基盤整備事業
（農林水産部）

農地の整形と集団化により、農作業
の効率化と担い手への農地集積を促
進し、農家経営の安定を図る。

順調
区画整理と併せてかんがい施設
の整備を実施

整備地区3地区
(伊平屋島1地区、石垣
島1地区、与那国島1地
区)

区画整理と併せてかんがい施設
の整備を実施

整備地区3地区
(伊平屋島1地区、石垣
島1地区、与那国島1地
区)

428,294
(86,461)

区画整理等の整備を実施した。

整備地区3地区
(伊平屋島1地区、石垣
島1地区、西表島1地
区)

356,810
(116,288)

勾配修正、排水路及び農道等のほ場整備を
実施

整備地区3地区
(伊平屋島1地区、石垣島1地
区、与那国島1地区)

99 順調 3-7-エ-2
経営体育成基
盤整備事業

農林水産
部

農地農村
整備課
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382
農地保全整備事業
（農林水産部）

排水施設及び防風施設等の整備を行
い、豪雨及び台風等から農用地及び
農作物を守ることにより、優良農地
の保全と農業生産性の向上や農業経
営の安定が図られる。

順調
農地を対象とした排水施設、水
兼農道、ほ場整備、防風施設の
整備を実施した。

離島9市町村の29地区
で事業実施

農地を対象とした排水施設、水
兼農道、ほ場整備、防風施設の
整備を実施した。

離島9市町村の30地区
で事業実施

1,345,818
(378,756)

防風施設整備や石礫除去、ほ場
整備等を実施した。

整備地区：県営13地
区、団体営15地区
伊平屋村、伊是名村、
伊江村、南大東村、宮
古島市、多良間村、石
垣市、竹富町

1,004,222
(167,073)

農地を対象とした排水施設、水兼農道、ほ
場整備、防風施設の整備を実施した。

離島10市町村の44地区で事業
実施

99 順調 3-12-イ-2
農地保全整備
事業

農林水産
部

農地農村
整備課

383
農山漁村活性化プロジェ
クト支援交付金
（農林水産部）

地域特性に応じた区画整理・畑地か
んがい施設等の整備を行うことによ
り、農業生産の向上、農業の近代化
及び農業経営の安定を図る。

順調

市町村等に対し補助を行い、勾
配修正、排水路及び農道等のほ
場整備と併せて水源及びかんが
い施設を整備した。

整備地区：33地区
（伊是名島：3地区、
南大東島：7地区、宮
古島：8地区、伊良部
島：1地区、多良間
島：4地区、石垣島：9
地区、与那国島：1地
区）

市町村等に対し補助を行い、勾
配修正、排水路及び農道等のほ
場整備と併せて水源及びかんが
い施設を整備した。

整備地区：38地区
（伊江島：1地区、伊
是名島：2地区、南大
東島：9地区、北大東
島:1地区、宮古島:8地
区、伊良部島:1地区、
多良間島：3地区、石
垣島：11地区、与那国
島：2地区)

3,826,245
(1,009,206)

市町村

市町村等に対し補助を行い、勾
配修正、排水路及び農道等のほ
場整備と併せて水源及びかんが
い施設を整備した。

整備地区：31地区
（伊是名島：2地区、
南大東島：6地区、北
大東島：1地区、宮古
島：9地区、多良間
島：2地区、石垣島：
10地区、与那国島：1
地区）

4,354,379
(574,133)

市町村等に対し補助を行い、勾配修正、排
水路及び農道等のほ場整備と併せて水源及
びかんがい施設を整備した。

整備地区(累計)：63地区
（伊江島：1地区、伊是名島：
4地区、南大東島：12地区、北
大東村：3地区、宮古島：19地
区、多良間島：5地区、石垣
島：17地区、与那国島：2地
区）

99 順調 3-12-イ-2
農山漁村活性
化プロジェク
ト支援交付金

農林水産
部

農地農村
整備課

384
漁業再生支援事業
（農林水産部）

　漁場の生産力の向上や漁業者を中心
とした集落の創意工夫を活かした新た
な取組、具体的には、追込網漁業など
の体験漁業や海鮮料理体験などの新
たな観光メニューの開発を行い、都市と
漁村の交流を支援する。

やや遅
れ

平成26年度の活動計画は14市町
村の33集落で、33の集落(うち離
島は20集落）で支援事業を実施
した。

20集落（伊平屋島3
件、伊是名島1件、伊
江島3件、南大東島1
件、渡名喜島1件、宮
古島4件、伊良部島1
件、池間島1件、石垣
島4件、与那国島1件）

平成27年度の活動計画は13市町
村28集落で、28の集落(うち離島
は15集落）で支援事業を実施し
た。

15集落（伊平屋島3
件、伊是名島1件、伊
江島1件、渡名喜島1
件、宮古島1件、伊良
部島1件、池間島1件、
石垣島4件、与那国島2
件）

87,535

・漁場の生産力向上を図るた
め、種苗放流、漁場監視、パヤ
オ設置、サメ駆除、イカ産卵礁
設置を行った。

離島地域15集落で支援
事業を実施した。

11,307
漁場の生産力向上を図るため、種苗放流、漁場
監視、パヤオ設置、サメ駆除、イカ産卵礁設置を
行った。

　離島地域15集落で支援事業を
実施した。

100
やや遅

れ
3-7-キ-1

漁業再生支援
事業

農林水産
部

水産課

385
沖縄県産農林水産物海外
販路拡大支援事業
（農林水産部）

沖縄県産農林水産物について、海外
への販路拡大を図るため、輸出品目
の検討、テストマーケティング及び
商談会等に取り組む。

順調

沖縄県産農林水産物について海
外への販路拡大を図るため、輸
出品目の検討及び海外における
商談会の開催等海外市場におけ
るプロモーション強化を図る。

プロモーション活動（全
県）：８回
商談会・バイヤー招聘商
談会（全県）：３回

沖縄県産農林水産物について海
外への販路拡大を図るため、輸
出品目の検討及び海外における
商談会の開催等海外市場におけ
るプロモーション強化を図る。

プロモーション活動
（全県）：５回
商談会・バイヤー招聘
商談会（全県）：５回

43,128

香港・シンガポールにてテスト
マーケティング等によるプロ
モーション活動及び香港・シン
ガポール・県内にて現地にて海
外バイヤー向けの商談会・見本
市への出展を行った。

プロモーション活動
（全県）：７回
商談会・バイヤー招聘
商談会（全県）：３回

44,715

沖縄県産農林水産物について海外への販路
拡大を図るため、輸出品目の検討及び海外
における商談会の開催等海外市場における
プロモーション強化を図る。

プロモーション(全県)：22回
商談会(全県)：12回

100 順調
3-4-イ-1
3-7-イ-2
3-7-ｷ-2

県産農林水産
物輸出力強化
事業

農林水産
部

流通・加
工推進課

386
6次産業化支援
（農林水産部）

県産農林水産物を活用した加工品の
魅力・付加価値を高めるためマーケ
ティング研修等を実施し、国際的な
評価認証取得を支援する。

順調

・商品開発研修（実践課程）
・国際的評価取得セミナーの開
催
・商談会の開催

加工品開発支援件数
１２件

19件の事業者に対し、沖縄オン
リーワン加工品の開発支援及び
販路開拓支援を行った。

加工品開発支援：19件
（うち、宮古５件、石
垣３件）

61,975

19件の事業者に対し、沖縄オン
リーワン加工品の開発支援及び販
路開拓支援を行った。１件の事業
者に対し、施設整備補助を行った。

加工品開発支援：19件
（うち、宮古３件、石
垣１件）
施設整備補助：１件
（石垣）

76,101

・商品開発研修（基礎課程・実践課程）の
実施
・国際的評価取得セミナーの開催
・商談会の開催

支援件数　82件 92 順調

3-2-オ-1
3-7-イ-3
3-7-キ-1
3-9-ア-3

プレミアム加
工品開発支援
事業

農林水産
部

流通・加
工推進課

387
都市農村交流促進事業（グ
リーン・ツーリズム）
（農林水産部）

多面的機能を有する農山漁村の持つ
魅力を県民に広く紹介し、グリーン・
ツーリズム実践者の支援や、人材育成
を行うことで、都市と農山漁村の交流を
活発にし、農山漁村の活性化を図る。

順調

グリーン・ツーリズム実践者の
安全対策、緊急時対応など基礎
的な知識習得による資質向上及
び交流による品質の平準化を
図った、また継続的な研修会実
施に向け意見交換会を開催し、
研修会の運営の手法についてと
りまとめた。

・離島におけるグリー
ン・ツーリズム研修会
の実施
　3箇所(宮古、石垣、
与那国）

・グリーンツーリズム
実践者育成
　70人(研修会の参加
人数)

・グリーン・ツーリズムネット
ワークあり方検討委員会を3回開
催し、宮古島、石垣島、伊江島
のグリーン・ツーリズム関連団
体のリーダーに委員として参加
して頂いた。
・また「沖縄、ふるさと百選」
では、石垣島の「フナクヤハー
リー」が新たに認定された。

・グリーン・ツーリズ
ムネットワークあり方
検討委員会への参加
(宮古、石垣、伊江）
・「沖縄、ふるさと百
選」の認定と情報発信

3,100

沖縄県内には、農山漁村資源を
活用した約40のグリーン・ツー
リズム関連実践団体があり、情
報を一元化し発信するためにも
県段階のネットワーク化が求め
られており、グリーン・ツーリ
ズムネットワークあり方検討委
員会を3回実施し規約や活動計画
を検討した結果、８団体の参画
により沖縄県グリーン・ツーリ
ズムネットワーク設立に至っ
た。

沖縄県グリーン・ツーリ
ズムネットワーク設立

「沖縄、ふるさと百選」の
認定と情報発信

3,279

離島地域における農山漁村地域の活性化を図
るため、「組織づくり、人づくり、ものづくり」の視
点から各施策を展開し、地域住民による主体的
なグリーンツーリズムの取組を支援した。

グリーン・ツーリズムにおける交
流人口（農家民宿）
　　　　10万6千人(27年）

100 順調
3-12-イ-2
3-12-エ-1

都市農村交流
促進事業（グリ-
ン・ツ-リズム）

農林水産
部

村づくり計
画課

388
新山村振興等対策事業
（農林水産部）

過疎・離島地域等の５法指定地域にお
いて、農山漁村の活性化を図るために
必要な生産基盤整備や地域間交流拠
点整備、地域資源活用企業支援施設
整備などに要する費用に対し支援す
る。

未着手

H26年度は地域活動促進に向けた
意見交換、新規地区導入に向け
た個別ヒアリング、課題調査等
を実施した。

10市町村（伊是名村、
伊平屋村、座間味村、
渡嘉敷村、久米島町、
北大東村、宮古島市、
多良間村、竹富町、与
那国町）

平成26年度までに10市町村が事
業導入しているところである。
平成27年度は事業の実施地区が
なかったが、市町村への事業紹
介を行いながら、要望に応じて
新規地区導入に向けた個別ヒア
リングを実施した。

10市町村（伊是名村、
伊平屋村、座間味村、
渡嘉敷村、久米島町、
北大東村、宮古島市、
多良間村、竹富町、与
那国町）

0

平成24年度までに16市町村が事業
導入しているところである。平成25
年度以降は事業の実施地区がない
が、平成28年度事業導入に向けて
市町村への事業紹介を行った。

10市町村（伊是名村、伊
平屋村、座間味村、渡嘉
敷村、久米島町、北大東
村、宮古島市、多良間
村、竹富町、与那国町）

-

H24年度までに離島では10市町村が事業を導入
している。H25年度以降は離島市町村から新規
要望がなかったため予算執行はなかったが、
H27年度は意見交換、個別ヒアリング、課題調査
等を実施した。

事業導入離島市町村
10市町村（H6～H28）

101 未着手 2-7-イ-1
新山村振興等
対策事業

農林水産
部

村づくり計
画課

389
農林水産業活性化推進拠
点整備事業
（農林水産部）

離島地域における農山漁村の活性化
を図るため、市町村をまたがる交流拠
点となる組織体制を整備し、体験・交流
メニュー等の効率的な運用を図ることで
グリーン・ツーリズムにおける交流人口
を増加させる。

順調

平成25年度に創出された広域交
流拠点体制（離島モデル地域）
が担うべき機能やそのあり方に
ついてワークショップ形式で検
討を重ね、体制整備の合意形成
を図った（地域コーディネー
ターの活動支援等）。

・離島における市町村
をまたがる交流拠点と
なる組織体制の整備
１圏域（北部圏域）
・ークショップを活用
した地域ブランド、コ
ミュニティビジネスの
検討

農山漁村地域における都市農村
交流の需要に対応するため、継
続的かつ計画的な受入が可能な
広域の交流拠点体制の創出、育
成（体制整備）、実証の支援を
行なった。

・離島における市町村
をまたがる交流拠点と
なる組織体制の整備
1圏域
・体験交流プログラム
実践研修とコミュニ
ティビジネスの実証・
検証結果まとめ　１式

10,556

沖縄県内には、農山漁村資源を活
用した約40のグリーン・ツーリズム
関連実践団体があり、情報を一元
化し発信するためにも県段階の
ネットワーク化が求められており、
グリーン・ツーリズムネットワークあ
り方検討委員会を3回実施し規約
や活動計画を検討した結果、８団
体の参画により沖縄県グリーン・
ツーリズムネットワーク設立に至っ
た。

沖縄県グリーン・ツーリ
ズムネットワーク設立

「沖縄、ふるさと百選」の
認定と情報発信

3,279

グリーン・ツーリズムを活用した修学旅行等の大
規模な受け入れに対応するため、受入調整や点
在する地域資源の情報発信不足等の課題を解
決できる環境を整えることを目的に、広域の受け
入れ体制モデルづくりに取り組んだ。

拠点体制の整備：１圏域
いいな３村（伊平屋村、伊是名
村、今帰仁村）

101 順調 3-12-イ-2
農林水産業活
性化推進拠点
整備事業

農林水産
部

村づくり計
画課

390

小規模事業経営支援事業
（経営指導員による専門支
援）
（商工労働部）

各地区に設置されている商工会及び商
工会議所に対し、小規模事業者の経営
の改善発達を支援するための人件費
及び事業費を補助し、小規模事業者の
経営又は技術の改善発達の支援を行
う。

順調

窓口・巡回による相談・指導等、専
門家派遣による課題解決、金融の
斡旋、指導力向上を図ることによ
り、小規模事業者の経営基盤の強
化に努めた。相談・指導件数は計
画値14,900件に対し、実績値13,925
件となった。

・相談・指導件数：13,925
件
・対象離島市町村：12市
町村

窓口・巡回による相談・指導等専門
家派遣による課題解決、金融の斡
旋、指導力向上を図ることにより、
小規模事業者の経営基盤の強化に努
めた。相談・指導件数は計画値
15,120件に対し、実績値14,173件と
なった。

・相談・指導件数：14,173
件
・対象離島市町村：12市
町村

207,527

窓口・巡回による相談・指導等専門
家派遣による課題解決、金融の斡
旋、指導力向上を図ることにより、
小規模事業者の経営基盤の強化
に努めた。相談・指導件数は計画
値15,120件に対し、実績値13,173
件となった。

・相談・指導件数：13,173
件
・対象離島市町村：11市
町村

210,703

事業者への巡回・窓口による相談・指導を実施
し、各種講習会等の開催や専門家を派遣するこ
とで、経営力の向上を図り、必要な融資の斡旋
を行い、経営基盤の強化を図った。

・相談・指導件数：70,273件
・対象離島市町村：12市町村

105 順調 3-8-ア-1
小規模事業経
営支援事業費

商工労働
部

中小企業
支援課

391
小規模事業経営支援事業
（経営力向上支援事業）
（商工労働部）

商工会連合会の実施するスーパーバイ
ザー（広域担当経営指導員）制度や各
種研修制度に対し補助を行い、職員に
対する相談・バックアップ等の体制を整
えることで、各離島に配置されている職
員の専門性を高め、各事業者へのサ
ポート技術の高度化に努める。

順調

高度で多岐にわたる経営課題の解
決のため、事業者の創業・経営革
新に取り組み、職員へのOJT等を
行った。

・離島商工会職員ＯＪＴ
件数　：268件
・対象離島市町村数：
11市町村

高度で多岐にわたる経営課題の解
決のため、事業者の創業・経営革
新に取り組み、職員へのOJT等を
行った。

・離島商工会職員ＯＪＴ
件数　：158件
・対象離島市町村数：
11市町村

2,611

高度で多岐にわたる経営課題の
解決のため、事業者の創業・経
営革新に取り組み、職員へのOJT
等を行った。

・離島商工会職員ＯＪ
Ｔ件数　：118件
・対象離島市町村数：
11市町村

2,611
高度で多岐にわたる経営課題の解決のため、事
業者の創業・経営革新に取り組み、職員への
OJT等を行った。

・離島商工会職員ＯＪＴ件数　：
1,491件
・対象離島市町村数：　11市町村

105 順調 3-8-ア-1
小規模事業経
営支援事業費

商工労働
部

中小企業
支援課

392

小規模事業経営支援事業
（商工会等未設置離島支援
事業）
（商工労働部）

商工会等が未設置の離島においては、
商工会連合会の職員が定期的に講習
会等を開催することで、国・県・商工会
等の施策の普及に努め、事業者の抱え
る悩み等に、商工会連合会が直接相談
を受けることで、事業者の経営又は技
術の改善発達の支援を行う。

順調

相談会・講習会の開催等による課
題解決、金融の斡旋、技術の改善・
発達を図ることにより、事業者の経
営基盤の強化に努めた。

・相談・指導件数　：１８
件
・対象離島市町村数：　３
村

相談会・講習会の開催等による
課題解決、金融の斡旋、技術の
改善・発達を図ることにより、
事業者の経営基盤の強化に努め
た。

・相談・指導件数　：１８
件
・対象離島市町村数：　３
村

143

相談会・講習会の開催等による
課題解決、金融の斡旋、技術の
改善・発達を図ることにより、
事業者の経営基盤の強化に努め
た。

・相談・指導件数　：
１２件
・対象離島市町村数：
２村

143
相談会・講習会の開催等による課題解決、金融
の斡旋、技術の改善・発達を図ることにより、事
業者の経営基盤の強化に努めた。

・相談・指導件数　：９０件
・対象離島市町村数：　３村

105 順調 3-8-ア-1
小規模事業経
営支援事業費

商工労働
部

中小企業
支援課

393

中小企業支援センター事業
（窓口相談・専門家派遣事
業）
（商工労働部）

中小企業者に対するワンストップサー
ビスを提供する事業において、創業者
や中小企業者に対し、移動個別相談を
実施するとともに、ニーズに応じた専門
家派遣を実施する。

順調

窓口相談、専門家派遣事業、情報
提供事業、ネット販売スキル構築事
業、取引情報マッチング支援事業、
離島地域等中小企業支援事業、課
題解決集中支援事業、販路開拓等
フォローアップ支援を行った。

個別相談142件、専門家
派遣：3社8回、県外展示
商談会出展支援：7社

窓口相談、専門家派遣事業、情報
提供事業、ネット販売スキル構築事
業、取引情報マッチング支援事業、
離島地域等中小企業支援事業、課
題解決集中支援事業、販路開拓等
フォローアップ支援を行った。

・個別相談153件
・専門家派遣5件3社
・県外展示相談会出展
支援3社

78,880

・窓口相談
・専門家派遣事業
・販路開拓・取引マッチング等
支援事業（県外展示商談会出展
支援）

・220件
・2社2件
・1件

78,999

窓口相談、専門家派遣事業、情報提供事業、
ネット販売スキル構築事業、取引情報マッチング
支援事業、離島地域等中小企業支援事業、課
題解決集中支援事業、販路開拓等フォローアッ
プ支援を行った。

・個別相談720件
・専門家派遣：18社38回
・県外展示商談会出展支援：20社
・外国出願支援：1社

105 順調
3-8-ア-1
3-8-ア-2
5-5-ウ-1

中小企業支援セ
ンター事業

商工労働
部

中小企業
支援課

394

中小企業支援センター事業
（離島地域等中小企業支援
事業）
（商工労働部）

中小企業者に対するワンストップサー
ビスを提供する事業において、離島地
域等の創業者や中小企業者に対し、
ニーズに応じた専門講師を派遣し、出
前講座を実施する。

順調

伊江村、南大東村、伊平屋村、渡
嘉敷村、久米島町、本部町、竹富
町においてセミナー及び個別相談
会を開催した。

セミナー及び個別相談
会の開催7回

座間味村、渡嘉敷村、伊平屋
村、久米島町、伊江村において
セミナー及び個別相談会を開催
した。

セミナー及び個別相談
会の開催5回

882 セミナー及び個別相談会の開催 5回（平成28年度）
78,999

（うち該当分
917）

県内離島及び北部地域においてセミナー及び個
別相談会を開催した。

セミナー及び個別相談会の開催
28回

105 順調 3-12-エ-1

中小企業総合
支援事業：離島
地域等中小企
業支援業務

商工労働
部

中小企業
支援課
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実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

395
中小企業組織化指導事業
（商工労働部）

規模の過小性、資金調達力や情報収
集力の弱さなど中小企業者が直面する
経営上困難な問題解決のための指導
を行うことで、中小企業の組織化を図
り、中小企業組合の育成や支援の促進
を行う。

順調

中小企業組合の設立運営指導を通
じ、中小企業者の経営基盤強化を
促進した。離島地域での設立認可
無し。

０件

中小企業組合の設立運営指導を
通じ、中小企業者の経営基盤強
化を促進した。宮古地区におい
て１件の新規組合設立を行っ
た。

１件 107,442

中小企業組合の設立運営指導を
通じ、中小企業者の経営基盤強
化を促進した。離島地域での設
立認可無し。

0件 107,612

中小企業組合の設立運営指導を通じ、中小企
業者の経営基盤強化を促進した。八重山地区に
おいて２件、宮古地区において１件の新規組合
設立を行った。

３件 105
やや遅

れ
3-8-ア-1

中小企業組織
化指導事業

商工労働
部

中小企業
支援課

396
沖縄雇用・経営基盤強化事
業
（商工労働部）

本県における厳しい雇用環境に鑑み、
一定の事業規模を有する者の経営基
盤を強化し、廃業率を低下させ、沖縄
県の雇用環境の改善を図る。

大幅遅
れ

商工会等の経営指導員による、金
融及び信用保証に関する相談・指
導等のほか、税務・経理、経営の合
理化等、経営強化に係る相談・指
導等、施策普及を行った。

・相談・指導件数　　 ：
225件
・沖経資金斡旋件数：
15件
・対象離島市町村　 ：12
市町村

商工会等の経営指導員による、金
融及び信用保証に関する相談・指
導等のほか、税務・経理、経営の合
理化等、経営強化に係る相談・指
導等、施策普及を行った。

・相談・指導件数　　 ：
365件
・沖経資金斡旋件数：
17件
・対象離島市町村　 ：12
市町村

880

商工会等の経営指導員による、
金融及び信用保証に関する相
談・指導等のほか、税務・経
理、経営の合理化等、経営強化
に係る相談・指導等、施策普及
を行った。

・相談・指導件数
：75件
・沖経資金斡旋件数：
9件
・対象離島市町村
：11市町村

880

商工会等の経営指導員による、金融及び信用
保証に関する相談・指導等のほか、税務・経理、
経営の合理化等、経営強化に係る相談・指導
等、施策普及を行った。

・相談・指導件数　　 ：1,879件
・沖経資金斡旋件数：　 62件
・対象離島市町村　 ：12市町村

105
大幅遅

れ
3-8-ア-1

沖縄雇用・経営
基盤強化事業

商工労働
部

中小企業
支援課

397
創業力・経営力向上支援事
業
（商工労働部）

創業予定者を対象に研修等を開催し、
創業前から創業後の継続的な支援を
実施することで、新規創業の促進、雇
用機会の創出等を図り、県経済の活性
化を図る。

順調
宮古、八重山地区において創業塾
を２回、経営向上塾を３回開催し
た。

創業塾受講者28名、経
営向上塾受講者87名。
創業カルテ登録者14
名。塾受講による創業６
件、それに伴う新規雇用
１名。

・創業アドバイザー設置（巡
回・窓口指導）
・プレ創業塾の開催２回
・創業塾の開催２回
・経営向上塾の開催４回
・専門家派遣の計画に対し、概
ね計画通り実施。

宮古、八重山地区開催
のプレ創業塾受講者27
名、創業塾受講40名、
経営向上塾受講者70
名。

3,390

宮古、八重山地区において、プ
レ創業塾を２回、創業塾を２
回、経営向上塾を２回開催し
た。

宮古及び八重山地区開
催のプレ創業塾受講者
48名、創業塾受講41
名、経営向上塾受講者
64名。

5,061
宮古、八重山地区においてプレ創業塾4回、創
業塾10回、経営向上塾17回開催した。

プレ創業塾受講者75名、創業塾
受講者192名、経営向上塾受講
者452名。

105 順調
3-8-ア-1
3-8-ア-2
5-5-ウ-1

創業力・経営力
向上支援事業

商工労働
部

中小企業
支援課

398
経営革新等支援事業
（商工労働部）

経営革新計画策定の指導から計画承
認後のビジネスマッチングにいたるまで
のハンズオン支援を実施し、県内中小
企業の経営革新を支援する。

順調

申請企業に対して、現地に赴き計
画策定の指導・支援を行い、経営
革新を支援した。また、計画期間が
終了していない承認企業対してハ
ンズオン支援の要望を聞き取り調
査し、支援希望を示した企業に対し
てハンズオン支援を実施した。

経営革新計画承認件
数：8社
（離島分）

申請企業に対して、現地に赴き
計画策定の指導・支援を行い、
経営革新を支援した。また、計
画期間が終了していない承認企
業対してハンズオン支援の要望
を聞き取り調査し、支援希望を
示した企業に対してハンズオン
支援を実施した。

経営革新計画承認件
数：２社
（離島分）

22,381

申請企業に対して、現地に赴き
計画策定の指導・支援を行い、
経営革新を支援した。また、計
画期間が終了していない承認企
業対してハンズオン支援の要望
を聞き取り調査し、支援希望を
示した企業に対してハンズオン
支援を実施した。

経営革新計画承認件
数：６社
(離島分)

22,355

申請企業に対して、現地に赴き計画策定の指
導・支援を行い、経営革新を支援した。また、計
画期間が終了していない承認企業対してハンズ
オン支援の要望を聞き取り調査し、支援希望を
示した企業に対してハンズオン支援を実施した。

経営革新計画承認件数：２３社
（離島分）

105 順調 3-8-ア-1
経営革新等支
援事業

商工労働
部

中小企業
支援課

399
ベンチャー成長支援事業
（商工労働部）

沖縄県がこれまで事業化等を支援して
きたベンチャー企業のﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞや
経営ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ、各種支援策の紹介及び
市町村等との連携を図ることで、持続
的にベンチャー企業を支援する体制を
構築し、地域産業の内発型振興を図
る。

完了
市町村等との連携を図りながら経
営アドバイス等のハンズオン支援を
実施

5件
（26年）

－ － － － － －
市町村等との連携を図りながら経営アドバイス
等のハンズオン支援を実施

H24   5件
H25  10件
H26   5件

106 － 3-8-ア-2
ベンチャ-成長
支援事業

商工労働
部

産業政策
課

400
県単融資事業
（商工労働部）

県内に所在する中小企業者及びこれら
が組織する中小企業等協同組合等が
事業資金を必要とする場合に、各種中
小企業向け資金を融資する。

順調

宮古、八重山地区において融資制
度説明会を開催したほか、国との
共催で相談会を開催し、融資制度
の説明や個別相談を実施した。

【融資実績】
○宮古島市：13件、
172,000千円
○石垣市：17件、
154,300千円
○八重山郡：４件、
68,700千円
○宮古郡：１件、20,000
千円

宮古、八重山地区において融資
制度説明会を開催したほか、国
主催の相談会に参加し、融資制
度の説明や個別相談を実施し
た。

【融資実績】
○宮古島市：47件、
721,700千円
○石垣市：41件、
646,900千円
○八重山郡：１件、3,000
千円
○宮古郡：０件、０千円

10,329,405

宮古、八重山地区において融資
制度説明会を開催したほか、国
主催の相談会に参加し、融資制
度の説明や個別相談を実施し
た。

【融資実績】
・宮古島市：43件、
559,600千円
・石垣市：61件、
972,698千円
・八重山郡：3件、
67,000千円
・宮古郡：０件、０千円

11,623,490
宮古、八重山地区において融資制度説明会を開
催したほか、国との共催等で相談会を開催し、
融資制度の説明や個別相談を実施した。

【融資実績】
○宮古島市：106件、1,511,100千
円
○石垣市：162件、2,104,488千円
○八重山郡：14件、211,400千円
○宮古郡：１件、20,000千円

106 順調 3-8-ア-1
県単融資事業
（融資枠）

商工労働
部

中小企業
支援課

401
機械類貸与制度原資貸付
事業
（商工労働部）

中小企業の設備の近代化及び合理化
を推進し、生産性の向上を図るための
機械類貸与制度事業に対して必要な原
資の貸付を行う。

大幅遅
れ

県、公社のHPやパンフレット等を作
成し、制度周知を図っている

貸与企業３企業38,260
千円の貸付（宮古島市、
石垣市）

県、公社のHPやパンフレット等
を作成し、制度周知を図ってい
る

貸与企業２企業56,350
千円の貸付（久米島
町、伊江村）

520,000
県、公社のHPやパンフレット等
を作成し、制度周知を図ってい
る

貸与企業１企業10,260
千円の貸付（石垣市）

230,000
県、公社のHPやパンフレット等を作成し、制度周
知を図っている

【融資実績】
○宮古島市：２企業,15,280千円
○石垣市：２企業,33,240千円
○久米島町：２企業,39,310千円
○伊江村：１企業,29,040千円

106
大幅遅

れ
3-8-ア-1

機械類貸与制
度原資貸付事
業(融資枠)

商工労働
部

中小企業
支援課

402
小規模企業者等設備貸与
資金貸付事業
（商工労働部）

小規模企業者等の創業・経営基盤の
強化を支援するための小規模企業者
等設備貸与事業に対して必要な原資
の貸付を行う。

終了 － － － － － － － － － － 106 － 3-8-ア-1

小規模企業者
等設備貸与資
金貸付事業(融
資枠)

商工労働
部

中小企業
支援課

403
海外展開支援事業
（商工労働部）

海外誘客の促進や路線の増設・新規路
線の拡充並びに観光と連動した県産品
の販路拡大、県内企業の進出支援業
務等を行う目的で海外事務所及び委託
駐在員を設置する。

順調
観光客の誘客・県産品の販路拡
大・企業誘致活動等、海外での県
施策実施における現地支援業務

1,379件
観光客の誘客・県産品の販路拡
大・企業誘致活動等、海外での県
施策実施における現地支援業務

1,835件 240,328

海外事務所を設置している地域
（北京、上海（福州含む）、香
港、台北、シンガポール）を中
心に、国際観光展等の現地イベ
ント出展や航空会社等と連携し
た沖縄PRイベントの実施、
チャーター便の造成や直行便及
び経由便就航への働きかけを実
施するとともに、海外駐在員
（タイ、オーストラリア、北
米、フランス、インドネシア）
を配置し、情報収集、旅行商品
造成支援等を実施した。

1,697件 196,489
観光客の誘客・県産品の販路拡大・企業誘致活
動等、海外での県施策実施における現地支援業
務

（現地支援業務等）
平成24年度　　165件
平成25年度　　247件
平成26年度　1,379件
平成27年度　1,835件
計　　　　　　　3,626件

106 順調
3-4-イ-1
4-1-ア-2

海外展開支援
事業

商工労働
部

アジア経済
戦略課

404
万国津梁産業人材育成事
業
（商工労働部）

経済成長著しいアジアなど海外に展開
する産業人材を育成するため、グロー
バル化に対応したセミナー等の開催に
加え、国内外企業へのＯＪＴ派遣研修
や長期留学などの取組を実施する。

順調
県内企業に対する制度の周知活動
を実施するとともに、産業高度化・
事業革新実施計画を認定した。

認定件数14件（石垣市
５、宮古島市５、粟国村
１、久米島町１、多良間
村１、与那国町１）

県内企業に対する制度の周知活動
を実施するとともに、産業高度化・
事業革新実施計画を認定した。

認定件数11件（石垣市、
宮古島市、久米島町：各
２、北大東村、南大東
村、多良間村、竹富町、
渡嘉敷村：各１）（うち１
件は本島分と兼ねる）

14,710
（本島分含む）

県内企業に対する制度の周知活動
を実施するとともに、離島における
産業高度化・事業革新実施計画13
件を認定した。

認定件数13件（伊江村、
南大東村、北大東村、久
米島町：各１件、宮古島
市３件、石垣市４件、竹
富町２件）

14,593
県内企業に対する制度の周知活動を実施すると
ともに、産業高度化・事業革新措置実施計画を
認定した。

【認定件数】
H24年度：8件
H25年度：6件
H26年度：14件
H27年度：11件(うち1件は本島分
と兼ねる）
H28年度：13件

106 順調
3-9-ア-1
3-9-ア-2

産業イノベー
ション制度の活
用促進

商工労働
部

企業立地
推進課

405
産業イノベーション制度の
活用促進
（商工労働部）

関係機関と連携し、産業イノベーション
制度の周知広報及び事業計画の認定
を行う。

順調

離島地域の中小企業者からの提案
のあった有望プロジェクトを採択し、
ハンズオン支援及び事業費補助等
を行う。

採択PJ数５件

離島地域の中小企業者からの提
案のあった有望プロジェクトを
採択し、ハンズオン支援及び事
業費補助等を行う。

採択PJ数５件 455,802

石垣島にて３件（企業連携：
27,166千円（１件）、課題解
決：9,605千円（２件））、西表
島にて1件（課題解決：4,541千
円）、複数離島にまたがるプロ
ジェクト１件（企業連携：
30,000千円）のプロジェクトを
支援した。※（　）内は決算
額。

採択プロジェクト：５
件
（石垣島３件、西表島
１件、その他１件）

636,822
離島地域等の中小企業者からの提案のあった
有望プロジェクトを採択し、ハンズオン支援及び
事業費補助等を行った。

H24　３件
H25　３件
H26　５件
H27　５件
H28　５件

107 順調
3-8-ア-1
3-9-ア-1

中小企業課題
解決・地域連携
プロジェクト推進
事業

商工労働
部

産業政策
課

406
中小企業課題解決・地域連
携プロジェクト推進事業
（商工労働部）

成長可能性のある県内中小企業や事
業推進力の弱い連携体の有望プロジェ
クトに対し、経営コンサルティング、専門
家派遣及び事業費補助等を行う。

順調

 一括交付金等を活用した様々な類
似の補助事業があるため、平成26
年度は事業の見直し期間とした。
 「観光土産品対策検討委員会」等
で離島を含めた地域の特色ある観
光土産品対策について検討した。

－

・ 一括交付金等を活用した様々
な類似の補助事業があるため、
予算確保なし。
・「中小企業振興会議」等で関
係機関と連携し、中小企業のも
のづくり支援策について検討し
た。

－ －

  一括交付金等を活用した様々な
類似の補助事業があるため、予算
確保なし。
  「中小企業振興会議」等で関係機
関と連携し、中小企業のものづくり
支援策について検討した。

－ －
H24～H25年度は、新製品開発事業計画の公募
を行い、補助を実施した。

新製品開発補助
　H24　6件（うち離島1件）
　H25　5件（うち離島０件）

107 未着手
3-2-オ-1
3-9-ア-1
3-12-ウ-1

地場産業総合
支援事業

商工労働
部

ものづくり
振興課

407
地場産業総合支援事業
（商工労働部）

新商品開発に取り組む事業者の試作
品開発に係る技術指導や市場調査等
に係る経費の一部に対して支援を行
い、新分野進出の円滑化や基盤技術
の高度化を図り、魅力的な商品の創出
による県産品の県外出荷や域内シェア
の拡大等をめざす。

未着手

  一括交付金等を活用した様々な
類似の補助事業があるため、平成
26年度は事業の見直し期間とした。
  「観光土産品対策検討委員会」等
で離島を含めた地域の特色ある観
光土産品対策について検討した。

－

・一括交付金等を活用した様々
な類似の補助事業があるため、
予算確保なし。
・「中小企業振興会議」等で関
係機関と連携し、中小企業のも
のづくり支援策について検討し
た。

－ －

  一括交付金等を活用した様々な
類似の補助事業があるため、予算
確保なし。
  「中小企業振興会議」等で関係機
関と連携し、中小企業のものづくり
支援策について検討した。

－ －
H24～H25年度は、新製品開発事業計画の公募
を行い、補助を実施した。

新製品開発補助
　H24　6件（うち離島1件）
　H25　5件（うち離島０件）

107 未着手
3-2-オ-1
3-9-ア-1
3-12-ウ-1

地場産業総合
支援事業

商工労働
部

ものづくり
振興課

408
県産品拡大展開総合支援
事業
（商工労働部）

県産品の商品特性の浸透を図るため
のプロモーション事業を展開するほか、
県外のニーズに合った商品開発支援や
ビジネスマッチング、マーケティング専
門アドバイザー等を設置し、県内事業
者への指導・助言を行う等、県産品の
販路拡大に向けた総合的な支援を行
う。

順調
離島メーカーについても、バイヤー
招聘による商談会の参加、見本市
への出展等を支援した。

バイヤー招聘：４回
見本市への出展：５回
沖縄フェア：１０回

離島メーカーについても、バイ
ヤー招聘による商談の機会創
出、見本市への出展等の支援の
ほか、沖縄フェアにおいて離島
産品の販売、PRを行った。

バイヤー招聘：８回
見本市への出展：８回
沖縄フェア：10回

151,030

東京で開催されるスーパーマー
ケットトレードショーの出展支
援を行ったほか、全国展開の大
手小売業における北海道から九
州の９エリア約500店舗におい
て、沖縄フェアを９回実施し、
その中で離島商品も販売、展開
した。

バイヤー招聘　22回
見本市出展　20回
沖縄フェア　９回

254,656

離島メーカーについても、バイヤー招聘による商
談会の参加、見本市への出展等を行った。ま
た、新石垣空港の開設に合わせて、石垣島の特
産品についてメディアを招聘し、PRを図った。

バイヤー招聘：15回
見本市への出展：15回
メディア招聘：１回
沖縄フェア：29回

107 順調
3-9-イ-1

3-12-ウ-1

県産品拡大展
開総合支援事
業

商工労働
部

アジア経済
戦略課
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実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

409
ライフスタイルイノベーショ
ン創出推進事業
（商工労働部）

大学等の有望な研究成果を活用した県
内中小企業の高度化及び新事業の創
出を図るため、県内外の大学研究機関
等と県内中小企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ支援及
び産業振興や県民生活の向上に結び
つく産学共同研究開発を支援する。

離島実
施無し

生活環境・介護（健康）・安全安心
など県民生活の向上や産業振興に
結びつく研究開発プロジェクトへの
支援

12件（うち離島分2件）

生活環境・介護及び介護予防・安
全安心など県民生活の向上や産業
振興に結びつく研究開発プロジェク
トへの支援

11件（うち離島分0件） 173,419

生活環境・介護及び介護予防・
安全安心など県民生活の向上や
産業振興に結びつく研究開発プ
ロジェクトへの支援

11件（うち離島分0
件）

186,177
生活環境・介護（健康）・安全安心など県民生活
の向上や産業振興に結びつく研究開発プロジェ
クトへの支援

H24  13件（うち離島分３件）
H25  12件（うち離島分１件）
H26  12件（うち離島分2件）
H27  11件（うち離島分0件）
H28  11件（うち離島分0件）

107 順調
3-5-ウ-1
3-6-ア-3

ライフスタイルイ
ノベ-ション創出
推進事業

商工労働
部

産業政策
課

410
知的所有権センター事業
（商工労働部）

県内における知的財産の普及啓発を
図るため、県内中小企業等に対し、産
業財産権制度の概要説明等セミナーを
実施するとともに、開放特許や未利用
特許を活用した新規事業や技術開発
の促進を図る。

順調

県内中小企業等に対し、産業財産
権制度の概要説明や特許等の出
願に関するセミナー・相談会等を開
催した。

産業財産権セミナーを那
覇市と浦添市で開催し、
合計59名の参加があっ
た。（離島開催なし）

県内中小企業等に対し、産業財
産権制度の概要説明や特許等の
出願に関するセミナー・相談会
等を開催した。

産業財産権セミナーを
那覇市で２回開催し、
合計129名の参加が
あった。（離島開催な
し）

26,555

海外への事業展開を図る県内中
小企業の外国への特許等の出願
に対する補助を１３社に実施し
たほか、知的財産権の活用に積
極的な県内中小企業等に対して
弁理士等の専門家を継続的に派
遣を２社に対して計７回実施
し、企業が抱える知的財産に関
する課題の解決に向けた支援等
を実施した。

外国特許等出願件数
特許５件、商標８件
（うち、離島1件）
知的財産に関する相談
件数
141件

24,325
県内中小企業等に対し、産業財産権制度の概
要説明や特許等の出願に関するセミナー・相談
会等を開催した。

H24　セミナー等21回開催（離島
12回）
H25　セミナー等2回開催（離島2
回）
H26　セミナー等2回開催（離島0
回）
H27  セミナー等2回開催（離島0
回）
H28  セミナー開催0回

107 順調 3-5-ウ-1
知的財産活用
促進支援事業

商工労働
部

産業政策
課

411

県産品ブランド戦略事業沖
縄国際物流ハブ活用推進
事業
（商工労働部）

地域資源等を活用した商品のブランド
確立による産品の販路拡大を図る。

順調

フェア、物産展のプロモーション等
を通して、離島産品を含む県産品
の認知度や理解を深めるとともに、
支援企業の県外展開・海外展開を
促進した。

海外小売店での沖縄
フェア：３件
物産展（国内）：１３回

・海外小売店での沖縄フェア
（食品分野）
　※沖縄国際航空物流ハブ活用
推進事業

・物産展（国内）
　※物産振興対策事業

・３件

・13回

426,030千円

21,134千円

フェア、物産展のプロモーショ
ン等を通して、県産品の認知度
や理解を深めるとともに、支援
企業の海外展開を促進した。

13件 445,964

フェア、物産展のプロモーション等を通して、離
島産品を含む県産品の認知度や理解を深める
とともに、支援企業の県外展開・海外展開を促
進した。

海外小売店での沖縄フェア：６件
物産展（国内）：26回

107 順調
3-9-イ-2

3-12-ウ-1
県産品ブランド
戦略事業

商工労働
部

アジア経済
戦略課

412
県産品のデザイン活用促進
（商工労働部）

県産品の製品開発等におけるデザイン
活用を促進し、県産品の差別化、高付
加価値化を図るため、県内デザイナー
のデザイン力の向上と県内企業に対す
るデザイン活用の普及を図る。

順調

前年度の長袖かりゆしウェアのテ
キスタイルデザインコンペの入賞者
3名に、アパレルデザインの手法研
修及び縫製業者とのマッチング手
法習得研修を実施。入賞デザイン
画からのウェア展開(型おこし、染
色、付属品等)手法の研修(3回）をと
おして、実際に試作品を作り、縫製
業者とのマッチング研修(2回）を実
施した。

県産品のデザイン活用
展示・研修会の開催　５
回（離島における開催
０回）

冠婚葬祭用のかりゆしウェアの
商品開発をとおして、デザイ
ナー、工芸事業者、縫製工場の
マッチング連携を図り、今後の
商品開発におけるデザイン活用
促進に繋げる。

展示会１回
（離島　０回）

2,131

与那国町において、織物事業者を
対象に、工芸布を活用したバッグ等
の小物縫製の前段階に必要なデザ
イン及びパターン設計について、研
修会(講義及び試作品制作）を開催
した。

研修会の開催　１回 634

H24年度はデザイン活用に関する研修会の開
催、企業とデザイナーのマッチング支援及び普
及啓発用パンフレット作成をした。H25～H27年
度にかけては、長袖かりゆしウェアのテキスタイ
ルデザインコンペを開催し、入賞者３名に各種研
修を行った。H28年度は　与那国町において、織
物事業者を対象に、デザイン及びパターン設計
について、研修会(講義及び試作品制作）を開催
した。

事業の実績は次のとおりだが、離
島での実績はなかった。
H24　展示会・研修会の開催　1件
H25　長袖かりゆしウェア用テキス
タイルデザインコンペの開催　１
回
H26　デザイン活用展示・研修会
の開催　５回
H27 　デザイン活用展示・研修会
の開催　５回
H28　 研修会の開催　１回

107 順調
3-2-オ-1
3-9-ア-1

県産品のデザイ
ン活用の促進

商工労働
部

ものづくり
振興課

413
健康食品産業元気復活支
援事業
（商工労働部）

沖縄の健康食品産業の振興に係る新
たなビジネスモデルを構築し、同産業
の活性化を促進させる。

完了

・事業実施主体（委託業者）が公募
を行い、企業が提案するﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞ
ﾙを採択する。
・採択企業に対し専門ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
等によるﾊﾝｽﾞｵﾝ支援を実施しﾋﾞｼﾞﾈ
ｽﾓﾃﾞﾙの精度を上げる。
・商品開発に係る専門家による講
演会、報告会を実施する。

離島からのビジネスモデ
ルの募集を促すため、離
島で事業説明会や個別
相談会を実施するが公
募には至らなかった。

－ － － － － －

　
・事業実施主体（委託業者）が公募を行い、企業
が提案するﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙを採択する。
・採択企業に対し専門ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等によるﾊﾝｽﾞ
ｵﾝ支援を実施しﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの精度を上げる。
・商品開発に係る専門家による講演会、報告会
を実施する。

平成24年度に、離島（八重山）の
企業のビジネスモデルが採択さ
れ、商品開発及び販路拡大につ
いて、専門家によるハンズオン支
援を行った。

107 － －

競争力向上によ
る健康食品産業
の活性化・事業
者の企画能力
の向上、意識改
革の促進・新製
品開発の促進

商工労働
部

ものづくり
振興課

414
離島特産品等マーケティ
ング支援事業
（企画部）

外部専門家による指導を行うこと等
により、離島地域の企業等におい
て、販売戦略を構築し実践できる人
材の育成を支援する。

順調

外部専門家を配置し、個別指導
や遠隔指導、助言を行ったほ
か、専門実践知識の修得や戦略
構築の支援、さらには各地への
出展等、実践力修得の支援や商
品改良、新流通チャネル開拓、
直販手法の構築支援を行った。

16事業者

離島地域で連携した販売戦略の
構築支援の他、外部専門家によ
る個別指導、セミナー開催や商
品改良、各地への出店等による
直販手法の取得を離島事業者３
者以上で構成する地域連携企業
体に対し支援した。

地域連携企業体
３団体

42,931

離島地域で連携した販売戦略の
構築支援の他、外部専門家によ
る個別指導、セミナー開催や商
品改良、各地への出店等による
直販手法の取得を離島事業者３
者以上で構成する地域連携企業
体に対し支援した。

支援件数
18事業者（５団体）

62,449

外部専門家を配置し、個別指導や遠隔指
導、助言を行ったほか、専門実践知識の修
得や戦略構築の支援、さらには各地への出
展等、実践力修得の支援や商品改良、新流
通チャネル開拓、直販手法の構築支援を
行った。

51事業者
３団体

107 順調 3-12-ウ-1
離島特産品等
マーケティン
グ支援事業

企画部
地域・離

島課

415
離島フェア開催支援事業
（企画部）

離島フェア開催実行委員会（18離島
市町村、沖縄県及び沖縄県離島振興
協議会で構成）が開催している離島
フェアの開催経費を支援する。

順調

離島特産品の展示・即売、島々
の伝統芸能の公演、離島市町村
のPRコーナーの設置など、離島
の魅力を発信するほか、流通相
談会を開催し、販路拡大に結び
つけた。

入場者数：　12万
6,816人

・平成27年11月21日から11月23
日の日程で沖縄セルラーパーク
那覇にて離島フェア2015を開催
した。
・離島特産品の展示即売、離島
市町村紹介コーナーの設置、
島々の伝統芸能公演等、離島の
魅力を発信するほか、流通商談
会を開催し、販路拡大の支援を
行った。（総事業費33,517千
円、県負担金21,976千円）

入場者数
14万9,911人

22,129
平成28年11月25日から27日の日
程で、沖縄セルラーパーク那覇
にて離島フェアを開始した。

入場者数　13万1,707
人

21,129

離島特産品の展示・即売、島々の伝統芸能
の公演、離島市町村のPRコーナーの設置な
ど、離島の魅力を発信するほか、流通相談
会を開催し、販路拡大に結びつけた。

69万7,041人 107 順調 3-12-ウ-1
離島フェア開
催支援事業

企画部
地域・離

島課

416
原材料の安定確保
（商工労働部）

安定確保に向けた関係機関や事業組
合等とのネットワークの構築

順調

陶器や漆器の原材料安定確保に
向けた県や工芸事業者等とのネッ
トワークを構築するため、工芸事業
者等へのヒアリングを行った。

離島の組合・事業者に
ついて５件ヒアリングを
行った。

陶器や漆器の原材料安定確保に
向けた県や工芸事業者等との
ネットワークを構築するため、
工芸事業者等へのヒアリングを
行った。

５件
（久米島、宮古島、石
垣島、竹富島、与那国
島）

－

各工芸産地のヒアリングを行い、現
状を的確に把握に努めるとともに、
琉大、OISTとの意見交換から、原
材料安定確保等の諸課題を解決す
るための事業化を図った。

離島の組合・事業者ヒア
リング　２件

－
陶器や漆器の原材料安定確保に向けた県や工
芸事業者等とのネットワークを構築するため、工
芸事業者等へのヒアリングを行った。

各産地組合へのヒアリングを実施
した。
　　H24年度　２件
　　H25年度　２件
　　H26年度　５件
    H27年度　５件
　  H28年度　２件

108 順調
1-5-イ-1
3-9-ア-3
3-12-ウ-1

原材料の安定
確保

商工労働
部

ものづくり
振興課

417
工芸製品新ニーズモデル創
出事業
（商工労働部）

市場ニーズに対応した製品開発 順調

4事業者を採択し、流通やマーケ
ティング、試作品開発、販路開拓等
の支援を行った。ただし、離島の事
業者は含まれていない。

製品開発数：44製品

離島を含め県内全域を対象に5事
業者(織、三線、陶器、金細工、
貝細工）を採択し、流通やマー
ケティング、試作品開発、販路
開拓等の支援を行った。

製品開発数：29製品 9,424

 離島の３事業者を含む７事業者を
採択し、流通やマーケティング、試
作品開発、販路開拓等の支援を
行った。製品開発数は計画値を下
回ったものの、支援対象の工芸事
業者により現代の消費者ニーズに
対応した完成度の高い商品が開発
された。

市場ニーズに対応した
製品開発支援：48製品
(離島事業者14製品）

9,199
採択した事業者に、流通やマーケティング、試作
品開発、販路開拓等の支援を行った。

　製品開発数
　　H24　29件
　　H25　25件
　　H26　44件
　　H27　29件
　  Ｈ28　48件（うち離島事業者14
製品）

108 順調
1-5-イ-2

3-12-ウ-1

工芸製品新ニー
ズモデル創出事
業

商工労働
部

ものづくり
振興課

418
沖縄工芸ふれあい広場事
業
（商工労働部）

本県の工芸品を一堂に会した展示紹介
を行うほか、講演会等を通じて県内工
芸品への理解を深め、日常生活での活
用方法の提案等を行う。

順調

東京銀座にて沖縄の工芸品を一堂
に集めた展示会を開催し、離島４産
地組合（久米島、宮古、石垣、与那
国）が参加した

沖縄工芸ふれあい広場
の開催　１回

東京銀座にて、沖縄の工芸品を
一堂に集めた展示会を開催し、
離島５産地組合（久米島、宮
古、石垣、竹富、与那国）が参
加した。

沖縄工芸ふれあい広場
の開催：１回

3,000

東京銀座にて沖縄の工芸品を一堂
に集めた展示会を開催し、離島５産
地組合参加（久米島、宮古、石垣、
与那国、竹富町）した。平成28年度
は、催事３日間全体としての来場者
数が1,700人となった。

沖縄工芸ふれあい広場
の開催：１回

3,000
東京銀座にて沖縄の工芸品を一堂に会した展
示会を開催。

沖縄工芸ふれあい広場の開催
（各年度につき１回）

108 順調
1-5-イ-1

3-12-ウ-1
沖縄工芸ふれあ
い広場事業

商工労働
部

ものづくり
振興課

419
工芸産業における後継者等
人材の育成
（商工労働部）

従業者の確保及び育成を図るため、各
工芸産地事業協同組合の後継者育成
事業に対して助成を行う。

順調

宮古及び八重山地区の産地組合
の申請に基づき、補助金を交付。
産地組合において後継者育成研修
を実施し、平成26年度は宮古地区2
名、石垣地区3名を育成した。

産地組合への補助及び
後継者の育成
離島2組合（宮古、石垣）
5名（宮古2人、石垣3人
）

宮古及び八重山地区の産地組合
の申請に基づき、補助金を交付
した。産地組合において後継者
育成研修を実施し、平成27年度
は宮古地区1名、石垣地区３名を
育成した。

産地組合への補助及び
後継者の育成
離島２組合（宮古島、
石垣島）
４名（宮古島１人、石
垣島３人）

1,220

県は宮古及び八重山地区の産地
組合の申請に基づき、補助金を交
付した。産地組合において後継者
育成研修を実施した。

支援組合数：２組合 1,255
産地組合の申請に基づき、後継者育成事業に
係る補助金を交付。

石垣及び宮古の２組合に補助金
を交付。合計25人（H24年6名、
H25年6名、H26年5名、H27年4
名、Ｈ28年４名）の後継者が輩出
された。

108 順調
1-5-イ-1
3-12-エ-1
5-5-ｲ-1

後継者等人材
の育成
工芸産業におけ
る後継者等人材
の育成

商工労働
部

ものづくり
振興課

419-2
工芸産地組合高度化促進
事業
（商工労働部）

本県工芸産業の中核を担う工芸産地
組合の経営を高度化し、工芸産業の振
興と魅力ある雇用の場を創出するた
め、工芸産地組合の次世代経営者の
育成を行う。

順調

４産地組合へ経営診断に基づき専
門家派遣などによるハンズオン支
援を実施した。（うち離島1組合）
組合運営のノウハウなどを習得す
るため、セミナーや先進地視察を行
い1期生は21名の高度化研修を実
施（うち離島５名）、2期生は20名（う
ち離島4名）で初期研修として次世
代経営者を育成した。

経営高度化：4産地組合
（うち離島１産地）
次世代経営者育成：１期
生21名（うち離島5名）、2
期生20名（うち離島4名）

・４産地組合へ経営診断に基づ
き専門家派遣などによるハンズ
オン支援を実施した。（うち離
島２組合）
・組合運営のノウハウなどを習
得するため、セミナーや先進地
視察を行いⅡ期生は20名の高度
化研修を実施（うち離島４
名）、Ⅲ期生は18名（うち離島4
名）で初期研修として次世代経
営者を育成した。

経営高度化:４産地組
合（離島：２産地）
次世代経営者育成：Ⅱ
期生20名（離島：４
名）
Ⅲ期生18名（離島：４
名）

25,388

・15産地組合へ経営診断後のフォ
ローアップや経営高度化に向けた
ハンズオン支援を実施した。
製品開発等の販路開拓ハンズオン
支援を実施。
・組合運営のノウハウなどを習得す
るため、セミナーや先進地視察を行
い17名の次世代経営者を育成。

経営高度化　３産地組
合（離島：２産地）
次世代経営者育成
Ⅰ,Ⅱ期生22名（離
島：３名）
　
Ⅲ期生17名（離島：４
名）

19,343

・産地組合へ経営診断に基づき専門家派遣など
によるハンズオン支援を実施した。
・また、組合運営のノウハウなどを習得するた
め、セミナーや先進地視察を行い、次世代経営
者を育成した。

・離島の産地組合に対する経営
高度化支援
　H25：１件　　H26：１件　H27：2
件、H28：２件
・離島の次世代経営者育成
　H25：5名　　H26：4名　H27：4
名、H28：17名

59 順調 1-5-イ-1
工芸産地組合
高度化促進事
業

商工労働
部

ものづくり
振興課
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おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

419-3
工芸・ファッション産業宣伝
普及事業
（商工労働部）

本県工芸品の認知度を向上し需要拡
大を図るため、首都圏に高価格帯を中
心とした県産工芸品の常設展示・販売
拠点を設置するとともに、本県が誇る優
れた伝統工芸の展示・販売、工芸職人
の派遣による製作実演や製作体験等
の宣伝普及を行う。

順調

　 首都圏（東京都中央区）に県産
工芸品専門の常設展示・販売拠点
を設置し、製作実演や製作体験等
をとおして、消費者に直接、本県工
芸品の優れた技術・技法を伝えて
いる。久米島紬、宮古上布、八重山
上布、八重山ミンサー、与那国織等
の商品の展示販売も行った。

常設展示・販売場の設
置　１店舗
製作実演・制作体験等
の実施　4回

首都圏（東京都中央区）にて、
本県の工芸品の常設展示・販売
場を整備し、製作実演・製作体
験等の企画展を実施した。

常設・展示場の設置：
１店舗
製作実演・製作体験等
の実施：６回

56,110

首都圏（東京都中央区）にて、本県
の工芸品の常設展示・販売場を整
備し、製作実演・製作体験等の企
画展を実施した。

常設・展示場の設置：
１店舗
製作実演・体験等の実
施：６回

67,020

本県工芸品の認知度を向上し需要拡大を図るた
め、首都圏に高価格帯を中心とした県産工芸品
の常設展示・販売拠点を設置するとともに、本県
が誇る優れた伝統工芸の展示・販売、工芸職人
の派遣による製作実演や製作体験等の宣伝普
及を行う。

H26年
常設展示・販売場の設置　１店舗
製作実演・制作体験等の実施　4
回

H27年
常設・展示場の設置：１店舗
製作実演・製作体験等の実施：６
回

Ｈ28年
常設・展示場の設置：１店舗

H26新規 順調 1-5-イ-1

工芸・ファッショ
ン産業宣伝普及
事業

商工労働
部

ものづくり
振興課

420 地域商業活性化支援事業
（商工労働部）

中心市街地活性化基本計画の策定支
援や商店街振興組合等が行う環境整
備への補助を行う。

大幅遅
れ

－ － － － －
計画策定の可能性がある市町村
を訪問し、現状を確認した。

７回（宮古島市、石垣
市各１回）

－ － － 109
大幅遅

れ
3-8-イ-1

中心市街地商
業活性化支援
事業

商工労働
部

中小企業
支援課

421
商店街振興組合指導事業
（商工労働部）

商店街の組織強化・活性化を図るた
め、沖縄県商店街振興組合連合会が
行う商店街振興組合の設立・運営等に
関する指導、講習会・研修会等に要す
る経費に対して補助する。

順調
組合設立・運営指導
講習会、研修会等の開催

482回（26年）
６回（26年） ※うち離島２
回

組合設立・運営指導
講習会、研修会等の開催

410回（27年）
６回（27年） ※うち離島２
回

1,409
組合設立・運営指導
講習会、研修会等の開催

337回(28年）
６回(28年）※うち離
島２回

1,409
組合設立・運営指導
講習会、研修会等の開催

1713回（24～28年）
33回（24～28年）※うち離島８回

109 順調 3-8-イ-1
商店街振興組
合指導事業

商工労働
部

中小企業
支援課

422
コミュニティ道路整備事
業
（土木建築部）

商店街等の生活道路において、停車
帯や歩行空間の確保により、地域の
活性化や良好な生活空間の確保を図
る。

やや遅
れ

久米島空港真泊線においてコ
ミュニティ道路を整備

整備箇所数　1箇所
久米島空港真泊線においてコ
ミュニティ道路整備事業を整備

整備箇所数　1箇所 76,000
久米島空港真泊線においてコ
ミュニティ道路整備事業の推進

整備推進箇所数
1箇所

53,544
（22,406）

久米島空港真泊線においてコミュニティ道
路を整備

整備箇所数　1箇所 109
やや遅

れ
3-8-イ-1

コミュニティ
道路整備事業

土木建築
部

道路管理
課

423
情報通信産業振興地域制
度の利活用促進
（商工労働部）

設備投資を行う情報通信関連企業に対
する投資税額控除や地方税の課税免
除などの税制優遇措置

順調
県内情報通信企業を対象とした説
明会の開催等により、制度内容の
周知を図った。

宮古島市及び石垣市に
おいて、合計４事業所の
情報通信産業振興地域
制度活用実績があった。

県内情報通信関連企業を対象と
した説明会の開催等により、制
度内容の周知を図った。

宮古島市及び石垣市に
おいて、計６事業所の
情報通信産業振興地域
制度の活用実績があっ
た。

－
県内情報通信関連企業を対象と
した説明会の開催等により、制
度内容の周知を図った。

宮古島市及び石垣市に
おいて、計６事業所の
情報通信産業振興地域
制度の活用実績があっ
た。

－
県内情報通信関連企業を対象とした説明会の
開催等により、制度内容の周知を図った。

宮古島市及び石垣市において、こ
れまでに合計23事業所の情報通
信産業振興地域制度の活用実績
があった。

110 順調 3-3-ア-1
情報通信産業
振興地域制度

商工労働
部

情報産業
振興課

424
未来のＩＴ人材創出促進事
業（ＩＴジュニア育成事業）
（商工労働部）

県内児童を対象にした情報通信関連技
術の体験講座等を開催することにより、
将来の情報通信関連産業を担う人材を
育成する。

順調

離島（久米島：3件、宮古島：6件、石
垣島：6件）で、児童向けのワーク
ショップ等を15件開催（参加者数
266人）することにより、将来のＩＴ業
界を担う人材（小中学生）のＩＴ業界
への関心を高めた。

児童向けイベント等件数
15件。

離島地域（久米島：２件、宮古
島：８件、石垣島：８件）にお
いて、ロボット教室など児童向
けのワークショップ等を18件開
催（参加者数302人）した。

児童向けイベント件数
18件

39,043

離島地域（宮古島：８件、石垣
島：６件）において、ロボット
教室など児童向けのワーク
ショップ等を14件開催した。

児童向けイベント件数
14件

35,249

離島地域（久米島、宮古島、石垣島）でロボット
教室やクレイアニメ教室などを開催し、将来の情
報通信関連産業を担う小中学生等のＩＴ業界へ
の関心を高めた。

児童向けイベント等件数77件 110 順調

3-3-ウ-1
3-12-エ-1
5-4-ア-2
5-5-ア-2

未来のＩＴ人材創
出促進事業（ＩＴ
ジュニア育成事
業）

商工労働
部

情報産業
振興課

425
未来のＩＴ人材創出促進事
業（ＩＴ広報イベント等）
（商工労働部）

県内情報通信関連産業の活性化や更
なる企業集積及び将来のＩＴ人材供給を
促進する。

順調

情報技術系学科を有する宮古、石
垣の高校によるＩＴ津梁まつり出展
をはじめ、ＩＴ企業社員等による出前
講座、職業人講話などを実施した。

ＩＴ津梁まつりへの出展２
校、出前講座２校、職業
人講話２校。

情報技術系学科を有する離島地
域の高校が「IT津梁まつり」に
出展したほか、離島地域におい
てIT企業の社員等による出前講
座や職業人講話などを実施し
た。

IT津梁まつりへの出展
２校、出前講座２校、
職業人講話３校

39,043

情報技術系学科を有する離島地
域の高校が「IT津梁まつり」に
出展したほか、離島地域におい
てIT企業の社員等による出前講
座や職業人講話などを実施し
た。

IT津梁まつりへの参加
校（宮古島市３校、石
垣市２校）出前講座３
校（宮古島市２校、石
垣市１校）職業人講話
１校（石垣市１校）

35,249

情報技術系学科を有する離島地域の高校が「IT
津梁まつり」に出展したほか、離島地域において
IＴ企業の社員等による出前講座、業務体験講
座、職業人講話などを実施した。

IT津梁まつりへの出展13校、IT企
業訪問３社、出前講座11校、IT企
業業務体験２校、職業人講話５校

110 順調
3-3-ア-1
3-3-イ-1
3-3-ウ-1

未来のＩＴ人材創
出促進事業（ＩＴ
広報イベント）

商工労働
部

情報産業
振興課

426
高度情報通信産業人材育
成
（商工労働部）

情報通信関連産業の振興を担う人材を
育成するため、システム開発業務等を
通した講座を実施し、県内ＩＴエンジニア
の知識・技術の高度化、強化を図る。

離島実
施無し

県内企業の新たなＩＴビジネス開拓・
創出・拡大に向けた高度人材の育
成に取り組んでいる。

離島IT企業の当該講座
活用には至っていない。

県内企業の新たなITビジネスの
開拓、創出、拡大に向けた高度
人材の育成に取り組んでいる。

離島地域のIT関連企業
については、当該講座
の活用には至っていな
い。

129,028
県内企業の新たなITビジネスの
開拓、創出、拡大に向けた高度
人材の育成に取り組んでいる。

本事業における各講座
は離島地域を含め県内
全域で提供できるが、
離島地域のIT関連企業
については、当該講座
の活用には至っていな
い。

137,022
県内企業の新たなＩＴビジネスの開拓、創出、拡
大に向けた高度人材の育成に取り組んでいる。

本事業における各講座は離島地
域を含め県内全域で提供できる
が、離島地域のIT関連企業につ
いては、当該講座の活用には
至っていない。

110 順調
3-3-ウ-1
5-5-ア-2

高度情報通信
産業人材育成

商工労働
部

情報産業
振興課

427
戦略的通信コスト低減化支
援事業
（商工労働部）

県内離島と県外や沖縄本島の情報通
信費（通信コスト）を支援することで、県
外企業の県内立地を促進し、県内情報
通信関連産業の振興や活性化を図ると
ともに、同産業における雇用の拡大を
図る。

やや遅
れ

沖縄～本土間の情報通信費の一
部を支援した。

宮古島市所在の１事業
所が当該事業を活用し
た。

沖縄・本土間の情報通信費の一
部を支援した。

宮古島市において、1
事業所が当該事業を活
用した。

69,037
沖縄・本土間の情報通信費の一
部を支援した。

宮古島市において、１
事業所が当該事業を活
用した。

48,635 沖縄・本土間の情報通信費の一部を支援した。
宮古島市において、１事業所／年
が当該事業を活用した。

110
やや遅

れ
3-3-エ-1

戦略的通信コス
ト低減化事業

商工労働
部

情報産業
振興課

428
建設技術に関する新たな
工法・資材等の開発促進
（土木建築部）

建設産業が培ってきた環境・リサイ
クル分野等の更なる技術力向上への
対応を図る。

完了 － － － － － － － － 428-1～3が該当。 428-1～3が該当。 28 － 3-8-ウ-1 －
土木建築

部
－

428ー
1

建設リサイクル資材認定
制度（ゆいくる）活用事
業
(土木建築部）

産業廃棄物のより一層の循環的利用
の取組を目的としている。
「リサイクル資材評価委員会」を開
催し、ゆいくる材の認定を行う。
技術管理課ＨＰ等で認定資材の状況
を公開し、関係者を対象とした研修
会やパネル展示等で同制度の普及を
図る。

順調

建設リサイクル資材製造業者か
らの申請を受け、各種法令・基
準等に基づき書類審査、工場審
査を実施、「リサイクル資材評
価委員会」を行い、新たに６資
材（内離島分1資材）の認定を
行った。その他、536資材（内離
島分35資材）の工場等での品質
確認を行い、行政関係者対象の
研修や県民環境フェアでのパネ
ル展示等の広報活動を行うな
ど、同制度の普及を図った。

35資材

建設リサイクル資材製造業者か
らの申請を受け、各種法令・基
準等に基づき書類審査、工場審
査を実施、「リサイクル資材評
価委員会」を行い、新たに49資
材（内離島分4資材）の認定を
行った。その他、582資材（内離
島分39資材）の工場等での品質
確認を行い、行政関係者対象の
研修や県民環境フェアでのパネ
ル展示等の広報活動を行うな
ど、同制度の普及を図った。

39資材 10,783千円

建設リサイクル資材製造業者か
らの申請を受け、各種法令・基
準等に基づき書類審査、工場審
査を実施、「リサイクル資材評
価委員会」を行い、新たに5資材
（内離島分0資材）の認定を行っ
た。その他、564資材（内離島分
36資材）の工場等での品質確認
を行い、行政関係者対象の研修
や県民環境フェアでのパネル展
示等の広報活動を行うなど、同
制度の普及を図った。

３６資材 12,350

建設リサイクル資材製造業者からの申請を
受け、各種法令・基準等に基づき書類審
査、工場審査を実施、「リサイクル資材評
価委員会」を行い、平成２４年度は８４資
材（内離島分34資材）、平成２５年度は１
４資材（内離島分４資材）、平成２６年度
は６資材（内離島分1資材）、平成２７年度
は４９資材（内離島分４資材）、平成２８
年度は５資材（内離島分0資材）の新たな認
定を行った。その他、564資材（内離島分36
資材）の工場等での品質確認を行い、行政
関係者対象の研修や県民環境フェアでのパ
ネル展示等の広報活動を行うなど、同制度
の普及を図った

174資材 28 順調 3-8-ｳ-1

建設リサイク
ル資材認定制
度（ゆいく
る）活用事業

土木建築
部

技術・建
設業課

428ー
2

沖縄らしい風景づくり推
進事業
(土木建築部）

沖縄の風景に調和した景観素材及び
技術の研究開発の実施。

順調
沿道景観向上に係る技術研究開
発を実施した。

技術研究開発数　１件
（石垣市：実証試験１
箇所実施）

沿道景観向上に係る技術研究開
発を実施した。

技術研究開発数　１件
（石垣市：実証試験１
箇所実施）

74,364
沿道景観向上に係る技術研究開
発を実施した。

技術研究開発数　１件 58,970

【平成24年度】
景観向上に係る建築技術等技術開発計画を
策定した。
【平成25年度】
景観向上に係る技術開発に係る経費が計上
されなかったため、実施できなかった。
【平成26年度】
沿道景観向上に係る技術研究開発を実施し
た。
【平成27年度】
沿道景観向上に係る技術研究開発を実施し
た。
【平成28年度】
沿道景観向上に係る技術研究開発を実施し
た。

【平成24年度】
計画策定数　１計画
【平成25年度】
技術研究開発数　０件
【平成26年度】
技術研究開発数　１件
【平成27年度】
技術研究開発数　１件
【平成28年度】
技術研究開発数　１件

28 順調 3-8-ｳ-1
沖縄らしい風
景づくり推進
事業

土木建築
部

都市計
画・モノ
レール課



活動概要 活動実績値 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値 予算(千円) 活動概要 活動実績値

実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

428ー
3

蒸暑地域住宅・まちづく
り研究・開発
(土木建築部）

県がＨ２１、Ｈ２２年度で策定した
環境共生住宅（「地球環境の保全」
「周辺環境との親和性」「居住環境
の健康・快適性」が調和した住宅）
の普及、及び研究

離島実
施無し

 建築関係技術者向けの講習会
で、環境共生住宅に係る講演を
行い、説明及び事例紹介等を
行った。

講演会聴講者数：201
人
（宮古島市 3人、
石垣市 1人）

建築関係技術者を対象に沖縄の
伝統的木造住宅や環境共生住宅
及び県の住宅施策の紹介に関す
る講演会を行った。

聴講者数：194人
0人（離島分）

1,990

建築関係技術者向けの講習会
で、環境共生住宅に係る講演を
行い、説明及び事例紹介等を
行った。

聴講者数：200人
0人（離島分）

1,990
建築関係技術者を対象に沖縄の伝統的木造
住宅や環境共生住宅及び県の住宅施策の紹
介に関する講演会を行った。

（H24年度）
聴講者数:143人
（H25年度）
聴講者数:172人
（H26年度）
聴講者数：201人
（H27年度）
聴講者数：194人
（H28年度）
聴講者数：200人

28 順調 3-8-ウ-1
蒸暑地域住
宅・まちづく
り研究・開発

土木建築
部

住宅課

429

建設産業の経営基盤の強
化と新分野・新市場進出
の促進
（土木建築部）

建設業の経営革新への支援や建設産
業人材の育成、建設工事の受注機会
確保のための取組を行う。

完了 － － － － － － － － 429-1～9が該当。 429-1～9が該当。 111 － 3-8-ウ-2 －
土木建築

部
－

429ー
1

建設産業ビジョンの推進
(土木建築部）

「沖縄県建設産業ビジョン」を策
定・推進し、県内建設産業の経営基
盤の強化、新分野・新市場の促進を
目指す。

順調

沖縄県建設産業ビジョン2013お
よびアクションプログラム(後
期)の推進を図るため、検証し
た。

２回

沖縄県建設産業ビジョン2013お
よびアクションプログラム(後
期)の推進を図るため、検証し
た。

４回 12,281千円

沖縄県建設産業ビジョン2013お
よびアクションプログラム(後
期)の推進を図るため、検証を行
うとともに、次期建設産業ビ
ジョン策定に関する検討を行っ
た。

４回 9,751

沖縄県建設産業ビジョン2013およびアク
ションプログラム(後期)の推進を図るた
め、検証を行うとともに、次期建設産業ビ
ジョン策定に関する検討を行った。

12回
（Ｈ25～Ｈ28）

111 順調 3-8-ｳｰ2
建設産業ビ
ジョンの推進

土木建築
部

技術・建
設業課

429ー
2

建設業経営力強化支援事
業
(土木建築部）

厳しい経営環境にある県内建設業者
の経営改善や新分野進出等の取り組
みを総合的に支援するため、窓口相
談や専門家派遣、セミナー開催等に
より各種相談への対応及び情報提供
等を行う。

順調
八重山及び宮古地区において経
営力強化セミナーを実施（各１
回）

八重山地区セミナー参
加者数16人
宮古地区セミナー参加
者数９名

八重山及び宮古地区において経
営力強化セミナーを実施（各１
回）

八重山地区セミナー参
加者数13人
宮古地区セミナー参加
者数14名

9,266千円
八重山及び宮古地区において経
営力強化セミナーを実施（各１
回）

八重山地区セミナー参
加者数９人
宮古地区セミナー参加
者数14名

9,397
八重山及び宮古地区において経営力強化セ
ミナーを実施

八重山地区セミナー参加者数
H24～H28累計　79人
宮古地区セミナー参加者数
H26～H28　37名

111 順調 3-8-ｳ-2
建設業経営力
強化支援事業

土木建築
部

技術・建
設業課

429ー
3

業界等との連携による建
設産業人材育成
(土木建築部）

建設事業に携わる県・市町村および
民間企業の技術職員等を対象とした
研修会等を開催し、良質な社会資本
の整備を担う人材育成を図る。

順調
「災害復旧事業技術講習会」な
どへ、県技術職員を４回（４
種：延べ２０回）派遣した。

４回
「災害復旧事業技術講習会」な
どへ、県技術職員を５回（５
種：延べ２２回）派遣した。

５回 －

　「災害復旧事業実務講習会」
や「CALSシステム操作講習会」
などへ、県技術職員を6回（6
種：延べ19回）派遣した。

６回 －

「災害復旧事業技術講習会」や「品確技術
者講習会」などへ、県技術職員を平成２４
年度は６回、平成２５年度は５回、平成２
６年度は４回、平成２７年度は５回、平成
２８年度は６回派遣した。

26回 111 順調 3-8-ｳ-2
業界等との連
携による建設
産業人材育成

土木建築
部

技術・建
設業課

429ー
4

若手建築士の育成
(土木建築部）

県内の若手建築士の育成を目的に、
県が発注する設計業務を若手建築士
に委託する。

順調

沖縄総合絵運動公園多目的広場
（競技運営棟）の設計業務につ
いて、若手建築士を対象とした
設計競技を行い、25件の応募が
あった。最優秀賞作品について
は、県と実施設計の委託契約を
行った。

1件

奥武山公園体験学習施設の設計
業務について、若手建築士を対
象とした設計競技を行い、25件
の応募があった。最優秀賞作品
については、県と実施設計の委
託契約を行った。

1件 8,000
若手建築士に対し県発注設計業
務を委託

１件 7,836
県内の若手建築士の育成及び建築技術の向
上と発展を図ることを目的に、若手建築士
を対象とした設計競技を行った。

４件 111 順調 3-8-ｳ-2
若手建築士の
育成

土木建築
部

施設建築
課

429ー
5

住宅建築技術者育成事業
（土木建築部）

県における住宅施策の紹介や住宅建
築に関する分野で活動している方を
講師として招いて講習会を実施する
ことにより、県内における住宅建設
技術者を育成する。

離島実
施無し

建築関係技術者を対象に沖縄の
伝統的木造住宅や環境共生住宅
及び県の住宅施策の紹介に関す
る講演会を行った。

聴講者数：201人
（宮古島市 3人、
石垣市 1人）

建築関係技術者を対象に沖縄の
伝統的木造住宅や環境共生住宅
及び県の住宅施策の紹介に関す
る講演会を行った。

聴講者数：194人
0人（離島分）

1,990

建築関係技術者を対象に沖縄の
伝統的木造住宅や環境共生住宅
及び県の住宅施策の紹介に関す
る講演会を行った。

聴講者数：200人
0人（離島分）

1,990
建築関係技術者を対象に沖縄の伝統的木造
住宅や環境共生住宅及び県の住宅施策の紹
介に関する講演会を行った。

（H24年度）
聴講者数:143人
（H25年度）
聴講者数:172人
（H26年度）
聴講者数：201人
（H27年度）
聴講者数：194人
（H28年度）
聴講者数：200人

111 順調 3-8-ウ-2
住宅建築技術
者育成事業

土木建築
部

住宅課

429ー
6

耐震技術者等の育成
(土木建築部）

県内建築物の耐震化率の向上を図る
ため、講習会の開催やＯＪＴの実施
により、高度な構造技術を要する耐
震技術者を育成する。

順調
耐震診断支援、耐震改修等支
援、RC造耐震技術者育成、講演
会等受講者

RC造耐震技術者育成22
名、講演会等受講者
753名

－ － －

・耐震に関する相談に対応し
た。
・簡易診断技術者育成のための
講習会の実施した。

相談窓口利用　3件
講習会の実施　2回

16,100
耐震診断支援、耐震改修等支援、RC造耐震
技術者育成、講演会等受講者

RC造耐震技術者育成145名（う
ち離島29名）、講演会等受講
者2,195名

111 順調 3-8-ウ-2
耐震技術者等
の育成

土木建築
部

建築指導
課

429ー
7

蒸暑地域における住宅建
設技術に関する人材育成
（蒸暑地域住宅・まちづ
くり研究・開発）
(土木建築部）

県がＨ２１、Ｈ２２年度で策定した
環境共生住宅（「地球環境の保全」
「周辺環境との親和性」「居住環境
の健康・快適性」が調和した住宅）
の普及、及び研究

離島実
施無し

建築関係技術者向けの講習会
で、環境共生住宅に係る講演を
行い、説明及び事例紹介等を
行った。

講演会聴講者数：201
人
（宮古島市 3人、
石垣市 1人）

建築関係技術者を対象に沖縄の
伝統的木造住宅や環境共生住宅
及び県の住宅施策の紹介に関す
る講演会を行った。

聴講者数：194人
0人（離島分）

1,990

建築関係技術者向けの講習会
で、環境共生住宅に係る講演を
行い、説明及び事例紹介等を
行った。

聴講者数：200人
0人（離島分）

1,990
建築関係技術者を対象に沖縄の伝統的木造
住宅や環境共生住宅及び県の住宅施策の紹
介に関する講演会を行った。

（H24年度）
聴講者数:143人
（H25年度）
聴講者数:172人
（H26年度）
聴講者数：201人
（H27年度）
聴講者数：194人
（H28年度）
聴講者数：200人

111 順調 3-8-ウ-2
蒸暑地域住
宅・まちづく
り研究・開発

土木建築
部

住宅課

429ー
8

地域景観の形成を図る人
材の育成（沖縄らしい風
景づくり推進事業）
(土木建築部）

文化資源を活用したまちづくりリー
ダー、赤瓦等職人の育成の実施。

順調

景観行政コーディネーター研修
会に離島から延べ19人（石垣
市、竹富町、久米島町、伊江
村）の参加があった。

講習修了数　 　　19
人
（石垣市５人、竹富町
４人、久米島町７人、
伊江村３人）

景観行政コーディネーター研修
会に離島から延べ16人（石垣
市、竹富町、宮古島市、久米島
町、伊江村、粟国村）の参加が
あった。

講習修了数　16人
（石垣市３人、竹富町
６人、宮古島市１人、
久米島町３人、伊江村
２人、粟国村１人）

74,364

景観行政コーディネーター研修
会に離島から延べ10人（宮古島
市、久米島町、竹富町、伊江
村）の参加があった。

講習修了数 10人
（宮古島市：３人、久
米島町：１人、竹富
町：５人、伊江村：１
人）

58,970

【平成24年度】
風景づくりに係る人材育成計画を策定し
た。
【平成25年度】
離島の人材育成に係る経費が計上されな
かったため、実施できなかった。
【平成26年度】
景観行政コーディネーター研修会に離島か
ら延べ19人（石垣市、竹富町、久米島町、
伊江村）の参加があった。
【平成27年度】
景観行政コーディネーター研修会に離島か
ら延べ16人（石垣市、竹富町、宮古島市、
久米島町、伊江村、粟国村）の参加があっ
た。
【平成28年度】
景観行政コーディネーター研修会に離島か
ら延べ10人（宮古島市、久米島町、竹富
町、伊江村）の参加があった。

【平成24年度】
計画策定数　１計画
【平成25年度】
講習修了数　０人
【平成26年度】
講習修了数　19人
【平成27年度】
講習修了数　16人
【平成28年度】
講習修了数　10人

111 順調 3-8-ｳ-2

地域景観の形
成を図る人材
の育成（沖縄
らしい風景づ
くり推進事
業）

土木建築
部

都市計
画・モノ
レール課

429ー
9

古民家継承技術者の育成
（古民家を生かした地域
活性化支援事業）
(土木建築部）

古民家の保全に向けた技術者育成・
資材確保等の情報を広く一般に提供
し、古民家の再生・活用についての
普及・促進を図る。

離島実
施無し

沖縄の伝統木造住宅等文化財建
造物の保存修理や環境共生住宅
に関する取り組みを紹介するシ
ンポジウムを開催した。

受講者数：201人
（宮古島市 3人、
石垣市 1人）

沖縄の伝統木造住宅等文化的 財
建造物の保存修理や環境共生住
宅に関する取り組みを紹介する
シンポジウムを１月に１回開催
した。

聴講者数：194人
0人（離島分）

1,990

沖縄の伝統木造住宅等文化財建
造物の保存修理や環境共生住宅
に関する取り組みを紹介するシ
ンポジウムを２月に１回開催し
た。

受講者数：200人
0人（離島分）

1,990
沖縄の伝統木造住宅等文化的 財建造物の保
存修理や環境共生住宅に関する取り組みを
紹介するシンポジウムを開催した。

（H25年度）
受講者数:172人
（H26年度）
受講者数：201人
（H27年度）
受講者数：194人
（H28年度）
聴講者数：200人

111 順調 3-8-ｳ-2

古民家継承技
術者の育成
（古民家を生
かした地域活
性化支援事
業）

土木建築
部

住宅課
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実施計画に
おける主な
取組（名）

担当部
局等

担当課
実施計画の

番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状

況

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

430
スポーツ関連産業振興戦略
構築事業
（文化観光スポーツ部）

スポーツ関連産業の振興を通して、ス
ポーツの産業化の戦略構築を図るた
め、スポーツ関連産業等の実態の把
握、課題の抽出を行うとともに、今後、
本県で取り組むべき重点分野の選定や
スポーツの産業化に向けた戦略の構築
を目指す。

順調

平成26年度に新たに行なわれた
「スポーツ関連産業振興戦略構
築事業」では、スポーツ関連ビ
ジネスモデル事業3件及びスポー
ツ関連ビジネス人材育成調査等
の実施・効果検証を行ない、ス
ポーツの産業化に向けた戦略構
築をおこなった。その結果、ス
ポーツ関連産業振興戦略の策定
が順調に図られた。（県全体）

スポーツ関連ビジネス
モデル事業3件及びス
ポーツ関連ビジネス人
材育成調査、スポーツ
関連産業振興戦略の策
定（県全体）

平成27年度は、スポーツ関連産
業振興戦略推進委員会を4回開催
し、平成26年度に策定したス
ポーツ関連産業振興戦略に基づ
きスポーツ関連ビジネスモデル
事業4件に対して支援を行った。
また、スポーツ関連ビジネス企
画コンテストを実施したとこ
ろ、23件の応募があり、そのう
ち5件が入選した。

スポーツ産業定着化の
支援：４件
（離島に関する取組は
特になし）

62,213

平成28年度は、スポーツ関連産業
振興戦略推進委員会を4回開催し、
平成26年度に策定したスポーツ関
連産業振興戦略に基づきスポーツ
関連ビジネスモデル事業8件に対し
て支援を行った。また、スポーツ関
連ビジネス企画コンテストを実施し
たところ、23件の応募があり、その
うち3件が入選した。

スポーツ産業定着化の
支援：8件
（離島に関する取組は
特になし）

71,815

平成25年度には、スポーツ関連産業振興戦略
構築検討委員会を立ち上げ、戦略の方向性を検
討し、沖縄県のスポーツ関連産業に関する実態
把握調査・分析を行なった。その結果を踏まえ,
平成26年度にはモデル事業3件の実施・検証を
通して、スポーツ産業化に向けた戦略構築を行
なった。（県全体）

平成25年度、スポーツ関連産業
振興戦略構築調査報告書
平成26年度にはモデル事業3件
の実施、スポーツ関連産業振興
戦略（県全体）

113 順調 3-6-ア-1
スポーツ関連産
業振興戦略構
築事業

文化観光
スポーツ部

スポーツ振
興課

431
スポーツツーリズム戦略
推進事業
（文化観光スポーツ部）

沖縄観光の新たな魅力の創出や着地
型観光の拡充を目的とし、スポーツ
の活用により観光を推進・活性化す
るスポーツツーリズムを沖縄に根付
かせるためのモデル事業と連携した
誘客促進等の実施と新たなスポーツ
ツーリズム受入体制の整備を行う。

順調

新規のスポーツイベントには補
助率を高く設定し、定着化を図
る２年目以降のスポーツイベン
トは補助率を下げるなど、ス
ポーツイベントの定着化が図れ
るよう、支援枠を設定したうえ
で、観光メニューとしてのス
ポーツツーリズムの推進を図っ
た。また、立ち上げ後、４年目
以降のスポーツイベントで、か
つ、新たな誘客に取組む拡充枠
をもうけ、スポーツイベントの
モデル事業を選定し、支援を
行った。

モデル事業数　１事業
(久米島）

繁忙期と閑散期の格差縮小・雇
用創出、新たな専門性を持つ観
光産業人材の創出及びスポーツ
が持つ周期性による集客効果・
経済効果の実現等、沖縄観光の
推進に寄与することから、観光
メニューとしてのスポーツツー
リズムの推進を図るため、ス
ポーツイベントのモデル事業を
選定し、８事業に支援を行っ
た。

スポーツツーリズムモ
デル事業離島実施事業
支援数：１事業

67,891

繁忙期と閑散期の格差縮小・雇
用創出、新たな専門性を持つ観
光産業人材の創出及びスポーツ
が持つ周期性による集客効果・
経済効果の実現等、沖縄観光の
推進に寄与することから、観光
メニューとしてのスポーツツー
リズムの推進を図るため、ス
ポーツイベントのモデル事業を
選定し、６事業に支援を行っ
た。

モデル事業数　２事業
(石垣島、宮古島、久
米島）

66,891

新規のスポーツイベント、２年目以降の定
着化枠、４年目以降の拡充枠をもうけ、観
光メニューとしてのスポーツツーリズムの
推進を図るため、スポーツイベントのモデ
ル事業を選定し、支援を行った。

モデル事業数(H24～H28)
２事業（宮古）
２事業（石垣）
４事業（久米島）

113 順調
2-1-イ-2
3-2-ア-3
3-6-ア-2

スポ-ツツ-リ
ズム戦略推進
事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

431-2
スポーツキャンプ訪問観
光促進事業
（文化観光スポーツ部）

スポーツキャンプの見学等を目的と
した新規観光誘客を図るため、受入
市町村やスポーツキャンプ実施団体
等と連携し、スポーツキャンプ関係
旅行商品の開発や、情報の発信、魅
力的な観光資源の開発等を行う。

順調

Ｗｅｂサイトや各種情報媒体等
を活用した情報発信、元プロ野
球選手が参加するイベントやツ
アーの実施、ガイドブックや限
定マスコットカードの配布等を
行った。

経済効果：88億300万
円

ファン感謝祭を活用した情報発
信、元プロ野球選手等を活用し
たイベントの実施、航空機の機
体ラッピング等のプロモーショ
ンや、球団のメルマガを活用し
た情報発信、ガイドブック配布
等を実施している。また、プロ
野球キャンプシップロゴによる
協賛企業の募集、空港や国際通
りへの歓迎バナー掲出、県民挙
げての歓迎の気運醸成を図って
いる。

離島に関する取組：14
件
（石垣島７件、久米島
７件）

64,309

情報発信、県内外でのプロモー
ション、イベント実施、空港や
国際通りへの歓迎バナー掲出、
県民挙げての歓迎の気運醸成を
図り、プロ野球キャンプ等を目
的とした新たな観光誘客に寄与
した。離島に関する取組は11件
（石垣島６件、久米島５件）

離島に関する取組：11
件
（石垣島６件、久米島
５件）

57,861

スポーツキャンプの見学等を目的とした新
規観光誘客を図るため、受入市町村やス
ポーツキャンプ実施団体等と連携し、ス
ポーツキャンプ関係旅行商品の開発や、情
報の発信、魅力的な観光資源の開発等を
行った。

離島に関する取組：14件
（石垣島７件、久米島７件）
（H27）
離島に関する取組：11件
（石垣島６件、久米島５件）
（H28）

－ 順調 3-2-ア-3
スポーツキャ
ンプ訪問観光
促進事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

431-3
離島等スポーツ交流活性
化事業
（文化観光スポーツ部）

離島等におけるスポーツへの関心や
取組を喚起し、離島住民のスポーツ
ツーリズムへの理解を深めるととも
に、受入体制の整備と沖縄県全域で
のスポーツアイランド沖縄の実現に
貢献することを目的に、スポーツコ
ンベションに触れる機会の少ない小
規模離島を中心として、県内のトッ
プアスリートを活用したスポーツ教
室・交流を開催する。

完了

離島の小中高生を主な対象とし
て、沖縄の有力なスポーツチー
ムを活用し、スポーツ教室・交
流等を行った。

19離島 － － － － － －

離島等におけるスポーツへの関心や取組を
喚起し、離島住民のスポーツツーリズムへ
の理解を深めるとともに、受入体制の整備
と沖縄県全域でのスポーツアイランド沖縄
の実現に貢献することを目的に、スポーツ
コンベションに触れる機会の少ない小規模
離島を中心として、県内のトップアスリー
トを活用したスポーツ教室・交流を開催し
た。

52離島 － － 3-2-ア-3
離島等スポー
ツ交流活性化
事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

432
スポーツ観光誘客促進事
業
（文化観光スポーツ部）

県外・海外などの観光客を戦略的に
誘致するため、マラソン、サイクリ
ングイベント等など沖縄のスポーツ
イベント及びスポーツ環境のプロ
モーション等を行う。

離島実
施無し

プロモーションツールの作成
（ポスター、チラシ等）、見本
市等でのプロモーション展開し
スポーツアイランド沖縄として
認知度向上を図り誘客促進を
行った（プロモーション30
件）。

見本市の出展等による
県外・海外へのプロ
モーション実施等 30
件

プロモーションツールの制作
（ポスター、チラシ等）、見本
市等でのプロモーションを展開
してスポーツアイランド沖縄と
して認知度向上(38％→62％)を
図り、誘客促進を行った（プロ
モーション29件）。

見本市の出展等による
県外・海外へのプロ
モーションの実施等：
29件
（離島に特化した取組
はなし）

130,588

プロモーションツールの制作
（ポスター、チラシ等）、見本
市等でのプロモーションを展開
してスポーツアイランド沖縄と
して認知度向上を図り、誘客促
進を行った（プロモーション18
件）。（離島に特化した取組は
なし）

見本市の出展等による
県外・海外へのプロ
モーションの実施：18
回

135,478
本県のスポーツ環境をＰＲするために、見
本市等への出展や県内のプロスポーツチー
ムを活用したプロモーションを展開した。

見本市の出展等による県外・
海外へのプロモーションの実
施等
H26 30件
H27 29件
H28 18件
（離島に特化した取組はな
し）

113 順調
2-1-イ-2
3-2-ア-3
3-6-ア-2

スポ-ツ観光誘
客促進事業

文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

433
芝人養成事業
（文化観光スポーツ部）

サッカーキャンプ誘致戦略推進事業
として、サッカーキャンプ誘致にお
けるインフラ整備として、芝管理の
専門知識と技術を兼ね備えた人材を
養成し、地域で活用する。

順調

芝生管理の専門的知識・技術習
得のため、座学ならびに実技研
修の実施（5名）及び市町村の所
管するグラウンドを研修の場と
して、モデル管理（2箇所）並び
に９箇所の巡回支援を行った。

研修の実施：５名
グラウンド管理モデル
事業：2ヶ所
離島巡回支援：1ヶ所
（石垣）

芝生管理の専門的知識・技術習
得のため、座学ならびに実技研
修の実施（5名）及び市町村の所
管するグラウンドを研修の場と
して、モデル管理（2箇所：糸満
市、石垣市）と10箇所（中城
村、八重瀬町等）の巡回支援を
行った。

専門的芝生管理技術を
有する人材の育成：５
人
グラウンド管理モデル
事業：２箇所
うち、１箇所は石垣市
サッカーパークあかん
まで実施

41,477

芝生管理の基礎的な技術や知識、ウ
インターオーバーシード等の専門的
芝生管理技術を習得させ、５人の人
材を育成しているところである。
　また、モデル事業や巡回支援事業
により、各市町村や県民への芝生管
理に対する認識の向上を図り、芝生
管理技術の必要性・重要性の認知向
上を図った。
グラウンド芝生環境の向上により、
平成28年度のサッカーキャンプ誘致
件数は過去最高の22件となった。う
ち、石垣市への誘致件数は２件で
あった。

専門的芝生管理技術を
有する人材の育成：５
人
グラウンド管理モデル
事業：１箇所（金武
町）

40,862

芝生管理の専門的知識・技術習得のため、
座学ならびに実技研修の実施及び市町村の
所管するグラウンドを研修の場として、モ
デル管理並びに巡回支援を行った。

研修の実施：15名（Ⅰ期生～
Ⅲ期生）
グラウンド管理モデル事業：
2ヶ所（各年度）
※石垣市サッカーパークあか
んま（H27実施）
離島巡回支援：2ヶ所（宮古・
石垣）
専門的芝生管理技術を有する
人材の育成：５人
グラウンド管理モデル事業：
１箇所（金武町）
（H28実施）

114 順調
3-6-ア-2
5-5-ウ-1

芝人養成事業
文化観光
スポーツ

部

スポーツ
振興課

434
沖縄エステティック・スパ市
場拡大支援事業
（商工労働部）

沖縄エステティック・スパの国内外にお
ける市場拡大を図るため、海外からの
顧客にも対応できる人材育成、商品開
発及びプロモーション活動を行い、沖縄
エステティック・スパブランドの確立を目
指す。

完了
国内外の旅行博やフェア等におけ
るプロモーション活動及び沖縄エス
テ・スパの商品開発。

プロモーション開催件数
４件（うち離島１件（石垣
島））
マッサージオイル開発
１件

－ － － － － －
沖縄エステ・スパの市場拡大戦略の策定。国内
外の旅行博やフェア等におけるプロモーション活
動及び沖縄エステ・スパの商品開発。

プロモーション開催件数：１０件
（うち離島１件（石垣島））
（Ｈ２４）市場拡大戦略の策定：　１
件
（Ｈ２５）オリジナルトリートメント
（手技）開発　１件
（Ｈ２６）マッサージオイル開発　１
件

114 －
3-2-オ-1
3-6-ア-3

沖縄エステ
ティック・スパ市
場拡大支援事
業

商工労働
部

産業政策
課

435

微生物等を活用した汚染土
壌の浄化処理技術開発事
業
（商工労働部）

微生物等生物資源を活用した土壌浄
化技術を持つ県内企業の育成を図る。

完了
微生物等を活用した汚染土壌の浄
化工法の開発支援。

バイオ工法開発支援件
数（離島）　5件（0件）

－ － － － － －
微生物等を活用した汚染土壌の浄化工法の開
発支援。

　バイオ工法開発支援件数（離
島）
　　H24　5件（0件）
　　H25　4件（0件）
　　H26　5件（0件）

114 － 3-6-イ-2

微生物等を活用
した汚染土壌の
浄化処理技術
開発事業

商工労働
部

ものづくり
振興課

436

海洋資源研究・開発支援拠
点形成構想実現可能性調
査事業
（商工労働部）

国や各種研究機関が行う調査・研究の
成果について、関係機関等と連携をし
ながら、適切な時期に開発支援拠点形
成構想実現可能性調査事業を実施す
る。

完了
海洋資源利用と支援拠点形成に向
けた可能性調査事業を実施。

海洋資源にかかる情報
収集等の基礎調査、有
識者委員会の設置し、
本県における海洋資源
関連産業の振興につい
て検討し、最終報告書と
して取りまとめた。

－ － － － － －
海洋資源にかかる情報収集等の基礎調査、有
識者委員会の設置し、本県における海洋資源関
連産業の振興について検討。

海洋資源利用と支援拠点形成に
向けた可能性調査事業報告書を
取りまとめた。

114 － 3-6-ウ-1

海洋資源研究・
開発支援拠点
形成構想実現
可能性調査事
業

商工労働
部

産業政策
課

437
知的所有権センター事業
（商工労働部）

離島地域における産業財産権セミナー
及び個別相談会を実施し、普及啓発を
図る。

順調

県内中小企業等に対し、産業財産
権制度の概要説明や特許等の出
願に関するセミナー・相談会等を開
催した。

産業財産権セミナーを那
覇市と浦添市で開催し、
合計59名の参加があっ
た。（離島開催なし）

県内中小企業等に対し、産業財
産権制度の概要説明や特許等の
出願に関するセミナー・相談会
等を開催した。

産業財産権セミナーを
那覇市で２回開催し、
合計129名の参加が
あった。（離島開催な
し）

26,555

海外への事業展開を図る県内中
小企業の外国への特許等の出願
に対する補助を１３社に実施し
たほか、知的財産権の活用に積
極的な県内中小企業等に対して
弁理士等の専門家を継続的に派
遣を２社に対して計７回実施
し、企業が抱える知的財産に関
する課題の解決に向けた支援等
を実施した。

外国特許等出願件数
特許５件、商標８件
（うち、離島1件）
知的財産に関する相談
件数
141件

24,325
県内中小企業等に対し、産業財産権制度の概
要説明や特許等の出願に関するセミナー・相談
会等を開催した。

H24　セミナー等21回開催（離島
12回）
H25　セミナー等2回開催（離島2
回）
H26　セミナー等2回開催（離島0
回）
H27　セミナー等2回開催（離島0
回）
H28  セミナー開催0回

116 順調 3-5-ウ-1
知的財産活用
促進支援事業

商工労働
部

産業政策
課

438
ライフスタイルイノベーショ
ン創出推進事業
（商工労働部）

大学等の有望な研究成果を活用した県
内中小企業の高度化及び新事業の創
出を図るため、県内外の大学研究機関
等と県内中小企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ支援及
び産業振興や県民生活の向上に結び
つく産学共同研究開発を支援する。

離島実
施無し

生活環境・介護（健康）・安全安心
など県民生活の向上や産業振興に
結びつく研究開発プロジェクトへの
支援

12件（うち離島分2件）

生活環境・介護及び介護予防・安
全安心など県民生活の向上や産業
振興に結びつく研究開発プロジェク
トへの支援

11件（うち離島分0件） 173,419

生活環境・介護及び介護予防・
安全安心など県民生活の向上や
産業振興に結びつく研究開発プ
ロジェクトへの支援

11件（うち離島分0
件）

186,177
生活環境・介護（健康）・安全安心など県民生活
の向上や産業振興に結びつく研究開発プロジェ
クトへの支援

H24  13件（うち離島分３件）
H25  12件（うち離島分１件）
H26  12件（うち離島分2件）
H27  11件（うち離島分0件）
H28  11件（うち離島分0件）

116 順調
3-5-ウ-1
3-6-ア-3

ライフスタイルイ
ノベ-ション創出
推進事業

商工労働
部

産業政策
課
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439
工業技術支援事業
（商工労働部）

本県の地場産業の振興を図るため、製
造業者への技術相談、依頼試験、講習
会、研修生受入、機器開放など技術支
援を促進する。

順調

技術相談で企業の技術課題を把握
し、課題解決に向けた技術指導を
工業技術センターや生産現場で実
施。また、課題に応じて定量・定性
分析、材料試験等の依頼試験、加
工機や分析機器などの機器開放を
実施。技術講習会の実施や研修生
受入で人材育成をした。また、情報
誌の発刊等、技術情報の提供を
行った。

県の実績（離島の実績）
技術相談　　232件（28
件）
機器開放　　421件（　0
件）
依頼試験　　807件（　0
件）
講習会　　　　　5件（　2
件）
研修生受入　16件（　0
件）

技術相談で企業の技術課題を把
握し、課題解決に向けた技術指
導を工業技術センターや生産現
場で実施。また、課題に応じて
定量・定性分析、材料試験等の
依頼試験、加工機や分析機器な
どの機器開放を実施。技術講習
会の実施や研修生受入で人材育
成をした。また、情報誌の発刊
等、技術情報の提供を行った。

県の実績（離島の実
績）
技術相談　295件（9
件）
機器開放　431件（8
件）
依頼試験1,841件（0
件）
講習会　　  6回（3
回）
研修生受入19件（0
件）

6,951

・技術相談を通じて企業が抱えている技
術課題を把握し、加工・製造や品質管
理、検査技術など課題解決に向けた技
術指導を工業技術センターあるいは生
産現場で実施した。また、課題に応じて
定量・定性分析、材料試験等の依頼試
験、加工機や分析機器などの機器開放
を実施した。人材育成として技術講習会
のほか、研修生受入では企業から技術
者を受け入れ、製造技術や分析技術に
関する指導を行った。
・このほか、情報誌の発刊等、技術情報
の提供を行った。

県の実績（離島の実
績）
技術相談　292件(18
件)
機器開放　550件(12
件)
依頼試験　828件(2件)
講習会　4回(2回)
研修生受入　12人(0
人)

6,505
離島を含めた県内企業に対し、技術相談や商品
開発、技術開発のための技術支援を実施。

　離島企業（石垣、宮古、久米
島、西表島、伊江島）への技術支
援実績件数（H24～H28）
　　技術相談　計　55件
　　技術指導　計　37件
　　依頼試験　計　 9件
    機器解放　計　 6件
　　講習会　　計 　10件

116 順調
3-5-ウ-2
5-5-ウ-1

工業技術支援
事業

商工労働
部

ものづくり
振興課

440
新たな時代を見据えた糖業
の高度化事業
（農林水産部）

黒糖向けサトウキビの育種と生産、黒
糖の加工、販売までの一連の技術開発
を行い、売れる黒糖への転換を図る。

順調

波照間島、小浜島、西表島、多
良間島、伊平屋島、伊江島にお
いて、黒糖用サトウキビの現地
選抜試験を実施した。

含蜜糖(黒糖)地域離島
の現地ほ場数：６地域
（波照間島、小浜島、
西表島、多良間島、伊
平屋島、伊江島）

波照間島、多良間島、伊平屋島、
伊江島において、黒糖用サトウキビ
の現地選抜試験を実施した。

含蜜糖(黒糖)地域離島
の現地ほ場数：４地域

79,403
波照間島、多良間島、伊平屋島、
西表島において、黒糖用サトウキビ
の現地選抜試験を実施した。

・含蜜等（黒糖）地域離
島の現地ほ場数：４地域
・波照間島に向け、新品
種として有望な系統：
RK03-3010

78,451
波照間島、小浜島、西表島、多良間島、伊平屋
島、伊江島において、黒糖用サトウキビの現地
選抜試験を実施した。

含蜜糖(黒糖)地域離島の現地ほ
場数：４地域 116 順調 3-9-ア-3

新たな時代を見
据えた糖業の高
度化事業
（農林水産部）

農林水産
部

農林水産
総務課（農
業研究セ
ンター）

441
イネヨトウの交信かく乱法に
よる防除技術普及事業
（農林水産部）

さとうきびの安定生産を図るため、イネ
ヨトウに対するフェロモンを活用した低
コストな交信かく乱方法による防除技術
を開発する。

順調

・イネヨトウの交信かく乱法に
よる防除を４地区（粟国村、宮
古島市、石垣市、竹富町（西表
島））において実施した。
・新型フェロモンディスペン
サーの開発に向けた試験研究を
行った。

・４地区（粟国島、宮
古島、石垣島、西表
島）：996 ha
・試験研究を実施し
た。

➀イネヨトウの交信かく乱法に
よる防除を４地区（伊江島、北
大東島、石垣島、小浜島）にお
いて実施した。
➁新型フェロモンディスペン
サーの開発に向けた試験研究を
行った。

・４地区（伊江島、北
大東島、石垣島、小浜
島）：1,130ha
・試験研究を実施し
た。

144,017
さとうきびの安定生産を図るため、
さとうきびを食害するイネヨトウに対
する交信かく乱技術の普及を行う。

・４地区（伊江島、北大東
島、石垣島、小浜島）に
おいて効果確認調査を
行った（1,130ha）
・試験研究を実施した。

－

・イネヨトウの交信かく乱法による防除を12地区
（伊平屋村、伊是名村、南大東村、多良間村等）
において実施した。
・低コスト交信かく乱技術の検討及び新型フェロ
モンディスペンサーの開発に向けた試験研究を
実施した。

・16地区（6,486 ha）
・試験研究を実施した。

117 順調 3-5-ｳ-2

イネヨトウの交
信かく乱法によ
る防除技術普及
事業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

442
肉用牛生産拡大沖縄型牧
草品種作出総合事業
（農林水産部）

本県の気象環境に適応した沖縄型新
品種を開発し、自給飼料の増産により、
低コスト肉用牛生産の拡大を図る。

順調

・収量性、品質、採種性に優れ
る有望系統の選抜
・実証規模での新導入品種の収
量性、品質の評価
・品種候補系統の種子増殖試験

・収量性、品質、採種
性に優れる有望系統の
選抜（20系統）
・実証規模での新導入
品種の収量性、品質の
評価（3地域：今帰仁
村1件、宮古島市1件、
石垣市1件）
・品種候補系統の種子
増殖試験（2地域：石
垣市1件、タイ国1件）

波照間島、多良間島、伊平屋
島、伊江島において、黒糖用サ
トウキビの現地選抜試験を実施
した。

含蜜糖(黒糖)地域離島
の現地ほ場数：４地域

27,385

・交配集団から干ばつ耐性を有し、
草勢・採種性に優れる系統の選抜
・県内3地域における実証規模での
新導入草種の収量性、品質の評価
・新品種候補系統の育種家種子の
増殖

・収容性、品質、採種性
に優れる有望系統の選
抜（2系統）
・実証規模での新導入
草種の収量性、品質の
評価を実施した（3地域）
・新導入品種の県奨励
品種への登録（2品種）

21,082

・交配集団から干ばつ耐性を有し、草勢・採種性
に優れる系統の選抜
・県内3地域における実証規模での新導入草種
の収量性、品質の評価
・新品種候補系統の育種家種子を増殖

・収量性、品質、採種性に優れる
有望系統の選抜（2系統）
・実証規模での新導入草種の収
量性、品質の評価を3地域で実施
した（3地域）、新導入品種の県奨
励品種への登録（2品種）
・構築した暖地型牧草の種子増
殖システムを活用し、沖縄育成系
統の試験用種子60㎏を生産

117
やや遅

れ
3-7-オ-1

新草種・品種の
導入

農林水産
部

農林水産
総務課（畜
産研究セ
ンター）

443
県産魚介類の安定供給に
向けた生産性高度化事業
（農林水産部）

ヤイトハタ・シャコガイとも生産率が低い
ことから、要因改善のための養殖技術
の開発や現場実証試験を行い、県産魚
介類の生産性高度化を図る。

完了

ヤイトハタとヒレジャコの低歩
留まり(生残率）を改善する飼育
技術を開発する為に必要な試験
(ヤイトハタ3件、ヒレジャコ1
件）を行った。

ヤイトハタ海面養殖技
術開発試験：3件
シャコガイ陸上養殖技
術開発試験：1件

－ － － － － －
ヤイトハタ海面養殖およびヒレジャコ陸上養殖技
術の開発

試験課題を行った 117 － 3-7-オ-1

県産魚介類の
安定供給に向け
た生産性高度化
事業

農林水産
部

農林水産
総務課(水
産海洋技
術センター
石垣支所）

444
海洋深層水研究
（農林水産部）

海洋深層水を利用したクルマエビ種
苗生産技術の高度化や海洋深層水の
冷熱を利用した魚介類の陸上養殖技
術、野菜等の栽培技術の開発などを
行う。

順調

・親クルマエビ及びふ化幼生初
期飼育の改良試験
・県産クルマエビの選抜育種
・海洋深層水を利用したアサク
サノリ周年陸上養殖実用化試験
・海洋深層水の冷熱を利用した
ホウレンソウの周年安定生産技
術の高度化に関する研究

・成長等優良形質をも
つエビを選抜し15,200
尾継代飼育した。
・収集したアサクサノ
リ株の味と生長を調
べ、有望株1つを選定
した。
・育苗し定植すること
により、生育障害が回
避されることがわかっ
た。

・親クルマエビ及びふ化幼生初
期飼育の改良試験
・県産クルマエビの選抜育種
・海洋深層水を利用したアサク
サノリ周年陸上養殖実用化試験
・海洋深層水の冷熱を利用した
ホウレンソウの周年安定生産技
術の高度化に関する研究

・親クルマエビ及びふ
化幼生初期飼育の改良
試験
・県産クルマエビの選
抜育種
・海洋深層水を利用し
たアサクサノリ周年陸
上養殖実用化試験
・海洋深層水の冷熱を
利用したホウレンソウ
の周年安定生産技術の
高度化に関する研究を
実施

83,313

・クルマエビ生産効率化試験
・県産クルマエビの選抜育種
・海洋深層水を利用した有性生
殖法によるサンゴ種苗生産技術
の研究
・トサカノリ等紅藻類の海洋深
層水培養における生長性と藻体
品質の評価
・海洋深層水の冷熱を利用した
ホウレンソウの周年安定生産技
術の高度化に関する研究

・クルマエビ生産効率
化試験
・県産クルマエビの選
抜育種
・海洋深層水を利用し
た有性生殖法によるサ
ンゴ種苗生産技術の研
究
・トサカノリ等紅藻類
の海洋深層水培養にお
ける生長性と藻体品質
の評価
・海洋深層水の冷熱を
利用したホウレンソウ
の周年安定生産技術の
高度化に関する研究

81,725

・親クルマエビ及びふ化幼生初期飼育の改
良試験
・県産クルマエビの選抜育種
・海洋深層水を利用したアサクサノリ周年
陸上養殖実用化試験
・海洋深層水を利用した有性生殖法による
サンゴ種苗生産技術の研究
・トサカノリ等紅藻類の海洋深層水培養に
おける生長性と藻体品質の評価
・海洋深層水の冷熱を利用したホウレンソ
ウの周年安定生産技術の高度化に関する研
究

・クルマエビ催熟に効果があ
ると考えられている脂肪酸類
を含むゴカイ類代替餌料の探
索を行った。
・成長、色柄の良い選抜エビ
Ｆ３の飼育管理とＦ４エビの
種苗生産を実施。
・収集したアサクサノリ株の
味と生長を調べ、有望株1つを
選定した。
・有性生殖法による種苗生産
と海洋深層水のサンゴ種苗育
成への影響を調べた。
・トサカノリの遮光や海水温
などの培養条件による生長性
に関する試験開始した。
・ホウレンソウを育苗し定植
することにより、生育障害が
回避されることがわかった。

117 － 該当なし 該当なし
農林水産

部

農林水産
総務課

（海洋深
層水研究

所）

445
沖縄サイエンスキャラバン
構築事業
（企画部）

将来の沖縄の科学技術・産業振興を担
う人材を育成するため、出前講座等を
実施する。

完了

地域における科学コミュニケーショ
ンシステムの構築に向け、地域科
学コミュニケーター（地元企業技術
者等の外部講師）の育成及び出前
講座を開催した。

・出前講座開催数：全体
78件（うち離島42件）※
石垣島11件、宮古島7
件、伊江島13件、南大東
島6件、渡嘉敷島1件、久
米島1件、竹富島2件、与
那国島1件、本島36件
・地域科学コミュニケー
ター派遣人数（延べ）：全
体31人（うち離島31人）
※石垣島10人、宮古島6
人、伊江島13人、竹富島
2人

－ － － － － －

地域における科学コミュニケーションシステムの
構築に向け、地域科学コミュニケーター（地元企
業技術者等の外部講師）の育成及び出前講座
を開催した。

・出前講座開催数：離島88件（石
垣島22件、宮古島20件、伊江島
20件、南大東島10件、渡嘉敷島2
件、久米島2件、竹富島4件、与那
国島2件、伊平屋村3件、北大東
村1件、粟国村2件）
・地域科学コミュニケーター派遣
人数（延べ）：離島51人（石垣島16
人、宮古島14人、伊江島18人、竹
富島2人、伊平屋村1人）

117 － 3-5-エ-1
沖縄サイエンス
キャラバン構築
事業

企画部
科学技術
振興課

446
新産業創出人材育成事業
（商工労働部）

新たな産業の創出や既存産業の高度
化を図り、産学連携のノウハウをもった
人材を育成するため、県外先進地への
派遣研修及び県内企業・研究機関での
ＯＪＴ研修を実施する。

完了

育成した産学（産産）連携コーディ
ネーターの活動状況を把握するとと
もに、各コーディネーターへベン
チャー支援ネットワーク連絡会議等
に関する情報提供等を行った。

－ － － － － － －

産学連携機関等への派遣研修により、産学（産
産）コーディネータを４名育成した。また、展示会
においてコーディネーターを紹介する等の方法で
活用を図るとともに、各コーディネーターの活動
状況を把握した。

産学連携機関等への派遣研修人
数
4人

117 －
3-5-エ-2
5-5-ウ-1

新産業創出人
材育成事業

商工労働
部

産業政策
課

447
沖縄科学技術向上事業
（教育庁）

沖縄科学グランプリや科学フォーラ
ムの開催、先端研究施設への生徒派
遣を行い、理系人材の育成を図る。

順調
「科学の甲子園全国大会」の県
予選である「沖縄科学グランプ
リ」を開催した。

参加校数　14校 （県
全体）
＜離島　２校＞八重山
高等学校、宮古高等学
校

「科学の甲子園全国大会」の県
予選である「沖縄科学グランプ
リ」を開催した。

参加校数　19校 （県
全体）
＜離島　２校＞八重山
高等学校、宮古高等学
校

7173
「科学の甲子園全国大会」の県
予選である「沖縄科学グランプ
リ」を開催した。

参加校数　18校 （県
全体）
＜離島　２校＞八重山
高等学校、宮古高等学
校

11,173

「科学の甲子園全国大会」の県予選である
「沖縄科学グランプリ」を開催し、その参
加希望者から選考した52名を対象に先端研
究機関等へ派遣した。また、理科の魅力を
知ってもらい、平成28年度の科学グランプ
リでの競技力向上を図るための合同宿泊学
習会を開き31名の生徒が参加した。

・Ｈ24、参加校数　１校
・Ｈ25、参加校数　１校
・Ｈ26、参加校数　２校
・Ｈ27、参加校数　２校
・Ｈ28、参加校数　２校

117 順調
3-5-エ-1
5-4-ｲ-1

沖縄科学技術
向上事業

教育庁
県立学校
教育課
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Ｈ28

448

地域巡回マッチングプロ
グラム事業
（戦略的雇用対策事業）
（商工労働部）

県内各圏域で求人開拓を実施すると
ともに、合同企業説明会を実施す
る。また、企業説明会・合同説明会
の開催に当たっては、就職率の向上
につながるキャリアカウンセリング
や関連講座を実施する。

やや遅
れ

各県域において、年16回の合同
就職・説明面接会を開催(宮古島
１回・石垣島1回)。各回キャリ
アカウンセラー等のスタッフを
配置し、求職者の支援を積極的
に行った。

延べ1,153名参加(うち
宮古島28名、石垣島27
名)、就職者数98名(う
ち宮古島3名、石垣島2
名)

各県域において、年15回の合同
就職・説明面接会を開催(宮古島
１回・石垣島1回)。各回キャリ
アカウンセラー等のスタッフを
配置し、求職者の支援を積極的
に行った。

延べ1,242名参加(うち
宮古島27名、石垣島31
名)、就職者数109名
(うち石垣島2名)

42,379

各県域において、年14回の合同
就職・説明面接会を開催(宮古島
１回・石垣島1回)。各回キャリ
アカウンセラー等のスタッフを
配置し、求職者の支援を積極的
に行った。

延べ1,258名参加(うち
宮古島26名、石垣島13
名)、就職者数97名(う
ち宮古島5名、石垣島3
名)

44,000

各県域において、年15回程度の合同就職・
説明面接会を開催(宮古島１回・石垣島1
回)。各回キャリアカウンセラー等のスタッ
フを配置し、求職者の支援を積極的に行っ
た。

延べ6,371名参加(うち宮古島
147名、石垣島159名)、就職者
数483名(うち宮古島16名、石
垣島15名)

120
やや遅

れ
3-10-ア-2

戦略的雇用対
策事業

商工労働
部

雇用政策
課

449
地域雇用開発助成金の活
用
（商工労働部）

地域の雇用構造改善のため新たに事
業所を設置・整備し、地域に居住す
る求職者等を雇用した事業主に対し
助成及び活用を促進する。

順調
県内各地における巡回相談、セ
ミナーの実施や、助成金案内冊
子を発行した。

巡回相談実施日数 14
日（うち離島 6日）、
セミナー 25回開催
（うち離島 2回）、助
成金冊子 7,000部発行

 県内各地における巡回相談、セ
ミナーの実施、助成金案内冊子
発行した。

巡回相談実施日数 14
日（うち離島 7日）、
セミナー 24回開催
（離島 巡回時セミ
ナー7回）、助成金冊
子 7,000部発行

20,000
県内各地における巡回相談、セ
ミナーの実施、助成金案内冊子
発行

  巡回相談実施日数
15日（うち離島8
日）、セミナー 24回
開催（離島 巡回時セ
ミナー7回）、助成金
冊子 7,000部発行

20,000
県内各地における巡回相談、セミナーの実
施、助成金案内冊子発行

巡回相談実施日数 148日（う
ち離島 51日）、セミナー121
回開催（うち離島 17回）、助
成金冊子 25,000部発行

120 順調 3-10-ア-2

地域雇用開発
助成金（沖縄
若年者雇用促
進奨励金等）
の活用

商工労働
部

雇用政策
課

450
成長産業等人材育成支援
事業
（商工労働部）

企業の従業員研修派遣費用を助成
し、産業等を担う人材を育成するこ
とにより雇用の場を創出する。

完了
広報を実施すると共に、申請の
受付・審査等を行った。

従業員派遣70名（H26
年度、県全体）

平成26年度で成長産業等人材育
成支援事業は終了したため、平
成27年度から後継事業として正
規雇用化企業応援事業を実施す
ることにより、派遣研修に要す
る費用（旅費及び宿泊費）の一
部補助を行った（９社、18
人）。

18人（県全体） 14,602
派遣研修に要する費用（旅費及
び宿泊費）の一部補助を行った
（16社、44人）。

44人（県全体） 31,607

H24～26:広報を実施すると共に、申請の受
付・審査等を行った。
H27～28：25社への助成を行ない、44人の研
修実施及び正社員転換が図られた。
（離島事業所は１社、２人）

271名（県全体） 120 － 3-10-ア-2
成長産業等人
材育成支援事
業

商工労働
部

雇用政策
課

450ｰ2
正規雇用化企業応援事業
（商工労働部）

企業の人材育成の取組を支援し、従
業員のキャリアアップの機会や企業
の生産性拡大の機会を創出すること
により、正規雇用化を促進する。

大幅遅
れ

－ －

９社への助成を行ない、18人の
研修実施及び正社員転換が図ら
れた。
（離島事業所は１社、２人）

正規雇用化された従業
員数18人
（離島事業所は２人）

14,602
正規雇用化を補助要件として、
16社へ研修費用補助を行った。

正規雇用化された従業
員数44人

31,607
25社への助成を行ない、44人の研修実施及
び正社員転換が図られた。
（離島事業所は１社、２人）

正規雇用化された従業員数44
人
（離島事業所は２人）

120
大幅遅

れ
3-10-ア-1
3-10-エ-1

正規雇用化企
業応援事業

商工労働
部

雇用政策
課

451
新規学卒者等総合就職支
援事業
（商工労働部）

新規学卒者の就職内定率向上のため
専任コーディネーターによる個別支
援を行う。

完了

県立高校への専任コーディネー
タ－の配置は、教育庁が実施す
る事業へ移管したため、本事業
での配置はない。

本事業での、県立高校
への専任コーディネー
タ－の配置はない。

※平成26年度から本事業のコー
ディネーターの支援対象は大学･
短大･高専生のみである。（高校
への支援は平成26年度から教育
庁の実施する事業へ移管）

高校への支援は、平成
26年度から教育庁の実
施する事業へ移管した
ため、本事業での離島
関係の支援はない。

0

※平成26年度から本事業のコー
ディネーターの支援対象は大学･
短大･高専生のみである。（高校
への支援は平成26年度から教育
庁の実施する事業へ移管）

 高校への支援は、平
成26年度から教育庁の
実施する事業へ移管し
たため、本事業での離
島関係の支援はない。

0

平成24年度から平成25年度にかけて、県立
高校へ専任コーディネーターを配置し、就
職希望者に対する個別密着支援の実施し
た。平成26年度、県立高校については教育
庁へ移管したため、本事業によるコーディ
ネーター配置を行っていない。

平成24～25年度の２年間の活
動実績
県立高校へ専任コーディネー
ター配置　延べ １２名(24～
25年度)、専任コーディネー
ターによる支援対象者数 累計
545名(24～25年度)

120 －
3-10-ア-2
3-10-イ-1
3-10-イ-2

新規学卒者等
総合就職支援
事業

商工労働
部

雇用政策
課

452
シルバー人材センター等
への支援
（商工労働部）

高齢者に対し就労と生きがいづくり
を提供し地域活性化を図ることを目
的としたシルバー人材センターの運
営を支援する。

順調

シルバー人材センターの設置促
進について、平成26年度は離島
地域における新規設置の動き
（補助対象）はなかったため、
本島を中心とした活動となっ
た。

沖縄県シルバー人材セ
ンター連合及び新設シ
ルバー人材センター
（中城村）への補助
16,300千円

シルバー人材センターの設置促
進について、平成27年度は離島
地域における新規設置の動き
（補助対象）はなかったため、
本島を中心とした活動となっ
た。

沖縄県シルバー人材セ
ンター連合及びシル
バー人材センター（中
城村、読谷村）への補
助　17,599千円

17,817

シルバー人材センターの設置促
進について、平成28年度は離島
地域における新規設置の動き
（補助対象）はなかったため、
本島を中心とした活動となっ
た。

 沖縄県シルバー人材
センター連合及び新設
シルバー人材センター
（読谷村）への補助
16,300千円

16,607

シルバー人材センターの設置促進につい
て、離島地域における新規設置の動き（補
助対象）はなかったため、本島を中心とし
た活動となった。

沖縄県シルバー人材センター
連合への補助（毎年15，000千
円）、平成25年度新設シル
バー人材センター（中城村）
への補助（毎年1,130～1,300
千円）、平成27年度新設シル
バーセンター（読谷村）への
補助（H27:1,469千円,H28:
16,300千円）

121 順調
2-3-ア-2
3-10-ア-3

シルバー人材
センター等へ
の支援

商工労働
部

雇用政策
課

453
特定求職者雇用開発助成
金の活用
（商工労働部）

新たに高齢者、障害者、母子家庭の
母等の就職が特に困難な者を雇入れ
た事業主を支援する。

順調
県内各地における巡回相談、セ
ミナーの実施や、助成金案内冊
子を発行した。

巡回相談実施日数 14
日（うち離島 6日）、
セミナー 25回開催
（うち離島 2回）、助
成金冊子 7,000部発行

県内各地における巡回相談、セ
ミナーの実施、助成金案内冊子
発行した。

巡回相談実施日数 14
日（うち離島 7日）、
セミナー 24回開催
（うち離島なし）、助
成金冊子 7,000部発行

20,000
県内各地における巡回相談、セ
ミナーの実施、助成金案内冊子
発行

 巡回相談実施日数 15
日（うち離島8日）、
セミナー 24回開催
（離島 巡回時セミ
ナー7回）、助成金冊
子 7,000部発行

20,000
県内各地における巡回相談、セミナーの実
施、助成金案内冊子発行

巡回相談実施日数 148日（う
ち離島 51日）、セミナー121
回開催（うち離島 17回）、助
成金冊子 25,000部発行

121 順調
2-3-ア-2
2-3-イ-3
3-10-ア-3

特定求職者雇
用開発助成金
の活用

商工労働
部

雇用政策
課

454
離島の求職者に対する支
援
（商工労働部）

各種雇用対策事業の離島への周知、
地域と公共職業安定所の連携の強化
等により、離島の求職者を支援す
る。

順調

地域巡回型の雇用対策事業の実
施に当たり、市役所、公共職業
安定所、商工会議所等の関係行
政機関等において、ポスター・
チラシ、広報誌への掲載等によ
る広報を行った。

対象離島市町村数：２
市（宮古島市、石垣
市）

県内各圏域で、合同就職説明
会・面接会を開催し、求人企業
と求職者のマッチング機会の提
供を行う。県内各地域（離島含
む）で巡回相談及びセミナーを
実施した。さらに、雇用助成金
制度の案内冊子を発行し助成金
の活用促進に努めた。

対象離島市町村数：３
市町（宮古島市、石垣
市、久米島町）

64,000

各県域において、年14回の合同
就職・説明面接会を開催(宮古島
１回・石垣島1回)。各回キャリ
アカウンセラー等のスタッフを
配置し、求職者の支援を積極的
に行った。

延べ1,258名参加(うち
宮古島26名、石垣島13
名)、就職者数97名(う
ち宮古島5名、石垣島3
名)

44,000

地域巡回型の雇用対策事業の実施に当た
り、市役所、公共職業安定所、商工会議所
等の関係行政機関等において、ポスター・
チラシ、広報誌への掲載等による広報を
行った。また、県内各地域（離島含む）で
巡回相談及びセミナーを実施した。さら
に、雇用助成金制度の案内冊子を発行し助
成金の活用促進に努めた。

対象離島市町村数：３市町
（宮古島市、石垣市、久米島
町）

121 － － －
商工労働

部
雇用政策

課

454-2
正規雇用化サポート事業
（商工労働部）

既存従業員の正規雇用化を検討して
いるがコスト面等が課題となってい
る企業に対し、専門家派遣による正
規雇用化の支援を行う。

順調 － － － － －

正規雇用化を検討している企業
19社に対し、中小企業診断士等
の専門家派遣による経営改善等
の支援を行い、正規雇用化に繫
げた。

支援企業数19社
（うち宮古島市１社、
石垣市２社）

35,000

正規雇用化を検討している企業19社に対
し、中小企業診断士等の専門家派遣による
経営改善等の支援を行い、正規雇用化に繫
げた。

支援企業数19社
（うち宮古島市１社、石垣市
２社）

121 順調 3-(10)-ア②
商工労働

部
雇用政策

課

455
新規学卒者等総合就職支
援事業
（商工労働部）

新規学卒者の就職内定率向上のため
専任コーディネーターによる個別支
援を行う。

完了

県立高校への専任コーディネー
タ－の配置は、教育庁が実施す
る事業へ移管したため、本事業
での配置はない。

本事業での、県立高校
への専任コーディネー
タ－の配置はない。

※平成26年度から本事業のコー
ディネーターの支援対象は大学･
短大･高専生のみである。（高校
への支援は平成26年度から教育
庁の実施する事業へ移管）

高校への支援は、平成
26年度から教育庁の実
施する事業へ移管した
ため、本事業での離島
関係の支援はない。

－

※平成26年度から本事業のコー
ディネーターの支援対象は大学･
短大･高専生のみである。（高校
への支援は平成26年度から教育
庁の実施する事業へ移管）

 高校への支援は、平
成26年度から教育庁の
実施する事業へ移管し
たため、本事業での離
島関係の支援はない。

－

平成24年度から平成25年度にかけて、県立
高校へ専任コーディネーターを配置し、就
職希望者に対する個別密着支援の実施し
た。平成26年度、県立高校については教育
庁へ移管したため、本事業によるコーディ
ネーター配置を行っていない。

平成24～25年度の２年間の活
動実績
県立高校へ専任コーディネー
ター配置　延べ １２名(24～
25年度)、専任コーディネー
ターによる支援対象者数 累計
545名(24～25年度)

121 －
3-10-ア-2
3-10-イ-1
3-10-イ-2

新規学卒者等
総合就職支援
事業

商工労働
部

雇用政策
課

456

グッジョブ連携協議会等
産学官で構成された協議
会の設置支援
（商工労働部）

地区コーディネーターの配置等の拠
点地区支援や地区コーディネーター
の育成、学校現場への普及啓発

順調

拠点地区（沖縄・北中城・与那
原・久米島・石垣の５地区）に
おいてジョブシャドウイングの
実施及び協議会運営の支援

18ヶ所（うち離島：９
か所）
1,625人（うち離島：
322人）

補助を実施している11地区、ま
た補助終了後も活動中の13地区
に対して、協議会運営の支援及
び先進事例の紹介や研修会等の
側面的支援を行った

24ヶ所（うち離島：10
か所）

105,558

県が補助を実施している10地
区、また独自予算で活動中の12
地区に対して、協議会運営の支
援及び先進事例の紹介や研修会
等の側面的支援を行った。

22ヶ所（うち離島：
8ヶ所）

21,216

前期拠点地区（名護・うるま・那覇・豊見
城・宮古島）及び後期拠点地区（沖縄・北
中城・与那原・久米島・石垣）において
ジョブシャドウイングの実施及び協議会運
営の支援

24ヶ所（うち離島：10ヶ所）
6,774人（うち離島：890人）

121 順調
3-10-イ-1
3-10-イ-2
3-10-カ-1

グッジョブ連
携協議会等産
学官で構成さ
れた協議会の
設置支援（就
業意識支援環
境づくり）

商工労働
部

雇用政策
課

457
地域型就業意識向上支援
事業
（商工労働部）

地域に産学官等で構成された地域連
携協議会を設置し、就業意識向上に
つながる地域独自の取組を支援す
る。

やや遅
れ

産学官・地域連携による就業意
識の向上に取り組む地域へ支援
を行った（地域型就業意識向上
支援事業）。

12ヶ所（うち離島：
7ヶ所）
4,408人（うち離島：
1,041人）

産学官・地域連携による就業意
識の向上に取り組む地域への支
援（地域型就業意識向上支援事
業）。
産学官・地域連携による就業意
識向上の取組への参加者数

11ヶ所（うち離島：5
か所）
8,115人（うち離島：
1,495人）

105,558
産学官・地域連携による地域独
自の就業意識向上のための取組
みに対する軽費を補助する。

10ヶ所（うち離島：
３ヶ所）
9,826人（うち離島：
1,150人）

97,861
産学官・地域連携による就業意識の向上に
取り組む地域へ支援を行った（地域型就業
意識向上支援事業）。

12ヶ所（うち離島：7ヶ所）
32,059人（うち離島：6,019
人）

121
やや遅

れ

3-10-イ-1
3-10-イ-2
3-10-カ-1

地域型就業意
識向上支援事
業（就業意識
支援環境づく
り）

商工労働
部

雇用政策
課
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458

高校生等のためのキャリ
ア形成支援プログラム事
業
（商工労働部）

産学官連携によるキャリア形成支援
プログラムを開発し、各教育機関に
て実施する。

完了 プログラムの普及・展開
キャリア形成支援プロ
グラム普及・展開：大
学２校（離島０校）

－ － － － － －
平成24～25年度にかけてキャリア形成支援
プログラムの開発・実証、平成２６年度に
プログラムの普及・検討を行った。

平成24～25年度：
キャリア形成支援プログラム
実証校　累計11校（県全
体）。　　　　　　　　平成
26年度：
大学２校（４学部）へ普及、
地区別研修会（八重山、宮
古）　教員約108名。
平成27年度：
キャリア形成支援プログラム
普及・展開　210校（県全体）

121 －
3-10-イ-1
3-10-イ-2
5-3-ウ-3

高校生等のた
めのキャリア
形成支援プロ
グラム事業

商工労働
部

雇用政策
課

459
インターンシップ拡大強
化事業
（商工労働部）

高校生を県外企業でのインターン
シップへ派遣する。

順調

24もの県外企業において、高校
３年生104名が貴重なインターン
シップの経験をした。企業側か
らも県外就職意欲の高い生徒が
多かったとの声が多く、県外就
職の意識啓発に繋がった。

県全体104名（八重山8
名、宮古9名）

27社の県外企業において、離島
地区を含む41校の高校３年生99
名をインターンシップへ派遣し
た。

県全体99名（八重山7
名、宮古6名、久米島2
名）

13,229

33社の県外企業において、離島
地区を含む34校の高校３年生69
名、25校の高校２年生69名をイ
ンターンシップへ派遣した。

県全体138名
（八重山9名、宮古13
名、久米島2名）

17,121

県外企業において、毎年、高校３年生約100
名を対象に、県外インターンシップの経験
をした。企業側からも県外就職意欲の高い
生徒が多かったとの声が多く、県外就職の
意識啓発に繋がった。

県全体557名（八重山44名、宮
古41名、久米島4名）

121 順調
3-10-イ-2
5-3-ウ-3

インタ-ンシッ
プ拡大強化事
業

商工労働
部

雇用政策
課

460
沖縄若年者グローバル
ジョブチャレンジ事業
（商工労働部）

アジアを中心に海外でのインターン
シップ及びジョブトレーニングを実
施する。

離島実
施無し

海外短期インターンシップへの
派遣及び海外長期ジョブトレー
ニングへの派遣を行った。

海外短期インターン
シップ派遣者数125名
（県全体）、
海外長期ジョブトレー
ニング派遣者数21名
（県全体）

海外短期インターンシップへの
派遣及び海外長期ジョブトレー
ニングへの派遣

海外短期インターン
シップ派遣者数
130名（県全体）
海外長期ジョブトレー
ニング派遣者数
11名（県全体）

78,660
海外短期インターンシップへの
派遣及び海外長期ジョブトレー
ニングへの派遣

海外短期インターン
シップ派遣者数
     125名（県全体）
海外インターンシップ
1ヶ月コース派遣者数
　　　10名（県全体）
海外長期ジョブトレー
ニング派遣者数
　　　13名（県全体）

77,977
海外短期インターンシップへの派遣及び海
外長期ジョブトレーニングへの派遣

海外短期インターンシップ派
遣者数名592名（県全体）、
海外インターンシップ1ヶ月
コース派遣者数10名（県全
体）
海外長期ジョブトレーニング
派遣者数73名（県全体）

122
やや遅

れ
3-10-イ-2

沖縄若年者グ
ロ-バルジョブ
チャレンジ事
業

商工労働
部

雇用政策
課

461
若年者定着支援実践プロ
グラム事業
（商工労働部）

若年者の早期離職を改善するため、
経営者、採用1年～3年程度の社員、
中堅社員に研修を実施し、企業内定
着率を高める。

離島実
施無し

モデル企業を20社選定し、集合
研修の実施と並行して、各社に
コンサルタントを派遣して育
成・定着の取組を支援した。

取り組み実施企業数
20社
(うち離島企業は０)

若年層を中心とした社員に対
し、キャリアデザイン構築の考
え方や人が成長する仕組みの理
解によるリーダーシップ養成手
法などを実践的に学ぶ研修を行
い若年者定着に繋がる取り組み
が図られた。

若年者定着支援企業数
12社
人材育成推進者養成数
（企業数）
53名（42社）

76,545

リーダーシップ養成手法などを
実践的に学ぶ研修を行い、15社
において若年者定着に繋がる取
り組みが図られた。

若年者定着支援企業数
15社
　人材育成推進者養成
数（企業数）
　53名（36社）

65,841

平成24～26年度は、モデル企業計56社選定
し、集合研修の実施と並行して、各社にコ
ンサルタントを派遣して育成・定着の取組
を支援した。平成27年度からは県内企業雇
用環境改善支援事業において、実践的に学
ぶ研修を実施することにより、若年従業員
の定着に取り組む企業12社を支援した。

H24～H26：
取り組み実施企業数計56社
(うち離島企業は１)
H27～28：
若年者定着支援企業数
27社
人材育成推進者養成数（企業
数）106名（78社）

122
やや遅

れ
3-10-イ-2

若年者定着支
援実践プログ
ラム事業

商工労働
部

雇用政策
課

461ｰ2
未来の産業人材育成事業
（商工労働部）

産業界と学校現場をつなぐコーディ
ネーターを配置し、中長期的な視点
のもと、小中学校で、雇用に課題を
抱える業界団体と連携し、業界理解
を深め産業人材を育成する。

順調 － －

観光リゾート産業、情報通信産
業、建設産業、福祉産業、医療
産業、文化産業、物流・流通産
業の７業界と連携し、県内小中
学校にて職業人講話、出前講
座、企業見学ツアー等の産業理
解を促す取組を行った。

     7,459人
（うち離島：554人）

36,389

観光リゾート産業、情報通信産
業、建設産業、福祉産業、医療
産業、文化産業、物流・流通産
業の７業界と連携し、県内小中
学校にて職業人講話、出前講
座、企業見学ツアー等を行った
ほか、教員・保護者を対象とし
た講話を実施した。

7,885人（うち離島：
692人）

35,356

観光リゾート産業、情報通信産業、建設産
業、福祉産業、医療産業、文化産業、物
流・流通産業の７業界と連携し、県内小中
学校にて職業人講話、出前講座、企業見学
ツアー等の産業理解を促す取組を行った。

15,344人（うち離島：1,246
人）

122 順調
3-10-イ-1
3-10-イ-2
3-10-カ-1

未来の産業人
材育成事業
（就業意識支
援環境づく
り）

商工労働
部

雇用政策
課

462
緊急委託訓練事業
（商工労働部）

訓練機会の少ない宮古・八重山地域
で、専修学校等の民間教育訓練機関を
活用した幅広い職業訓練の充実を図
る。

順調
宮古・八重山地域において、10コー
ス、定員223人の職業訓練を実施し
た。

訓練定員：223人
訓練受講者数：137人

宮古・八重山地域において、11
コース、定員219人の職業訓練を
実施した。

訓練定員：219人
訓練受講者数：134人

43,457
宮古・八重山地域において、９
コース、定員173人の職業訓練を
実施した。

訓練定員：173人
訓練受講者数：101人

42,477
宮古・八重山地域において、43コース、定員940
人の職業訓練を実施した。

訓練定員：940人
訓練受講者数：609人

122 順調
3-10-ウ-1
3-12-エ-1

緊急委託訓練
事業

商工労働
部

労働政策
課

463
安定的な労使関係のため
の取組
（商工労働部）

労働者及び使用者が労働や労働問題
に関する知識と理解を深め、健全な労
使関係の確立と労働者福祉の向上を
図ることを目的として、労働おきなわの
発行、労働大学講座を開催する。

順調
宮古島市、石垣市で労働大学講座
を開催した。

労働大学講座参加者
数:：
　宮古島市１７名、石垣
市１１名

宮古・八重山地域において、労
働者及び使用者を対象としたセ
ミナーを実施した。

セミナー参加者数：
宮古35名、八重山70名

34,014
(34,014)

宮古・八重山地域において、労
働者及び使用者を対象としたセ
ミナーを各１回ずつ実施した。

セミナー参加者数：
宮古６名、八重山９名

22,181
宮古・八重山地域において、労働大学講座等を
開催するとともに、「労働おきなわ」を年４回発
行・送付した。

・労働大学講座等参加者数:
　宮古81名、八重山108名

・労働おきなわ毎年４回発行・送
付
　（６月、９月、12月、３月）

122 順調 3-10-エ-1
安定的な労使関
係のための取組

商工労働
部

労働政策
課

464
ワーク・ライフ・バランス推進
事業
（商工労働部）

ワーク・ライフ・バランス企業認証制度
やセミナーの開催等により、県民、企業
にワーク・ライフ・バランスの周知・啓発
を行って、仕事と家庭の両立を推進す
る。

順調

宮古・八重山にて企業向けの講座
を開催することにより、ワーク・ライ
フ・バランスに関する普及・啓発を
図った。

宮古島市：１回
石垣市：１回

宮古・八重山地域において企業
向けの講座を開催することによ
り、ワーク・ライフ・バランス
に関する普及・啓発を図った。

宮古：１回
八重山：１回

8,862

宮古・八重山地域において企業
向けの講座を開催することによ
り、ワーク・ライフ・バランス
に関する普及・啓発を図った。

宮古：１回
八重山：１回

9,963
宮古・八重山地域において、講座の開催や社会
保険労務士の派遣を行い、ワーク・ライフ・バラ
ンスの普及・啓発を図った。

・講座開催
　宮古４回、八重山４回

・社会保険労務士派遣
　宮古１回、八重山１回

122 順調 3-10-エ-1
ワーク・ライフ・
バランス推進事
業

商工労働
部

労働政策
課

464ｰ2

女性が働きがいをもって仕
事に取り組むことができる
環境づくり
（商工労働部）

女性が働きがいをもって仕事に取り組
むことができる環境づくりを推進し、雇
用の質の向上を図るため、ライフステー
ジに対応した支援や関連調査を行う。

順調 － －
宮古・八重山地域において、就
業支援のための相談会とセミ
ナーを各２回ずつ開催した。

相談会及びセミナー
宮古：２回
八重山：２回

32,494

宮古・八重山地域において、女
性の就業支援及び女性が働き続
けられる環境づくり推進のため
のセミナーを各２回ずつ開催し
た。

宮古：２回
八重山：２回

46,677
宮古・八重山地域において、女性の就業支援等
に係るセミナーを開催した。

セミナー
宮古：４回、八重山：４回

10 順調 3-10-エ-1

女性が働きがい
をもって仕事に
取り組むことが
できる環境づくり

商工労働
部

労働政策
課

465
万国津梁産業人材育成事
業
（商工労働部）

経済成長著しいアジアなど海外に展開
する産業人材を育成するため、グロー
バル化に対応したセミナー等の開催に
加え、国内外企業へのＯＪＴ派遣研修
や長期留学などの取組を実施する。

順調 離島におけるセミナー開催 参加人数：83人 離島におけるセミナー開催 － 127,457

県内中小企業を対象に、海外展
開に係る県内研修や海外企業等
へのOJT派遣、海外大学院等への
留学派遣、海外専門家等の招聘
を行った。

セミナー参加者数
石垣市16名、宮古島市
19名
海外企業へのOJT派遣
数

109,711
グローバル化に対応したセミナー等の開催に加
え、国内外企業へのＯＪＴ派遣研修や長期留学
などの取り組みを実施した。

離島からのセミナー参加者
H24 69人
H25 10人
H26 83人
H27   -人
H28 35人

123 順調
3-12-エ-1
5-5-ウ-2

万国津梁産業
人材育成事業

商工労働
部

産業政策
課

466
新産業創出人材育成事業
（商工労働部）

新たな産業の創出や既存産業の高度
化を図り、産学連携のノウハウをもった
人材を育成するため、県外先進地への
派遣研修及び県内企業・研究機関での
ＯＪＴ研修を実施する。

完了

育成した産学（産産）連携コーディ
ネーターの活動状況を把握するとと
もに、各コーディネーターへベン
チャー支援ネットワーク連絡会議等
に関する情報提供等を行った。

－ － － － － － －

産学連携機関等への派遣研修により、産学（産
産）コーディネータを４名育成した。また、展示会
においてコーディネーターを紹介する等の方法で
活用を図るとともに、各コーディネーターの活動
状況を把握した。

産学連携機関等への派遣研修人
数4人

123 －
3-5-エ-2
5-5-ウ-1

新産業創出人
材育成事業

商工労働
部

産業政策
課

467
県内サポーティング
産業人材育成事業
（商工労働部）

県内におけるものづくり製造業の自給
率を向上させ、産業集積を進めるた
め、優先度の高い技術要素を習得する
ための人材育成事業を実施し、本県の
ものづくり産業の振興を図る。

完了 － － － － － － － －

平成24年度に、技術基盤向上のプレ研修を実施
したが離島参加はなし。H25年度に技術習得プ
ログラムの一環として、沖縄工業、宮古工業、八
重山商工の３工業高校の生徒計26名及び教員8
名を沖縄本島内のものづくり産業の現場へ派遣
した。

離島からの研修参加人数
　　H25年：20名

123 －
3-9-ア-2
5-5-イ-1

県内サポーティン
グ産業人材育成事
業

商工労働
部

ものづくり
振興課

468
工芸産業における後継者等
人材の育成
（商工労働部）

従業者の確保及び育成を図るため、各
工芸産地事業協同組合の後継者育成
事業に対して助成を行う。

順調

県は産地組合の申請に基づき、補
助金を交付。産地組合において後
継者育成研修を実施する。平成26
年度は宮古2名、石垣3名を育成し
た。

産地組合への補助及び
後継者の育成
離島2組合（宮古、石垣）
5名（宮古2名、石垣3名）

宮古及び八重山地区の産地組合
の申請に基づき、補助金を交付
した。産地組合において後継者
育成研修を実施し、平成27年度
は宮古地区1名、石垣地区３名を
育成した。

産地組合への補助及び
後継者の育成
離島２組合（宮古島、
石垣島）
４名（宮古島１人、石
垣島３人）

1,220

県は宮古及び八重山地区の産地
組合の申請に基づき、補助金を交
付した。産地組合において後継者
育成研修を実施した。

支援組合数：２組合 1,255
産地組合の申請に基づき、後継者育成事業に
係る補助金を交付。

石垣及び宮古の２組合に補助金
を交付。合計25人（H24年6名、
H25年6名、H26年5名、H27年4
名、Ｈ28年４名）の後継者が輩出
された。

123 順調
1-5-イ-1
3-12-エ-1
5-5-ｲ-1

後継者等人材
の育成
工芸産業におけ
る後継者等人材
の育成

商工労働
部

ものづくり
振興課
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469
高度情報通信産業人材育
成
（商工労働部）

情報通信関連産業の振興を担う人材を
育成するため、システム開発業務等を
通した講座を実施し、県内ＩＴエンジニア
の知識・技術の高度化、強化を図る。

離島実
施無し

県内企業の新たなＩＴビジネス開拓・
創出・拡大に向けた高度人材の育
成に取り組んでいる。

離島IT企業の当該講座
活用には至っていない。

県内企業の新たなITビジネスの
開拓、創出、拡大に向けた高度
人材の育成に取り組んでいる。

離島地域のIT関連企業
については、当該講座
の活用には至っていな
い。

129,028
県内企業の新たなITビジネスの
開拓、創出、拡大に向けた高度
人材の育成に取り組んでいる。

本事業における各講座
は離島地域を含め県内
全域で提供できるが、
離島地域のIT関連企業
については、当該講座
の活用には至っていな
い。

137,022
県内企業の新たなＩＴビジネスの開拓、創出、拡
大に向けた高度人材の育成に取り組んでいる。

本事業における各講座は離島地
域を含め県内全域で提供できる
が、離島地域のIT関連企業につ
いては、当該講座の活用には
至っていない。

123 順調
3-3-ウ-1
5-5-ア-2

高度情報通信
産業人材育成

商工労働
部

情報産業
振興課

470

観光人材基礎育成事業
（世界に通用する観光人
材育成事業）
（文化観光スポーツ部）

国際観光地としての沖縄の評価の向
上を目指し、国内外の観光客が満足
する質の高いサービスを提供できる
人材を育成・確保するため、観光人
材育成に関する研修事業を行う民間
企業等の自主的な取組に対し支援を
行う。

順調
観光関連企業等への派遣研修の
実施について、計画値70件に対
し、実績値113件となった。

研修実施事業者数30件

社会人基礎・接遇マナー、中間
層向けコーチング・マネジメン
ト、インバウンド対応、ガイ
ド、ダイバー向け安全教育など
の人材育成研修を行った。

"研修実施事業者数64
件
（うち離島11件:伊江
島2、宮古島1,竹富島
2,久米島6,）"

105,955

（一財）沖縄観光コンベンショ
ンビューローが設置する観光人
材育成センターにおいて、観光
関連企業等の研修に対し、講師
派遣等の支援を行った。

研修実施事業者数58社
（うち離島15社：石垣
3、宮古島3、竹富2、
久米島5、座間味2）

108,882

観光関連企業・団体等が実施する人材育成
に関する基礎的な研修の企画公募を行い、
採択した研修に要する経費等を支援した。
また観光関連企業等に対して、派遣研修を
実施した。

【H24～H26】人材育成研修
（語学以外）の助成団体件数
82件（県全体）

【H27～H28】人材育成研修
（語学以外）の実施事業者数
122社（うち離島26社：伊江島
2、久米島11、座間味2、宮古
島4、石垣3、竹富島4）

123 順調 3-12-エ-1

観光人材育成
の支援（スキ
ルアップ研
修）

文化観光
スポーツ

部

観光振興
課

471
観光人材育成事業
（文化観光スポーツ部）

国際化・多様化する観光客にニーズ
に適切に対応し、質の高いサービス
を育成するため、（一財）沖縄観光
コンベンションビューローが設置し
ている観光人材育成センターを活用
した研修事業に対し、補助を行う。

順調

研修内容を見直し、接遇座学、
歴史・文化座学、フィールド
ワークに特化することにより、
効率的な研修の実施を行うよう
改善した上で（一財）沖縄観光
コンベンションビューローが設
置している観光人材育成セン
ターにおいて、接遇、歴史・文
化講座等の基礎セミナーを出前
講座形式で１３７回実施し、
２，２２７人が受講した。

研修受講者数2,227名
（県全体）

接遇などの基礎研修、専門分野
研修、英語・中国語・韓国語等
の語学研修の他、観光関連企業
等への集合型研修を実施した。

研修受講者数：2308名
（うち、離島受講者数
233名）

105,955

（一財）沖縄観光コンベンショ
ンビューローが設置する観光人
材育成センターにおいて、観光
関連企業等の研修に対し、講師
派遣等の支援や集合型研修を
行った。

研修受講者数：2,235
名
（うち、離島受講者数
248名）

108,882

（一財）沖縄観光コンベンションビュー
ローが設置する観光人材育成センターを活
用した研修に対し、講師派遣等の支援や集
合型研修を行った。

研修受講者数8,813名 123 順調 3-12-エ-1
観光産業従事
者のスキル
アップ支援

文化観光
スポーツ

部

観光振興
課

472
アグリチャレンジ普及推進
事業
（農林水産部）

女性農業者や高齢者の能力発揮を促
し６次産業化による農家所得の向上を
図る。

順調

研修会等の実施：宮古地区（5
回）、八重山地区（6回）
・地域行事における起業者の販
売活動支援（1回）
・普及指導員による起業活動の
巡回指導

・新規起業者の育成3
人3起業（宮古 2起
業、八重山 1起業）
・新商品開発支援5商
品（宮古 4商品、八重
山 1商品）

農業経営の６次産業化に取り組
む農業者等に対し、新商品開発
のための講座やブライダル及び
ギフトカタログ用に向けた商品
のブラッシュアップ、販売強化
に必要な商品仕様書の作成、販
売活動支援等、各種研修会等を
実施した。

・新規起業者の育成
3起業（宮古 2起業、
八重山 1起業）
・新商品開発支援9商
品（宮古 2商品、八重
山7商品）
・加工機材等の整備1
カ所（宮古）

7,982

経営改善を図ろうとする農家及び
産地に対し、個々の経営課題に応
じた問題点の提起と課題の整理を
行い、経営の基本方針（目標）を定
めた上で、実践に向けた支援活
動、コンサルテーションを実施した。

・新規起業者の育成　2
起業（宮古 1起業、八重
山 1起業）
・新商品開発支援6商品
（宮古 2商品、八重山4
商品）

9,422
・研修会等の実施（宮古・八重山）
・地域行事等における起業者の販売活動支援
・普及指導員による起業活動の巡回指導等

・新規起業者の育成：13人
・新商品開発支援：32商品
・加工機材等の整備支援：5カ所

124 順調 3-12-ｲ-2
アグリチャレンジ
普及推進事業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

473
沖縄県新規就農一貫支援
事業
（農林水産部）

農業担い手の育成・確保を図るため、
就農相談体制の充実や研修農場の整
備、食投資や農産物加工のための支
援等を行い、相談から定着まで一貫し
た支援システムを構築する。

順調

・地区推進会議の開催
・新規就農コーディネーター及
び農産加工アドバイザーの配置
・研修生受入農家等への助成
・農地データーバンクの活用促
進
・農業機械や施設などの初期投
資への支援

・地区推進会議の開催
・新規就農コーディ
ネーター及び農産加工
アドバイザーの配置
(宮古島市)
・研修生受入農家等へ
の助成（伊是名村1
名、宮古島市4名、竹
富町１名）
・農地データーバンク
の活用促進（宮古島市
1名、石垣市1名、竹富
町1名）
・農業機械や施設など
の初期投資への支援
（宮古島市7名、竹富
町3名、与那国町1名、
久米島町1名、石垣市1
名）

・地区推進会議の開催
・新規就農コーディネーター及
び農産加工アドバイザーの配置
・研修生受入農家等への助成
・農業機械や施設などの初期投
資への支援

・地区推進会議の開催
・新規就農コーディ
ネーター及び農産加工
アドバイザーの配置
(宮古島市)
・研修生受入農家等へ
の助成（宮古島市4
名、竹富町１名）
・農業機械や施設など
の初期投資への支援
（伊江村2名、久米島
町5名、宮古島市8名、
石垣市2名、竹富町1
名、与那国町3名）

350,258

・推進会議の開催
・新規就農コーディネーター及び農
産加工アドバイザーの配置(宮古島
市)
・研修生受入農家等への助成（宮
古島市６名、石垣市２名、竹富町１
名）
・農業機械や施設などの初期投資
への支援（宮古島市２名、竹富町１
名、南大東村１名、北大東村１名）

・推進会議の開催
・新規就農コーディネー
ター及び農産加工アドバ
イザーの配置(宮古島市)
・研修生受入農家等へ
の助成（宮古島市６名、
石垣市２名、竹富町１
名）
・農業機械や施設などの
初期投資への支援（宮
古島市２名、竹富町１
名、南大東村１名、北大
東村１名）

211,293

・推進会議の開催
・新規就農コーディネーター及び農産加工アドバ
イザーの配置
・研修生受入農家等への助成
・農地データーバンクの活用促進
・農業機械や施設等の初期投資への支援

・推進会議の開催
・新規就農コーディネーター及び
農産加工アドバイザーの配置　：
１名
・研修生受入農家等への助成３０
名
・農地データーバンクの活用促進
（農地調整員の配置）：８名
・初期投資支援：５４名

95 順調 3-12-ｴ-1

沖縄県新規就
農一貫支援事
業
（農林水産部）

農林水産
部

営農支援
課

474
青年就農給付金事業
（農林水産部）

新規就農希望者又は就農直後５年以
内の新規就農者に対する給付金の給
付を行うことにより、青年の就農意欲の
喚起と就農後の定着を図り、青年就農
者の大幅な増大を図る。

順調

【準備型】
新規就農希望の研修者への給付
金の給付

【経営開始型】
就農直後５年以内の経営の安定
しない新規就農者に対する給付
金の給付

給付金の給付：112人

対象希望者に向けての周知、公
募、検討委員会及び給付。市町
村、　関係団体に対して周知及
び市町村への補助金の交付、取
りまとめ。

給付金の給付：75人 102,000

・対象希望者に向けての周知、公
募、検討委員会及び給付。市町
村、関係団体に対して周知及び市
町村への補助金の交付、取りまと
め。

給付金の給付：128人 168,545

【準備型】
新規就農希望の研修者への給付金の給付

【経営開始型】
就農直後５年以内の経営の安定しない新規就
農者に対する給付金の給付

・事業説明会：２１回
・準備型
   　 給付対象者：２８人
・経営開始型
    　給付対象者：２９５人
・推進事業：８市町村

124 順調 3-7-ｴｰ1
青年就農給付
金事業
(農林水産武）

農林水産
部

営農支援
課

474-2
就農サポート事業
（農林水産部）

将来農業を希望する一般県民や農林
高校生等の農業未経験者を対象に、基
本的な農業の座学や体験の実施や農
業をしたい方に対する就農・就業相談
会を開催、新規就農向けの講座を開講
するなど、就業機会の拡大を図る。

順調
・就農相談員等の配置
・新規就農講座の開催

・就農相談員等の配置
（相談件数：宮古45
件・八重山15件）
・新規就農講座の開催
（宮古：157人・八重
山：49人）

・就農相談員等の配置
・新規就農講座の開催

・就農相談（相談件
数：宮古41件・八重山
23件）
・新規就農講座の開催
（宮古：164人・八重
山：73人）

12,297 － － －
・就農相談員等の配置
・新規就農講座の開催

・就農相談員等の配置（相談件
数：宮古１５０件・八重山７１件）
・新規就農講座の開催（宮古：６１
６人・八重山：２５６人）

H26新規 順調 3-7-ｴ-1
就農サポート事
業

農林水産
部

営農支援
課

474-3
就農支援強化事業
（農林水産部）

意欲ある就農希望者を長期的に確保
するため、就農希望者や農業未経験者
等の就農相談に対応する人材の配置
や技術向上に向けた農業大学校での
実践研修（新規就農希望者）等を実施
することで、相談から就農までの道筋を
サポートする。

順調 － － － － －
・就農相談員等の配置
・新規就農講座の開催

・就農相談（相談件数：
宮古47件・八重山25件）
・新規就農講座の開催
（宮古：284人・八重山：
26人）

15,053
・就農相談員等の配置
・新規就農講座の開催

・就農相談（相談件数：宮古47件・
八重山25件）
・新規就農講座の開催（宮古：284
人・八重山：26人）

H28新規 順調 3-7-ｴ-1
就農支援強化
事業

農林水産
部

営農支援
課

475
沖縄離島体験交流促進事
業
（企画部）

沖縄本島の児童生徒を離島に派遣
し、地域の人々や児童生徒との交流
のもと、体験学習や民泊等を実施す
る。

順調

将来を担う児童生徒が、離島の
重要性、特殊性及び魅力に対す
る認識を深めるとともに、沖縄
本島と離島との交流促進によ
り、離島地域の活性化を図るこ
とを目的に、沖縄本島の児童生
徒を離島に派遣した。

派遣児童生徒数：
3,457人

将来を担う児童が、離島の重要
性、特殊性及び魅力に対する認
識を深めるとともに、沖縄本島
と離島との交流促進により、離
島地域の活性化を図ることを目
的に、沖縄本島の児童を離島に
派遣する。

派遣児童生徒数
3,447人

193,824

将来を担う児童が、離島の重要
性、特殊性及び魅力に対する認
識を深めるとともに、沖縄本島
と離島との交流促進により、離
島地域の活性化を図ることを目
的に、沖縄本島の児童を離島に
派遣する。

派遣児童数　3,822人 251,525

派遣児童生徒数を平成24年度1,904人から平
成28年度3,822人へと拡大し、沖縄本島の児
童を、５月～12月の期間で離島へ派遣し、
離島の重要性、特殊性及び魅力に対する認
識を深めるとともに、沖縄本島と離島との
交流促進により、離島地域の活性化を図っ
た。

派遣児童数累計　15,708人 54 順調
5-1-ア-1
3-12-オ-1

沖縄離島体験
交流促進事業

企画部
地域・離

島課

475-2
離島観光・交流促進事業
（企画部）

本島住民をモニターとして離島へ派
遣することで、島々の良さを発見
し、島の魅力を更に輝やかせ、県民
全体で離島を支えていく社会を目指
す。
　また、モニターの意見等を島へ
フィードバックすることで、体験プ
ログラムの開発・改善、受入体制の
強化など、離島ならではの観光産業
の振興に繋げていく。

順調 － － － － －

本島住民を対象に、モニターツ
アーの手法を用いた離島への派
遣を実施した。

離島への派遣人数：
2,759人

181,806
本島住民を対象に、モニターツアーの手法
を用いた離島への派遣を実施した。

離島への派遣人数：2,759人 H28新規 順調 3-12-オ-1 企画部
地域・離

島課
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番号
No. 主な取組 内容

離島に
おける
推進状
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Ｈ26 Ｈ27 Ｈ24～Ｈ28 実施計
画にお
ける推
進状況

離島振
興計画
記載頁

Ｈ28

476
案内表示の充実強化（道
路案内標識等）
（土木建築部）

道路案内標識の適切な設置及び修
繕・更新を行い、観光客等の道路利
用者への情報提供を行う。

大幅遅
れ

案内表示の修繕・更新を行っ
た。

案内標識の設置・修繕
３基
（宮古島；3基）

案内表示の修繕・更新を行っ
た。

案内標識の設置・修繕
３基
（宮古島；3基）

15,024
（4,012）

案内標示の修繕・更新を行っ
た。

案内標識の更新１基
（石垣市；１基）

7,835
（0）

案内表示の修繕・更新を行った。 案内標識の設置　9基 126 順調
3-2-ウ-2
4-1-イ-2

案内表示の充
実強化（道路
案内標識等）

土木建築
部

道路管理
課

477

アジア・太平洋地域にお
ける技術協力
（土木建築部、農林水産
部、文化観光スポーツ
部）

JICA沖縄等を通じた水道事業、建設
産業、水産業等における技術交流・
技術協力

順調 － － － － － － － － 477-1、477-2、477-3が該当。 477-1、477-2、477-3が該当。 127
離島実
施無し

3-12-オ-1
建設産業の技
術交流・技術
協力

知事公室
土木建築

部
農林水産

部

土木総務
課

477-1
建設産業の技術交流・技
術協力
(土木建築部）

JICA沖縄との連携のもと海外研修生
を受け入れ、技術による国際貢献並
びに国際ネットワークの構築を図
る。

離島実
施無し

ＪＩＣＡ沖縄と連携し、「道路
維持管理」の研修で途上国から
12人受け入れ講義と現場視察の
説明を実施した。現場視察で
は、宮古島市の現場などを視察
箇所に設定した。

受入人数：20人

JICA沖縄と連携し「道路維持管
理」の研修で途上国から12人受
入れ、講義と現場視察の説明を
実施した。

受入人数：12人 －
ＪＩＣＡ沖縄との連携により受
け入れた海外研修員数

受入人数：10人 － 研修生受入について調整を行った。

（H26年度）
受入人数：20人
（H27年度）
受入人数：12人

H26新規 順調 3-12-オ-1
建設産業の技
術交流・技術
協力

土木建築
部

土木総務
課

477-2
海外研修受入による農業農
村活性化事業
（農林水産部）

亜熱帯・島しょ性地域に適合した沖縄
独自の技術やノウハウ等を有する農業
の分野において、アジア・太平洋地域
の国々等から海外研修生を受け入れ、
国際協力の一翼を担いながら、事業を
通して国際的なネットワークの形成を目
指し、本県農業・農村の地域活性化を
図る。

順調

・海外研修生の受入
・受入農家のマッチング
・基礎研修の実施
・中間報告会の開催
・研修会の開催
・交流会の開催

・海外研修生の受入：
42人（うち離島21人：
大東村8人、久米島町8
人、伊江村3人、伊是
名村2人）
・受入農家数：15戸
・基礎研修の実施：1
回
・中間報告会の開催：
1回
・研修会の開催：1回
・交流会の開催：1回

・海外研修生の継続受入
・中間報告会の開催
・研修会の開催
・交流会の開催

・海外研修生の継続受
入：67人（うち離島26
人：大東村11人、久米
島町8人、伊江村3人、
伊是名村2人、渡嘉敷
村2人）
・受入農家数：16戸
・中間報告会の開催：
1回
・研修会の開催：1回
・交流会の開催：1回

166,847

・海外研修生の継続受入
・中間報告会の開催
・研修会の開催
・交流会の開催

・海外研修生の継続受
入：62人（うち離島23人：
南大東村8人、久米島町
8人、伊江村3人、伊是名
村2人、渡嘉敷村2人）
・受入農家数：14戸
・中間報告会の開催：1
回
・研修会の開催：1回
・交流会の開催：1回

156,450

・海外研修生の受入
・受入農家のマッチング
・基礎研修の実施
・中間報告会の開催
・研修会の開催
・交流会の開催

・海外研修生の継続受入：62人
（うち離島23人：南大東村8人、久
米島町8人、伊江村3人、伊是名
村2人、渡嘉敷村2人）
・受入農家数：14戸（継続）
・基礎研修の実施：2回
・中間報告会の開催：4回
・研修会の開催：4回
・交流会の開催：4回

H26新規 順調 4-1-ｱｰ2
海外研修受入に
よる農業農村活
性化事業

農林水産
部

営農支援
課

477-3
国際交流・協力活動の促
進
(文化観光スポーツ部）

JICA事業（草の根技術協力）を通
し、アジア・太平洋地域への国際協
力を図る。

順調
平成26年度は県庁各課の班長級
を対象にJICAが行なっている事
業の説明会を行った

事業説明会：1回

JICA沖縄との情報共有を円滑に
行うため、連絡会を開催した
他、JICA沖縄と関係課との調整
を行った。

県－JICA沖縄連絡会：
1回

－

連絡協議会を計画通り開始し、
JICA沖縄と関係部局をつなぎ、
離島に関連した事業とJICAス
キームとの連携を促進する。

沖縄県－JICA連絡協議
会：２回

－

平成25年度は県庁各課の課長級を対象に、
平成26年度は班長級を対象にＪＩＣＡ事業
の説明会を行った。
平成27年度は連絡会を開催した。平成28年
度は連絡協議会設置要綱を定め、連絡協議
会を開催した。

事業説明会
平成25年度：1回
平成26年度:1回
県－JICA沖縄連絡会
平成27年度：1回
沖縄県－JICA連絡協議会
平成28年度：２回

127 順調 3-12-オ-1
国際交流・協
力活動の促進

文化観光
スポーツ

部

交流推進
課

478
国際的な災害援助拠点の
形成
(知事公室)

沖縄県においてアジア･太平洋地域での大規
模災害発生時など、迅速な支援活動が必要
とされる場合において、救助･援助、物資支援
及び医療救護等、災害援助拠点としての役
割が期待されている。そのため、国際緊急援
助隊の常設配備、国際的な災害医療・緊急
医療の基幹医療施設の整備、国際的な防災
教育･訓練施設、国際的な台風、地震、津波
等の災害に関する研究施設について、沖縄
に国際的な災害援助拠点を形成する意義、
効果、可能性等を明らかにし、同拠点の形成
に向けた検討を行う。

やや遅
れ

国際緊急援助隊の常設配備、国際
的な災害医療・緊急医療の機関医
療施設の整備、国際的な防災教
育･訓練施設、国際的な台風、地
震、津波等の災害に関する研究施
設について、沖縄に国際的な災害
援助拠点を形成する意義、効果、
可能性等を明らかにし、同拠点の
形成に向けた検討の具体化に資す
る基礎情報を整理した。

－

国際緊急援助隊の常設配備、国際
的な災害医療・緊急医療の機関医
療施設の整備、国際的な防災教
育･訓練施設、国際的な台風、地
震、津波等の災害に関する研究施
設について、沖縄に国際的な災害
援助拠点を形成する意義、効果、
可能性等を明らかにし、同拠点の
形成に向けた検討の具体化に資す
る基礎情報を整理した。

－ －

国際緊急援助隊の常設配備、国際
的な災害医療・緊急医療の機関医
療施設の整備、国際的な防災教
育･訓練施設、国際的な台風、地
震、津波等の災害に関する研究施
設について、沖縄に国際的な災害
援助拠点を形成する意義、効果、
可能性等を明らかにし、同拠点の
形成に向けた検討の具体化に資す
る基礎情報を整理し、課題を抽出し
た。

－ －

国際緊急援助隊の常設配備、国際的な災害医
療・緊急医療の機関医療施設の整備、国際的な
防災教育･訓練施設、国際的な台風、地震、津
波等の災害に関する研究施設について、沖縄に
国際的な災害援助拠点を形成する意義、効果、
可能性等を明らかにし、同拠点の形成に向けた
検討の具体化に資する基礎情報を整理し、課題
を抽出した。

－ 127
やや遅

れ
4-2-ｲ-1

災害援助拠点
形成に向けた取
組

知事公室
防災危機
管理課

479
子や孫につなぐ平和のウ
ムイ事業
（子ども生活福祉部）

戦争体験証言の収録地域を久米島地
区や宮古島地区、石垣地区等にまで
拡大し、集まった証言を編集し、離
島地域や国内外へも発信する。

完了 平成25年度までで事業終了 － － － － － － －

・宮古島での「戦争体験証言収録の拡大版事
業」の収録（50件中２件、宮古島での戦争体験を
収録）
・離島での収録を含む「家族に語り継ぐ平和のウ
ムイ事業（300件中90件）」の収録・編集
・上記の映像を沖縄県平和祈念資館映像ブース
で公開開始
・離島を含む県内７ヵ所で上記の成果報告展を
開催

※24及び25年度の活動概要

①2件
②90件
③350件の映像の公開
④県内７ヵ所での成果報告展開
催

※24及び25年度の活動実績

127 －
5-1-ア-1
4-2-ウ-1
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